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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ａ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（１） 森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発 

Ａ 地域に対応した多様な森林管理技術の開発  

指標(研究課題群) 多様な施業システムに対応した森林管理技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 国産材の供給拡大と環境に調和した施業の推進に向けて、地域の特性に対応し皆伐や更新と公
益的機能の関係を踏まえつつ、多様な施業システムに対応した森林管理技術の開発を行う。 
 国産材の持続的生産のため、森林管理技術を高度化・体系化する手法や指標の作成に取り
組み、低コスト再造林の条件を明らかにするシステムや省力・低コストかつ高品質のコンテ
ナ苗の生産技術を開発する。個体ベースの成長予測モデルを開発し、長伐期施業に向けた将
来木選定方法のガイドラインを作成するとともに、森林生態系の物質循環を健全に維持する
ための診断指標を開発する。また、地域資源を活用した多様な森林管理技術の開発に取り組
む。作成した手法や指標は、森林管理技術に関する学会や行政の委員会、産学官連携の取組に
おける提言や、教育・研修の教材として活用する。成果の活用により、地域の特性を活かした
森林管理が進み、森林資源劣化の緩和や資源の活用を通して地域林業の活性化に寄与する。
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20）%  （前年までの達成度：48%） 
 低コスト再造林システムの提案に向けて、多雪地域におけるコンテナ苗と普通苗の植栽後の
成長特性を解析し、得失を明らかにする。長伐期施業林へ誘導する際の将来木選定のガイドラ
インを、間伐手法別の成長予測とコスト評価をもとに作成する。  
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

多雪地である青森、秋田、山形産のスギ種子から育苗したコンテナ苗の少雪地（つくば
市）での植栽時期別成長試験からは、樹高成長は 3 月、5 月、7 月植栽苗に差はないが、直
径成長では 3 月植栽が最も大きく、また生存率が 11 月植栽を除くと他の植栽時期でほぼ
100%に達するなど、少雪地では種子の産地に限らず春植栽が望ましいことが明らかになっ
た。 

積雪深が 1m を越える多雪地で行ったスギ、カラマツ苗木の植栽試験からは、成長につい
てはコンテナ苗と普通苗に有意な差が見られないこと、秋田県の高齢スギ林伐採跡地での植
栽功程に関するコンテナ苗と普通苗の比較試験からは、苗木 1 本当たりの平均植栽時間はコ
ンテナ苗が普通苗の半分以下となることがわかり、低コスト再造林におけるコンテナ苗のメ
リットが、主として季節を問わない活着率と植栽効率にあることが示された。 

長伐期林へ誘導する際の将来木選定指針の策定については、個体の成長モデルを用いた予
測分析と高齢人工林の実態調査結果の解析に基づき、有効な間伐手順や選木手法を総合的に
検討した。成長モデルは、スギの光合成などの実測値を取り込み精緻化をはかり、実測デー
タによる精度検証を加えた後、50 年生のスギ仮想林分に適用して、主伐 100 年まで初期密
度や間伐法を変えて設定した複数の施業シナリオに沿って、残存木（将来木）の直径成長や
大径材（50cm 以上）の本数を予測した。さらに間伐時の伐採／搬出コストも試算し、収支
面からの検討も加えてシナリオ間を比較した結果、低密度の林分で初回に強い間伐（50%）
をする方が、高密度林分に一定率で間伐する場合よりも主伐時の直径は大きく、大径材の達
成本数も多くなるなど、長伐期林へ誘導する際の施業法立案に必要な指針を、間伐強度や回
数、目標密度など具体的な数値情報として提示することができた。 

低コスト再造林に関する成果は、全国低コスト造林シンポジウムや産学官森林技術連携フ
ォーラムほか各種発表・講習会での技術普及を図った。また、人工林管理技術についても、
国有林野事業技術開発委員会など各種委員会においての提言や、森林技術者研修教材として
大いに活用された。 
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４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（68）% 
中期計画の「多様な施業システムに対応した森林管理技術の開発」に対し、昨年度は、低

コスト再造林支援システムを構築しコスト評価を進めるとともに、コンテナ育苗、森林の物
質循環の健全性指標の各課題で年次計画以上の成果を上げた。当年度は、多様な施業システ
ムに対応した森林管理技術の開発については、東北多雪地域での低コスト再造林システムの
提案に向けてコンテナ苗の育苗及び植栽技術に関して、ほぼ年次計画相当の成果を上げた。
これに関連する他のコンテナ苗を用いた植栽技術関係の課題においても、現地植栽試験を計
画どおり進めて、成長及び生存試験の結果が着実に蓄積されつつある。人工林の管理技術に
ついては、長伐期施業に向けた将来木選定の指針策定の課題において、個体の成長予測モデ
ルの精度検証と精緻化を進め、そのモデルを用いた仮想林分での間伐シナリオに応じた予測
結果に基づいて樹木の成長と伐採／搬出の収支コスト面から総合的に検討を加えて、指針策
定に必要な数値情報を提示して計画を達成した。さらに、地域資源を活用した多様な森林管
理技術の開発課題では、九州造林地で下層植生の食害率にもとづくシカ被害リスクの評価技
術など、低コスト再造林の植栽技術確立に結びつく成果が得られた。これらの成果を踏ま
え、当年度の達成度は概ね達成とした。 

 

自己評価結果  （ａ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 それぞれの外部（自己）評価結果は、A11［  a ］、A12［  a ］、A1P02［  a ］、A1P03
［ a ］、A1P04［ a ］、A1P05［ a ］である。資金額の重みづけによるウエイト数値を用い

て達成度を計算すると「a」となり、自己評価は「ａ」となった。低コスト再造林システムの

提案に向けた多雪地域でのコンテナ苗・普通苗の植栽後の成長特性の比較解析と得失の評価、

長伐期施業林へ誘導する際の将来木選定の指針策定の両課題では、十分な成果を得ており、当

初の計画を達成したと判断する。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （2）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（ 2  ）＝ 100 

   当該年度達成度 ：   100 × 20 ／ 100 ＝  20％ 

総合評価（ a ）
 委員数 （ ２ ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.521 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 年度計画に即して研究が実施され、当該年度の目的を達成していると評価する。低コスト再造林

システムの提案を目指して、コンテナ苗のメリットを確認し、現場への普及技術として提示できた

ことの意義は大きい。また、長伐期林への誘導について、施業方法の選択肢を示し、間伐強度や回

数、目標とする密度管理などの具体的数値情報を示せた点も今後の普及技術への展開が期待でき

る。また、健全な物質循環維持のための診断指標の開発については、長期観測データに基づいて影

響評価の分析を試みており、今後の一般化や普及技術化に発展させてほしい。林業現場での実用化

に向けて、多様な自然条件でのデータや科学的な裏付けの蓄積を図るとともに、今後の普及技術指

導などへのマニュアル化を期待する。 

 

７．今後の対応方針 

 低コスト再造林システムの提案については、各地域で実施中のコンテナ苗植栽試験の結果を整

理し、苗の生存・成長特性と立地条件や環境要因との関係を解析して科学的な裏付けを図る。ま

たこの研究課題とともに、長伐期林へ誘導するための施業法の提案や、物質循環維持のための診

断指標の開発の各研究課題についても、林業現場での実用化に向けて、今後はプランナーやフォ

レスター育成のための技術指導書等に成果を盛り込むなどして普及を進める。 
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８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 国産材の持続的生産のため、低コスト再造林システムの提案にむけて、多雪地及び少雪地に

おいてコンテナ苗と普通苗の比較試験を行い、地域環境や樹種ごとのコンテナ苗の成長特性を

明らかにする。地域資源を活用した多様な森林管理技術の開発にむけて、土壌の理化学性に及

ぼす降雨や火山灰等の影響を評価し、森林の物質循環を維持するための診断指標を策定する。 
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ａ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 （１）森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発 

  Ａ 地域に対応した多様な森林管理技術の開発 

指標(研究課題群) 森林の機能発揮のための森林資源情報の活用技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
森林・林業再生のため、公益的機能の関係を踏まえた森林の管理技術の開発及びそのために必

要な森林資源情報の把握に重点的に取り組むことが求められている。そこで、森林の有する多面
的機能の持続的発揮を確保するため、広葉樹林化の誘導技術、帯状伐採の評価手法及び里山維持
システムの開発を行う。また、適切な森林管理に資する森林資源の計測、評価手法の開発及び森
林管理技術の研究開発を行う。 

これらの成果は広葉樹林化や帯状伐採、里山維持システムの技術的指針となるほか、適切な森
林管理に資する森林資源の計測・評価手法、都市近郊林の管理手法、林分の更新に関する技術的
な問題解決に貢献する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20 ）%  （前年までの達成度：  48%） 

森林の有する多面的機能の持続的発揮を確保するため、帯状伐採による森林機能の変化を評価
する。また、地域主体での資源利用を通して里山林を維持管理するためのマニュアルを作成す
る。 

 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

年度計画「森林の有する多面的機能の持続的発揮を確保するため、帯状伐採による森林機能の
変化を評価する。」に関して、帯状伐採は大面積皆伐に較べて伐採に伴う森林機能の変化を緩和
すると考えられるので、いくつかの機能について、樹高の2倍の幅で伐採した帯状区とそれより
広い幅で伐採した皆伐区という伐採幅の異なる二つの伐採地内での時空間的変化を観測した。帯
状区内の日射量や地温は伐採後、残存林縁からの距離によって違っており、伐採に伴う変化量は
皆伐区より小さかった。一方、地表の土砂移動は、伐採後どちらの区とも増加し伐採幅による違
いははっきりしなかった。また、土壌中の窒素移動は伐採後、残存林縁から離れるに従って増加
傾向にあった。空中を浮遊する菌類相や甲虫相は伐採に伴い変化したが、プロジェクト期間中に
は植栽木に深刻な被害を及ぼす病虫害の発生はなかった。森林棲昆虫類は伐採後激減したが、帯
状区での減少割合は皆伐区より小さかった。伐採後の再生植生は残存林縁に近い場所ほど少な
く、帯状区の再生植生量は皆伐区より明らかに少なかった。これらの観測結果から、残存林縁の
影響が及ぶ範囲が皆伐区より大きい帯状区では、伐採による森林機能の変化は緩和されているこ
とが分かった。成果は九州支所年報（支所HP）で公表するとともに、パンフレットとしてとり
まとめた。 

年度計画「地域主体での資源利用を通して里山林を維持管理するためのマニュアルを作成す
る。」に関して、コナラを主体とした里山林を整備するための伐採種としては、間伐ではなく小
面積の皆伐が最適であること、皆伐から更新までに必要なコストから、市民団体を主とした作業
で薪の生産を行うとほぼ市場価格に近い原価となること、薪ストーブの利用は、暖房としての満
足感と化石燃料削減効果だけでなく、生活に豊かさの実感をもたらす効果があることを明らかに
した。里山林管理の社会実験を行った地域では、里山管理による材が薪として資源になることが
明確に認識されるようになり、新たな層が里山管理へ参加するための有力な動機付けとなった。
以上より、小面積皆伐と薪による資源利用の組み合わせで、市民団体や自治体行政機関、地域住
民を中心とした管理主体によって、十分に実施可能な里山管理システムができることを実証的に
示した。この成果をもとに、自治体や市民団体等の管理主体が里山の管理を行う際のマニュアル
として「里山管理を始めよう〜持続的な利用のための手帳〜」を作成した。成果は、公開講演会
「里山管理を始めよう〜持続的な利用のために〜、龍谷大学アバンティ響都ホール、2013年11月
29日参加者305名」など8回のシンポジウムや専門誌へ寄稿を通じ普及に努めた。その結果、滋賀
県東近江市、兵庫県篠山市など85の自治体や市民団体から指導・講師の依頼を受け、そのうち10
の自治体・市民団体が里山管理の実践を開始するなど社会的反響が大きかった。 
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４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20 ）%、累積達成度（68 ）%

中期計画「皆伐や更新と公益的機能の関係を踏まえつつ、森林の機能発揮のための森林資源情
報の活用技術の開発を行う」に対して、昨年度までに、広葉樹林誘導技術として、林冠の制御等
による天然更新促進技術や、菌根菌感染苗等を利用した更新技術を開発し、ブナ天然更新試験地
のデータから更新成功率と稚樹密度の関係を解明した。また、人工林蓄積推定のため、標準地調
査法において標準地の面積や形状の違いによる推定精度を評価する手法、低密度航空機LiDAR観
測により人工林の樹高・蓄積を把握する手法を開発した。当年度についても、予定どおり、帯状
伐採による森林機能の変化の評価を行い、地域主体での資源利用を通じ里山林を維持管理するた
めの手法をとりまとめ社会的反響を得るなどの成果が得られたことから、当年度の達成度は概ね
達成とした。 

 

自己評価結果  （ a  ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 
 本研究課題群は、1研究項目、3プロジェクト課題で構成されている。 
 それぞれの外部（自己）評価結果は、A21［a］、A2P02［a］、A2P03［s］、A2P04［a］であ
ったので、資金額の重みづけによるウエイト数値を用いて達成度を計算すると、「a」となり、
自己評価は「a」となった。 

中期計画「皆伐や更新と公益的機能の関係を踏まえつつ、森林の機能発揮のための森林資源情
報の活用技術の開発を行う」に対して、年度計画に掲げた帯状伐採による森林機能の変化の評価
を予定どおり行った。また、A2P03では、年度計画どおり里山林を維持管理するためのマニュア
ルを作成したほか、シンポジウムに多数の聴衆が集まり、自治体・市民団体からは多数の指導依
頼を受けるなど、予定以上の大きな反響を得たため、ｓ評価とした。その他A21、A2P02、
A2P04では自己評価が概ね達成であったため、課題群全体の自己評価としては概ね達成と判断し
た。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100 ）／（ 2  ）＝100  

   当該年度達成度 ： 100 × 20 ／ 100  ＝ 20  ％ 

総合評価（ a ）
 委員数 （  2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.476 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 
 年度計画に即して研究が実施され、当該年度の目的を達成していると評価する。帯状伐採や現
代的里山管理など、現場要請の強い課題に対して、適正に対応し、一定の指針を示し、一部はマ
ニュアル化まで進めることが出来た意義は大きい。帯状伐採については、斜面方位や伐採区を設
定する方位（南北、東西など）による植栽木の光環境や林縁に近い植栽木の成長や形状比（冠雪
害の受けやすさ）などについての評価がさらに望まれる。森林総研でないと取り組めない全国統
合的、長期的課題に取り組んでおり、森林施業技術と森林管理情報の提案の面での貢献も大きい
と評価する。 
 

７．今後の対応方針 
今後とも、全国統合的、長期的課題への取組を推進する。里山管理については、研究成果を関

東地方でも紹介し普及に努める。また、帯状伐採については、伐採からの回復過程までを含め
て、多面的機能への影響評価を一般化できるモデルの構築と、伐採の総合評価に向けて、新たな
プロジェクト課題の中で取組を行う。 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 
天然更新試験地における現在の更新状況を明らかにし、更新初期における経過と成林状況との関

係を解明する。市民参加による生物相の保全に向けた都市近郊林管理作業の適用ガイドラインを作
成する。 
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （A１） （A２）

A
全重点

課題に対
する割合

多様な施業シス
テムに対応した
森林管理技術
の開発

森林の機能発
揮のための森林
資源情報の活
用技術の開発

予算［千円］ 146,553 ( 7 ％) 76,560 69,993

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(46 %) (30 %) (65 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

77.8 ( 19 ％) 44.2 33.6

委託研究
機関数

7 ( 7 ％) 5 2

研究論文数 85 ( 17 ％) 42 43

口頭発表数 161 ( 14 ％) 85 76

公刊図書数 13 ( 19 ％) 4 9

その他発表数 112 ( 15 ％) 56 56

特許出願数 0 ( 0 ％) 0 0

所で採択
された主要
研究成果数

2 ( 6 ％) 1 1

重点課題A研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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開催日　平成２６年　２月２７日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況
　研究計画にあげた事項を着実に実行し、
当初想定していたレベルを上回る成果を上
げている。特に、低コスト造林システムの
構築に関して有効な成果を上げているこ
と、林床被覆率に関して、国際的な森林の
健全性指標として取り上げられるまでに
データの裏付けを高めたことは高く評価さ
れる。

　再造林システムについては、交付金プロ
「多雪地域の森林資源持続に向けた低コス
ト再造林システムの構築」「本州少雪地に
おける実生コンテナ苗による低コスト再造
林技術の開発」および農食研プロ「東北地
方の多雪環境に適した低コスト再造林シス
テムの開発」等において、地域での実証を
進めている。

　年度研究計画に即して植生状況とシカ被
害発生の実態把握や天然林施業地への多様
な樹種の定着技術に関する知見など、研究
目的の達成に必要な基盤データの収集が着
実に行われている。実用可能な技術を開発
するには、多様な基盤データと実証試験が
必要であり、5年間の研究期間で達成するに
は難易度の高い研究課題ではあるが、新た
な展開に繋がる成果が得られることを期待
したい。

　植栽木へのシカ食害リスクを自然植生の
食害状況から判定する技術を開発し、また
自然撹乱を模倣した施業による更新の促進
効果を確認するなど、着実に研究を進め
た。

　天然更新施業試験地を再調査し、競合植
生の評価も加えた成林の可否の判断基準を
提示したことは、長期森林研究の重要性を
示す意味でも重要な成果が得られていると
評価する。研究のさらなる進展を期待した
い。コスト意識を持って行われたLiDARによ
る資源量調査手法の開発については、林業
現場での活用が期待できる発展性のある成
果が得られている。しかし人力による資源
調査では、量的なデータだけではなく、経
済的価値に関わる質的データの取得も可能
であり、単純なコスト比較は適当でないと
考える。森林浴効果に関する国際共同研究
で成果をあげたことは、わが国の森林研究
の国際発信に貢献するものと評価する。研
究成果の国際学術誌での公表をさらに進め
ていただきたい。

　長期観測試験地のデータをもとに、皆伐
母樹保残法によるブナ天然林の更新におけ
る、結実と伐採、刈り払いのタイミングの
一致が重要であること、広葉樹の結実のパ
ターンが長期的に変化している可能性があ
ることを明らかにした。また、農林水産技
術会議の委託プロとして、デジタル空中写
真を利用した低コストな森林情報取得技術
の開発を開始した。

平成２５年度重点課題評価会議　平成２４年度指摘事項と対応状況

（A）　地域に対応した多様な森林管理技術の開発

重点課題
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開催日　平成２６年　２月２７日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

重点課題

　それぞれの研究項目について、着実な研
究の実施と成果の普及がなされており、当
初の目的を達成可能と評価する。多様な造
林地の環境条件でコンテナ苗造林試験や帯
状伐採等の施業試験を行って事例を増やし
ていくとともに、科学的な裏付けによる造
林技術の一般化も並行して進めていただき
たい。里山林の活用については、社会的な
反響が大きく、森林や木材に対する理解の
普及に大きく貢献していると高く評価す
る。森林総研でないとできない全国統合
的、長期的課題に取り組み、森林施業技術
と森林管理情報の提案の面で貢献している
こと、また現場への普及につとめている点
も高く評価するが、今後も一層の取組を続
けてほしい。

　今後は、多様な造林地の環境条件で、コ
ンテナ苗造林や帯状伐採等の調査事例を増
やしていくとともに、科学的な裏付けによ
る造林技術の一般化に取り組む。全国統合
的・長期的課題、研究成果の現場への普及
についても、今後も取組を続ける。

　年度計画に則して研究が実施され、当該
年度の目的を達成していると評価する。低
コスト再造林システムの提案を目指して、
コンテナ苗のメリットを確認し、現場への
普及技術として提示できたことの意義は大
きい。また、長伐期林への誘導について、
施業方法の選択肢を示し、間伐強度や回
数、目標とする密度管理などの具体的数値
情報を示せた点も今後の普及技術への展開
が期待できる。また、健全な物質循環維持
のための診断指標の開発については、長期
観測データに基づいて影響評価の分析を試
みており、今後の一般化や普及技術化に発
展させてほしい。林業現場での実用化に向
けて、多様な自然条件でのデータや科学的
な裏付けの蓄積を図るとともに、今後の普
及技術指導などへのマニュアル化を期待す
る。

　低コスト再造林システムの提案について
は、各地域で実施中のコンテナ苗植栽試験
の結果を整理し、苗の生存・成長特性と立
地条件や環境要因との関係を解析して科学
的な裏付けを図る。またこの研究課題とと
もに、長伐期林へ誘導するための施業法の
提案や、物質循環維持のための診断指標の
開発の各研究課題についても、林業現場で
の実用化に向けて、今後はプランナーや
フォレスター育成のための技術指導書等に
成果を盛り込むなどして普及を進める。

　年度計画に則して研究が実施され、当該
年度の目的を達成していると評価する。帯
状伐採や現代的里山管理など、現場要請の
強い課題に対して、適正に対応し、一定の
指針を示し、一部はマニュアル化まで進め
ることが出来た意義は大きい。帯状伐採に
ついては、斜面方位や伐採区を設定する方
位（南北、東西など）による植栽木の光環
境や林縁に近い植栽木の成長や形状比（冠
雪害の受けやすさ）などについての評価が
さらに望まれる。森林総研でないと取り組
めない全国統合的、長期的課題に取り組ん
でおり、森林施業技術と森林管理情報の提
案の面での貢献も大きいと評価する。

　今後とも、全国統合的、長期的課題への
取組を推進する。里山管理については、研
究成果を関東地方でも紹介し普及に努め
る。また、帯状伐採については、伐採から
の回復過程までを含めて、多面的機能への
影響評価を一般化できるモデルの構築と、
伐採の総合評価に向けて、新たなプロジェ
クト課題の中で取組を行う。

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

（A）　地域に対応した多様な森林管理技術の開発

研究課題群
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開催日　平成２６年　２月２７日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

（A）　地域に対応した多様な森林管理技術の開発

　年度計画に則して研究が実行されてお
り、当該年度の目的を達成していると評価
する。コンテナ苗造林に関しては、様々な
造林地で行われている植栽試験の成長デー
タを比較するためのデータベース化（コン
テナの種類、実生・挿し木、育苗期間、植
栽時のサイズ、植栽日、植栽時の環境条件
（土壌水分条件、植栽後の降水量、な
ど）、年成長量の経時変化、など）を進め
ていただきたい。成長予測モデルの精緻化
プロセス研究には、森林管理を担う林業技
術者教育にも活かせる成果を期待したい。
また、健全な物質循環維持のための診断指
標の開発については、長期観測データに基
づいて影響評価の分析を試みており、今後
の一般化、普及技術化が望まれる。研究は
順調に進展しており、当初の目的を達成可
能と評価する。

　コンテナ苗造林については、ご指摘の点
を十分考慮して、各種データをとりまと
め、わかりやすくかつ確実な成果となるよ
う、努める。成長モデルについては、各種
研修における技術者教育に活かせるように
アウトプットを意識して研究を進める。診
断指標の開発についても、一般化・普及技
術化を念頭において、最終的な成果へと導
く。

　年度計画に則して研究が実施され、当該
年度の目的とした成果が得られていると評
価する。シカの密度管理は人工林施業にお
いて重要な課題であり、シカ密度の推定を
簡便に行う方法の実用化を期待したい。間
伐作業の機械化に伴って若齢人工林では列
状間伐が主体になるものと想定され、列状
間伐による密度管理や成長予測の実用化を
期待したい。育成天然林の管理技術に関し
ては、林冠木までの誘導技術の開発を視野
に入れた研究を期待したい。研究は順調に
進展しており、当初の目的達成は可能と評
価する。今後は普及技術指導などへのマ
ニュアル化が望まれる。

　シカについては、植生の採食状況から植
栽木の被害リスクの評価を行うための実証
データを今後も収集し、実用的な技術につ
なげる取組を行う。列状間伐の効果予測に
ついては、重点課題の他の研究とも連携
し、現場で使える技術につなげる。育成天
然林の施業については、更新初期での研究
成果を、今後成木段階までの誘導技術への
発展につなげる取組を行う。

　年度計画に則して研究が実施され、当該
年度の目的を達成していると評価する。人
工林の採算性モデルについては、再造林コ
ストを賄うための人工林の団地化・集約化
の推進への貢献を期待したい。都市林の管
理指針については、都市林に期待される機
能の持続的な発揮に関する住民の理解が不
可欠であり、普及を進めていただきたい。
天然更新技術に関しては、過去の試験地の
再調査を進め成功事例・失敗事例を蓄積す
るとともに、気候変動下での天然林の順応
的管理技術に繋げていただきたい。研究は
順調に進展しており、当初の目的を達成可
能と評価する。

　今後も計画的に研究を推進し、効率的な
人工林管理のための森林情報の有効な利用
及び、都市林の管理指針についての市民へ
の普及、天然林の順応的管理技術の確立に
向けて、一層の取組を行う。

研究項目
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（１）森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発

Ａ 地域に対応した多様な森林管理技術の開発

第１-１-(１)-Ａ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

Ａ１ 多様な施業システムに対応した森林管理技術の開発 ａ 100 0.521

Ａ２ 森林の機能発揮のための森林資源情報の活用技術の開発 ａ 100 0.476

（ 指標数：２ ）

達成度の計算：｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計：

（100×0.521）＋（100×0.476） ≒ 100 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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独立行政法人森林総合研究所 
 

平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｂ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

 （１) 森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発 

  Ｂ 国産材の安定供給のための新たな素材生産技術及び林業経営システムの開発 

指標(研究課題群) 路網整備と機械化等による素材生産技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 路網整備と機械化等による素材生産技術の開発に向けて、地形や降雨量などの自然条件の違い
を考慮した機械化作業システムと路網作設・配置手法を開発するとともに、作業コスト予測に基
づいて各種条件に応じた低コスト作業シナリオの評価を行うことのできる、森林所有者・林業事
業体等のための意思決定支援手法を開発する。これらの成果は、フォレスター、プランナー、林
業事業体に対する研修での利用や現場技術者向けの技術マニュアル及び支援プログラムとして配
布・利用する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20）%  （前年までの達成度：40 %） 

 路網整備と機械化等による素材生産の低コスト化や安全性の向上に向けて、地形等の条件に応

じた先進的機械作業システム適用の評価手法を開発する。また、伐出作業時の防護服着用による

労働災害防止効果の試算をもとに、防護服導入による経営上の効果を明らかにする。 

 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

素材生産の低コスト化を目的に先進的林業機械の導入が進められているが、システムとしての

生産性や適応性は明らかになっていない。そこで、中傾斜地におけるホイール式（タイヤ使用の

駆動方式）の先進的 CTL（ハーベスタ、フォワーダによる丸太集材）システムと昨年度得られ

た平坦地での同システム生産性とを比較分析し、地形傾斜等を条件とした車両系の先進的機械作

業システムの生産性算出手法を開発した。また、地形・土質・林分等の作業条件が同質な同一斜

面において、ホイール式の先進的 CTL システムとクローラ式の従来型 CTL システム、および架

線系であるスイングヤーダ全木集材システムの 3 システムを比較した。その結果、中傾斜地での

先進的システムの生産性は平坦地の 0.65 倍に低減するが、同じ地形条件であれば従来型システ

ムよりも生産性は 1.3 倍高く、下り作業においては 2.6 倍とより顕著であった。また、架線系と

比較しても 1.8 倍高かった。さらに、上り作業の登坂限界は先進的ハーベスタとフォワーダとも

に傾斜 23 度に対し、従来型フォワーダは傾斜 12 度であり、先進的機械の方が斜面傾斜に対する

適応能力が高いことを実証した。以上の生産性を試算する功程式と機械ごとの登坂限界値によっ

て、先進的機械作業システムの適否を評価する評価手法を開発した。評価手法の活用によりシス

テムの適地判定が可能となる。今後、この評価手法を機械性能の向上やシステム改良の判断基準

として活用していく。チェーンソーによる切創災害の実例調査を通して、被災の発生頻度、被災

後の休業日数の分布（平均は 16.7 日）、防護服の使用開始から廃棄までの平均使用期間（20.7
ヶ月）等を明らかにし、防護服の更新周期は使用実態の調査から 2 年程度が妥当と判断された。

調査並びに統計資料、既刊の報告書等から情報を得て、災害発生後に想定される様々な経費、損

失、補償等について概算を行った。事業体が防護服を 2 年に一度支給し、防護服による災害回避

率を 60%、作業員人件費を 15,000～25,000 円/日として災害発生によって生じるコストを試算す

ると、事業損失、再発防止対策経費、事業体の社会的信用喪失による損失等を除外しても、2 年

間に見込まれる防護服使用による災害コスト削減額は防護服購入経費と同額程度であることがわ

かった。さらに、事業損失をモデルケースで試算し災害コストに加算すると、防護服支給経費と

防護服使用による災害コスト削減見込み額の比は、いっそう大きくなった。このことから、事業

体が作業員に防護服を支給して着用させ災害数を減少させることにより防護服支給経費以上の災

害コスト削減効果が得られ、経営の安定化が図られる可能性を示すとともに、災害発生後の再発
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独立行政法人森林総合研究所 
 

防止対策経費、新規事業獲得制限、事業体の社会的信用等も考慮すれば、多くの事業体にとっ

て、事業体が組織として防護服を導入することは経営上非常に有利であることを示した。事業体

が積極的に防護服を導入し、今後の防護服の普及を促進させる波及効果が期待できる。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（60）% 

 中期計画「路網整備と機械化等による素材生産技術の開発」において、自然条件の違いを考慮
した機械化作業システムの開発の一環として、近年、素材生産の低コスト化を目的に導入が進め
られている先進的機械について、作業システムの生産性を試算する功程式を示すとともに、機械
作業システムの適否評価にとって重要なパラメータとなる登坂限界を明らかにした。また、チェ
ーンソー用防護服導入の事業体経営への効果については、実態調査による費用便益を試算した結
果、防護服の導入は災害コストを減少させ、事業体経営にとって非常に有用であることを示し
た。今後、適用条件の明確化を進め、森林所有者・林業事業体等の意思決定支援手法の精緻化に
活用していく。以上より、今年度の目標は達成した。 

 

自己評価結果  （ ａ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、1 研究項目と 3 プロジェクト課題で構成されている。それぞれの外部（自

己）評価結果は B11〔ａ〕、B1P01〔ａ〕、B1P02〔ａ〕、B1P03〔ａ〕であったので、ウエイ

ト数値を用いて達成度を計算すると「100」 となり、自己評価は「概ね達成（ａ）」である。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（2）＝100  

   当該年度達成度 ：  100×20 ／100  ＝20％ 

総合評価（ a ）
 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.617 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 達成目標が高く、成果の利活用に関しても社会的有用性が高い研究成果と評価できる。先進的

林業機械の導入は緊要の課題となっているなかで、先進的 CTL システムの傾斜地に対応する作

業特性を解明したことは、今後、導入の弾みとなり意義深い。今後、本評価手法を機械やシステ

ムの改良に活用していく際に立地・施業条件とともに事業体や事業地の事業規模にも留意し、林

業採算性の比較分析が進展することを期待する。また、労働災害防止の願いは林業界の悲願であ

るが、防護服導入の経営的価値を実証的に示した研究は見当たらないことから、本研究は大いに

評価できる社会経済的内容を持つ。 

 

７．今後の対応方針 

 先進的林業機械導入の適否判断については、さまざまな立地、施業条件下でのデータを増や

し、事業体や施業地の規模を反映させながら林業採算性を判断できるように改良し、他のプロ

ジェクト課題に成果を受け渡す。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 

 路網整備と機械化等による素材生産の低コスト化に向けて、中距離対応型架線集材システム

の適用条件を明らかにして、急傾斜地における低コスト機械作業システムを提示する。また、

施業シミュレーションシステムを用いてさまざまな立地・施業条件について林業採算性を比較

して最適条件を示す。 
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独立行政法人森林総合研究所 
 

平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｂ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

 （１） 森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発 

  Ｂ 国産材の安定供給のための新たな素材生産技術及び林業経営システムの開発 

指標(研究課題群) 国産材の効率的な供給のための林業経営・流通システムの開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
人工林を中心に充実しつつある我が国の森林資源を十分に活用できるよう、持続的な森林経営

の確立と国産材の安定供給体制の構築により、森林・林業を早急に再生することが求められてい
る。 

そのため、国産材の効率的な供給のための林業経営・流通システムの開発に向けて、森林資源
供給予測システムと林業生産シナリオ評価手法を開発する。また、経営の集約化や川上・川下連
携のための効率的な流通システムを開発するとともに、林業所得拡大に向けた森林経営における
経済分析手法を開発する。 

開発した資源推定・供給予測ソフトウェアは、森林組合や市町村林務担当者（施業プランナー
やフォレスターを含む）が利用する。また林業シナリオ評価手法は、森林所有者の経営判断や行
政担当者の政策立案に活用する。開発した林業経営経済分析手法を用いて社会的に望ましい森林
利用計画の選択肢を提示できるようになり、国や地方自治体の政策立案、森林組合や森林所有者
等の林業計画策定に利用できる。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20）%  （前年までの達成度：40%） 
 （1）地域の伐採計画策定のため、群馬県下を対象とし、地域林業を形成する生産要素に基づ
いた木材生産量の予測手法を開発する。（2）原木需給コーディネート機能が発達している欧州
の原木流通との比較解析から、わが国の国産材安定供給に向けた原木流通の課題を抽出する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 国産材の効率的な供給のための林業経営・流通システムの開発に向けて、（1）地域林業を形
成する生産要素に基づいた木材生産量の予測手法を開発した。すなわち、群馬県 S 森林組合の
経営計画樹立に向けた取組状況、雇用計画、林業機械の導入計画を調査して、この予測手法によ
って、S 森林組合の素材生産ポテンシャルの推定を行い、将来的に主・間伐の割合を変動させた
際の伐採量について予測を行った。その結果、S 森林組合では、労働力量の増加を見込めない状
況のまま間伐面積を増加させたと仮定すると、単位面積当たりの労働力を削減するため、素材生
産量がかえって減少すると予測された。逆に間伐面積を減少させた場合は、単位面積当たりの素
材生産の増加及び皆伐割合の増加が見込まれ、素材生産量が増加すると推定された。間伐面積の
増加により、素材生産量が減少する現象は、これまで対象としてきた福島県 H 森林組合の事例
でも確認された。このことから開発した予測手法は妥当なものであるといえる。また、（2）ド
イツ、オーストリア、スイスでは、林産業の寡占化に対応して森林所有者側は協同組合を設立
し、販売の組織化による木材取引の一元化を進めていることを実態調査から明らかにした。大口
需要者に対する価格交渉力を強化するために取扱量の拡大が志向されると同時に、原木取扱量の
拡大に伴い、企業的な事業展開と経営リスク回避のために有限会社化が進められていること、原
木の有利販売に繋がるサービスの強化（立木買取り、伐採業者の紹介、検収の合理化、ロジ支
援）が行われていることを明らかにした。こうした動向から、わが国の原木流通のコーディネー
ト組織においても県森連などの協同組合が望ましいこと、しかしながら取扱量が拡大した場合の
リスクを回避するために有限責任の組織形態を模索する必要があることを明らかにした。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（60）% 
 中期計画の「森林資源供給予測システムと林業生産シナリオ評価手法の開発」の一環として、
地域の木材生産量の予測手法を開発し、「経営の集約化や川上・川下連携のための効率的な流通
システムの開発」に向けて、わが国の原木流通のコーディネート組織のあり方と課題を明らかに

16



独立行政法人森林総合研究所 
 

した。計画通り研究が進捗している。 
 

自己評価結果  （ a ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、1 研究項目と 2 プロジェクト課題で構成されている。それぞれの外部（自

己）評価結果は、B21〔ａ〕、B2P01〔ａ〕、B2P02〔ａ〕であったので、ウエイト数値を用い

て達成度を計算すると「100」 となり、自己評価は「概ね達成（ａ）」となった。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（2）＝ 100 

   当該年度達成度 ：  100ｘ20 ／100 ＝ 20％ 

総合評価（ ａ ）
 委員数 （2）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.376 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 木材生産量の予測手法は、地域林業の活性化を図るための政策推進における重要な基礎的手法

と期待される。プロトタイプの開発・実証検証により、開発に一定の目処と見なせる成果があっ

たことを高く評価する。また、林産業の寡占化に対応する原木流通組織のあり方の考究は、今後

の政策課題の推進に極めて有益であろう。Ｂ１の素材生産・造林技術におけるコスト削減やＢ２

１の研究項目全体の研究成果の連携や国内と海外研究の統合に配慮した研究の進展を期待する。

 

７．今後の対応方針 

 Ｂ１の課題で得られた素材生産、造林におけるコスト削減の成果や可能性は、林業シナリオ

に取り入れて研究を進める。また、原木流通コーディネート組織の研究においては、原木をい

かに安定的に調達するかが重要な課題であることから、原木の生産条件、林業経営の経済的側

面について国内外の研究成果を取り入れながら研究を進める。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 
 国産材の効率的な供給のため、平成 25 年度中にあった森林経営計画制度の見直しが、林業経

営の各主体に及ぼした影響を明らかにする。また、地域の森林資源量、成長量を予測する地域森

林資源管理システムを構築し、林業シナリオを評価する手法を開発する。 
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 (B１） （B２）

B
全重点

課題に対
する割合

路網整備と機械化
等による素材生産
技術の開発

国産材の効率的な
供給のための林業
経営・流通システム
の開発

予算［千円］ 81,549 ( 4 ％) 50,592 30,957

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(37 %) (36 %) (39 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

33.7 ( 8 ％) 20.2 13.5

委託研究
機関数

3 ( 3 ％) 2 1

研究論文数 21 ( 4 ％) 14 7

口頭発表数 50 ( 4 ％) 26 24

公刊図書数 9 ( 13 ％) 1 8

その他発表数 93 ( 12 ％) 55 38

特許出願数 0 ( 0 ％) 0 0

所で採択
された主要
研究成果数

3 ( 10 ％) 2 1

重点課題B研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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開催日　平成２６年　２月１８日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況
　B1の「施業シミュレーションシステムの
開発」と、B2の「国産材安定供給体制構築
のための森林資源供給予測システム及び生
産シナリオ評価手法の開発」との目的の違
いに留意した研究の進展を期待したい。

　施業シミュレーションシステムに資源や
作業システムの多様なデータを適用しシス
テムの精度の検証と向上を図るとともに、
高知県香美森林組合が使用するタワーヤー
ダの解析結果を伐出見積もりシステムに反
映させ、その結果を施業集約化のための森
林所有者への講義に活用して森林経営計画
策定の普及に努めた。

　作業システムや労働安全対策の検討に当
たり、B1とB2の更なる連携によるハード
面・ソフト面の両面からの検討の深化を期
待したい。

　防護服に関する研究プロジェクトではB1
とB2が連携し、事業体における使用実態だ
けではなく、労働安全対策として導入する
防護服が事業体経営に与える影響をコスト
で評価し、防護服の導入が経営上非常に有
利であることをデータで示した。

　「国産材安定供給体制構築のための森林
資源供給予測システム及び生産シナリオ評
価手法の開発」と、B1の「施業シミュレー
ションシステムの開発」の目的の違いに留
意した研究の進展を期待したい。

　「国産材安定供給体制構築のための森林
資源供給予測システム及び生産シナリオ評
価手法の開発」で新たに対象地域とした群
馬県ではヒノキとカラマツが主要な林業樹
種であることから、B1で開発したスギ林の
見積もりシステムをヒノキ林、カラマツ林
に適用する拡張版を研究資金を重点配分し
て作成した。

　大口需要者に安定的に供給を試みている5
つの先進事例の全国的な位置づけを明確に
されたい。

　新たに研究プロジェクト（木材需給調整
手法の解明と新たな原木流通システムの提
案/森林総合研究所交付金プロジェクト・
H25～27）を立ち上げ、北海道から九州まで
全国で、また、先進的な需給調整組織を持
つ国外での調査を開始した。

平成２５年度重点課題評価会議　平成２４年度指摘事項と対応状況

（B）　国産材の安定供給のための新たな素材生産技術及び林業経営システムの開発

重点課題
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開催日　平成２６年　２月１８日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

重点課題

　Ｂ１の素材生産・造林技術とＢ２の流通
システムに関する研究成果の連携による国
産材の安定供給と林業経営体の在り方に関
する研究の一層の進展を期待する。

　Ｂ１の素材生産・造林技術とＢ２の流通
システムに関する研究の連携を継続し、国
産材の安定供給と林業経営体のあり方に関
する研究を進展させる。

　本評価手法を機械やシステムの改良に活
用していく際に立地・施業条件とともに事
業体や事業地の事業規模にも留意し、林業
採算性の比較分析が進展することを期待す
る。

　先進的林業機械導入の適否判断について
は、さまざまな立地、施業条件下でのデー
タを増やし、事業体や施業地の規模を反映
させながら林業採算性を判断できるように
改良し、他のプロジェクト課題に成果を受
け渡す。

　Ｂ１の素材生産・造林技術におけるコス
ト削減やＢ２１の研究項目全体の研究成果
の連携や国内と海外研究の統合に配慮した
研究の進展を期待する。

　Ｂ１の課題で得られた素材生産、造林に
おけるコスト削減の成果や可能性は、林業
シナリオに取り入れて研究を進める。ま
た、原木流通コーディネート組織の研究に
おいては、原木をいかに安定的に調達する
かが重要な課題であることから、原木の生
産条件、林業経営の経済的側面について国
内外の研究成果を取り入れながら研究を推
進する。

　研究の達成度、研究計画の達成可能性と
も高く、研究の成果も学会誌投稿のみでは
なく広く社会に価値ある情報発信をしてい
る。

　引き続き、成果公表と価値ある情報の発
信に努める。

　来年度以降、森林計画制度の見直しが林
業経営の現場に及ぼした影響とともに国産
材の需要先・材種と主伐・間伐別の供給動
向に関する地域性に留意した研究の進展を
期待する。

　地域性を考慮しながら、森林経営計画作
成の段階でその地域の需要動向がどのよう
に反映されているのか実態を把握するとと
もに、森林経営計画の樹立が需要動向に対
していかなる点で貢献しているか明らかに
する。

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

（B）　国産材の安定供給のための新たな素材生産技術及び林業経営システムの開発

研究課題群

研究項目
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（１）森林・林業の再生に向けた森林管理技術・作業体系と林業経営システムの開発

Ｂ 国産材の安定供給のための新たな素材生産技術及び林業経営システムの開発

第１-１-(１)-Ｂ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

Ｂ１ 路網整備と機械化等による素材生産技術の開発 ａ 100 0.617

Ｂ２ 国産材の効率的な供給のための林業経営・流通システムの開発 ａ 100 0.376

（ 指標数：２ ）

達成度の計算：｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計：

（100×0.617）＋（100×0.376） ≒ 100 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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独立行政法人森林総合研究所 

平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｃ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 （２ )林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発 

Ｃ 木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の開発 

指標(研究課題群) 木材利用促進のための加工システムの高度化 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
原材料及び製品の品質・性能の評価技術や、原材料・用途に合った効率的な加工システムの構

築、品質・樹種・産地等表示を進めるための技術開発等を行う。 
これにより、国産材加工・利用の効率化や製品品質向上のための加工システムを高度化し、公

共建築や住宅向け材料、土木用材等への国産材の利用拡大に役立てる。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20 ）%  （前年までの達成度： 40%） 

大径材利用促進のため、平角等の乾燥技術を開発し、効率的な製材生産システムを設計する。
効率的な加工システムの構築のため、仕上がり含水率を非破壊的に予測する手法を開発する。
木材への放射性物質の移動実態についての調査・研究を継続し、その分析を行う。 

 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

スギ等国産材の大径化が進む中で、断面寸法が大きな平角等の構造用製材としての利用促進が
重要となっている。平角等を効率的に生産でき、乾燥コストを低減することができれば、安定供
給に繋がり、平角等が構造用製材として多く利用されるようになる。そこで、心去り平角の天然
乾燥、蒸気加熱式乾燥、高周波減圧加熱式乾燥を行った結果、乾燥時間は、天然乾燥で300日以
上、蒸気加熱式乾燥で初期含水率の違いから20日から40日以上、高周波減圧加熱式乾燥で5日間
であった。初期含水率が乾燥時間に大きく影響することから、2～3ヶ月程度の天然乾燥により初
期含水率を30～50%程度にしてから蒸気加熱式人工乾燥をする乾燥システムを開発した。これに
より、40日以上かかる蒸気加熱式乾燥の乾燥時間が20日程度へと短縮され、灯油をボイラー燃料
とした場合には約4万円／m3のコスト低減となる。また、高周波減圧乾燥により、心去り平角の
乾燥時間を空気加熱乾燥の1/4～1/3に短縮できることを明らかにした。さらに、スギ心去り平角
製材の作業時間分析を行い、3万円台前半で心去り平角未乾燥材を年間1,840m3生産できる送材車
付帯鋸盤と自動ローラ帯鋸盤を使用する製材システムを設計した。これらにより、大径材から構
造用製材が効率的に生産されるようになり、大径材の製材利用の促進が期待される。これらの成
果は、学術誌で公表するとともに、一般向けの成果報告会、木材実用講習会で広く普及させた。

木材加工の高度化、特に乾燥の効率化と品質向上は国産材利用促進のための重要な技術開発目
標である。その実現のためには、目的とする仕上がり含水率まで最適な乾燥条件で乾燥すること
が重要である。乾燥条件は乾燥作業員の経験に基づいて決定されるのが一般的である。しかし、
スギ材は材質のばらつきが大きいため、経験によって最適な乾燥条件を決めるのは極めて難し
く、乾燥材の歩止りの低下を招いている。そこで、計算統計学の一つであるニューラルネットワ
ークを用いて、乾燥に影響を及ぼす複数の材質（含水率、密度、心材率、年輪傾角、年輪幅、材
色）と仕上がり含水率との関係をモデル化し、様々な材質のスギ板材に対して仕上がり含水率を
高精度で予測する手法を開発した。この手法では、予測した仕上がり含水率と乾燥後の実際の含
水率との相関係数が0.91～0.60と高く、仕上がり含水率を高精度で予測できることを明らかにし
た。この手法を用いることにより、作業員が乾燥前に仕上がり含水率を知ることが可能となり、
乾燥条件を最適化するツールとして有効である。これらにより、スギ材等国産材の乾燥効率化と
品質向上をさらに進めることが可能となった。この成果を学術誌および学会発表で公表し、広く
普及させた。 

福島第1原発事故に伴って拡散した放射性物質が木材中へと移動する動態を解明することは、
風評被害を防ぐためにも重要である。そこで、福島県内のスギ、ヒノキ、アカマツ、コナラにつ
いて樹皮及び材中の放射性セシウムを測定した。全般に時間経過による材中濃度の大きな変化は
認められなかったが、木材中心部の心材における濃度が樹心に向かって減少する傾向があり、材
内のセシウム分布が変化しつつあることを明らかにした。この成果は、林野庁プレスリリースと
して広く国民に普及される。 
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独立行政法人森林総合研究所 

これに加え、心材形成機構の詳細を明らかにする解析手法を開発した。心材における水分量の
変化や心材成分の蓄積等は、木材の乾燥効率や耐久性に密接に関連しており、木材の品質評価の
高度化を進めるためには重要な情報である。しかし、心材形成機構の詳細は未だ明らかにされて
いない。そこで、木材の成分蓄積特性を細胞空隙中の水の分布と心材成分の分布を関連づけなが
ら組織レベルで明らかにすることを目的に、レーザーマイクロダイセクションと化学分析等の手
法を組み合わせた解析方法を開発した。この手法により、スギ心材成分であるフェルギノールの
濃度をガスクロマトグラフィで分析した結果、移行材の中位から心材境界付近までフェルギノー
ル濃度が増加すること、心材では濃度が少なくなることを明らかにした。これにより、木材の成
分蓄積特性を組織レベルで解析され、木材の原材料としての価値を高めるための品質管理に寄与
する。学会発表で公表するとともに学術誌への公表も予定しており、普及を進めている。 

さらに、本研究課題群の成果の一つである「木材乾燥におけるセンシング技術の高度化に関す
る研究」で研究担当者が日本木材学会奨励賞を受賞した。 

 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（24 ）%、累積達成度（64 ）%

中期計画「木材利用促進のための加工システムの高度化」に対して、当年度は達成目標である
大径材利用促進のために平角等の乾燥技術を開発し、効率的な製材生産システムを設計した。効
率的な加工システムの構築のために仕上がり含水率を非破壊的に予測する手法を開発した。ま
た、達成目標である木材への放射性物質の移動実態についての調査・研究を継続し、その分析を
行った。 

これらにより、中期計画の達成目標に貢献する成果が得られたため、年度計画は達成された。
 

自己評価結果  （ ｓ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、1 研究項目と 1 プロジェクト課題で構成されている。 
 それぞれの外部（自己）評価結果は、C11［s］、C1P05［s］であったので、資金額の重みづ

けによるウエイト数値を用いて達成度を計算すると「140」となり、自己評価は「予定以上

（s）」となった。 
 中期計画に対する当課題群における当年度成果を概観すると、加工システムの高度化に必要
な平角等の乾燥技術の開発と効率的な製材生産システムの設計、木材乾燥の効率化と品質向上
のための仕上がり含水率予測手法の開発、木材への放射性物質の移動実態の分析など、中期計
画達成に十二分な成果を得ている。このため、年度計画を予定以上に達成したものと考える。 
 

外部評価委員評価 （1）ｓ、 （1）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140＋100）／（ 2  ）＝120 

   当該年度達成度 ： 120 × 20 ／ 100  ＝24 ％ 

総合評価（ s ） 
委員数 （  2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.306 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 
木材利用促進に関わる興味深い研究課題を抱えており、総体として年度計画に対しての進展度は

十二分である。平角の乾燥技術、製材生産システムについては順調に研究成果が得られており、非
破壊評価予測手法についても優れた成果を上げている。木材への放射性物質の移動実態に関する調
査･研究は緊急かつ継続性を求められる課題として重要な成果を収めている。全体的に非常に高く評
価出来る。 

７．今後の対応方針 
 中期研究計画を達成し、予定以上の成果が達成できるように研究を進めていく。 
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８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 

品質・樹種・産地等の判別技術を高度化するために、解剖学的に識別が困難な樹種を非破壊で

識別する技術及び産地判別を効率化する技術を開発する。木材自給率50％達成に向けて、未利用

木材を有効利用するために、国産広葉樹チップの用途適性を解明する。 
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｃ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（２) 林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発 

Ｃ 木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の開発 

指標(研究課題群) 住宅・公共建築物等の木造・木質化に向けた高信頼・高快適化技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 住宅・公共建築物等への木材利用を促進し、国産材自給率の向上に資するため、住宅・公共建
築物等への高信頼・高快適化技術の開発を行う。 

国産材を原料とした新たな木質材料の開発と効率的な製造技術の開発および新規木質材料に対
する迅速な日本農林規格化のためのデータ蓄積、木質材料の高耐久性化技術、防火技術、耐候
性、寸法安定性向上技術、メンテナンス技術等の高度化や高信頼性木質構造の強度設計、新たな
木質材料の開発などにより長期にわたって信頼性が高く、快適性を有する木造建築を目指し、国
産材の需要拡大の推進に資する。 
 
２．年度計画 中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：40%） 
 住宅・公共建築物等の木造・木質化に向けた高信頼・高快適化を図るために、クロスラミネ
ーティッドティンバー（CLT）の開発と JAS 化のためのデータ整備を行う。 

製材・木材小試験体・ラミナを統合した強度データベースを完成させる。 
さらに、被験者の対象年齢等属性を広げた自律神経や中枢神経系活動などの生理応答データ

に基づいて、木材の快適性評価技術を高度化する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 木造公共建築物では大きな室内空間を実現するため、新しい構造用木質材料クロスラミネー
ティッドティンバー（CLT）の開発を行ってきた。スギを用いた CLT において、ラミナを直交
積層することにより接線方向の寸法変化が抑制されること、その寸法変化の抑制効果は外層よ
りも内層で高いこと、また、ラミナの幅はぎ接着により厚さの変化は大きくなることを明らか
にした。はく離試験では直交層においてはく離率が増大し、集成材の適合基準では厳しいこ
と、スギ CLT のブロックせん断試験では、ローリングシアーで破壊するため、せん断強さに
よる評価より木部破断率による接着性能評価の方が妥当であること、屋外暴露試験数ヶ月で接
着耐久性の良否が判別可能であることを明らかにした。CLT の強度設計において、強軸方向の
性能向上のためには特に最外層に性能の高いラミナを使用することにより、異方性を緩和する
ためには積層数を増加させることにより、高い効果が得られることを明らかにした。CLT の曲
げヤング係数は、同じラミナ構成で比較すると外層ラミナの曲げヤング係数にほぼ比例し、層
数（プライ数）が増加するとともに低くなるが、一方、床材の曲げ性能を設計する上で必要と
なる曲げ剛性は、層数の増加に伴う断面二次モーメントの増加に伴い大きく増加することを明
らかにした。以上の成果の一部は直交集成板の JAS 原案作成委員会に提供され、平成 25 年 12
月に発効された「直交集成板の JAS」に反映された。また「直交集成板の適正製造基準」にも
反映された。また、成果報告会「スギ造林大径木を加工利用するためには」及びクロスラミナ
パネル情報交換会を開催した。その他日本木材加工技術協会、NPO 木の建築フォラム総会、日
本木材学会木材接着研究会の講演会で成果を公表し、アグリビジネス創出フェア 2013 に出展
した。 

使いやすく有益な強度データベースの確立を目指し、製材品、小試験体、ラミナのデータベ
ースを統合したデータベースモデルを完成した。成果は「製材品の強度性能に関するデータベ
ース」データ集８として公表、研究者、実務者に配布した。これにより、採材位置や乾燥等の
加工条件、ラミナの製造条件について、データ項目設定の自由度が高まったほか、データベー
スの解析部分の一部は、「枠組壁工法構造用製材及び枠組壁工法構造用たて継ぎ材の日本農林
規格」等の改訂に関する技術資料の作成や中国の「木構造設計規範」改訂作業に活用された。 
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 木材の特性が人の生理応答に及ぼす影響については、これまで若年男性が主体であった被験
者群を女性や乳幼児へ拡大し、視覚刺激や嗅覚刺激に対する生理応答の測定を行うなど、木材
の快適性評価技術を多様化して高度化を図り、新たなデータ蓄積を行った。木目パターンが同
じで色が異なる 5 種類の内装材を貼付したブースで被験者（女性）が視覚刺激を受けた際の生
理応答を測定し、脈拍数，心拍変動性にはブース間の差は認められず、脳活動や血圧ではブー
スによる差がみられるなどの結果を得た。本研究成果は木の良さを科学的に解明する評価技術
の開発に資する。本成果は多数論文として公表した。 
 

その他、国産材針葉樹の新たな用途を目的として開発されたスギ、ヒノキ、カラマツを用い
たコンクリート型枠用合板の各種性能試験を実施し、JAS 規格における要求性能を満たすことを
確認した。当該型枠用合板を用いて、建設・土木工事現場でのコンクリート打設実証試験を行
い、実用性を確認した。成果は日本木材加工技術協会合板技術講習会（平成 25 年 11 月 7～8
日・木材会館・合板関連業界、学識経験者対象）にて講演した。本研究の取組みは平成 24 年度
森林・林業白書（平成 25 年 6 月 7 日公表 p.201-202）に引用されるなど、国産針葉樹合板の利用
をさらに加速する成果である。木質ボード製造時にチップの乾燥を行わず、高含水率のまま熱
圧してもパンクを起こさない空気噴射プレス技術を確立し、従来法より 50%もエネルギーを削
減することができた。本成果は特許および多数の論文にまとめて公表した。また大規模木造建
築物用構造部材の開発に向け、厚物合板を釘打ちした耐力壁や厚物集成パネルをビス留めした
床を取り上げ、釘接合部やビス接合部の単体性能を基に、壁倍率 20 倍の高耐力耐力壁や床倍
率 15 倍の高剛性床を設計できることを明らかにした。さらに「超臨界 CO2 を用いた木材のア
セチル化による寸法安定化技術の開発」については、超臨界 CO2 を用いた先端的な木材のア
セチル化処理により、従来法よりも約 10%高い寸法安定性を得られる製造技術を開発した。本
成果はアグリビジネス創出フェア 2013 で展示発表を行い、多数の企業から問い合わせを受け
た。また、本成果の基本技術は特許登録され（特許第 4686775 号）、23 年度に「研究最前線」
でネット上に公表した。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（28）%、累積達成度（68 ）% 

中期計画「住宅・公共建築物等の木造・木質化に向けた高信頼・高快適化技術の開発」に対
して、当年度は、CLT の開発と JAS 化のためのデータ整備、製材・木材小試験体・ラミナを
統合した強度データベースの完成、及び、被験者の対象年齢等属性を広げた自律神経や中枢神
経系活動などの生理応答データに基づいて、木材の快適性評価技術の高度化を行った。当該年
度の計画は中期計画全体の約 20%相当としていたが、今年度はこの目標を大きく上回る 28%の
成果が達成されたと考えられることから、累積達成度は 68%となった。 

 

自己評価結果  （ ｓ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、2 研究項目、4 プロジェクト課題で構成されている。それぞれの外部（自

己）評価結果は、C21［s］、C22［s］、C2P05［a］、C2P06［a］、C2P07［s］、C2P08［a］
であったので、資金額の重みづけによるウエイト数値を用いて達成度を計算すると

(140x0.336)+(140x0.109)+(100x0.063)+(100x0.228)+(140x0.201)+(100x0.063)=「125.84」となり、

自己評価は「ｓ」となった。年度計画に対する当課題群における成果を概観しても、国産材

CLT の開発と JAS 規格の制定、木材強度データの完成、快適性評価技術の高度化及び国産針

葉樹型枠合板の実用化など、幅広く成果が得られており、アウトカムも十分であることから当

初の計画以上の成果を達成したと考える。 
 

外部評価委員評価 （２）ｓ、 （ ）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 
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外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140＋140）／（ 2 ）＝ 140 

   当該年度達成度 ：   140 × 20  ／ 100 ＝ 28％ 

総合評価（ ｓ ）
 委員数 （ ２）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.693 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 CLT の開発と JAS 化のためのデータ整備では十分な成果を残したと評価できる。材料強度データ

の整備や快適性評価技術の高度化においても着実な成果を残し、また、年度計画以外の成果も顕著

であることから予定以上の達成と判断した。 
 課題群の成果それぞれが客観的立場から高く評価されうる内容を持っており、総合して予定以上

の達成度と成果を挙げていると評価した。 
 

７．今後の対応方針 

 外部評価委員より生理応答に基づく快適性評価について、学童等、対象を広げてデータを蓄

積してほしいという指摘があったため、次年度から開始される交付金プロジェクト FS におい

て、対象の拡大について検討する。 
 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

木質材料の最適な劣化促進試験方法を開発するため、様々な温水条件で木質ボードを劣化さ

せ、劣化条件と木質ボードの強度性能の関係を解明する。住宅におけるシロアリ食害を迅速に診

断するために、木材内部のシロアリを非接触で検出する技術を開発する。 
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金

2
,2

6
4

0
.0

4
0

s

Ｃ
１

１
Ｓ

１
５

小
プ

ロ
課

題
文

化
的

価
値

の
あ

る
伝

統
的

木
造

建
造

物
を

維
持

す
る

た
め

の
植

物
性

資
材

確
保

の
基

礎
的

要
件

の
解

明
2
5

～
2
6

能
城

　
修

一
科

研
費

（
分

担
）

1
6
0

0
.0

0
3

a

Ｃ
１

１
Ｓ

１
６

小
プ

ロ
課

題
木

彫
像

の
樹

種
識

別
技

術
の

高
度

化
2
5

～
2
7

安
部

　
久

科
研

費
7
0
0

0
.0

1
2

a

Ｃ
１

１
Ｓ

１
７

小
プ

ロ
課

題
樹

幹
へ

の
ミ

ネ
ラ

ル
の

取
り

込
み

と
移

動
経

路
の

ク
ラ

イ
オ

Ｓ
Ｅ

Ｍ
／

Ｅ
Ｄ

Ｘ
を

用
い

た
直

接
的

解
明

2
5

～
2
7

黒
田

　
克

史
科

研
費

5
,0

9
6

0
.0

9
0

a

Ｃ
１

１
Ｓ

１
８

小
プ

ロ
課

題
安

定
同

位
体

顕
微

鏡
の

開
発

2
5

～
2
8

香
川

　
聡

科
研

費
8
,5

3
2

0
.1

5
1

a

当
年

度
完

了
・
事

後

平
成

２
５

年
度

 研
究

課
題

群
予

算
及

び
評

価
結

果
一

覧

課
題

記
号

番
号

・
区

分
課

題
名

研
究

期
間

責
任

者
予

算
区

分
項

目
・
Ｐ

課
題

の
年

度
配

賦
額

（
千

円
）

研
究

課
題

群
の

総
額

（
千

円
）

ウ
ェ

イ
ト

(A
)

（
研

究
項

目
（
Ｐ

課
題

）
／

研
究

課
題

群
）

ウ
ェ

イ
ト

(B
)

（
研

究
課

題
群

／
重

点
課

題
）
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外
部

評
価

自
己

評
価

外
部

評
価

自
己

評
価

当
年

度
完

了
・
事

後

平
成

２
５

年
度

 研
究

課
題

群
予

算
及

び
評

価
結

果
一

覧

課
題

記
号

番
号

・
区

分
課

題
名

研
究

期
間

責
任

者
予

算
区

分
項

目
・
Ｐ

課
題

の
年

度
配

賦
額

（
千

円
）

研
究

課
題

群
の

総
額

（
千

円
）

ウ
ェ

イ
ト

(A
)

（
研

究
項

目
（
Ｐ

課
題

）
／

研
究

課
題

群
）

ウ
ェ

イ
ト

(B
)

（
研

究
課

題
群

／
重

点
課

題
）

Ｃ
１

１
Ｓ

１
９

小
プ

ロ
課

題
大

径
丸

太
の

形
状

立
体

可
視

化
シ

ス
テ

ム
と

自
動

丸
太

木
取

り
シ

ス
テ

ム
の

評
価

2
5

～
2
5

齋
藤

　
周

逸
政

府
外

受
託

8
1
9
6

0
.1

4
5

a

Ｃ
２

研
究

課
題

群
住

宅
・
公

共
建

築
物

等
の

木
造

・
木

質
化

に
向

け
た

高
信

頼
・
高

快
適

化
技

術
の

開
発

塔
村

　
真

一
郎

1
2
8
,0

6
1

(1
.0

0
0
)

0
.6

9
3

s
s

Ｃ
２

Ｐ
０

５
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
国

産
材

を
多

用
し

た
大

面
積

床
シ

ス
テ

ム
の

開
発

2
4

～
2
6

原
田

　
真

樹
交

付
金

プ
ロ

8
,0

3
8

0
.0

6
3

ａ

Ｃ
２

Ｐ
０

６
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
伐

採
木

材
の

高
度

利
用

技
術

の
開

発
2
5

～
2
9

井
上

　
明

生
技

会
プ

ロ
2
9
,1

6
6

0
.2

2
8

ａ

Ｃ
２

Ｐ
０

７
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
国

産
材

を
高

度
利

用
し

た
木

質
系

構
造

用
面

材
料

の
開

発
に

よ
る

木
造

建
築

物
へ

の
用

途
拡

大
2
5

～
2
7

渋
沢

　
龍

也
技

会
農

食
研

事
業

2
5
,7

5
0

0
.2

0
1

ｓ

Ｃ
２

Ｐ
０

８
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
木

材
利

用
ポ

イ
ン

ト
に

関
す

る
地

域
材

の
現

状
・
動

向
調

査
2
5

～
2
5

小
木

曽
　

純
子

政
府

外
受

託
8
,0

9
2

0
.0

6
3

ａ

Ｃ
２

１
研

究
項

目
木

質
部

材
の

耐
久

化
及

び
性

能
評

価
技

術
の

開
発

松
井

　
宏

昭
4
3
,0

6
3

0
.3

3
6

s
s

Ｃ
２

１
１

実
行

課
題

新
た

な
需

要
を

喚
起

す
る

木
質

材
料

の
製

造
・
利

用
技

術
の

開
発

2
3

～
2
5

平
松

　
靖

一
般

研
究

費
6
,3

3
4

0
.0

4
9

a

Ｃ
２

１
２

実
行

課
題

木
質

部
材

の
耐

久
化

・
性

能
向

上
技

術
の

高
度

化
2
3

～
2
5

片
岡

　
厚

一
般

研
究

費
5
,5

0
3

0
.0

4
3

a

Ｃ
２

１
Ｓ

０
８

小
プ

ロ
課

題
超

臨
界

二
酸

化
炭

素
中

で
行

う
木

材
の

新
規

熱
的

改
質

処
理

法
の

開
発

お
よ

び
性

能
発

現
機

構
の

解
明

2
3

～
2
5

松
永

　
正

弘
科

研
費

1
,6

5
1

0
.0

1
3

a

Ｃ
２

１
Ｓ

０
９

小
プ

ロ
課

題
レ

ー
ザ

イ
ン

サ
イ

ジ
ン

グ
に

よ
る

ス
ギ

耐
火

集
成

材
お

よ
び

耐
火

面
材

の
開

発
に

関
す

る
基

礎
的

研
究

2
3

～
2
5

原
田

　
寿

郎
科

研
費

（
分

担
）

1
6
6

0
.0

0
1

a

Ｃ
２

１
Ｓ

１
１

小
プ

ロ
課

題
ア

ミ
ン

銅
処

理
し

た
木

材
中

に
存

在
す

る
"
銅

"
の

ナ
ノ

ス
ケ

ー
ル

解
析

2
4

～
2
5

松
永

　
浩

史
科

研
費

1
,8

7
2

0
.0

1
5

b

Ｃ
２

１
Ｓ

１
２

小
プ

ロ
課

題
荷

重
レ

ベ
ル

の
違

い
が

フ
ィ

ン
ガ

ー
ジ

ョ
イ

ン
ト

の
損

傷
お

よ
び

強
度

に
与

え
る

2
4

～
2
6

平
松

　
靖

科
研

費
2
,6

4
9

0
.0

2
1

a

Ｃ
２

１
Ｓ

１
３

小
プ

ロ
課

題
次

世
代

型
防

腐
木

材
実

現
に

向
け

た
木

質
科

学
か

ら
の

包
括

的
ア

プ
ロ

ー
チ

2
4

～
2
7

桃
原

　
郁

夫
科

研
費

8
,0

6
4

0
.0

6
3

a

Ｃ
２

１
Ｓ

１
４

小
プ

ロ
課

題
温

水
処

理
が

木
質

ボ
ー

ド
の

耐
久

性
に

及
ぼ

す
影

響
の

解
明

2
4

～
2
5

高
麗

　
秀

昭
助

成
金

1
,2

1
0

0
.0

0
9

a

Ｃ
２

１
Ｓ

１
５

小
プ

ロ
課

題
品

確
法

劣
化

対
策

等
級

の
基

準
の

妥
当

性
に

関
す

る
研

究
2
4

～
2
5

桃
原

　
郁

夫
助

成
金

8
1
4

0
.0

0
6

a

Ｃ
２

１
Ｓ

２
１

小
プ

ロ
課

題
構

造
用

Ｍ
Ｄ

Ｆ
の

製
造

条
件

と
基

礎
的

物
性

の
関

係
の

把
握

2
4

～
2
5

渋
沢

　
龍

也
共

同
研

究
2
5
0

0
.0

0
2

s

Ｃ
２

１
Ｓ

２
２

小
プ

ロ
課

題
木

く
ず

を
固

め
て

巣
を

作
る

ス
ズ

メ
バ

チ
に

学
ぶ

天
然

系
構

造
用

接
着

剤
の

開
発

2
5

～
2
6

塔
村

　
真

一
郎

科
研

費
1
,4

4
8

0
.0

1
1

a

Ｃ
２

１
Ｓ

２
３

小
プ

ロ
課

題
ア

メ
リ

カ
カ

ン
ザ

イ
シ

ロ
ア

リ
は

乾
燥

し
た

木
材

内
部

だ
け

で
何

故
生

き
ら

れ
る

の
か

？
2
5

～
2
6

大
村

　
和

香
子

科
研

費
1
,8

4
8

0
.0

1
4

a

Ｃ
２

１
Ｓ

２
４

小
プ

ロ
課

題
シ

ロ
ア

リ
防

除
の

新
展

開
－

ミ
ネ

ラ
ル

・
水

代
謝

シ
ス

テ
ム

の
解

明
と

そ
の

攪
乱

技
術

の
開

発
2
5

～
2
7

大
村

　
和

香
子

科
研

費
5
,3

6
4

0
.0

4
2

a

Ｃ
２

１
Ｓ

２
５

小
プ

ロ
課

題
木

材
の

表
面

浸
透

性
が

塗
装

耐
候

性
の

発
現

と
向

上
に

及
ぼ

す
効

果
の

解
明

2
5

～
2
7

片
岡

　
厚

科
研

費
1
,3

6
4

0
.0

1
1

a

Ｃ
２

１
Ｓ

２
６

小
プ

ロ
課

題
屋

外
の

劣
化

環
境

因
子

に
基

づ
く
木

材
の

経
年

変
化

シ
ミ

ュ
レ

ー
シ

ョ
ン

2
5

～
2
7

木
口

　
実

科
研

費
1
,6

3
2

0
.0

1
3

a

Ｃ
２

１
Ｓ

２
７

小
プ

ロ
課

題
屋

外
暴

露
試

験
に

よ
る

熱
処

理
木

材
の

表
面

劣
化

の
特

性
解

明
2
5

～
2
5

片
岡

　
厚

政
府

外
受

託
1
,1

3
7

0
.0

0
9

a

Ｃ
２

１
Ｓ

２
８

小
プ

ロ
課

題
地

域
材

を
用

い
た

合
板

の
高

度
利

用
技

術
の

開
発

2
5

～
2
5

渋
沢

　
龍

也
政

府
外

受
託

5
0
0

0
.0

0
4

s

Ｃ
２

１
Ｓ

２
９

小
プ

ロ
課

題
直

交
集

成
板

の
J
A

S
規

格
（
案

）
に

基
づ

い
て

製
造

し
た

C
L
T
の

強
度

性
能

評
価

2
5

～
2
5

宮
武

　
敦

政
府

外
受

託
7
9
6

0
.0

0
6

s

Ｃ
２

１
Ｓ

３
０

小
プ

ロ
課

題
木

材
保

存
剤

の
促

進
劣

化
試

験
2
5

～
2
5

桃
原

　
郁

夫
政

府
外

受
託

4
6
1

0
.0

0
4

a

Ｃ
２

２
研

究
項

目
木

質
構

造
の

強
度

設
計

と
木

質
空

間
の

快
適

性
向

上
・
評

価
技

術
の

開
発

原
田

　
寿

郎
1
3
,9

5
2

0
.1

0
9

s
a

Ｃ
２

２
１

実
行

課
題

木
質

構
造

の
構

造
安

全
性

と
快

適
性

向
上

の
た

め
の

構
造

要
素

お
よ

び
評

価
技

術
の

開
発

2
3

～
2
5

杉
本

　
健

一
一

般
研

究
費

9
,5

0
7

0
.0

7
4

a
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外
部

評
価

自
己

評
価

外
部

評
価

自
己

評
価

当
年

度
完

了
・
事

後

平
成

２
５

年
度

 研
究

課
題

群
予

算
及

び
評

価
結

果
一

覧

課
題

記
号

番
号

・
区

分
課

題
名

研
究

期
間

責
任

者
予

算
区

分
項

目
・
Ｐ

課
題

の
年

度
配

賦
額

（
千

円
）

研
究

課
題

群
の

総
額

（
千

円
）

ウ
ェ

イ
ト

(A
)

（
研

究
項

目
（
Ｐ

課
題

）
／

研
究

課
題

群
）

ウ
ェ

イ
ト

(B
)

（
研

究
課

題
群

／
重

点
課

題
）

Ｃ
２

２
Ｓ

０
６

小
プ

ロ
課

題
嗅

覚
刺

激
に

対
す

る
乳

児
に

お
け

る
生

理
反

応
の

経
時

変
化

2
4

～
2
6

恒
次

　
祐

子
科

研
費

1
,7

4
7

0
.0

1
4

a

Ｃ
２

２
Ｓ

０
７

小
プ

ロ
課

題
準

脆
性

破
壊

挙
動

に
も

と
づ

く
高

温
処

理
で

の
木

材
の

ね
ば

り
低

下
の

解
明

2
4

～
2
6

宇
京

　
斉

一
郎

科
研

費
（
分

担
）

3
4
3

0
.0

0
3

a

Ｃ
２

２
Ｓ

０
９

小
プ

ロ
課

題
ス

ギ
平

角
材

の
縦

引
張

り
強

度
特

性
評

価
2
5

～
2
5

原
田

　
真

樹
政

府
等

受
託

事
業

（
石

川
県

）
1
,3

5
5

0
.0

1
1

a

Ｃ
２

２
Ｓ

１
０

小
プ

ロ
課

題
ス

ギ
材

の
新

た
な

機
能

開
発

－
空

気
浄

化
機

能
発

現
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
解

明
と

そ
の

居
住

空
間

へ
の

応
用

－
2
5

～
2
5

松
原

　
恵

理
科

研
費

（
分

担
）

1
,0

0
0

0
.0

0
8

a
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （C１） （C２）

C
全重点

課題に対
する割合

木材利用促進
のための加工シ
ステムの高度化

住宅・公共建築
物等の木造・木
質化に向けた高
信頼・高快適化
技術の開発

予算［千円］ 184,807 ( 9 ％) 56,608 128,199

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(76 %) (74 %) (77 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

46.3 ( 11 ％) 15.6 30.7

委託研究
機関数

14 ( 14 ％) 0 14

研究論文数 69 ( 14 ％) 33 36

口頭発表数 159 ( 14 ％) 64 95

公刊図書数 3 ( 4 ％) 1 2

その他発表数 106 ( 14 ％) 26 80

特許出願数 1 ( 17 ％) 0 1

所で採択
された主要
研究成果数

5 ( 16 ％) 3 2

重点課題C研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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開催日　平成２６年　２月　２１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

大学や企業などではできない “森林総研”
ならではのテーマ展開やその結果の社会還
元（規格や基準など）に期待したい。

　ホルムアルデヒド放散量試験について
は、CLTのJAS規格に提案し、採択された。

 急激に開発されているCLTに関しては、
もっと表に出して研究し、森林総研から発
信していただくのがよいと思う。

 CLTのJAS原案作成委員会に委員を派遣し、

データ提供を行うことにより、平成25年12
月に異例の早さでCLTのJAS規格が制定され

た。平成25年度農林水産技術会議委託プロ

ジェクト予算を獲得し、CLT開発研究を加速
している。

　昨年度地震や原発絡みの即時性のある対
応を求めたが、本年度は木材中のセシウム
濃度に関する基礎的データを拝見すること
ができた。森林総研ならではのデータの蓄
積と解析を期待したい。

　震災後2年経過した福島県内4地域におけ
るスギ、ヒノキ、アカマツ、コナラについ
てデータの蓄積を行った。成果については
林野庁のプレスリリース等で公表した。

　材料開発においては最終的な構造体でど
のように使用されるかの決定を構造設計者
に委ねてしまわずに、具体的な使用メソッ
ドを提示する意気込みが欲しい。CLTに関し
てはもっと表に出てきてよいのではない
か？

　CLT開発において、床利用及び壁利用等使
用部位や設計を考慮した研究開発を行って
いる。平成25年度より農林水産技術会議委
託プロジェクトとして研究推進を加速して
いる。成果については、木材工業誌特集号
において網羅的に公表した。

　コンクリート型枠用合板は、もう少し長
期的な使い方の提案があってもよいように
思う。

　コンクリート型枠用合板については、現
場の意向を考慮して研究を推進し、実際に
試用された。

　生理応答に基づく居住空間の評価に関し
ては、予備実験レベルであろう。今後の研
究に期待したい。

　平成25年度は、女性や乳幼児を対象と
し、評価方法の確立を行うとともに、デー
タを蓄積した。さらに、平成26年度には交

付金プロジェクトFSとして、研究を深化す
る予定である。

重点課題

（C）　木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の開発

平成２５年度重点課題評価会議　平成２４年度指摘事項と対応状況
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開催日　平成２６年　２月２１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針
　木材への放射性物質の移動実態調査、直
交集成板のJAS化のためのデータ整備、木材
強度データベースの構築など森林総合研究
所の機能を発揮した実績を社会に対して示
している。

　今後ともさらに木材産業界の要望及び行
政施策を的確に捉え、社会貢献に資する成
果の公表・普及に努めて参りたい。

　非破壊計測法や生理応答データに基づく
快適性評価技術など新規性の高い研究成果
も残している。

　成果の活用に配慮しつつ、新規性の高い
研究にも積極的に取り組んで参りたい。

　平角の乾燥技術、製材生産システムにつ
いては順調に研究成果が得られており、非
破壊評価予測手法についても優れた成果を
上げている。木材への放射性物質の移動実
態に関する調査･研究は緊急かつ継続性を求
められる課題として重要な成果を収めてお
り、高く評価される。大径材の製材・乾燥
技術については、さらに成果の社会還元に
努めてほしい。

　大径材の製材・乾燥技術については、次
年度から開始される交付金プロジェクトに
より研究を加速し、マニュアルの作成等成
果の社会還元に努めて参りたい。

　生理応答に基づく快適性評価について、
学童等、対象を広げてデータを蓄積してほ
しい。

　次年度から開始される交付金プロジェク
トFSにおいて、対象の拡大について検討し
て参りたい。

　産地判別、樹種識別技術に明瞭な進展が
見られるなど、基礎的特性の解明と品質管
理技術に関しては、当年度の研究計画を着
実に実施し、目標を達成したと判断でき
る。製材・乾燥に関しては、研究成果は得
られているものの、社会への成果の還元が
次の課題として残るのではないか。

　ご指摘の社会への成果の還元について
は、次年度から開始される交付金プロジェ
クトにより研究を加速し、これまで以上
に、学会発表、各種講演、関係業界への技
術指導において成果を積極的に公表し、社
会に成果を還元して参りたい。

　難燃薬剤量の簡易評価手法の開発、超臨
界CO2によるアセチル化など、当該年度の研
究の達成度は十分であり、研究の成果はき
わめて高い。多様な小プロ課題が研究の質
の高さを裏付けている。

　引き続き、外部資金を獲得し、計画的か
つ着実に研究を推進して参りたい。

　中層大規模木造を想定した高耐力壁の開
発を進める一方で、強度データベースの開
発を進めるなど、森林総研ならではの成果
が得られている。加えて、生理応答データ
に基づく快適性評価技術においても、着実
な成果が得られているなど、アウトプット
として高い評価が期待できる。高耐力の耐
力壁・高剛性の床の実現可能性の実証、既
存実験データを再利用可能とするデータ
ベースの構築、従来より広い被験者での木
材に対する生理応答の解明等、本テーマに
関する研究の達成度、計画達成の可能性、
また現在まで得られた研究成果のいずれも
十分に評価出来るものである。さらに学童
等、対象を広げてデータを蓄積してほし
い。

　生理応答に基づく快適性評価において学
童等に対象を広げてデータを蓄積してほし
いとの指摘については、次年度から開始さ
れる交付金プロジェクトFSにおいて、対象
の拡大について検討して参りたい。

（C）　木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の開発

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題

研究課題群

研究項目
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（２）林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発

Ｃ 木材の需要拡大に向けた利用促進に係る技術の開発

第１-１-(２)-Ｃ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

Ｃ１ 木材利用促進のための加工システムの高度化 ｓ 120 0.306

Ｃ２ 住宅・公共建築物等の木造・木質化に向けた高信頼・高快適化技術
ｓ 140 0.693

の開発

（ 指標数：２ ）

達成度の計算：｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計：

（120×0.306）＋（140×0.693） ≒ 134 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ｓ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ｓ

独立行政法人森林総合研究所
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独立行政法人森林総合研究所 
 

平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｄ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

 （２) 林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発 

  Ｄ 新規需要の獲得に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発 

指標(研究課題群) 木質バイオマスの安定供給と地域利用システムの構築 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 未利用木質バイオマスを活用し、低炭素型社会の構築や地域の活性化に寄与するため、木質バ
イオマス資源作物の生産促進技術の開発、林地残材等の木質バイオマスの収集・運搬の効率化を
図る機械の開発や収集システムの構築、および木質バイオマスの地域利用システムを開発すると
共に地域資源を循環的に利用する環境共生型社会を構築する。 

成果の利活用として、新たな資源作物の作出、木質バイオマスの地域利用システムの開発を通
して、地域全体として経済性がある利用システムや環境共生社会の構築に資する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20）%  （前年までの達成度：40 %） 

 木質バイオマスの熱利用機器（薪ボイラー）を山村地域へ普及させた場合の CO2 削減効果

を明らかにする。 

ヤナギ超短伐期栽培技術にかかるコストとリスクを整理し、植栽コストを試算する。 

 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 地域住民が運営し、利用できるエネルギー利活用システムを念頭に、木質バイオマスの熱利
用機器（薪ボイラー）を山村地域へ普及させた場合の CO2 削減効果を明らかにした。林地残
材の収集・運搬における CO2 削減効果を自伐林業方式と高性能林業機械方式について試算し
た。その結果、木質バイオマス生産における自伐林業方式の CO2 排出量は、高性能林業機械方
式の半分程度であった。また、林地残材のエネルギー利用方法として薪の熱利用を想定してい
るが、実際に仁淀川地域内で薪の生産、加工、利用を普及させた場合の CO2 排出量は年間
14.5ton-CO2 に相当した。温浴施設での薪ボイラー導入前の灯油ボイラーによる CO2 排出量は、
石油備蓄基地からの運搬も含めて 151ton-CO2 であったことから、年間約 136.5ton-CO2 が削減で
きる。よって薪ボイラー1 基に換算すると CO2 削減量は 45.5ton-CO2 に相当し、仁淀川流域内の
温浴施設全てに薪ボイラーを導入したと仮定すると（28 基＋既存の 3 基＝31 基）、CO2 削減効
果は 45.5×31＝1,395≒1,400ton-CO2 と計算できた。以上により、流域内で木質バイオマス燃料を
流通させるための科学的根拠を示すことができ、地域の住民や行政等の各種団体にも B スタイ
ル方式が認識され、評価を得ている。 
 木質バイオマス資源作物の栽培可能性を明らかにするため、ヤナギ超短伐期栽培技術にかか
るコストとリスクを整理し、栽培コストを試算した。ヤナギ超短伐期栽培を低コスト化するた
めには、施業体系改善による大幅なコストダウンが必要である。そこでヤナギ栽培可能面積の拡
張を目的に GIS システムによって下川町内を評価した。土地利用形態では、緩傾斜の耕作放棄
地、雑草群落、伐跡二次林、シラカンバ－ササ群落、ササ等草原を栽培適地とした。その中で、
土壌分類的にヤナギの生育可能性がある立地は、3,130ha を占めた。土壌分類による、より現実
的な生育可能性区分を行う事で、この判別手法の評価精度を向上することができた。一方、マル
チシートの利用による成長量確保と除草効果を調べた結果、3 シーズンにわたり、除草作業の必
要性は皆無であり、雑草の成長も認められなかった。しかし予定の成長量を確保することは困難
であり、マルチシート・施肥・台切りを用い葉量の早期増大を目指す必要がある。以上の結果か
ら栽培コストを試算すると、年間の生産量を 10ton/ha と仮定して、マルチ設置及び耕転、シカ対
策まで含めた総額は 11,405 円/ton（乾燥）、土壌耕転時のクラッシャー費用を補助した場合は
7,534 円/ton（乾燥）となった。FIT（再生可能エネルギー固定買取制度）の価格設定では工場着
20,000 円/ton であり、チップ化 4,000 円/ton・運搬 3,000 円/ton と仮定すれば、現状コストで採算
が合う結果となり、ヤナギの資源作物としての可能性を示した。 
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独立行政法人森林総合研究所 
 

 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（40）%、累積達成度（60）% 
 中期計画の「木質バイオマスの安定供給と地域利用システムの構築」については、木質バイオ
マスの熱利用機器である薪ボイラー導入による CO2 削減効果を明らかにした。また、ヤナギの
超短伐期栽培にかかるコストとリスクを整理し栽培コストを明らかにし、当初の目標を達成し
た。これらの成果は、木質バイオマスの地域での利活用に大きく貢献できるものであり、研究
報告会やシンポジウムでの発表、国内各地域団体との情報交換会、B スタイルプロジェクト
HP、森林総合研究所オープンラボでの情報発信を行っている。 

自己評価結果  （ ａ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、2 つの研究プロジェクトと 1 研究項目で構成されている。それぞれの自己

評価結果は、Ｄ１Ｐ０５〔ａ〕、Ｄ１Ｐ０６〔ａ〕、Ｄ１１〔ａ〕であったので、資金額の重

みづけによるウエイト数値を用いて計算すると「100」となり、自己評価は「概ね達成」とな

った。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100 ＋ 100）／（ 2 ）＝100 

   当該年度達成度 ：  100 × 20 ／100  ＝  20％ 

総合評価（ ａ）
 委員数 （  2）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.092 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

・実践的な社会実験に近い出口を想定した取組みであり、継続した調査が必要であろう。特に、

コスト分析には現実的な条件設定が求められる。薪については、副業としてのモデルであるもの

の、コストを分析していただきたい。 

・薪ボイラーを山村地域へ普及させた場合の CO2 削減効果が明らかにされたのは意義深いと思

われる。この結果を踏まえて、薪ボイラー化を実現するために解決が必要な課題の整理や、モデ

ル地区である仁淀川流域以外の地域での適用可能性についての検討も望みたい。 

 

７．今後の対応方針 

 B スタイルのプロジェクトが H25 年度で終了したが、本プロジェクトで培ってきた現場の

方々と今後も関係を密にして調査を継続したい。コスト分析については、今後ともより現実的

な数値を用いることを心がけていく。薪の利用については、CO2 排出量のほかに今後はコスト

分析を検討して参りたい。 
仁淀川地域でのデータをもとにした成果を用いて農水省や経産省、環境省等のバイオマスエ

ネルギー利用実証化事業等に応募し、他の地域での薪ボイラーやチップボイラー、ペレットボ

イラー等の導入による CO2 排出やコストの分析を行って参りたい。 
超短伐期ヤナギのコスト計算については、今後とも種々のファクターを考慮しながらより精

度の高い数字を出して参りたい。 
 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値  20％）） 

 木質バイオマス利用により地域全体として経済性のある利用システムを構築するため、木質

バイオマスエネルギー事業支援システムを開発する。 

 

37



独立行政法人森林総合研究所 
 

平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｄ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

 （２) 林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発 

  Ｄ 新規需要の獲得に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発 

指標(研究課題群) 木質バイオマスの変換・総合利用技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 木質バイオマスを総合的に利用するため、高付加価値化と低コスト・大量生産に適し、かつ環
境への負荷が低い技術を開発する。それによって、林地残材、間伐材、端材など未利用の木質バ
イオマスを活用することが可能になる。さらに、木質材料の新需要を掘り起こし、新規産業の創
出に繋がりうる。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20 ）%  （前年までの達成度：44 %） 

 木質バイオマスに物理処理と酵素処理を併用することにより、ファイバー長800nm以上のセルロ

ースナノファイバーを高収率で製造するナノ化技術を開発する。セルロースとケイ素化合物を組み

合わせて、新規な高性能複合フィルム素材を開発する。機能性リグニン製品の開発に向けて、誘導

体化工程に掛かる薬剤コストを半減する技術を開発する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 木質バイオマスからのセルロースナノファイバー製造において、酵素処理と併用する物理的な
処理方法として超音波照射・撹拌を用いることにより長繊維（800nm 以上）のナノセルロースを
得る手法を確立した。木材および竹を原料とする漂白したアルカリパルプについて、懸濁液に
酵素（セルラーゼ）を投入すると同時に物理的な処理（機械処理）を施し、ナノファイバー化
を行なった。物理的な方法としてボールミル処理および超音波照射後撹拌処理を比較検討した
ところ、前者ではファイバー長が 300～500nm、後者では 800nm 以上のナノファイバーを得る
ことができた。すなわち、超音波照射後撹拌処理という軽微な機械処理を酵素処理に組み合わ
せることにより、高アスペクト比（繊維幅に対してファイバー長が長い）のナノファイバーを
製造することが可能になった。800nm 以上という長繊維のナノファイバーは、例えばプラスチ
ックとの複合材料を製造する場合高い強度が見込まれるため、より広汎な製品への応用が期待
できる。 
 セルロースからの新材料開発を目的として、セルロースと無機ポリマー（シリカ＝ケイ素化合
物）が分子レベルで複合化したセルロース／シリカハイブリッドフィルムの調製技術を確立し
た。セルロースの出発状態として再生セルロースハイドロゲル、シリカ前駆体モノマーとしてテ
トラエトキシシランを用い、ゾル-ゲル反応によってハイブリッドフィルムを得た。このゾル-ゲ
ル反応の際、加えるエタノールおよび水の量を変化させることによって、透明で脆いフィルムか
ら失透した柔軟なフィルムまで得られることが明らかになった。また、走査電子顕微鏡による形
態観察から、前者のフィルムは平滑で均質であるのに対し、後者では細孔が確認された。このよ
うにセルロースを無機物（ケイ素化合物）と組み合わせることの目的は、従来のセルロースフィ
ルムにはない力学強度の向上である。本研究において高強度の複合フィルムが得られており、力
学特性や形態など多様なセルロース系高性能複合フィルム素材を製造する技術を確立した。この
技術はセルロース利用の多角化に繋がることから、木質バイオマスの高付加価値化技術の開発に
貢献するものである。 
 コンクリート混和剤や活性炭繊維など機能性リグニン製品の開発については、原料リグニン
の製造における品質管理のための分析条件を検討し、簡易な UV（紫外線）分析を活用したマ
ニュアルを作成することにより、品質管理が容易にできるようになった。さらに、黒液粉末に
PEG（ポリエチレングリコール）を直接作用させるアルカリ PEG 処理法によってリグニンを誘
導体化し、熱溶融性を付与する技術を確立した。この誘導体化は従来、高価なグリシジル化合
物を使用していたが、安価な PEG を用いることによって、リグニン製造にかかる試薬のコス
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トを半減させることに成功した。 
 精油成分の二酸化窒素（NO2）捕捉・除去に関わる機構解明については、NO2 が精油構成物
質に取り込まれて除去されていることなどが明らかになった。実用面では、スギ材合板用単板乾
燥廃液に高い割合で含まれる樹脂成分が天然物として既知の活性成分であるトドマツ葉油の 4 倍
も二酸化窒素除去活性が高く、極めて有望な浄化剤であることを見出した。こうした精油成分を
環境浄化資材として利用することによって、木質材料の新需要掘り起こしに繋がる可能性がある
ことを示した。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（64）% 
 中期計画に示されている木質バイオマスの変換・総合利用技術の開発について、ファイバー
長 800nm 以上のセルロースナノファイバーや特徴のあるセルロース－無機ポリマー複合フィル
ムを製造できることを示した。また、低コスト化ならびに大量生産技術については、リグニン
の誘導体化工程に掛かる薬剤コストを半分にする技術を見出すなど、林地残材をはじめとする未
利用木質バイオマスの活用に繋がる技術開発が促進された。以上より、中期計画の 3 年目とし
て計画は順調に進捗している。 
 

自己評価結果  （ ａ  ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、4 プロジェクト課題と 1 研究項目で構成されている。それぞれの自己評価結

果は、D2P06［a］、D2P08［a］、D2P09［a］、D2P10［b］、D2 研究項目［a］であったので、

資金額の重みづけによるウエイト数値を用いて達成度を計算すると「a」となり、自己評価は

「概ね達成（ａ）」となった。 

 木質バイオマスの高付加価値化に関して、セルロースナノファイバーや複合フィルムの製造技

術を確立することができた。また、低コスト化について、リグニン製品製造時の薬剤コストを

低減させることができた。これらの成果が得られたことから、年度計画は概ね達成したと自己

評価した。 
 

外部評価委員評価 （１）ｓ、 （１）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （ 140 ＋ 100 ）／（ 2  ）＝120 

   当該年度達成度 ： 120 × 20／100 ＝ 24％ 

総合評価（ ｓ ）
 委員数 （  2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.905 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

・新たな用途につながる発見や技術の確立が達成されている。既に企業との共同開発課題であった

り、現時点ではシーズの提示の段階にあるものもあり、これらの成果を実用に至らせるアイデアや

戦略が望まれる。 

・処理条件を変えることによってセルロースナノファイバーのファイバー長をコントロールする技

術が確立できたのは立派な成果であると思う。他研究グループで検討が進められているセルロース

ナノファイバーと比較した場合の長所・短所を整理して、差別化を図っていってほしい。スギ材乾

燥廃液中に、強力な二酸化窒素除去活性が含まれていることを見出したのは予定以上の達成であ

り、研究がさらに進むことを期待して「ｓ」とした． 

 

７．今後の対応方針 

 木材の成分利用技術に関しては、現段階では基礎的なもの、実験室レベルのものがあるた

め、社会の要望、需要等を考慮しながら実用化する技術について研究を加速させる。成果を社
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会に還元するために、基本特許の取得、産学官連携による共同研究の実施、実証化事業への応

募等を図って参りたい。 

 繊維長の長いセルロースナノファイバーの調製技術はオリジナリティのあるものであり、高

性能な天然物系繊維強化材料としての展開を考えている。合板工場の単板乾燥廃液は工場当た

り年間 50ton 以上発生し、産業廃棄物として処理されているものであるが、スギ単板の乾燥廃

液から高い空気清浄効果が認められたことから、空気浄化剤等の製品化を図って参りたい。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 
 抽出成分の健康増進機能を明らかにするとともに、枝葉から有用成分を抽出した残渣を利用した
空気浄化資材を開発する。 

 新しいリグニン系コンクリート化学混和剤の耐凍害性、収縮低減性、硬化遅延性、水中不分離性

等を評価し、市販品同等以上の性能を持つ多機能のコンクリート化学混和剤を開発する。 
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （D１） （D２）

D
全重点

課題に対
する割合

木質バイオマスの
安定供給と地域利
用システムの構築

木質バイオマスの
変換・総合利用技
術の開発

予算［千円］ 221,401 ( 11 ％) 20,659 200,742

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(82 %) (40 %) (87 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

28.6 ( 7 ％) 6.0 22.6

委託研究
機関数

7 ( 7 ％) 0 7

研究論文数 41 ( 8 ％) 3 38

口頭発表数 77 ( 7 ％) 9 68

公刊図書数 3 ( 4 ％) 1 2

その他発表数 49 ( 7 ％) 17 32

特許出願数 4 ( 67 ％) 0 4

所で採択
された主要
研究成果数

3 ( 10 ％) 2 1

重点課題D研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（Ｄ）　新規需要の拡大に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発

開催日　平成２６年　２月２１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況
　集中的な研究開発が求められているバイ
オマスの利用技術に関して、多様な研究が
活発に進められている。今後も全体的に一
層の研究の進捗を図ることは言うまでもな
いが、国際的な競争に打ち勝つためにも特
定の課題に絞った集中的な資金の投入など
による研究の促進を考えることが必要では
ないか。また、担当者が掲げた目標に対す
る達成度と大体の工程表を示して頂くこと
についてもご検討願いたい。

　プロジェクト課題については、経常研究
である実行課題を見直しつつ資金や人的資
源を集中して投入する検討した。また、重
点課題評価会議で当該年度の研究の達成度
を説明する時には、全期間の研究目標を達
成するための凡その工程表を示して説明し
た。

　所内研究会での取組みに期待するところ
が大きいが、プロジェクト全体の推進のた
めにも時間を入れた長期的な研究課題の目
標設定が望まれる。スケジュールに入れに
くい開発テーマも多いが、目標を総合的に
整理して方向性を示す必要があろう。

　昨年度設置した所内のバイオマス利用研
究会において、特にエネルギー利用を中心
に鳥取環境大学の横山先生を招くなどして
バイオマス利活用のための境界領域を含め
た課題設定を検討した。また、重点課題評
価会議で当該年度の研究の達成度を説明す
る時には、全期間の研究目標を達成するた
めの凡その工程表を示しながら説明した。

　（D1）バイオマス強度収穫の課題では興
味深い結果が得られているが、結果をどこ
まで一般化することが可能か明示して頂き
たかった。林地残材の収集運搬方法に関す
る課題は、現実的に重要な問題であると考
えられるが、対象となる山林によって結果
が異なるのかどうかを明らかにして頂きた
い。

　バイオマス強度収穫の成果は短期間で限
定された条件下のものであり、一般化する
ために継続した調査が必要であるため、外
部資金として科研費基盤A研究に応募した。
小型収集システムは、地域の条件を明確に
し、木の駅システムとして他地域でも適用
できるように改善を図った。

　（D1）平成23年度で大型収集システムの
機械開発を達成し、小型収穫システムに課
題が移ってきているが、両者の役割分担を
明確にしながら全体像を描いて頂きたい。
地域利用システムとしては長期的で持続的
な利用が見通せないと地域に効果はもたら
し難いので再資源化を含めた検討の意義は
大きい。

　本年度の成果は小型収集システムとして
示したが、大型収集システムについては交
付金プロ（急傾斜地林業）の中で継続して
研究を行った。また、地域利用システムも
「木の駅システム」として全国各地での適
用可能性を考慮して研究を進めている。

　（D2）バイオエタノールのプロジェクト
が終了したことは残念であるが、得られた
情報の集約と今後の改善すべき点までも纏
めて残して頂きたい。その他の課題でも非
常に興味深い結果が得られており、基礎的
にも、応用的にも今後の発展が期待され
る。特に、ナノファイバーの木材セルロー
スからの製造技術の確立を期待している。

　バイオエタノール製造実証事業では、事
業全体の成果及びそれに基づくビジネスモ
デルの提示を纏めた成果報告書を発行し、
これは全文を所のホームページにも掲載し
た。原料収集運搬費の低減、既存施設の利
用及び高付加価値リグニン製品の開発が今
後の重要な課題と考えており、技会委託プ
ロを中心に実用化のための研究を進めてい
る。セルロースナノファイバーについて
は、酵素分解と超音波処理を同時併用する
ことにより、800nm以上の長繊維の製造法を
確立した。

平成２５年度重点課題評価会議　平成２４年度指摘事項と対応状況

重点課題
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（Ｄ）　新規需要の拡大に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発

開催日　平成２６年　２月２１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

平成２５年度重点課題評価会議　平成２４年度指摘事項と対応状況

　（D2）実証段階にある技術も多く、バイ
オマス利用の直近の課題と可能性が示され
ていた。エタノール製造に関してコスト分
析から収集、転換それぞれのプロセスの削
減の可能性と限界を示し、収支不足を補う
目標値の提示が望まれる。

　林地残材の収集運搬費の低減とリグニン
の高付加価値マテリアル利用開発の研究を
進展させる中で、総合的なビジネスモデル
としてエタノール製造コストの収支不足を
補うリグニン製品のコスト等を示した。

　（D11）下川町において地域のバイオマス
資源としてヤナギの栽培の可能性を探る本
課題は、バイオマス資源による地域の活性
化につながる興味深い課題であると感じら
れる。今後は地域の行政、NGO、一般有志
を含めた実現への枠組み作りが必要になる
と思われる。達成の可能性については、期
待を込めて「ｓ」とした。

　本課題の成果を市町村レベルで実行可能
になるよう、また地域行政・NGOが求める
小規模分散型のエネルギー利用に応えるた
め、GPS情報を用いたヤナギ栽培適地判別シ
ステムを開発し、栽培コストを算出した。

　（D11）北海道での取組みは実践段階に
入っているようであり、精度の更なる向上
が望まれる。より信頼性を高めるためにも
短期間で結論を出すのではなく、D1を含め
て長期的な取組みが必要と考える。

　ヤナギ栽培のシステムの構築に向け各個
別技術の精度向上を目指し、様々な栽培
ケースに対応できるようコスト幅の提示等
を念頭にして実行課題として今後も研究を
継続することとした。

　（D21）それぞれに興味深い多様な課題が
進められており、順調に成果が得られてい
ると感じられた。その中でも、不溶セル
ロースを含むセルロース溶解物の延伸によ
り、高強度のフィルムを得ているが、実用
的にも有望な技術ではないかと感じられ
た。

　セルロースとケイ酸化合物とのハイブ
リットによる高性能セルロース複合化フィ
ルム製造技術を開発した。今後は、その実
用化に向けた研究開発を進めていく。

　（D21）基礎研究を中心に新たな可能性が
提案されており、期待される取組みが多
い。今回の報告では、テーマを絞ってまと
まりのある説明があったが、取組が多岐に
わたっていることから単発的なテーマの集
合とならないように全体像の提示が望まれ
る。

　D21の研究項目にはD211からD214までの4
つの実行課題が含まれているが、評価会議
においてこれらの全体像を研究項目D21レベ
ルにおいて提示した。

重点課題
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（Ｄ）　新規需要の拡大に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発

開催日　平成２６年　２月２１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

　（D）所内研究会を通じてプロジェクト内の横の
連携を深めており、時系列的にまた相互の関連
性及び成果と課題を明確にしながら遂行されて
いる。社会ニーズに対応し、一層、実践的な成
果に結びつくような外部との連携の強化が望ま
れる。

　得られた成果を元に実証事業等に応募し、成
果の実践を図る。また、成果を特許化し企業や
NPO等外部組織との連携により社会実装に向け
た取組を行う。

　（D）今年度は、昨年度と比較して研究の初期
段階に位置するテーマが多いことから、具体的
な成果が見えにくいとのことであったが、今後の
展開に期待の持てる結果が多く得られていると
感じられた。基礎的な内容に関連した研究につ
いても地道に継続していくことが重要であると思
われる。評価の対象となる研究課題群（D1、D2）
と研究項目（D11、D21）の位置づけや関係性が
より明確に示されることを望みたい。

　基礎的な内容は出口を見据えた応用基礎研
究として、応用分野と緊密に連携を取りながら研
究を進め、交付金のほかに科研費等の外部資
金に応募して研究を加速する。研究課題群と研
究項目との関係をよりわかりやすくするため、連
携図やポンチ絵などの資料を用意する。

　（D1）実践的な社会実験に近い出口を想定し
た取組みであり、継続した調査が必要であろう。
特に、コスト分析には現実的な条件設定が求め
られる。薪については、副業としてのモデルであ
るものの、コストを分析していただきたい。

　Bスタイルのプロジェクトが平成25年度で終了
したが、本プロジェクトで培ってきた現場の方々
と今後も関係を密にして調査を継続したい。コス
ト分析については、今後ともより現実的な数値を
用いることを心がけていく。薪の利用について
は、CO2排出量の他に今後はコスト分析を検討
したい。

　（D1）薪ボイラーを山村地域へ普及させた場合

のCO2削減効果が明らかにされたのは意義深い
と思われる。この結果を踏まえて、薪ボイラー化
を実現するために解決が必要な課題の整理や、
モデル地区である仁淀川流域以外の地域での
適用可能性についての検討も望みたい。

　薪ボイラーのCO2排出抑制量が定量化された
ので、これをもとに薪ボイラーの導入を進めてい
き、コスト分析についても行いたい。仁淀川地域
でのデータをもとにした成果を用いて農水省や
経産省、環境省等のバイオマスエネルギー利用
実証化事業等に応募し、他の地域での薪ボイ
ラーやチップボイラー、ペレットボイラー等の導
入により、CO2排出やコストの分析を行いたい。

　（D2）新たな用途につながる発見や技術の確
立が達成されている。既に企業との共同開発課
題であったり、現時点ではシーズの提示の段階
にあるものもあり、これらの成果を実用に至らせ
るアイデアや戦略が望まれる。

　木材の成分利用技術に関しては、現段階では
基礎的なもの、実験室レベルのものがあるため、
社会の要望、需要等を考慮しながら実用化する
技術について研究を加速させる。成果を社会に
還元するために、基本特許の取得、産学官連携
による共同研究の実施、実証化事業への応募
等を図っていきたい。

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題

研究課題群
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（Ｄ）　新規需要の拡大に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発

開催日　平成２６年　２月２１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

研究課題群

　（D2）処理条件を変えることによってセルロース
ナノファイバーの繊維長をコントロールする技術
が確立できたのは立派な成果であると思う。他
研究グループで検討が進められているセルロー
スナノファイバーと比較した場合の長所・短所を
整理して、差別化を図っていってほしい。スギ材
乾燥廃液中に、強力な二酸化窒素除去活性が
含まれていることを見出したのは予定以上の達
成であり、研究がさらに進むことを期待して「ｓ」と
した。

　ファイバー長の長いセルロースナノファイバー
の調製技術はオリジナリティのあるものであり、高
性能な天然物系繊維強化材料としての展開を
考えている。合板工場の単板乾燥廃液は工場
当たり年間50ton以上発生し、産業廃棄物として
処理されているものであるが、スギ単板の乾燥
廃液から高い空気清浄効果が認められたことか
ら、空気浄化剤等の製品化を図っていく予定で
ある。

　（D11）ヤナギについては、萌芽更新によるもの
の、想定サイクル内の平滑化したコストが示され
ているものの、より長期のデータ蓄積に基づいた
提示が望まれる。

　超短伐期ヤナギのコスト計算については、今
後とも種々のファクターを考慮しながらより精度
の高い数字を出していきたい。

　（D11）バイオマス資源としてヤナギの超短伐期
栽培技術のコストが明示されたが、シカ害対策
費用の占める割合が大きく、これを低減する方
法はないものかと感じた。また、収穫を繰り返す
ことによるヤナギの生産性の変動についても長
期的な視野で検討してほしい。

　シカ害対策については他の重点課題でも精力
的に研究が進められており、効果的な方法も開
発されつつある。これらの研究成果を取り入れな
がら、超短伐期ヤナギ栽培のコスト計算の精度
を上げていく予定である。今後もデータを蓄積し
てバイオマス資源としてのヤナギの栽培技術の
確立を目指す予定である。

　（D21）課題の全体像や、個々のサブ課題にお
ける取組状況が整理され、関連性が意識されて
おり、プロジェクトとして機能している。

　各実行課題とプロジェクト課題との関係を整理
し、各開発要素について関連性が分かるように
今後も心がけていく所存である。

　（D21）セルロースの溶解挙動に関する研究を
はじめ、学術的にも興味深い研究が着実に進め
られていると感じられた。アミノ化タンニンによる
重金属除去やヘミセルロース系化合物によるビ
フィズス菌増殖など応用面からも期待できる技術
については積極的に実用化を目指してほしい。

　特にビフィズス菌増殖については、タケの糖類
の有効利用研究の中から見出されたものであ
り、次年度以降も共同研究等を通じて実用化を
図っていきたい。

研究項目
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（２）林業の再生に対応した木材及び木質資源の利用促進技術の開発

Ｄ 新規需要の獲得に向けた木質バイオマスの総合利用技術の開発

第１-１-(２)-Ｄ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

Ｄ１ 木質バイオマスの安定供給と地域利用システムの構築 ａ 100 0.092

Ｄ２ 木質バイオマスの変換・総合利用技術の開発 ｓ 120 0.905

（ 指標数：２ ）

達成度の計算：｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計：

（100×0.092）＋（120×0.905） ≒ 118 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

a
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） a

独立行政法人森林総合研究所
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｅ 1  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 （３）地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に向

けた研究 

  Ｅ 森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩和技術の開発  

指標(研究課題群) 炭素動態観測手法の精緻化と温暖化適応及び緩和技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 温暖化影響下にある森林の炭素動態に関する広域観測ネットワークを構築してその観測精度の
向上を図るとともに、炭素固定機能および植生分布を含めた森林生態系への影響評価を行い、木
材利用を含めた森林セクター全体（森林・林業・木材利用）による包括的な温暖化緩和策とその
効果を実証的に評価・予測して、温暖化緩和技術への貢献を果たし、森林セクターにおける適応
策に繋がる技術開発を推進する。これらの成果をもとに、気候変動に伴う森林動態の観測や温暖
化影響予測等の技術イノベーションを図り、森林セクター全体の調和的な将来予測に基づいた国
際的な温暖化防止への取組に貢献し、国家的な温暖化対策の立案に寄与する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20 ）%  （前年までの達成度： 40%） 

東南アジアの各試験地において得られたデータを用いて、環境傾度（温度や撹乱履歴など）の
違いによる炭素動態の特性を解明する。さらに森林動態および炭素蓄積に関するデータを公開す
る。森林群落レベルでのオゾン吸収量推定値とフラックス測定によるCO2 吸収量との関係から
森林群落レベルのオゾン影響を解明する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

環境傾度の違いによる炭素動態を明らかにするため、タイ、マレーシアおよびインドネシアの
研究機関と連携して設定した熱帯域の各試験地の気温と純一次生産量の関係を解析した。その結
果、年平均最高気温と純一次生産量の間には、明瞭な傾向は認められなかった。次に林冠撹乱と
炭素動態の関係を解析した結果、林冠層を構成する樹木が枯れることによって形成される林冠ギ
ャップが形成され、例えばマレーシアのセマンコック試験地では大径木が枯れたギャップ下の地
上部現存量は閉鎖林冠の 3 分の 1 程度まで低下しているなど、林冠ギャップ下では現存量の低下
とあいまって炭素プールの構成比が大きく変化することを定量的に明らかにした。また、火災撹
乱と炭素動態に着目し、インドネシアのブキットスハルト試験地で両者の関係を解析した結果、
強度の撹乱を受けた場合、択伐後 15 年以上経過しても回復の途中段階であり、地上部現存量は
元の半分以下であった。また、この期間の種組成は、2012 年の全体の種数は新たな種が加わっ
たことによって増えていたが、1997 年時点で存在していた種の約 6 割しか残っておらず、種組
成が大きく変化していた。このことから、強度の択伐と火災撹乱の影響を受けると、現存量だけ
ではなく種組成の面からも、20-30 年程度の短期間では火災による撹乱前の状態に回復するのは
難しいと考えられた。これらの森林動態と炭素蓄積変化に関する成果とデータについて、当該プ
ロジェクトによる観測ネットワーク専用のホームページを通じて公開した。 

森林群落レベルのオゾンの影響を調べるため、新たに森林群落オゾン吸収量推定法を開発し
た。これまで使われていたペンマン・モンティス法は、降雨時及び樹冠の一部が落葉している時
期はオゾン吸収量の推定が不可能であった。そこで、従来の方法に加えて、気象条件（二酸化炭
素濃度と相対湿度）と森林の二酸化炭素吸収速度（総一次生産量）を考慮した Ball-Berry の気孔
反応モデルを使うことで、雨の日や森林の一部樹木が落葉している時期の気孔コンダクタンスを
推定する新しい手法を開発した。この方法を関西支所山城試験地（コナラ、ソヨゴが優占する暖
温帯林）のフラックス観測データに適用し、森林群落レベルのオゾン影響を調べた。その結果、
オゾン吸収量が多い年には、9 月以降の二酸化炭素吸収速度が低くなる傾向が見られた。これに
より、森林レベルでオゾンによる葉の老化促進が生じている可能性を明らかにした。 
 その他の研究成果としては、森林土壌インベントリ調査に関して、容積重を炭素濃度から推定
するモデル式（日本の森林土壌に適応したもの）を開発した。これにより土壌調査の労力を大幅
に軽減することができる。地球温暖化による日本の自然植生への影響を定量的に評価する研究で
は、現在と最終氷期最盛期（LGM）の潜在生育域を比較し、現在、コメツガの生育適地にもか
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かわらず分布していない地域は、氷期の地域絶滅と隔離によって生じたことを明らかにした。
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（60）% 

中期計画に示されている、森林、林業、木材利用等による総合的な温暖化対策に向けて、広域
評価のための温室効果ガス及び炭素動態観測手法の精緻化に対して、これまで国際的な森林観測
ネットワークの体制整備と強化、全国統一的な森林土壌炭素のモニタリングの遂行とその分析、
気温上昇・高 CO2 環境での生産性の変動予測、京都議定書報告に使われているセンチュリーモ
デルによる炭素変化量の推定値の実証などを行ってきた。 

今年度は、東南アジアの長期観測試験地において得られたデータを用いて環境傾度の違いによ
る森林の炭素蓄積特性を解明してデータを公開して成果を発信した。また、オゾン吸収量推定値
とフラックス測定による CO2 吸収量との関係から森林群落レベルのオゾン影響を解明したのに
加え、これまで測定困難であった降雨時及び樹冠の一部が落葉している時期のオゾン吸収量推定
手法を開発した。このように年度計画に沿った成果が得られたため当年度達成度を 20%とし、
これまでの累積達成度は 60%となった。 

 

自己評価結果  （ a ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 
 東南アジアの長期観測試験地データを用いた森林の炭素蓄積特性の解明とデータの公開、森
林群落レベルのCO2 吸収量へのオゾン影響の解明と降雨時のオゾン吸収量推定手法の開発とい
った年次計画に対応した成果が得られた。このことから「a」評定とした。 

外部評価委員評価 （  ）ｓ、 （ 2 ）ａ、  （  ）ｂ、  （  ）ｃ、  （  ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（ 2  ）＝ 100 

   当該年度達成度 ：   100 × 20 ／ 100  ＝  20％ 

総合評価（a）
 委員数 （2）人 

結果の修正 有：  無：  

重点課題における本課題のウエイト： 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 
これまでの観測データの積み重ねによる画期的かつ貴重な成果が得られていると思われる。特に

ボルネオなどの熱帯での結果は当該地域での森林管理やREDD事業の推進に当たっては極めて重要
な提言になり得る。 
東南アジアの森林を対象に撹乱履歴など環境傾度の影響を明らかにし、多様な手法で情報を発信

したことは評価できる。次年度の温暖化影響予測取りまとめと適応策の提言、東アジアの温暖化影
響研究ネットワークの構築につながることを期待する。森林群落レベルでのオゾン吸収量推定手法
の開発はこの分野の研究を大きく進展させる成果である。統合モデルの構築に必要な成果が蓄積さ
れつつあり、次年度における統合モデルの完成に期待する。年度計画は十分に達成できており、中
期計画全体の目標達成に向けて研究は順調に進捗している。 

 

７．今後の対応方針 
年度計画に対応した成果が得られたことを高く評価頂いた。示された次年度の期待に沿える

よう、統合モデルの完成、東アジアの温暖化影響研究ネットワークの構築を中心に、関連する
成果の情報共有も図りつつ研究を進める。 
 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 
我が国の森林・林業・木材生産による炭素量変化の将来予測を行う統合モデルを完成し、そ

れを用いて適切な施策を評価・提案する手法を開発する。主要な天然林の優占樹種について温
暖化影響予測により脆弱性を評価するとともに適応策を提示する。 
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｅ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 （３）地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に向

けた研究 

  Ｅ 森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩和技術の開発  

指標(研究課題群) 森林減少・森林劣化の評価手法と対策技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 開発途上国の森林減少・森林劣化の評価手法と対策技術の開発に向けて、評価手法として広域
の森林炭素蓄積量動態の推定手法の開発と森林バイオマス推定の高度化を行う。また、REDD プ
ラスの推進を目的とする森林炭素モニタリング手法の開発とその解説書の作成及び日本版方法論
の提案を行う。一方、対策技術では、違法伐採対策としての熱帯商業樹種の識別技術の開発、住
民による森林資源の持続的利用と管理・保全を進めるための生態系サービスの定量的評価手法の
開発及び政策設計上検討すべき事項を明らかにする。また、森林回復に活かすため造林樹種の生
態的特性と適正植栽環境を解明する。 
 これらの成果を通して、森林減少・劣化の防止と違法伐採の抑止、地域住民による森林管理の
推進に寄与する。また、REDD プラスのための MRV（測定・報告・検証）システムの構築、国
際議論とわが国の国際交渉に貢献する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20 ）%  （前年までの達成度：  44%） 
 ブラジル中央アマゾンを対象として、1000 プロットを超す森林インベントリ調査と広域衛星
データのスケールアップによる森林炭素蓄積量の広域評価手法を開発する。また、高分解能衛星
や衛星レーザーなどの衛星技術を用いて、立地環境・発達段階の異なるマングローブ林における
炭素蓄積の高精度把握手法を開発する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 ブラジル・アマゾンにおいて、ブラジル国立アマゾン研究所と協力し、これまで森林バイオマ
ス研究の空白域であったアマゾン中央部のアマゾナス州を対象に、約 1,200 カ所の地上調査プロ
ット（各 20m×125m）を設置して毎木調査を行い、中央アマゾンにおける森林インベントリ
（資源）調査を行った。炭素量推定のためのバイオマス推定に必要なアロメトリー式を作成する
ため、ネグロ川上流域の調査地で計 100 本、伐倒調査を行い、地上部及び地下部（粗根）バイオ
マス推定のためのアロメトリー式を作成した。これらを用いて各プロットのバイオマス量を推定
し、同地域を代表するテラフィルメ林（通年的に浸水しない台地の熱帯雨林）などの平均的な炭
素蓄積量を地域別に明らかにした。 
 これら地上データに対応して、衛星データを用いた広域へのスケールアップによる森林炭素蓄
積量の広域評価手法を開発するため、高頻度観測衛星データ（MODIS）の雲なし時系列データ
セットを作成した。また、中央アマゾンを特徴づける地形条件等を加味した森林立地環境区分手
法や、衛星 LiDAR（レーザーを用いた計測技術）等も組み合わせた MODIS の画素単位での炭素
量推定誤差（不確実性）の見積もり手法などを開発した。これらの衛星データの解析結果と地上
データを組合せてブラジル・アマゾン全域に拡大し、地上部・地下部を含めた森林炭素蓄積量の
分布マップを 500m 解像度で作成した。 
 立地環境・発達段階の異なるマングローブ林の炭素蓄積量を広域かつ高精度で把握するため、
リモートセンシングを用いた２つの手法を開発した。まず、高分解能衛星データから林木ごとの
樹冠を抽出し、その樹冠サイズからアロメトリー式等を通してバイオマス量を推定する手法を開
発した。この手法をタイ南西部のマングローブ林に適応して炭素分布図を作成し、数百 km2 規模
の広域において高い精度で利用可能であることを示した。また、衛星 LiDAR による森林の 3 次
元構造の推定により、レーザーがどの高さでより強く反射されるのかを調べ、その反射の地上か
らの高さを用いたバイオマス推定モデルを開発した。これにより、地上バイオマスを精度良く推
定することが可能となった。 
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 これらの成果に加えて、昨年度日本語版と英語版を開発した REDD プラスの技術解説書
（REDD-plus Cookbook）についてスペイン語版を開発したところ、パラグアイ、ペルー等南米
11 カ国の政府関係者や専門家からの要請があり配布した。これらの成果は気候変動枠組条約
COP19 での REDD プラスに関わる国際交渉において直ちに利用され我が国のプレゼンスを高め
ることに貢献した。 

 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（64）% 

中期計画に示されている、温暖化による森林の脆弱性評価と温暖化緩和・適応技術の開発並び
に森林減少・森林劣化の評価手法と対策技術の開発に対して、これまでリモートセンシングによ
る熱帯林の3次元構造の定量評価技術の開発を通した森林のバイオマス推定の高度化を図り、
REDDプラスのためのガイドラインおよび技術解説書（REDD-plus Cookbook）開発などを行い、
REDDプラスの推進に貢献してきた。 

今年度は、年度目標に対応し約1,200個のプロットで毎木調査を行い、MODISの雲なし時系列
データセットを作成し、地形条件も加味してブラジル・アマゾン全域での森林炭素蓄積量の分布
マップを作成した。またマングローブ林の樹冠サイズおよび林冠高を高分解能衛星データと衛星
LiDARデータとの関係により推定し、マングローブ林の炭素蓄積過程の広域推定手法を開発し
た。以上のように計画に沿った成果が得られたので、当該年度達成度を20%とし、中期計画の累
積達成状況は64%となる。 

自己評価結果  （ a ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 1,000 プロットを超す森林インベントリ調査を行うとともに、広域衛星データのスケールアッ
プによる森林炭素蓄積量の広域評価手法を開発し、ブラジル・アマゾン全域での森林炭素蓄積
量の分布マップを作成した。また、高分解能衛星や衛星レーザーなどの衛星技術を用いて、マ
ングローブ林の炭素蓄積過程の広域推定手法を開発するという、年次計画に対応した成果が得
られた。また、得られた研究成果は、気候変動枠組条約 COP19 において我が国のプレゼンス
を高めることに貢献した。このように、年次計画に沿った成果が得られたことから「a」評定
とした。 

 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （ 2 ）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（  2 ）＝100 

   当該年度達成度 ：  100× 20 ／ 100  ＝ 20％ 

総合評価（ a ）
 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有： 無： 

重点課題における本課題のウエイト： 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 1,200 箇所もの現地調査から地上部バイオマスを評価し、リモートセンシングデータと組み合
わせてブラジル・アマゾン全域の森林炭素蓄積をマッピングできたことは画期的であり、高く評
価できる。研究成果を早くまとめて誌上発表されることを期待する。マングローブ林を対象とし
た研究では、時間軸を込みにした炭素蓄積の広域評価手法が開発できた。今後はこうした手法が
他の複雑な森林生態系に外挿できるような手法開発に進めてもらいたい。さらにアジア地域熱帯
林において、単木レベルでの違法伐採が抽出できるところまで計測技術が高度化できた。REDD
プラスに関しては、これまでに引き続いて我が国の中核機関として国際的にも先導的役割を果た
している。以上のように、年度計画は十分に達成できており、中期計画全体の目標達成に向けて
研究は順調に進捗している。 
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７．今後の対応方針 
 ブラジル・アマゾンでの良い成果が国際的な雑誌に掲載されるよう相手機関とも協議の上、努
力する。マングローブ林で開発した衛星LiDARを用いた炭素蓄積の評価技術が他の森林生態系で
も適用可能か、慎重に検討を進めたい。REDDプラスを含め、研究成果をふまえた社会への貢献
を高く評価頂いたことから、今後もこの方向性で進めたい。 

 
８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 

 これまでに開発したモニタリング手法、時系列の土地被覆分類等を活用して森林炭素蓄積量の

変化を算定するとともに、REDD プラスに関わる対象国の制度・政策に関わるポイントを分析

し、それらの成果をふまえて REDD プラス Cookbook とガイドラインを改訂する。時系列高分解

能衛星画像より樹冠消失を検出し森林劣化を観測する技術を開発する。 
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Ｐ
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／
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外
部

評
価

自
己
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価

外
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価

自
己

評
価
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Ｓ
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９
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司
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Ｏ

２
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熱
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４
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ソ
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Ｐ
０
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梶
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０
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熱
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （E１） （E２）

E
全重点

課題に対
する割合

炭素動態観測手法
の精緻化と温暖化
適応及び緩和技術
の開発

森林減少・森林劣
化の評価手法と対
策技術の開発

予算［千円］ 430,958 ( 22 ％) 168,619 262,339

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(99 %) (98 %) (100 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

39.6 ( 10 ％) 27.9 11.7

委託研究
機関数

12 ( 12 ％) 7 5

研究論文数 64 ( 13 ％) 39 25

口頭発表数 150 ( 13 ％) 99 51

公刊図書数 7 ( 10 ％) 5 2

その他発表数 42 ( 6 ％) 17 25

特許出願数 0 ( 0 ％) 0 0

所で採択
された主要
研究成果数

4 ( 13 ％) 2 2

重点課題E研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（Ｅ）　森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩和技術の開発

開催日　平成２６年　２月２６日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況
　重点課題の構成が、最初にプロジェクト
ありきのボトムアップ的なものになってい
ないか。温暖化問題として、何をすべきか
というリクス分析から、どういうプロジェ
クトを起こすかという、トップダウン的な
対応への変更が必要ではないか。

　重点課題の方向性のもとに、新しいプロ
ジェクト課題を提案していくため、研究推
進会議において特別検討課題として検討し
た。また、検討途中においても、不定期に
新課題に関する会議を開催した。また、
IPCCからの要請や意見提出に対応するため

にIPCC対応委員会を設置したが、同委員会
は地球温暖化問題の現状と社会的状況を共
有し、重点課題の方向性のもとに新課題を
提案するためにも有効に機能している。

　現状では問題ないが、研究課題群として
の達成目標に対して、課題群を構成するプ
ロジェクト等の内容が不十分となるような
場合はどのように対応するのか。

　上記と同様に、重点課題の方向性のもと
に新課題を提案する作業を進めている。

　各テーマ間の関係性、例えば樹種特性や
生理と、エコシステムサービスや修復技術
との関係性について、説明が必要ではない
か。

　上記に示したように、重点課題全体とし
ての方向性のもに、課題間の関係性につい
て情報共有を進めた。

　BVOCの成果を、緩和等の全体計画とどう
結びつけるのかが課題である。

　BVOC（生物起源揮発性有機化合物）研究
のような今後の地球温暖化対策につながる
可能性ある研究についても、関係者の議論
のもと、取り組めるよう柔軟な体制で研究
を推進していくように心がけ、科研費に複
数の課題を応募した。

平成２５年度重点課題評価会議　平成２４年度指摘事項と対応状況

重点課題
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（Ｅ）　森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩和技術の開発

開催日　平成２６年　２月２６日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針
　重点課題内の各課題がバラバラである印
象があり、全体の統合化が必要である。そ
の場合、いわゆるモデル構築だけでなく、
研究のストーリーとしての統合化を考えて
も良いのではないか。

　重点課題の課題間の関係性を、ストー
リーとして統合していくという考え方は示
唆に富んだものであり、なおかつ現実的な
ものかと考える。その方針で進めていく。

　特にREDDに関わる成果を取りまとめる場

合、すでにできているREDD-plus Cookbook
に強調する部分を、トピック的、ボックス
囲み記事のような方法でたぐっていける仕
組みを作ったらどうか。

　来年度はREDD-plus Cookbookの改訂を予
定しており、その際には意見を反映させた
い。

　東アジア森林生態系炭素収支観測ネット
ワークの構築、環境傾度は成果の見せ方に
工夫が必要。

　成果の見せ方、出し方について、改めて
検討し直す。

　アマゾンの調査結果は画期的であり、世
界への公表・情報発信を望む。

　関係機関と協議の上、成果の公表を進め
る。

研究項目

　生態系サービスについて調査研究は画期
的であり、成果の受け渡しを期待したい。

　成果の現場への受け渡し方法について、
再度検討する。

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題

研究課題群
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目 （３）地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発

揮に向けた研究

Ｅ 森林への温暖化影響評価の高度化と適応及び緩和技術の開発

第１-１-(３)-Ｅ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

Ｅ１ 炭素動態観測手法の精緻化と温暖化適応及び緩和技術の開発 ａ 100 0.391

Ｅ２ 森林減少・森林劣化の評価手法と対策技術の開発 ａ 100 0.608

（ 指標数：２ ）

達成度の計算：｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計：

（100×0.391）＋（100×0.608） ≒ 100 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｆ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置 

 （３）地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に 

向けた研究 

  Ｆ 気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止技術の開発 

指標(研究課題群) 環境変動・施業等が水資源・水質に与える影響評価技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 わが国の気候に強い影響を与えるアジアモンスーン地域において、森林の水循環に関わる諸機
能を解析し、水循環過程を解明するとともに、森林動態をモデル化する。大都市周辺の森林にお
いて、窒素の流入・流出量を解析し、人間活動にともなう窒素負荷量の増加が森林の水質形成機
構に及ぼす影響を明らかにする。環境に配慮した森林利用の促進のために、土砂流出を抑制した
低負荷型作業路開設技術を開発するとともに、水流出特性に及ぼす間伐の効果を明らかにする。
気候変動にともなう森林域の水資源賦存量分布、森林流域の水収支と流況、融雪流出特性の変動
を明らかにする。原発事故の周辺の森林における放射能汚染の実態を把握するとともに、森林内
の放射線量やその拡散を低減する技術を開発する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20 ）%  （前年までの達成度：  56%） 

 森林の水循環過程を解明するために、クローズドチャンバー法による林床面蒸発の測定手法を
開発するとともに、林冠の降雨遮断特性を多様な森林群落で比較することにより、蒸発量の変動
要因を明らかにする。森林地帯における放射能汚染の調査・研究を継続して、森林生態系の放射
性セシウム動態を明らかにする。 

 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 これまで森林の林床面蒸発量を現地で直接測定する方法がなかった。そこで、湿度センサー
を内蔵した閉鎖型（クローズド）チャンバーによる測定方法を考案した。このチャンバーを取
り付けたマイクロライシメータ（土壌を詰めた箱）を森林内に設置して、マイクロライシメー
タの重量とチャンバー内の水蒸気量を連続測定した。チャンバー内の水蒸気の増加速度から蒸
発量を求めるとともに、マイクロライシメータの重量減少から算出した蒸発量とを比較した。
その結果、両者の平均誤差は約 0.01ｇH2Om-2s-1 以下と小さかったことから、考案したチャン
バー法によって現地での林床面蒸発量を正確に測定できているものと判断した。この方法によ
り、間伐等施業を行った際の林床面蒸発量の変化を定量的に把握することが可能となる。 
 樹冠による降雨の遮断特性を明らかにするために、切り捨て間伐（本数率約 50％）が行われ
た茨城県のヒノキ林（常陸太田試験地）に 20m×20m のプロットを設置し、間伐前と間伐 3 年後
の降雨の樹冠通過量と樹冠投影面積、葉面積指数との関係を解析した。その結果、間伐直後には
重なりを含めて 400ｍ2 であった樹冠投影面積が、間伐 3 年後には間伐前の水準の 600ｍ2 に回復
したが、間伐 3 年後の林外雨に対する樹冠通過雨量の割合は 80～90％と間伐前（70～75％）よ
り高く、樹冠による降雨の遮断量は間伐前の水準に達していなかった。間伐 3 年後の葉面積指数
も４以下と間伐前の５前後までは回復していなかった。このことから、降雨の樹冠による降雨遮
断は、樹冠の面的な拡がりだけではなく、樹冠の垂直方向の厚みも影響することを明らかにし
た。さらに市販のクリスマスツリーを用いて模擬林分を作り、野外に設置して、樹高や密度を変
えて樹冠降雨遮断量を調べた結果、樹冠遮断量は樹高や林分密度以外にも樹冠構造が関係するこ
とを明らかにした。模擬林分では森林密度を人為的に変えることが可能なので、間伐方法の違い
が降雨遮断に及ぼす影響の予測に役立つと期待される。 
 福島第一原発事故による森林の放射能汚染の事態調査を行ったところ、2013 年度の林内の空
間線量率は 2011 年に比べて 70～87％に低下していた。樹木の部位別の放射性セシウム濃度は全
般に低下傾向にあり、落葉層の放射性セシウム濃度も多くの林分で 2011 年比 27％～58％の濃度
に低下していた。2013 年の表層土壌（0～5cm）における放射性セシウム濃度の上昇はわずかで
あったが、土壌が深くなるにつれて急激に低下するパターンはこれまでと同様であった。森林の
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放射性セシウム蓄積量は、地上部が 2012 年よりさらに減少し、落葉層と土壌の割合が増加した
結果、地上部の放射性セシウムの割合はわずか 2～9％になった。また、スギ雄花中の放射性セ
シウム濃度は年々低下し、2013 年度は 2011 年度の 2 割程度であった。さらに、汚染地の土壌か
ら採取したミミズの放射性セシウム濃度は年々低下傾向にあるが、物理学的崩壊による自然減衰
よりも低い濃度であり、放射性セシウムの生物濃縮は起きていないことを明らかにした。放射性
物質に関する一連の調査は、森林生態系の放射性セシウム動態の総合的な研究であり森林の放射
能汚染対策に資する有益な情報が得られた。 
 これらの研究成果を踏まえて、間伐が森林の水流出に及ぼす影響について一般向けに解説した
パンフレットを作成し、配布するとともにホームページにも掲載した。森林の放射能汚染に関し
ては、国内および国外の研究機関等と共同研究や情報交換を進めた。さらに森林総合研究所主催
の公開シンポジウム「私たちのくらしと森林・木材の放射能 ―森林総研が解き明かすその実態
と今後―」を開催し、満席の盛況であった。また日本学術会議や各種団体のシンポジウムや講演
会で森林・木材の放射能の現状を紹介し、対応策の検討やテキスト等に反映されている。スギ雄
花の放射能汚染レベルの低下について林野庁からプレスリリースされた。 

 

４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20 ）%、累積達成度（76）% 
 林床面蒸発量を現地で正確に測定できるクローズドチャンバー法を開発した。間伐前後にお
ける水文観測や実験から、林冠の降雨遮断特性が樹冠の閉鎖度だけでなく樹冠構造の影響を受
けることを明らかにした。森林の放射能汚染の調査・研究を継続するとともに、シンポジウム
の開催等により成果の速やかな公表に努めた。以上、今年度は目標通りの成果を得たので、当
該年度の達成度を20％とした。 

自己評価結果  （ a ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 
 当年度の目標である林床面蒸発量の測定法の開発、樹冠遮断に及ぼす森林の群落構造の影響、
さらに森林の放射性セシウムの分布変化を明らかにした。また、間伐が水流出に及ぼす影響の
パンフレットの作成や森林・木材の放射能汚染の実態や今後について公開講演会を開催した。
目標にしていたことはすべて行われたことから、自己評価をaとした。 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （2）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100 ）／（ 2  ）＝ 100 

   当該年度達成度 ： 100 × 20 ／ 100  ＝ 20  ％ 

総合評価（ a ）
 委員数 （  2 ）人 

結果の修正 有： 無： 

重点課題における本課題のウエイト：0.649 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 
 水収支をリアルに評価するには林床面蒸発量の定量化は欠かせない。このため、林床面蒸発量の
定量化が可能な「クローズドチャンバー法」を開発した成果は大きいと判断される。また、間伐
が樹冠遮断に与える影響評価に関しては、樹冠構造の違いが遮断量に影響することを明らかにし
ており、今後は遮断蒸発の影響評価をベースにした間伐方法の具体的な提言が期待される。昨年
度に引き続き、福島第一原発事故による森林地における放射能汚染の実態把握が行われており、
放射性セシウムの生物濃縮は起きていないこと等の有益な情報を得ている。これらの研究結果は
公開シンポジウムやパンフレットの作成・配布により情報発信されており、当初目標どおりの成
果が得られている。 
 

７．今後の対応方針 
 水文・水質の研究については、国内における森林、さらにはその位置づけを理解するためアジ
アモンスーン地域における森林を対象として森林と水文・水質との関係を明らかにして参りた
い。放射性セシウム動態についても調査を継続するとともに情報発信にも努めて参りたい。 
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８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％） 
 アジアモンスーン地域の熱帯林における人間活動にともなう森林劣化等、蒸発散量に及ぼす
影響を観測とモデルによって明らかにする。森林における放射能汚染の調査・研究を継続し
て、森林生態系の放射性セシウム動態を明らかにする。 
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｆ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （３） 地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に 

向けた研究 

Ｆ 気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止技術の開発 

指標(研究課題群) 多様な手法による森林の山地災害防止機能強化技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 樹木根系の斜面安定効果を数値化する技術を開発し、間伐をはじめとする森林整備に伴う表層
崩壊発生リスクの評価を可能とすることにより、多面的機能発揮のための適切な森林整備の実現
に貢献する。山地斜面のモニタリング技術の開発・高度化により、前兆現象の評価や植生機能衰
退域の評価から山地災害の未然防止を可能とするとともに、生態系の機能を取り入れた荒廃地復
旧技術の開発を行う。防災林機能を持続的に発揮するための維持管理手法により、機能の低下し
た海岸林の広葉樹林化が可能となる。風況予測技術の精度を向上することで、森林管理計画の策
定に役立つ強風害リスク評価技術を提供する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20）%  （前年までの達成度：56 %） 

 津波軽減効果の高い海岸防災林造成技術を開発するため、樹木を並べた状態を対象とした水

理実験を行ない、流水に対する林帯の抗力係数と単木の抗力係数との関係を明らかにする。雪

崩の発生条件の解明のため、積雪変質モデルを用いて発生区の積雪を推定し、雪崩の滑り面の

雪質やその形成過程を明らかにする。積雪地域の地すべり災害の予測精度を向上するため、伏

野地すべり地の土塊が積雪荷重や地震動によって圧縮沈下する過程を観測によって明らかにす

る。 

 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

海岸林を模して樹木を並べた水理実験を行い、流れ方向の上流部に樹木が存在すると下流の樹
木が単木で受ける流体力より 10～20 %程度低下すること、これは風力に比べかなり小さいこと
を明らかにした。海岸林の林帯を格子状に区切って波力を計算する数値シミュレーションにおい
て、水利実験の結果をもとに計算格子の間隔等を調整し、林内を通過する津波氾濫流を再現でき
るモデルを開発した。このモデルによって東日本大震災の波力の減衰効果が評価できることを確
認した。海岸林に関するその他の成果として、青森県の被災海岸林では、モーターパラグライダ
ーによる空中撮影写真によって現地のクロマツ枯死被害分布状況を詳細に把握できた。すなわ
ち、枯死被害の進行は落ち着きつつあるものの、若干の新たな枯死木が 確認され、未だに収束
には至っていないと判断された。地形測量結果と空中撮影写真の重ね合わせにより、枯死は凹地
形や平坦地形のような海水の滞水しやすい場所で集中的に発生したことが明らかになった。この
成果は県による海岸林被害把握に活用され、復興基金事業による海岸林再生事業の採択に結びつ
いた。 

妙高・幕ノ沢雪崩試験地においてこれまでに観測した 4 件の乾雪表層雪崩と 1 件の湿雪雪崩を
対象に、標高 1,700m 付近の雪崩発生区における積雪の変化を積雪変質モデルで推定し、雪崩の
滑り面となった雪質やその形成過程を調べた。気象条件と関連づけて検討した結果、乾雪表層雪
崩は「こしもざらめ雪」や積もったばかりの新雪が要因であり、湿雪雪崩は融雪水の浸透が要因
であったと推測された。このように実際の災害事例によって本手法の予測精度を向上することに
より、気象データをもとにリアルタイムで雪崩のリスクを予測できるシステムの開発につながる
ことを示した。 

積雪荷重が地すべりの土塊中の間隙水圧に与える影響を明らかにするために、新潟県上越市伏

野地すべり地に、新たに開発した鉛直変位計を設置して観測を行った。その結果、3 回の積雪期

において土層厚 3.5m の区間に対して最大で 23-29mm（ひずみ量換算で 0.6-0.8%）の積雪荷重に
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よる圧密によると思われる沈下が確認された。この過程において、長野県北部地震時に見られた

ような過剰間隙水圧の発生は認められなかった。 

その他の成果として、三宅島の緑化に関するこれまでの研究成果をもとに、火山噴火の跡地

などの侵食による荒廃地を効率的に復旧する技術を開発し「環境保全型ロール状フィルタおよ

びその製造方法」として特許出願した。この方法は既に東京都に採用され良好な結果を得てい

る。 

 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（76）% 

津波軽減効果の高い海岸防災林造成技術については、流水に対する林帯の抗力係数と単木の
抗力係数との関係を水理実験により明らかにした。雪崩の発生条件については、実際の災害事
例を対象に、すべり面の雪質や気象条件との関連から発生要因を検討し、気象データをもとに
した雪崩のリスクのリアルタイム予測に繋がる知見を蓄積した。積雪地域の地すべり災害につ
いては、新たに開発した鉛直変位計を新潟県上越市伏野地すべり地に設置し、積雪荷重による
圧密によると思われる沈下を観測した。さらに火山性荒廃地の効率的な復旧技術として開発し
た資材の特許を出願するなど、着実に成果を挙げている。 
 

自己評価結果  （ a ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

津波軽減効果の高い海岸防災林造成技術の開発、雪崩の発生条件の解明、積雪地域の地すべ

り災害の予測精度を向上という三つの課題について、年度当初の計画通りに研究が進捗し成果

が出ていることから、目標を概ね達成した。 

 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （2）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（ 2  ）＝100  

   当該年度達成度 ：    100×20 ／ 100＝ 20 ％ 

総合評価（ ａ ）
 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無： 

重点課題における本課題のウエイト：0.347 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 樹木模型を用いた水理実験から流れ上流にある樹木が，流体力を 10～20 %程度低下すること

を明らかにし，林内を通過する津波氾濫流を再現できるモデルを開発している。また，青森県の

被災海岸林では，撮影した空中写真から現地のクロマツ枯死被害分布状況を把握し，枯死は海水

が滞水しやすい場所で集中的に発生したことを明らかにした。雪崩の研究においては，気象条件

との関連づけから，乾雪表層雪崩は「こしもざらめ雪」や新雪が要因であること，湿雪雪崩は融

雪水の浸透が要因であるとした。さらに積雪地帯の地すべりでは，従来定量的成果がほとんど無

い「積雪荷重が地すべり土塊に与える影響」の観測結果として，ひずみ量換算 0.6～0.8%の圧密

とされる沈下量を観測した。これらの研究成果は，年度計画を十分満足するものであり，今年度

目標は達成されたと判断した。 
 

７．今後の対応方針 

 土砂災害関係については雪氷害や積雪影響との関係解析を今後も進めるとともに、斜面表層

における崩壊防止機能として根系の効果等のメカニズムの解明に取り組んで参りたい。また海

岸林の整備については、津波被害後の枯死状況と要因解析に目処が立ったので、より津波減災

効果の高い造成に向け数値シミュレーションを活用した科学的評価に取り組んで参りたい。 
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８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 

災害現地調査、土質せん断試験により、斜面表層部における水平根の崩壊抑止効果を定量化

する。津波軽減効果の高い海岸防災林造成技術を開発するため、数値シミュレーションに基づ

いて、林型ごとに津波力減衰予測図と樹木の津波耐性予測図を作成する。 
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評価単位 （F１） （F２）

F
全重点

課題に対
する割合

環境変動・施業等
が水資源・水質に
与える影響評価技
術の開発

多様な手法による
森林の山地災害防
止機能強化技術の
開発

予算［千円］ 200,613 ( 10 ％) 130,622 69,991

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(77 %) (89 %) (54 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

43.5 ( 11 ％) 26.1 17.4

委託研究
機関数

15 ( 15 ％) 11 4

研究論文数 44 ( 9 ％) 25 19

口頭発表数 158 ( 14 ％) 76 82

公刊図書数 6 ( 9 ％) 4 2

その他発表数 69 ( 9 ％) 32 37

特許出願数 1 ( 17 ％) 0 1

所で採択
された主要
研究成果数

4 ( 13 ％) 2 2

重点課題F研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（F）　気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止技術の開発

開催日　平成２６年２月５日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

　全体に、森林総研は国民が求める事を果敢
に行っている。たくさんの成果が出ている。
積雪の調査など単純で人力の作業で行ってい
るものもあったが、内容とでてきた成果につ
いては興味深いものがあった。

　雪崩に関する研究が進展し、論文の公表だ
けでなく、季刊森林総研等により社会に向け
た発信を行った。放射能の特集や雪崩に関す
る研究を紹介した。

　全般的に、先端的なものをやる使命がある
中、良く取り組んでおり、成果も出ている。
さらに期待したい。震災に伴う課題について
は、当初計画していない課題であり、少ない
スタッフの中で良くやっていると思う。

　震災や放射能関連の課題を実施するととも
に、蒸発等の水文過程の基礎的な研究、緑化
技術を特許申請するなど応用面も進展でき
た。

　Ｆ２では、津波によって海岸林の持ってい
るとされる機能が失われた。例えば飛砂の抑
制といった機能が現在失われている事の方が
問題なのではないか。海岸林が失われた事に
よる飛砂影響範囲の変化などの調査も重要
だ。

　高密度の海岸林の機能を維持するための管
理方法についてマニュアルを作成した。

平成２５年度重点課題評価会議　平成２４年度指摘事項と対応状況

重点課題
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（F）　気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止技術の開発

開催日　平成２６年　２月５日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針
　全体を通して、本日の成果発表を非常に
敬意を込めて受け止めている。基礎的な研
究は、研究者としてぜひやりたいところだ
と思うが、一方で、社会が求める研究もや
らなければならなくて、森林総研は社会が
求める研究に対応していかなければならな
い。今まで評価委員をやってきた中で、東
日本大震災もあり、そこまでやるのかと思
うほど内容は幅広く、スピード感を持って
対応しており、素晴らしいと思う。基礎的
な部分も科研費などを取っており、しっか
り論文化していってほしい。

　論文化については鋭意進めて参りたい。

　東日本大震災関係に関して、チームワークよく
しっかりと取り組んだ。森林総研は様々な分野の
研究者を集め、チームでの研究を行っており、森
林総研でなければ取れないデータをとっているこ
とから敬意を表したい。今後もより広く、昔であれ
ば他分野といわれるような分野とも連携し、成果
を上げていって欲しい。

　いろいろな分野と連携しながら幅広く研
究を進めて参りたい。

　森林放射性物質動態に関する研究（F1P08,
F1P09、F1P11、F11S22）で、昨年までより
も放射線量の高い調査地（長泥サイト）に
行っているようだが、防護服の利用や、線
量の計測は行っているのか。また「農地へ
の流出は極めて少ない」と報告している
が、表現として言い過ぎではないのか。

　線量の高い箇所では防護服を着用し、ま
た、この現場に限らず空間線量率を測定し
安全に配慮して調査を行っている。現地で
の採水観測を行っているほかに、土砂移動
に伴う放射性セシウムの移動に関しては、
農工研と共同研究を行いため池や水田の評
価グループが底質の土砂などを測定した中
で農地への流出を判断している。

　風倒について、現在、北海道では列状間
伐が多く行われており、重要な研究課題と
認識している。この実験結果は、そのまま
現場で適用できるようなものなのか。

　資料にある2h以内の伐採幅というのは、
海岸林における間伐において安全側に考え
て設定した値である。但し、列状間伐や帯
状伐採の場合は、列に対して風向が並行と
なることも考えられ、列（帯）の長さが制
限されることもある。

　マイクロライシメーターによる林床面蒸
発量の測定について、研究としての新規
性・妥当性はどうか。何の役に立つのか。
また、クローズドチャンバー法による撹乱
の影響は大きくないか。

　撹乱の影響は無視できないが、蒸発初期
については妥当だと考えている。この測定
方法を用いることによって森林の水循環が
施業によってどのように変動するかをより
解明できる。

　伏野地すべりにおいて、沈下している層
は特定できているのか。こうした観測結果
が得られたことに関して、次年度以降の計
画はどのようになっているのか。

　現在の測定方法では、特定できておらず
全層での沈下量である。伏野地すべりにお
ける観測は、積雪地帯における気象及び地
すべり観測を長期間続けている現場であ
り、次年度以降も継続して観測を続けてい
く。

　樹冠遮断の研究成果は今後の遮断蒸発を
ベースにした間伐方法の具体的な提言が期
待される。

　さらにデータを積み重ねて、具体的な提
言ができるよう努めて参りたい。

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題

研究課題群

研究項目
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目 （３）地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発

揮に向けた研究

Ｆ 気候変動に対応した水資源保全と山地災害防止技術の開発

第１-１-(３)-Ｆ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

Ｆ１ 環境変動・施業等が水資源・水質に与える影響評価技術の開発 ａ 100 0.649

Ｆ２ 多様な手法による森林の山地災害防止機能強化技術の開発 ａ 100 0.347

（ 指標数：２ ）

達成度の計算：｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計：

（100×0.649）＋（100×0.347） ≒ 100 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｇ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （３） 地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に 

向けた研究 

Ｇ 森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発 

指標(研究課題群) シカ等生物による被害軽減・共存技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 シカ等生物による被害軽減・共存技術の開発のため、持続的な森林管理の支障となるニホンジ
カやナラ・カシ類集団枯損など森林における病虫獣害を制御し、森林の健全性を保つ環境低負荷
型の被害軽減・共存技術の開発を行う。シカの個体数管理に重要な捕獲後の有効活用体制の構築
に資するため、捕獲から解体に至るまでの衛生的な処理技術を開発し、技術指針を示す。南アル
プス地域におけるニホンジカによる影響を緩和し、希少な野生植物を保全するために必要な情報
と技術を提供する。シカ個体数管理のための計画手法、捕獲システム、評価手法を開発する。駆
除により超低密度になった外来中型哺乳類の探索技術と捕獲効果検定手法を開発する。シイ・カ
シ類の集団立ち枯れ被害に対する緊急対応策を策定する。重要害虫ノクチリオキバチと共生菌が
東アジアに侵入した場合の被害を予測し、侵入した場合の対策を立てる。スギ花粉の飛散を抑止
させる技術を開発する。さらに多発する森林生物被害を防止するとともに、多面的機能を発揮し
得る健全な森林を維持するため、環境低負荷型の被害軽減技術と森林資源の持続可能な管理技術
を開発する。これらの成果を、国有林、民有林を管理する公的機関、自治体等において技術普及
を図る。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：44 %） 
 森林内で増えすぎたニホンジカ個体数の低減を図るため、一時的な給餌によりシカを誘引し効
率よく捕獲除去する手法を開発する。マツ材線虫病の発病機構に関わる病原および宿主の生体分
子の挙動等を明らかにする。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

森林内で増えすぎたニホンジカ個体数の低減を図るため、一時的な給餌によりシカを誘引し効
率よく捕獲除去する手法を開発することを目的に、比較的地形が平坦でシカの目撃が多い地域に
約 1km2 の集中捕獲エリアを設定し、エリア内において誘引狙撃法によるシカの捕獲を実施し
た。集中捕獲エリア内に、給餌場および狙撃場を含む捕獲サイトを 6 カ所設置した。給餌は捕獲
実施の 1 週間前から開始し、同じ時間に同じ人が毎日 1 回各サイトの給餌場に餌を置く作業を行
った。銃器による捕獲は、2011 年 4 月、6 月、10 月の 3 回実施した。各回とも 1 週間の給餌期
間後に、1～3 日間捕獲を実施した。給餌期間中のシカの出没状況は、実施回やサイトによる違
いはなく、給餌開始翌日からシカが出没し、餌もほぼ完食された。給餌を開始すると急激に出没
回数が増加し、さらに日数の経過にともなって給餌直後の時間帯に集中することが示された。ま
た、3 回の繰り返し捕獲の実施により合計 11 頭のシカを捕獲除去し、苗木の食害率を捕獲実施
前の 65％に減少させることができた。このように、条件付けによる学習効果を利用することで
給餌場への日中の出没を誘導できることを明らかにし、一時的な給餌によりシカを誘引するプロ
グラムを開発した。 

さらに、開発した誘引プログラムを静岡森林管理署が実施したシカ捕獲事業に技術提供し、こ
の方法が伝統的な巻き狩りによる捕獲の 40～50 倍の捕獲効率を持つことを実証した。この成果
は平成 24 年度森林・林業白書に優良事例として取り上げられた。 

マツ材線虫病の発病機構を解明するために、感染の初期段階において、病原および宿主の発病
に関わる遺伝子やタンパク質などの生体分子の挙動等を明らかにした。宿主モデルとしてマツ切
枝を使用し、切枝通過前後に発現されるマツノザイセンチュウの遺伝子を RNA-Seq 法により網
羅的に解析した。その結果、マツ切枝通過前後ではマツノザイセンチュウの 22 遺伝子に発現の
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違いが認められた。この差異は、マツノザイセンチュウが宿主内の環境に速やかに反応して、遺
伝子の発現を調節した結果、起こったものと考えられた。マツの切枝通過後のマツノザイセンチ
ュウでは通過前のマツノザイセンチュウに比べコラーゲン遺伝子の発現低下が認められた。ま
た、マツノザイセンチュウの表面タンパクは宿主感染後、その総量が約 9 倍にまで増加してい
た。特に、感染後のマツノザイセンチュウではペルオキシダーゼ、カタラーゼなどの抗酸化作用
あるいは解毒作用を持つタンパク質が宿主感染時に特異的に増加しており、マツノザイセンチュ
ウは宿主の防御反応にすばやく対応して自らを防御していると考えられた。これらの成果は、マ
ツ材線虫病の発病機構の初期段階の解明に大きく貢献し、次の研究開発やプロジェクトに繋がる
ものである。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（24）%、累積達成度（68）%  

中期計画「シカ等による生物害に対する環境低負荷型の被害軽減・共存技術の開発」に対し
て、平成 23 年度はシカの捕獲から解体までの衛生的な技術指針を示すことで捕獲後の有効な活
用体制の構築を図った。また、希少種の脅威である外来動物マングースについて、センサーカメ
ラを利用した捕獲技術を開発したことから累積達成度 24%を得た。平成 24 年度は、森林内のシ
カ個体数管理のため、資材費約 9 万円、資材重量約 20kg、4 人・日で制作設置が可能な、携帯
性に優れ設置の容易な捕獲装置を開発した。また花粉症をもたらすスギ花粉を制御するため、雄
花を枯死させるスギ黒点病菌を添加した処理液を新たに開発し、11～12 月に散布することによ
り 80%以上のスギ雄花を枯死させることに成功した。よって 24 年度の目標を達成し、累積達成
度は 44％となっている。本年度は、一時的な給餌によりシカを誘因するプログラムを開発し、
条件付けによる学習効果を利用して、給餌場への日中の出没を誘導できることを明らかにした。
また、マツノザイセンチュウはマツ切枝通過後に 22 の遺伝子で発現量が変化すること、抗酸化
作用あるいは解毒作用を持つタンパク質を増加させ、宿主の防御反応にすばやく対応して自らを
防御しているなど、マツ材線虫病の発病機構の初期段階の解明に大きく貢献した。これらの成果
により、中期計画のシカ等生物による被害軽減・共存技術の開発の今年度部分は目標を達成し累
積達成度を 68%とした。 

自己評価結果  （ s  ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 年度計画に記された事項について具体的な成果を上げたことに加え、開発した技術が実用的

価値を持つことが森林・林業白書で評価されたことにより、s 評価とした。 

外部評価委員評価 （1）ｓ、 （1）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140＋100）／（2）＝120  

   当該年度達成度 ：  120×20／100＝24％ 

総合評価（ｓ）
 委員数 （ ２ ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.477 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 ニホンジカの個体数管理技術の開発については、効率的捕獲技術が確立され、現場での応用も

なされたと考える。来年度計画にもあるように、今後、これらの技術を用いて個体数の低減が実

証されることを期待する。 

 マツ材線虫病発病機構の解明については、遺伝子発現に関して多くの興味深い知見が得られて

いるが、これらの成果を発病機構と関連付けるためには、さらに研究が必要と考える。 

  

 シカの密度調節のための技術開発は確実に進んでいるので 120％に近い点を与えることが出来る

と思う。さらに，シカの捕殺技術とシカ肉利用の産業化（猟師を含む企業体の設立）までを含めた
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技術体系ができ，法的な整備の下にシカの個体数調節が実際に可能になることを願う。材線虫病の

感染初期における病原線虫の遺伝子発現の実態を分子生物学的手法で解析したことは評価できる。

しかしながら，病原性に重要な遺伝子（群）の特定はできていない。困難ではあると思うが，ぜひ

特定されることを望む。両者をあわせて評価をした。 

 

７．今後の対応方針 

 シカの個体数管理技術に関しては、これまでに開発された効率的捕獲技術を用いて、個体数

の低減の実証試験を行うとともに、技術体系を確立したい。 

 マツ材線虫病の発病機構を遺伝子（分子）レベルで解明するために、さらにプロジェクト等

を立案し、外部資金を獲得するなどの努力をし、研究を発展させたい。 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 森林に対するシカの強いインパクトを緩和するため、特定の地域に繰り返し強い捕獲圧をかける

ことによりシカ個体数が低減されることを実証する。ナラ枯れ被害を軽減するため、木材利用と森

林再生を目的とする効率的なナラ枯れ管理手法を開発する。 
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｇ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（３） 地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発揮に 

向けた研究 

Ｇ 森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発 

指標(研究課題群) 生物多様性を保全するための森林管理・利用技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 小笠原諸島における外来種駆除排除地における新たな外来種への適切な管理を行うために，順
応的管理方法を開発する。里山二次林の多様性管理技術の開発のために，主要樹種の萌芽特性を
明らかにし種多様性管理のための方法を提示する。生物多様性保全に配慮した持続可能な森林管
理手法を開発するために森林生物多様性変動シミュレータで予測する。日本の冷温帯林における
主要樹種のブナの堅果豊凶メカニズム解明のために，結実の豊凶作を決定する生理的機構を解明
する。林業地における広葉樹林分の配置指針作成のために、5 種生物群の空間分布と移動パター
ンを明らかにし、保全すべき広葉樹林の適正配置の指針を提示する。森林の健全性の維持と生物
多様性保全などの諸機能の高度発揮のために、里山地域や野生生物等の生物多様性を質的・機能
的側面から評価する新たな手法を開発する。これらの成果は，国有林、環境省、NPO 等へ成果
を普及や里山二次林の管理に携わる公的機関や NPO によって活用される。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：48%） 
 生物多様性保全に配慮した持続可能な森林管理手法を開発するため、管理による生物多様性の
変動を予測する森林生物多様性変動シミュレータを開発する。 

レブンアツモリソウをモデルとして、絶滅危惧種の現地内保全技術を高度化し、自生地復元技
術を開発する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

森林管理による生物多様性の変動を長期予測する森林生物多様性変動シミュレータを開発し、
世界経済や政策によって異なる森林利用シナリオごとに生物多様性の変化を予測した。生物多様
性を変化させるパラメータに基づく生物多様性変動シミュレータを北海道下川町、茨城県北部、
高知県四万十川流域をモデル地域として開発した。これらのシミュレータで 100 年後の流域～市
町村レベルの生物多様性の変化を予測するために、グローバル-ローカルおよび公益機能-木材生
産という 2 軸で区分される 4 つのシナリオ（国際競争、経済調和、地産地消、地域環境）を作成
し、各シナリオ下での森林の具体的な管理法を定量化してシミュレーションを行った。100 年後
の生物多様性は、国際競争重視のシナリオ下で最も低くなり、地域環境重視のシナリオ下で最も
高くなると予測された。さらに、これらの予測と生物多様性にとってベストのシナリオ（天然林
の老齢林化、人工林の広葉樹林化と若齢林の定期的な創出）およびワーストのシナリオ（すべて
の森林を人工林化）による予測とを比較したところ、ベストは地域環境重視のシナリオに、また
ワーストは国際競争重視のシナリオにほぼ一致したことから、生物多様性保全にとって最も望ま
しい施業（伐採法と伐採量）が明らかになり、流域単位の森林施業のシミュレーションに利用す
ることが可能になった。これらの成果は生物多様性国家戦略の基本戦略である「生物多様性を社
会に浸透させる」「科学的基盤を強化し、政策に結びつける」に合致するものとして高く評価さ
れた。 

レブンアツモリソウの保護増殖を促進するため、現地内保全技術の高度化と自生地復元技術の
開発に取り組んだ。現地内保全技術高度化の一環として、生育状況の把握・分析を強化するため
に、詳細な個体群動態調査を行い、年々個体数が減っており、特に実生・幼若個体が減少してい
ることを明らかにした。個体群衰退原因のひとつは高茎植物（ススキなど）の侵入であると考え
られたので、現存自生地における刈り払い試験を行った結果、開花株数が増加するなど、有効な
環境改善手法であることを明らかにした。また、自生地復元技術を開発するため、以下の知見を
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得た。レブンアツモリソウの共生菌がハイネズとも共生関係を持つことから、ハイネズ生育地の
近くを復元地とすることが好ましいと考えられた。また、種子の発芽や実生の生育に必要な土壌
の保水・保温および一定の日照を提供できるセン類植物や狭葉性のイネ科植物・スゲ属植物など
が生えるところが復元地として有効であると考えられた。レブンアツモリソウの交配はほぼニセ
ハイイロマルハナバチ 1 種に頼っており、このハチが好むヒロハクサフジなどのマメ科植物が近
くにあるか、あるいは植栽することが、自生地復元および両種の保全に有効であると考えられ
た。これらの知見に基づく自生地復元技術を用いて、島内 5 カ所で自生地復元実証試験を行い、
そのうち 1 カ所でレブンアツモリソウの高い定着率が確認された。以上の研究成果は、環境省レ
ブンアツモリソウ保護増殖分科会で報告し、高茎植物刈り払いが保護増殖事業に採用されたほ
か、事業のロードマップ作成および保護管理体制の見直しを支援するなどして施策に貢献した。
また、行政機関向けパンフレット「絶滅危惧植物の自生地復元の注意ポイント－レブンアツモリ
ソウを例に－」を環境省、林野庁、市町村に配布したほか、市民向けパンフレット「レブンアツ
モリソウとの共生をめざして」を礼文町全世帯に配布して、絶滅危惧植物の保護増殖活動に貢献
した。 
 以上の年度計画に記された成果に加えて、林業地における広葉樹林分の配置指針作成のため
に、5 種類の生物群（植生、微生物、土壌動物、ハナバチ類、果実食鳥類）の空間分布と移動パ
ターンを明らかにし、保全すべき広葉樹林の適正配置の研究に取り組んだ。その結果、ハナバチ
類や鳥類の多様性保全および広葉樹林の持続的更新のためには、100ha 単位で広葉樹林を保全す
る必要があると考えられた。その一方で、ハナバチ類、菌類、土壌動物の多様性保全のために
は、小班スケールの広葉樹林内に多様な立地環境や多様な樹木が存在する必要がある。こうし
て、林業地域で生物多様性を保全するためには巨視的及び微視的の両方の観点から広葉樹林の配
置を計画する必要があり、巨視的な観点からは「面積 100ha」を１つの単位として提案した。こ
れらの研究成果は、小冊子にまとめて林野庁や県林務課などの関係者に配布するほか、森林施業
プランナーや森林総合監理士の研修などに活用することで、政策立案者や現場で森林施業を計
画・実行する技術者に浸透させる。成果の一部は公害防止プロジェクト「生態系保全政策のため
の森林の生物多様性変動シミュレータの構築」に活用されたほか、その他の外部資金獲得のため
のプロジェクト立案に利用されている。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（68）% 

 中期計画「生物多様性を保全するための森林管理・利用技術の開発」に対して、平成 23 年度
は小笠原諸島における外来種の順応的管理方法の開発、外来種クマネズミ根絶による鳥類の復活
の証明、林業地における広葉樹林分の配置指針作成及びきのこ類の DNA バーコードによる分類
システムの開発を達成し、達成度 28%を得た。 
 24 年度は、里山二次林の多様性管理のために主要樹種の生態データの公表及び伐採サイクル
と樹木多様性の関係予測を達成し、里山等の生物多様性の新たな評価手法の開発については、里
山生態系の指標を作成し、平成 12 年時点の里山生態系の分布を評価した。また樹木の多様性指
標を用いて全国の老齢林（原生林）を評価した。これらにより累積達成度 48%とした。 
 今年度は、生物多様性保全に配慮した持続可能な森林管理手法を開発するため、管理による生
物多様性の変動を予測する森林生物多様性変動シミュレータを開発した。レブンアツモリソウを
モデルとして、絶滅危惧種の現地内保全技術を高度化し、自生地復元技術を開発した。さらに、
林業地における広葉樹林分の配置指針作成のために、5 種生物群の空間分布と移動パターンを明
らかにし、保全すべき広葉樹林の適正配置の指針を提示した。これらの成果により、生物多様性
を保全するための森林管理・利用技術の開発の今年度部分は目標を達成し累積達成度 68%とし
た。 

自己評価結果  （ ｓ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 年度計画に記された事項について具体的な成果を上げたことに加え、新たな成果をあげ中期

計画に記された目標を達成したことにより、s 評価とした。 
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外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （2）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（２）＝100  

   当該年度達成度 ：  100×20／100＝20％ 

総合評価（ａ）
 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.520 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 森林生物多様性変動シミュレータの構造がよく分からない。説明では、日本の 3 地点のデータに

基づき、広葉樹林か人工林かと林齢だけによって各地点の種構成（生物多様性の指標）を表すとい

う。それによって、日本全体の森林の生物多様性を予測するという。シミュレータというには少し

強引過ぎる手法のように思われる。そのため、この部分の評価は低く、60％ほどの評価になる。レ

ブンアツモリソウの保護増殖では、その植物の増殖と死亡に関わる環境要因の作用の大きさを明

らかにし、増殖にプラスに作用する要因の働きを高め、死亡要因の働きを減らすように保護計画

を立てる必要があろう。この研究では、10 年以上にわたって個体数が減少しているのに、それ

がうまく解析できていないように思われた。レブンアツモリソウの共生菌の発見や媒介昆虫が 1
種であることなどの新知見は評価できるが、生態調査と復元技術がうまく噛み合っていないよう

な感じがした。そのため、100％前後の評価である。5 種生物群の空間分布と移動パターンを明

らかにし、それに基づいて保全すべき広葉樹林の広さを 100ha 程度と推定できたことは、森林の

総合的な研究機関の能力によって可能になった成果であると思う。これから、新しい手法の開発

や検証的研究によって 100ha の妥当性が検討されると思うが、最初の値を示したことは高く評価

したい。そのため、120％以上の評価を与えたい。全体として、ａという評価になった。 
 
 森林生物多様性シミュレータは、ベースとなる GIS は完成していると考えられる。しかし、一つ

のシナリオを対象地域全体に当てはめて計算している、また、多様性を大まかな森林タイプのみで

評価しているなど、現実的でない部分があり、実用化には課題があると考える。 
 一方で、林業地における広葉樹林分の面積と配置の指針については、さまざまな生物の空間分布

に関わる地理的スケールが明らかにされるなど、研究成果を高く評価できる。 
 レブンアツモリソウをモデルとした絶滅危惧種保全技術については、保全に応用できるさまざま

な事実を明らかにしたことが評価できる一方、種子からの復元までは達成していないなど、保全技

術としては未完成な点が残されている。 

７．今後の対応方針 

・森林生物多様性シミュレータについては、さらに現実的なものになるよう後継課題において改良

を図ることとしている。 

・レブンアツモリソウの自生地復元技術の改善を目指して、今後も保護増殖事業に協力して試

行と実証を重ねていく計画である。 

・広葉樹林の配置指針については、一層の成果普及に努めたい。 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 
 日本の冷温帯林における主要樹種のブナの堅果豊凶メカニズム解明のために、貯蔵資源が結実

の豊凶作に及ぼす影響について解明する。野生動物個体群の遺伝的多様性の維持に雌雄の移

動・分散行動が果たす役割を、エゾヤチネズミをモデルとして明らかにする。 
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プ
ロ

2
,3

2
2

0
.0

1
5

a
a

Ｇ
１

１
Ｓ

３
９

小
プ

ロ
課

題
広

食
性

捕
食

寄
生

者
に

お
け

る
学

習
能

力
を

利
用

し
た

寄
主

選
好

性
の

人
為

的
操

作
2
5

～
2
7

浦
野

　
忠

久
科

研
費

1
,5

8
4

0
.0

1
0

a

Ｇ
１

１
Ｓ

４
０

小
プ

ロ
課

題
ス

ギ
辺

材
腐

朽
発

生
に

関
わ

る
生

物
学

的
環

境
要

因
の

解
明

2
5

～
2
7

服
部

　
力

科
研

費
2
,4

9
8

0
.0

1
6

a

Ｇ
１

１
Ｓ

４
１

小
プ

ロ
課

題
ナ

ラ
枯

れ
に

お
け

る
防

御
物

質
と

毒
素

に
よ

る
樹

木
と

病
原

菌
の

相
互

作
用

の
解

明
2
5

～
2
7

市
原

　
優

科
研

費
7
,9

9
1

0
.0

5
2

a

Ｇ
１

１
Ｓ

４
２

小
プ

ロ
課

題
亜

熱
帯

域
島

嶼
に

お
け

る
南

根
腐

病
菌

の
病

理
学

的
特

性
の

解
明

と
そ

の
制

御
2
5

～
2
7

太
田

　
祐

子
科

研
費

5
,9

0
9

0
.0

3
9

a

Ｇ
１

１
Ｓ

４
３

小
プ

ロ
課

題
ウ

ェ
ー

ブ
レ

ッ
ト

を
用

い
た

昆
虫

音
響

モ
ニ

タ
リ

ン
グ

手
法

の
確

立
2
5

～
2
6

高
梨

　
琢

磨
科

研
費

(分
担

）
2
8
4

0
.0

0
2

a

Ｇ
１

１
Ｓ

４
４

小
プ

ロ
課

題
放

射
性

核
種

が
樹

木
実

生
の

重
金

属
ス

ト
レ

ス
に

与
え

る
影

響
2
5

～
2
8

升
屋

　
勇

人
科

研
費

(分
担

）
7
0
0

0
.0

0
5

a

Ｇ
１

１
Ｓ

４
５

小
プ

ロ
課

題
生

物
規

範
階

層
ダ

イ
ナ

ミ
ク

ス
2
5

～
2
8

高
梨

　
琢

磨
科

研
費

(分
担

）
1
,5

8
4

0
.0

1
0

a

Ｇ
１

１
Ｓ

４
６

小
プ

ロ
課

題
エ

ゾ
シ

カ
の

肉
質

に
お

け
る

科
学

的
評

価
基

準
を

作
る

2
5

～
2
5

松
浦

　
友

紀
子

助
成

金
4
0
0

0
.0

0
3

a
a

Ｇ
１

１
Ｓ

４
７

小
プ

ロ
課

題
天

敵
の

模
倣

振
動

に
よ

る
害

虫
防

除
法

の
開

発
2
5

～
2
6

高
梨

　
琢

磨
助

成
金

1
,0

0
0

0
.0

0
7

a

Ｇ
２

研
究

課
題

群
生

物
多

様
性

を
保

全
す

る
た

め
の

森
林

管
理

・
利

用
技

術
の

開
発

伊
藤

　
賢

介
1
6
6
,4

4
0

(1
.0

0
0
)

0
.5

2
0

a
s

Ｇ
２

Ｐ
０

４
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
生

態
系

保
全

政
策

の
た

め
の

森
林

の
生

物
多

様
性

変
動

シ
ミ

ュ
レ

ー
タ

の
構

築
2
1

～
2
5

岡
部

　
貴

美
子

公
害

防
止

8
,7

7
0

0
.0

5
3

a
a

a
a

Ｇ
２

Ｐ
０

５
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
越

境
大

気
汚

染
物

質
が

西
南

日
本

の
森

林
生

態
系

に
及

ぼ
す

影
響

の
評

価
と

予
測

2
1

～
2
5

金
谷

　
整

一
公

害
防

止
8
,7

2
2

0
.0

5
2

a
a

a
a
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外
部

評
価

自
己

評
価

外
部

評
価

自
己

評
価

当
年

度
完

了
・
事

後

平
成

２
５

年
度

 研
究

課
題

群
予

算
及

び
評

価
結

果
一

覧

課
題

記
号

番
号

・
区

分
課

題
名

研
究

期
間

責
任

者
予

算
区

分
項

目
・
Ｐ

課
題

の
年

度
配

賦
額

（
千

円
）

研
究

課
題

群
の

総
額

（
千

円
）

ウ
ェ

イ
ト

(A
)

（
研

究
項

目
（
Ｐ

課
題

）
／

研
究

課
題

群
）

ウ
ェ

イ
ト

(B
)

（
研

究
課

題
群

／
重

点
課

題
）

Ｇ
２

Ｐ
０

６
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
レ

ブ
ン

ア
ツ

モ
リ

ソ
ウ

を
モ

デ
ル

と
し

た
人

を
含

む
在

来
生

態
系

と
共

生
で

き
る

絶
滅

危
惧

種
自

生
地

の
復

元
技

術
の

研
究

2
1

～
2
5

河
原

　
孝

行
公

害
防

止
1
7
,5

2
1

0
.1

0
5

a
a

a
a

Ｇ
２

Ｐ
０

８
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
林

業
地

域
の

生
物

多
様

性
保

全
に

必
要

な
広

葉
樹

林
分

の
面

積
と

配
置

の
指

針
の

提
示

2
3

～
2
5

正
木

　
隆

交
付

金
プ

ロ
9
,7

8
2

0
.0

5
9

a
a

a
a

Ｇ
２

Ｐ
０

９
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
ア

ジ
ア

地
域

に
お

け
る

森
林

生
態

系
お

よ
び

生
物

多
様

性
の

劣
化

が
生

態
系

の
機

能
・
サ

ー
ビ

ス
に

及
ぼ

す
影

響
の

定
量

的
解

明
2
3

～
2
7

岡
部

　
貴

美
子

環
境

総
合

(分
担

)
1
4
,2

2
8

0
.0

8
5

a
a

Ｇ
２

Ｐ
１

１
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
人

工
林

の
保

残
伐

が
も

た
ら

す
生

態
系

サ
ー

ビ
ス

を
大

規
模

実
証

実
験

で
明

ら
か

に
す

る
2
5

～
2
9

尾
崎

　
研

一
科

研
費

7
,3

4
0

0
.0

4
4

a
a

Ｇ
２

Ｐ
１

２
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
森

林
保

全
セ

ー
フ

ガ
ー

ド
確

立
事

業
2
5

～
2
7

岡
部

　
貴

美
子

政
府

等
受

託
4
6
,9

4
6

0
.2

8
2

a
a

Ｇ
２

Ｐ
１

３
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
課

題
森

林
の

生
物

多
様

性
に

寄
与

す
る

大
型

哺
乳

類
に

よ
る

樹
木

種
子

の
長

距
離

散
布

の
解

明
2
5

～
2
8

正
木

　
隆

科
研

費
7
,4

0
0

0
.0

4
4

a
a

Ｇ
２

１
研

究
項

目
森

林
の

生
物

多
様

性
の

保
全

技
術

お
よ

び
評

価
手

法
の

開
発

大
井

　
徹

4
5
,7

3
1

0
.2

7
5

a
a

Ｇ
２

１
１

実
行

課
題

里
山

地
域

に
お

け
る

森
林

の
総

合
管

理
の

た
め

の
機

能
評

価
2
3

～
2
7

鳥
居

　
厚

志
一

般
研

究
費

1
,8

4
9

0
.0

1
1

a

Ｇ
２

１
２

実
行

課
題

野
生

動
物

の
種

多
様

性
の

観
測

技
術

お
よ

び
保

全
技

術
の

開
発

2
3

～
2
7

大
井

　
徹

一
般

研
究

費
1
,0

4
1

0
.0

0
6

a

Ｇ
２

１
３

実
行

課
題

森
林

の
生

物
多

様
性

の
質

と
機

能
の

評
価

手
法

の
開

発
2
3

～
2
7

伊
藤

　
賢

介
一

般
研

究
費

1
,3

3
6

0
.0

0
8

a

Ｇ
２

１
Ｓ

１
６

小
プ

ロ
課

題
短

伐
期

施
業

で
経

営
さ

れ
る

里
山

林
の

生
物

多
様

性
・
炭

素
収

支
の

定
量

的
評

価
2
2

～
2
5

松
本

　
和

馬
科

研
費

9
2
6

0
.0

0
6

a
a

a

Ｇ
２

１
Ｓ

１
７

小
プ

ロ
課

題
エ

ゾ
ヤ

チ
ネ

ズ
ミ

個
体

群
の

遺
伝

的
空

間
構

造
形

成
に

関
わ

る
個

体
数

変
動

と
分

散
行

動
の

効
果

2
2

～
2
5

石
橋

　
靖

幸
科

研
費

（
分

担
）

5
7
0

0
.0

0
3

a
a

a

Ｇ
２

１
Ｓ

１
８

小
プ

ロ
課

題
熱

帯
林

に
お

け
る

球
果

植
物

優
占

の
メ

カ
ニ

ズ
ム

：
生

活
史

・
水

分
生

理
・
土

壌
栄

養
2
3

～
2
7

宮
本

　
和

樹
科

研
費

（
分

担
）

2
6
0

0
.0

0
2

a

Ｇ
２

１
Ｓ

１
９

小
プ

ロ
課

題
渓

畔
林

メ
タ

群
集

の
成

立
過

程
と

環
境

ニ
ッ

チ
に

基
づ

く
統

合
中

立
理

論
の

検
証

2
3

～
2
6

柴
田

　
銃

江
科

研
費

（
分

担
）

3
1
8

0
.0

0
2

a

Ｇ
２

１
Ｓ

２
０

小
プ

ロ
課

題
温

帯
性

Ｂ
ａ
ｍ

ｂ
ｏ
ｏ
の

開
花

周
期

は
な

ぜ
長

い
の

か
？

ジ
ェ

ネ
ッ

ト
混

在
型

競
争

回
避

仮
説

の
検

証
2
3

～
2
6

齋
藤

　
智

之
科

研
費

（
分

担
）

5
2
9

0
.0

0
3

a

Ｇ
２

１
Ｓ

２
１

小
プ

ロ
課

題
正

負
の

生
態

系
サ

ー
ビ

ス
経

済
評

価
の

た
め

の
環

境
経

済
・
倫

理
・
法

政
策

・
生

態
学

の
融

合
研

究
2
3

～
2
5

杉
村

　
乾

科
研

費
（
分

担
）

4
7
0

0
.0

0
3

a
a

Ｇ
２

１
Ｓ

２
２

小
プ

ロ
課

題
絶

滅
の

お
そ

れ
の

あ
る

ツ
キ

ノ
ワ

グ
マ

孤
立

個
体

群
に

お
け

る
Ｍ

Ｈ
Ｃ

遺
伝

子
の

多
様

性
評

価
2
3

～
2
5

石
橋

　
靖

幸
科

研
費

3
,0

3
1

0
.0

1
8

a
a

Ｇ
２

１
Ｓ

２
３

小
プ

ロ
課

題
土

壌
線

虫
を

用
い

た
森

林
の

生
物

多
様

性
指

標
の

開
発

2
3

～
2
5

秋
庭

　
満

輝
科

研
費

1
,2

3
5

0
.0

0
7

a
a

Ｇ
２

１
Ｓ

２
４

小
プ

ロ
課

題
小

笠
原

諸
島

固
有

菌
類

保
全

の
た

め
の

分
類

・
生

態
学

的
研

究
－

材
生

息
菌

を
対

象
と

し
て

2
4

～
2
5

服
部

　
力

助
成

金
2
,2

3
5

0
.0

1
3

a
a

Ｇ
２

１
Ｓ

２
６

小
プ

ロ
課

題
ナ

ラ
枯

れ
に

よ
る

基
盤

種
喪

失
が

森
林

生
物

相
お

よ
び

生
態

系
サ

ー
ビ

ス
に

与
え

る
影

響
2
4

～
2
7

柴
田

  
銃

江
科

研
費

3
,6

0
3

0
.0

2
2

a

Ｇ
２

１
Ｓ

２
７

小
プ

ロ
課

題
都

市
近

郊
緑

地
に

お
け

る
チ

ョ
ウ

類
の

衰
亡

と
繁

栄
の

全
国

的
な

実
態

解
明

と
保

全
手

法
2
4

～
2
6

井
上

  
大

成
科

研
費

8
2
3

0
.0

0
5

a

Ｇ
２

１
Ｓ

２
８

小
プ

ロ
課

題
絶

滅
寸

前
の

カ
モ

シ
カ

地
域

個
体

群
の

新
た

な
個

体
数

セ
ン

サ
ス

法
の

開
発

2
4

～
2
6

安
田

  
雅

俊
科

研
費

1
,2

9
7

0
.0

0
8

a

Ｇ
２

１
Ｓ

２
９

小
プ

ロ
課

題
分

布
北

限
域

の
絞

め
殺

し
イ

チ
ジ

ク
集

団
は

送
粉

共
生

を
維

持
し

て
い

る
か

2
4

～
2
6

大
谷

  
達

也
科

研
費

1
,5

0
8

0
.0

0
9

a

Ｇ
２

１
Ｓ

３
０

小
プ

ロ
課

題
世

界
自

然
遺

産
の

小
笠

原
樹

木
の

乾
燥

耐
性

と
種

多
様

性
維

持
機

構
の

解
明

2
4

～
2
6

矢
崎

　
健

一
科

研
費

（
分

担
）

8
0
8

0
.0

0
5

a

Ｇ
２

１
Ｓ

３
１

小
プ

ロ
課

題
景

観
要

素
と

外
来

種
が

在
来

ミ
ツ

バ
チ

の
寄

生
状

況
に

与
え

る
影

響
2
5

～
2
6

滝
　

久
智

科
研

費
1
,7

0
0

0
.0

1
0

a

Ｇ
２

１
Ｓ

３
２

小
プ

ロ
課

題
野

ネ
ズ

ミ
の

春
の

餌
資

源
と

し
て

の
堅

果
の

再
評

価
2
5

～
2
7

島
田

　
卓

哉
科

研
費

2
,3

8
7

0
.0

1
4

a

Ｇ
２

１
Ｓ

３
３

小
プ

ロ
課

題
熱

帯
林

に
お

け
る

哺
乳

類
の

色
覚

：
鮮

明
な

毛
色

の
機

能
と

弁
別

能
力

2
5

～
2
7

林
　

典
子

科
研

費
1
,3

2
3

0
.0

0
8

a

Ｇ
２

１
Ｓ

３
４

小
プ

ロ
課

題
ブ

ナ
林

堅
果

豊
凶

メ
カ

ニ
ズ

ム
の

解
明

：
花

芽
形

成
期

に
お

け
る

資
源

の
需

給
バ

ラ
ン

ス
の

役
割

2
5

～
2
8

韓
　

慶
民

科
研

費
6
,5

6
1

0
.0

3
9

a

Ｇ
２

１
Ｓ

３
５

小
プ

ロ
課

題
ナ

キ
ウ

サ
ギ

の
メ

タ
個

体
群

構
造

と
そ

の
存

続
性

の
関

与
す

る
環

境
要

因
の

解
明

2
5

～
2
9

大
西

　
尚

樹
科

研
費

1
,5
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （G１） （G２）

G
全重点

課題に対
する割合

シカ等生物による
被害軽減・共存技
術の開発

生物多様性を保全
するための森林管
理・利用技術の開
発

予算［千円］ 320,103 ( 16 ％) 153,145 166,958

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(85 %) (79 %) (91 %)

勢力投入量
（人当量）［人］

72.2 ( 18 ％) 41.0 31.2

委託研究
機関数

22 ( 22 ％) 11 11

研究論文数 104 ( 21 ％) 66 38

口頭発表数 214 ( 19 ％) 117 97

公刊図書数 12 ( 18 ％) 7 5

その他発表数 151 ( 20 ％) 90 61

特許出願数 0 ( 0 ％) 0 0

所で採択
された主要
研究成果数

4 ( 13 ％) 1 3

重点課題G研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（Ｇ）　森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発

開催日　平成２６年　２月２４日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況
　年度ごとに達成された研究成果が、重点
課題でどのように評価されるのか、あるい
は形成される全体システムを評価すること
が必要になるであろう。ただし重点課題G研
究の目的の中に、研究のseedsを生み出すこ
とがあるので、上記のような評価を行うこ
とが妥当であるどうかは、今後検討すべき
かもしれない。

　研究ニーズに応じ、より進化した研究が
可能なように、科研費や交付金プロへの応
募で対応した。

　開発されたドロップネットは有効な技術
であることが示され、計画は達成されてい
ると判断されるが、他の捕獲技術との捕獲
効率の比較や、人件費を含めたコスト計算
が必要。

　繰り返し設置により作業技術が向上し、
人的コストはさらに低下した。機種を選定
することにより、監視装置のコストダウン
を図った。

　個々の捕獲技術をどのように組み合わせ
てシカの個体群管理を進めるか、全体像を
示すべき。

　銃のみ、銃＋囲いワナ、ドロップネット
や足くくりわなのみなど、ケースを増やし
つつある。低密度に誘導した後の捕獲方法
の組み合わせが未確定である。

　スギ黒点病菌散布によるスギ雄花の枯死
技術の開発は見事であり、予定以上の成果
であると判断されるが、１回のスギ黒点病
菌散布の効果の持続期間や他の樹木に対す
る影響など、実用化に向けて更なる研究の
進展が望まれる。

　農食研事業には不採択となったが、交付
金プロ等で、さらに散布方法、散布後の菌
の動態、捕獲の生物群集への影響を調査し
ている。

　里山二次林について、構成樹種ごとに成
長特性と萌芽特性を類型化して公開したこ
とは評価できるが、単純化しすぎ。事業等
に利用するには精緻化と検証が必要。

　樹種毎の萌芽特性や空間配置を新たなパ
ラメーターとして組み込んだ。

　原生林の樹木多様性にθを利用した点は興
味深いが、回帰式から外れた地点について
の解釈、保全する価値についてはより深い
検討が必要。

　θについてさらにデータを追加し、外れ値
が収束する傾向を得た。

　いずれの項目も全体としては順調に進捗
しているが、ここの研究課題については
データの採り方の改善や、生物学的意義の
より深い検討、方法の改善が望まれるもの
もある。

　達成度評価を明確にできるように、研究
課題の年度計画を具体的な目標に修正し
た。

平成２５年度重点課題評価会議　平成２４年度指摘事項と対応状況

重点課題
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（Ｇ）　森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発

開催日　平成２６年　２月２４日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針
　個々の課題についてみると達成度や得ら
れた成果には多少ばらつきがあるが、全体
としては基礎的にも応用的にも多くの成果
があげられている。また、それらの成果は
学会誌等に多くの論文として公表され、さ
らに、パンフレットの作成などによる普及
啓発の努力が払われており、高く評価でき
る。

　当該年度の研究の達成度については、ば
らつきがある。森林の生物多様性の質と機
能の評価手法の開発は、重要ではあるが、
難しいテーマである。私は、このテーマを
挙げたことを評価したい。私は、森林総研
にとってこのことがもっとも大事であり、
その延長線上に誰もが納得するようなすば
らしい成果が出ると考える。地道な研究努
力とその成果発表に対して評価を与えた
い。研究の成果は着実に出されている。

　ニホンジカの個体数管理技術の開発につ
いては、効率的捕獲技術が確立され、現場
での応用もなされたと考える。来年度計画
にもあるように、今後、これらの技術を用
いて個体数の低減が実証されることを期待
する。
　マツ材線虫病発病機構の解明について
は、遺伝子発現に関して多くの興味深い知
見が得られているが、これらの成果を発病
機構と関連付けるためには、さらに研究が
必要と考える。

　シカの密度調節のための技術開発は確実
に進んでいるので120%に近い点を与えるこ
とが出来ると思う。さらに、シカの捕殺技
術とシカ肉利用の産業化（猟師を含む企業
体の設立）までを含めた技術体系ができ、
法的な整備の下にシカの個体数調節が実際
に可能になることを願う。材線虫病の感染
初期における病原線虫の遺伝子発現の実態
を分子生物学的手法で解析したことは評価
できる。しかしながら、病原性に重要な遺
伝子（群）の特定はできていない。困難で
はあると思うが、ぜひ特定されることを望
む。そのため、評価は90%に近いと判断し
た。両者をあわせて評価をした。

平成２5年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題

　シカの個体数管理技術に関しては、これ
までに開発された効率的捕獲技術を用い
て、個体数の低減の実証試験を行うととも
に、技術体系を確立したい。
　マツ材線虫病の発病機構を遺伝子（分
子）レベルで解明するために、さらにプロ
ジェクト等を立案し、外部資金を獲得する
などの努力をし、研究を発展させたい。
　森林生物多様性シミュレーターについて
は、さらに現実的なものになるよう後継課
題において改良を図ることとしている。
　レブンアツモリソウの自生地復元技術の
改善を目指して、今後も保護増殖事業に協
力して試行と実証を重ねていく計画であ
る。
　広葉樹林の配置指針については、一層の
成果普及に努めたい。

　シカの個体数管理技術に関しては、これ
までに開発された効率的捕獲技術を用い
て、個体数の低減の実証試験を行うととも
に、技術体系を確立したい。
　マツ材線虫病の発病機構を遺伝子（分
子）レベルで解明するために、さらにプロ
ジェクト等を立案し、外部資金を獲得する
などの努力をし、研究を発展させたい。
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（Ｇ）　森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発

開催日　平成２６年　２月２４日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

平成２5年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

　森林生物多様性シミュレーターは、ベー
スとなるGISは完成していると考えられる。
しかし、一つのシナリオを対象地域全体に
当てはめて計算している、また、多様性を
大まかな森林タイプのみで評価しているな
ど、現実的でない部分があり、実用化には
課題があると考える。
　一方で、林業地における広葉樹林分の面
積と配置の指針については、さまざまな生
物の空間分布に関わる地理的スケールが明
らかにされるなど、研究成果を高く評価で
きる。
　レブンアツモリソウをモデルとした絶滅
危惧種保全技術については、保全に応用で
きるさまざまな事実を明らかにしたことが
評価できる一方、種子からの復元までは達
成していないなど、保全技術としては未完
成な点が残されている。

研究課題群

　森林生物多様性シミュレーターについて
は、さらに現実的なものになるよう後継課
題において改良を図ることとしている。
　レブンアツモリソウの自生地復元技術の
改善を目指して、今後も保護増殖事業に協
力して試行と実証を重ねていく計画であ
る。
　広葉樹林の配置指針については、一層の
成果普及に努めたい。

　森林生物多様性変動シミュレータの構造
がよく分からない。説明では、日本の3地点
のデータに基づき、広葉樹林か人工林かと
林齢だけによって各地点の種構成（生物多
様性の指標）を表すという。それによっ
て、日本全体の森林の生物多様性を予測す
るという。シミュレータというには少し強
引過ぎる手法のように思われる。そのた
め、この部分の評価は低く、60%ほどの評価
になる。レブンアツモリソウの保護増殖で
は、その植物の増殖と死亡に関わる環境要
因の作用の大きさを明らかにし、増殖にプ
ラスに作用する要因の働きを高め、死亡要
因の働きを減らすように保護計画を立てる
必要があろう。この研究では、10年以上に
わたって個体数が減少しているのに、それ
がうまく解析できていないように思われ
た。レブンアツモリソウの共生菌の発見や
媒介昆虫が1種であることなどの新知見は評
価できるが、生態調査と復元技術がうまく
噛み合っていないような感じがした。その
ため、100%前後の評価である。5種生物群の
空間分布と移動パターンを明らかにし、そ
れに基づいて保全すべき広葉樹林の広さを
100ha程度と推定できたことは、森林の総合
的な研究機関の能力によって可能になった
成果であると思う。これから、新しい手法
の開発や検証的研究によって100haの妥当性
が検討されると思うが、最初の値を示した
ことは高く評価したい。そのため、120%以
上の評価を与えたい。
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（Ｇ）　森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発

開催日　平成２６年　２月２４日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

平成２5年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

　G111の病虫害管理では、キンイロアナタ

ケの生態学的記載が完了し、G112では、剥
皮に及ぼすクマの個体性の解明が被害予測
に重要なことが明らかになった。それらの
課題については、更なる基礎的応用的研究
を期待したい。G113では、シカが1山地から
東北地方に分散する過程が空間的に示され
た。このデータの解析が分布拡大の助長要
因と抑制要因の道程とその大きさの評価に
活かされることだと思う。これらを通し
て、G11は今後につながる成果を着実に生み
出していると思われた。論文としての成果
発表はそれを裏付けていると思う。

　腐朽病について、病害の発生状況とシカ
による剥皮、また、植栽回数との関連が示
されたことは、森林管理方針を考えるうえ
で直接役に立つ成果と考える。
　ツキノワグマ剥皮害に関わる環境要因に
ついて、さまざまのことが明らかにされ成
果が得られているが、被害防除に応用する
には未解明のことが多いと考える。
　シカに関する地理情報のデータベース化
は重要な成果と考える。今後、地理情報の
分析を進め、分布拡大に関わる要因の解明
や拡大予測などが進められることを期待す
る。

　G211の竹林の研究では、タケノコの発生
数の時間的空間的記載が行われた。それら
を含めて竹林内の稈の動態が研究されてい
ると思う。稈の動態研究は竹林制御に今後
大いに活かされると思う。G212の野生動物
の観測技術は昨年より機能が高まり、自然
に関心のある人々を巻き込んで日本列島の
哺乳類の動態研究が進むと思われ、このシ
ステムがさらに発展することを望む。人工
巣ではカラス捕食がどこでも高いのか（普
遍性）、蛇などの他の捕食者に対する改良
人工巣の効果について、さらにデータが必
要であると思われた。また、G213では、森
林の生物多様性の質と機能の評価手法の開
発をぜひ達成してほしいと考える。これら
を通して、G21は今後につながる成果を着実
に生み出していると思われた。論文として
の成果発表はそれを裏付けていると思う。

　普及病害については結果をさらに広く普
及させていきたい。
　ツキノワグマの剥皮被害については、さ
らに発生要因について解明を進めたい。
　ニホンジカの分布拡大については、さら
に要因解明を進め、拡大予測につなげた
い。

　タケノコの発生消長に関しては、樹木と
の混交地帯での樹木実生の発生消長に関す
る研究とあわせて、竹林の拡大防止、竹の
駆除後の森林の回復のための技術に結び付
けるべく検討を行っていく。また、市民に
よる里山管理については、科学的研究成果
を基盤に市民を含めた利害関係者の合意に
より展望される里山林の形成を目指してい
る。

　カラスの捕食が高頻度で発生する条件に
ついて明らかにするとともに、カラス以外
の捕食者の影響とそれらの天敵一般に対す
る人工巣の効果についても慎重に検討す
る。また、人工巣による鳥類の誘致技術
は、鳥類による種子散布機能などを一助と
した放置針葉樹人工林の混交林化など鳥類
の持つ生態系機能の発揮による森林管理の
ための基本技術として開発を目指してい
る。

研究項目
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（Ｇ）　森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発

開催日　平成２６年　２月２４日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

平成２5年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

研究項目

  里山における森林管理のための機能評価
については、タケノコの発生消長に関わる
要因について解明が進んだが、この成果を
森林管理にどのように応用するか検討が必
要と考える。市民による里山管理について
は、どのような里山林を目指しているのか
が明確にされるべきと思う。
　野生動物の観測・保全技術開発について
は、情報の共有・公開・利用システムの開
発が大きな成果と考える。今後の発展を期
待する。人工巣による鳥類の誘致について
は、最終的に何を目標とするのか明確にし
ておくことが必要と考える。
　森林の生物多様性の質と機能の評価手法
については、さまざまな生物がいる中で対
象分類群を選定した理由付けを明確にすべ
きと考える。また、中大型哺乳類と昆虫類
を同等の機能群と捉えるのは少し大まかす
ぎるのではないか。今後、さらに緻密な研
究が行われることを期待する。

　種構成と生態系機能の関係の実態解明に
関する研究をもとに、生物多様性の質と機
能の評価を目指す。ご指摘の通り脊椎動物
（発表では言及しなかったが爬虫類含む）
と昆虫類は同等の機能は持っていないが、
遺体分解という機能に限ると、プロセス
（脊椎動物：摂食・排泄、昆虫：埋設・摂
食・排泄）は異なるが同じ効果を持つと考
えられる。研究では、森林減少と生物種に
よる反応の違い、生物多様性の持つ機能と
の関係について興味深い結果が明らかに
なったと考えているが、生物多様性とその
機能との基本的な関係を明らかにし、それ
をもとに生物多様性指標の高度化を目指す
という課題本来の目標からは、外れたとも
考える。来年度からは、これまでの研究の
蓄積も考慮しつつ課題の目的に沿った対象
を適切に選択し研究を進める。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目 （３）地球温暖化の防止、水源の涵養、国土の保全、生物多様性の保全等の森林の機能発

揮に向けた研究

Ｇ 森林の生物多様性の保全と評価・管理・利用技術の開発

第１-１-(３)-Ｇ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

Ｇ１ シカ等生物による被害軽減・共存技術の開発 ｓ 120 0.477

Ｇ２ 生物多様性を保全するための森林管理・利用技術の開発 ａ 100 0.520

（ 指標数：２ ）

達成度の計算：｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計：

（120×0.477）＋（100×0.520） ≒ 109 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｈ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

Ｈ 高速育種等による林木の新品種の開発 

指標(研究課題群) 林業再生と国土・環境保全に資する品種の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 林木の優良種苗の早期確保に向けて、林業の再生と国土・環境保全に資する250品種の開発を
行う。  
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度： 40%） 
 検定の進捗状況を踏まえ、概ね50品種を目標として幹重量の大きいカラマツ品種等の新品種を
開発するとともに、エリートツリーの開発を推進するため、検定林データの収集、候補木の選
抜、人工交配等を進める。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 新品種の開発においては、国土・環境保全に資する品種として、森林の炭素固定能力の向上の
ため検定林データの解析・評価を進め、関東育種基本区でカラマツ10品種、関西育種基本区でヒ
ノキ10品種の幹重量の大きい品種を開発した。また、マツノザイセンチュウ抵抗性候補木の検定
を進め、東北育種基本区で16品種、関東育種基本区で1品種、関西育種基本区で2品種、計19品種
のマツノザイセンチュウ抵抗性品種を開発し、そして関西育種基本区で花粉の少ないスギ2品種
開発した。さらに、林業の再生に資するため、東北育種基本区で材質の優れたスギ1品種、関東
育種基本区で初期成長の優れたスギ14品種を開発した。これらにより、目標とする50品種を上回
る56品種を開発した。 
 また、エリートツリーの開発を推進するため、66箇所の検定林データを収集するとともに、ス
ギの第2世代精英樹候補木を東北、関東、関西、九州の各育種基本区において、それぞれ86、
65、20、60系統、ヒノキでは関西、九州の各育種基本区において60、30系統、カラマツでは北海
道、関東の各育種基本区において3、152系統、トドマツでは北海道育種基本区において100系
統、グイマツでは北海道育種基本区において21系統を選抜するともに、エリートツリーをスギで
東北、関東、関西、九州の各育種基本区において9、25、38、50系統、ヒノキで関西、九州の各
育種基本区において27、23系統開発した。さらに、第3世代精英樹の選抜母集団を育成するた
め、スギ第2世代精英樹（候補木を含む）同士の人工交配を東北、関東、関西、九州の各育種基
本区において、33、54、9、70組み合わせ実施した。 

さらに、改正された森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法において、特に優良な種苗
を生産するための種穂の採取に適する樹木として農林水産大臣が指定する「特定母樹」に、グイ
マツでは北海道育種基本区において1系統、スギでは関東、関西、九州の各育種基本区におい
て、エリートツリーを含むそれぞれ17、21、14系統が指定された。 

加えて、開発品種及びエリートツリーの性能や特性について、新たに、開発品種パンフレ
ットを作成し、ホームページに掲載して、広く開発品種について紹介するともに、林木育種
開発品種説明会を開催し、種苗の利用者である森林所有者、造林事業者、苗木生産事業者等
向けて、新品種の成長、材質等の形質の特性を紹介した。これらにより、開発した品種等につ
いて、幅広い層に情報提供し、普及に努めた。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（60）% 

中期計画の目標である林業の再生と国土環境保全に資する250品種の開発に対して、平成
23年度は材質の優れたスギ品種31品種を開発するとともに、マツノザイセンチュウ抵抗性品
種をアカマツ、クロマツ合わせて13品種開発し、合計44品種とした。24年度はマツノザイセ
ンチュウ抵抗性品種を27品種、初期成長に優れたスギ品種を22品種の合計49品種を開発し
た。25年度は幹重量の大きい品種を20品種、マツノザイセンチュウ抵抗性品種を19品種、初
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期成長に優れたスギ品種を14品種、材質優良スギ1品種及び少花粉スギ2品種の合計56品種を
開発し、3年間の目標135品種に対して、これを上回る149品種を開発した。また、エリートツ
リーの開発を推進するため、検定林データの収集を行うとともに、第2世代候補木を23年度に
は、スギ、ヒノキ、トドマツで345系統、24年度には、スギ及びヒノキで331系統、25年度に
はスギ、ヒノキ、カラマツ類及びトドマツで597系統選抜するとともに、第3世代の選抜母集
団を育成するため、スギ第2世代候補木間の人工交配を23年度に133組み合わせ、24年度に85
組み合わせ、25年度に166組み合わせで実施した。また、スギとヒノキで24年度に146系統、
25年度に172系統、合わせて318系統のエリートツリーを開発するなど、中期計画の達成に向
けて、全体として順調に進めることができた。 

さらに、間伐特措法の改正により新たに創設された、特に優良な種苗を生産するための種
穂の採取に適する樹木として農林水産大臣が指定する「特定母樹」にエリートツリー等の中
から53系統が指定された。 

以上のように、中期計画の目標達成に向けて、順調に進捗している。 
 

自己評価結果  （ａ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 
新品種の開発では、林業の再生と国土・環境保全に資する品種として、森林の炭素固定能力

の向上に資する幹重量の大きい20品種開発したことに加え、マツノザイセンチュウ抵抗性19品種
など合計56品種を開発した。マツノザイセンチュウ抵抗性品種では東北地方のクロマツ抵抗性品
種を多数開発でき、種苗配布区域の1区（日本海側）に続き2区（太平洋側）においても、今年度
の品種開発により採種園の造成に必要な品種数に達した。また、エリートツリーの開発を推進す
るため、第2世代精英樹候補木をスギ、ヒノキ及びトドマツで合わせて597系統選抜し、エリート
ツリーをスギ及びヒノキ合わせて172系統開発するとともに、第3世代の選抜母集団を育成するた
めの人工交配166組み合わせの実施、交配種子の採取、及び交配種子のまき付けを行った。さら
に、これまで開発してきたエリートツリー等53系統について、間伐特措法改正で新たに創設され
た特定母樹に最初に指定され、今後の森林吸収源対策に資する新たな造林種苗の母樹としての役
割を担うことになる等、森林・林業行政に貢献した。 
これらのことから、全体として年度計画の目標を上回り、中期計画の達成に向けて順調に進捗

していることから、「ａ」評定とした。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100＋100）／（2）＝100 

   当該年度達成度 ：  100×20  ／ 100＝20％ 

総合評価（ a ）
 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト： 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

 本年度の目標数を上回る数の新品種が開発されるとともに、東北地方のマツノザイセンチュウ

抵抗性品種の開発やスギ精英樹等が特定母樹に指定されるなど、研究結果の達成度、研究成果の

水準、中期結果の達成可能性のすべての点で予定通りである。中期計画終了時の目標達成と研究成

果の利活用に向けて、来年度以降のさらなる進展を期待したい。 

 

７．今後の対応方針 

 今度とも、新品種開発の目標数の達成及び品種開発のためのデータ収集、選抜、交配等を着

実に実施する。 
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８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 検定の進捗状況を踏まえ、概ね５５品種を目標として幹重量の大きいヒノキ品種等の新品種

を開発するとともに、エリートツリーの開発を推進するため、検定林データの収集、候補木の

選抜、人工交配等を進める。また、開発したエリートツリー等を特定母樹に申請する。 
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平成２５年度評価シート(指標) 

研究課題群番号：Ｈ２ 

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

Ｈ 高速育種等による林木の新品種の開発 

指標(研究課題群) 林木育種の高速化及び多様なニーズに対応するための育種技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
長期間を要する林木育種の高速化を図るとともに、多彩なニーズに対応するための育種技術を

開発する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 20）%  （前年までの達成度： 40%） 
林木育種の高速化を図るため、早期選抜に用いる DNA マーカー開発に必要なスギの DNA 情報

及び材質データの取得を進めるとともに、材の密度の遺伝性を解明する。さらに、材の剛性に強
く影響するミクロフィブリル傾角の効率的な測定手法の開発を行う。 

生育環境への適応性を解明するため、スギの広域での産地試験を進める。また、テリハボク及
びメリアの品種開発に向け、台湾、太平洋共同体事務局（SPC）、ケニアとの共同研究に基づき
試料の収集を行うとともに、DNA マーカーによってテリハボクの天然集団の遺伝変異を解明す
る。さらに、テリハボクの検定林において枝の数や長さに関する家系間変異を解明する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
林木育種の高速化を図るための早期選抜に用いる DNA マーカー開発においては、スギの成長、

材質に関連が深い部位から計約 16 万の EST（Expressed Sequence Tag:発現配列タグ）注 1）を収集し
て平成 24 年度分とあわせて 52 万とした。さらに、器官別に集積した EST を統合するとともに、
一塩基多型（SNP）マーカーの開発に着手した。これらは、今後の遺伝子機能の解明や材形成等
にかかる生理プロセス解明のための基盤情報として活用が出来、研究の一層の進展に役立つ。
また、QTL 解析注 2）に用いるための試験材料について、材質データ（年輪幅、年輪密度、早材幅、
早材密度、晩材幅、晩材密度等）を取得した。スギの材質育種に重要な材密度について、スギ人
工交配家系を用いて、形成層の内側の第 3～第 6 齢の年輪の材密度を測定し、遺伝率 0.3 の推
定値を得るとともに、材密度の遺伝率は形成層内側の第 4 齢の年輪が最も高かった。これによ
り、最適な特性評価の方法が得られた。SNP マーカーと形質データは、今後早期選抜のためのマ
ーカーのスクリーニングに供試される。さらに、従来は材の組織切片などを作成して顕微鏡を用
いることにより 1 日あたり 2 サンプル程度と測定に手間と時間を要していたミクロフィブリル
傾角注 3）について、近赤外分光法により短時間（1 日あたり 100 サンプル程度）で測定できる
方法を開発した。これにより、特性評価の大幅な高速化が期待できる。 

スギの環境適応性を明らかにするために、スギ精英樹をさし木増殖し、全国 9 箇所で広域産地
試験を開始した。テリハボクについて、新たにソロモン諸島から DNA 分析資料を入手し、フィジ
ー、台湾、沖縄の天然集団の遺伝変異を解明するとともに、検定林において、耐風性との関連性
が考えられる枝の数や長さに関する家系間変異を見いだした。さらに、ケニア等との共同研究に
基づき、メリアについてケニア国内の分布調査と DNA 分析試料の収集を進め、精英樹候補木
を 20 個体追加選抜するとともに、メリア検定林の選定に着手した。これらのデータは、将来の
品種開発や開発品種の適用地域の検討に資するものと考えられる。 

さらに、東日本大震災で壊滅的な被害を受けた海岸林の復興に資するため、マツノザイセン
チュウ抵抗性クロマツ種苗生産の飛躍的向上のための研究に着手し、東北地方産クロマツ種子
の効率的な精選方法を開発した。これにより、作業時間の短縮やコンテナ苗の得苗率の向上等、
生産性の向上に役立つことが期待できる。 

 
注１） EST（Expresssed Sequence Tag；発現遺伝子タグ）とは、任意の器官において発現して機能している遺伝子

の一部配列のことをいう。 
注２） QTL 解析とは、任意の量的形質を支配している遺伝子座（Quantitative Trait Loci；QTL）がゲノム上のどこ

に座乗（所在）しているのかを明らかにするために、一定の交配家系に DNA 分析を適用して解析する手法。

解析の結果として、染色体のどの位置にどのような効果を有した遺伝子が存在するかについての推定が得ら
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れる。 
注３） ミクロフィブリル傾角とは、材の細胞壁を構成している細胞の長軸（幹の方向）に対するセルロース分子の

配向が成す角度（傾角）のことをいう。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（60）% 

林木育種の高速化については、早期選抜に用いる DNA マーカー開発に必要なスギの EST 情報
の収集を進め、器官別に集積した EST を統合し、一塩基多型（SNP）マーカーの開発に着手する
とともに、成長、材質等の表現型データの取得を進めた。スギ材の剛性の指標であるヤング率に
ついて遺伝的支配が大きく、相加的に遺伝することを明らかにし、その指標となるミクロフィブ
リル傾角の効率的な測定方法を開発した。材の密度の遺伝性を明らかにした。検定林におけるト
レーサビリティーを可能にするシステムを構築した。また、スウェーデン、北米等において育種
技術情報の収集とその体系化及び活用を進めた。さらにマツノザイセンチュウ抵抗性品種の適切
な活用のために、抵抗性種苗の造林地で植栽木の父親を確定しての抵抗性との関係及び抵抗性品
種の抵抗性の機構を遺伝子レベルで明らかにした。地球温暖化適応品種の開発に向けた評価技術
の開発では、温暖化適応策に資するスギ品種の開発に向け、全国規模の広域試験地の造成のため、
試験計画の策定、基礎的情報の収集、苗木の育成と植栽を進めるとともに、検定林データを用い
て植生炭素循環モデルに組み込むためのパラメータの推定を行った。また、テリハボクの品種開
発に向け、検定林等の調査・解析、試料の収集を進め、メリアについては、ケニア森林研究所と
の共同研究に基づく試料の収集・分析を行うとともに、採種園を造成し、環境適応性を評価する
ための検定林の選定に着手した。 

以上のように、中期計画の目標達成に向けて、順調に進捗している。 
 

自己評価結果  （ ａ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 早期選抜に用いる DNA マーカー開発に必要なスギの DNA 情報に関しては、約 52 万のスギの

EST を収集し、これらを統合するとともに一塩基多型（SNP）マーカーの開発に着手し、今後の

研究推進の基盤を得た。材の密度の遺伝性については遺伝率等を明らかにし、ミクロフィブリル

傾角の効率的な測定手法については、近赤外分光法によりごく短時間で測定できる方法を開発

し、特性評価の高速化等に貢献した。生育環境への適応性を解明するためのスギの広域での産地

試験については、スギ精英樹をさし木増殖し、全国 9 箇所にわたる広域での試験を開始した。ま

た、テリハボクについては、DNA マーカーによって天然集団の遺伝変異を解明するとともに、

検定林において耐風性との関連性が考えられる形質の家系間変異を見いだした。また、メリアに

ついては、DNA 試料の収集や精英樹の追加選抜等を行った。これらにより、テリハボク及びメ

リアにおける将来の品種開発や開発品種の適用地域の検討に資するデータを得ることが出来た。

さらに、東日本大震災で壊滅的な被害を受けた海岸林の復興に資するため、マツノザイセンチュ

ウ抵抗性クロマツ種苗生産の飛躍的向上のための研究に着手し、東北地方産クロマツ種子の効率

的な精選方法を開発し、不足している苗木の生産性の向上出来る技術の開発を行った。 
 これらのことから、全体として年度計画の目標を上回り、中期計画の達成に向けて順調に進捗

していることから、「ａ」評定とした。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （２）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計       ： （100＋100）／（2）＝100 

   当該年度達成度 ： 100×20    ／ 100 ＝ 20％ 

総合評価（ a ）
 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.751 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 
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６．外部評価委員の意見 

 52万のスギESTの収集と統合、ミクロフィブリル傾角の効率的な測定法の開発、海外との共同研究等、林

木育種の高速化等に貢献しており、研究結果の達成度、研究成果の水準、中期計画の達成可能性のすべ

ての点で予定通りである。中期計画終了時の目標達成と研究成果の利活用に向けて、来年度以降のさ

らなる進展を期待したい。 

 

７．今後の対応方針 

 育種の高速化と多様なニーズに対応した技術開発について、今後とも着実に取り組んでいく。

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 林木育種の高速化を図るため、早期選抜に用いるＤＮＡマーカー開発に必要なスギの DNA 情

報及び形質データの取得を進めるとともに、スギの材質等の有用形質と連鎖したマーカーの解析

を進める。 
生育環境への適応性を解明するため、スギの広域での産地試験を進めるとともに、GIS を用い

たスギの次代検定林データの解析を行い、成長と生育環境との関係性の解析を進める。また、温

暖化適応策に資する耐風性に優れたテリハボク及び耐乾燥性に優れたメリアの品種開発に向け、

台湾、太平洋共同体事務局（SPC）、ケニアとの共同研究に基づき、テリハボクの海外での産地

試験に着手するとともに、メリアの DNA マーカーを開発する。 
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （H１） （H２）

H
全重点

課題に対
する割合

林業再生と国土・
環境保全に資する
品種の開発

林木育種の高速化
及び多様なニーズ
に対応するための
育種技術の開発

予算［千円］ 166,547 ( 8 ％) 41,488 125,059

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割

合）
(40 ％) (2 ％) (52 ％)

勢力投入量
（人当量）［人］

24.7 ( 6 ％) 11.3 13.4

委託研究
機関数

0 ( 0 ％) 0 0

研究論文数 11 ( 2 ％) 4 7

口頭発表数 67 ( 6 ％) 14 53

公刊図書数 0 ( 0 ％) 0 0

その他発表数 52 ( 7 ％) 27 25

特許出願数 0 ( 0 ％) 0 0

所で採択
された主要
研究成果数

2 ( 6 ％) 1 1

重点課題H研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（Ｈ）　高速育種等による林木の新製品の開発
開催日　平成２６年　２月１０日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

　本年度の目標を上回る数の新品種が開発さ
れており、第2世代マツノザイセンチュウ抵
抗性品種や種苗配布域を考慮した品種開発
計画が実施されており、研究成果の質量と
もに高い。また、次年度以降の新品種開発
を目指した準備も進められており、中期計
画中の開発目標が達成できると予想され
る。

　データ収集、選抜、交配等を着実に実施
することにより、25年度においても幹重量

の大きいカラマツ品種等56品種を開発し、

目標の50品種を上回り、中期計画の目標達
成に向けて貢献した。

　収集数がゲノム解析の進んでいるマツと

同レベルの33万のスギESTを開発したこと、

材質の遺伝様式を明らかにしたことなど早

期選抜の効率化に繋がる研究成果がでてい

る。二次元バーコードを用いる資料管理シ

ステムの実用化は林木育種以外の分野でも

利用できる優れた成果である。海外との共

同研究についても順調に進められている。

以上のように、研究計画の達成度、研究成

果の水準、中期計画の達成可能性の全ての

点で予定通りの成果が得られている。

　林木育種の加速化・高速化は世界的な大

きな流れであり、その流れの中で我が国の

林業再生と国土・環境保全に資する品種を

開発することは、森林総合研究所に課され

た重要な使命の一つと考えられる。中期計

画終了時の目標達成と研究成果の利活用に

向けて、来年度以降の本重点課題研究のさ

らなる進展を期待したい。

　育種の高速化と多様なニーズに対応した
技術開発について取り組むことにより、ス
ギの器官別EST情報の統合、簡便な材形質の
測定手法の開発、テリハボクの枝数の家系
間変異の解明等の成果をあげ、中期計画の
目標達成に向けて貢献した。

平成２５年度重点課題評価会議　平成２４年度指摘事項と対応状況

重点課題
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（Ｈ）　高速育種等による林木の新製品の開発
開催日　平成２６年　２月１０日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

　本年度の目標数を上回る数の新品種が開
発され、年度目標を上回る成果が達成され
ており、中期計画が予定通り達成できると
判断される。東日本大震災からの早期復興
が求められる東北地方のマツノザイセン
チュウ抵抗性品種の開発やスギ精英樹等が
特定母樹に指定されるなど、得られた成果
の実用的価値や林業行政への貢献は大変高
い。

　今後とも、新品種開発の目標数の達成及
び品種開発のためのデータ収集、選抜、交
配等を着実に実施する。

　昨年度の成果と合わせて52万のスギESTの
収集を進めて統合し、一塩基多型（SNP）
マーカーの開発に着手して今後の研究推進
の基盤を得たこと、ミクロフィブリル傾角
の効率的な測定法を開発するなど、早期選
抜の効率化に繋がる成果が出ている。海外
との共同研究についても順調に進められて
いる。以上のように、当該年度の研究達成
度、研究計画の達成可能性及び研究の成果
の評価項目のすべてにおいて、予定通りの
成果が得られている。

　高速育種や多様なニーズにあった育種を
行うための技術開発を今後とも着実に実施
するための試験や成長調査等を行う。

　目標を上回る品種の開発を成功してお
り、順調に研究成果がでている。さらに第
２世代精英樹等を特定母樹として登録する
など、森林・林業行政への貢献度も高いと
考えられる。次世代以降の品種開発に向け
た準備も進められており、中期目標の達成
に向けて研究は順調に進捗していると判断
できる。
　中期計画終了時の目標達成と研究成果の
利活用に向けて、来年度以降の本重点課題
研究のさらなる進展を期待したい。

　今後とも、新品種開発の目標数の達成及
び品種開発のためのデータ収集、選抜、交
配等を着実に実施する。

　器官別のESTの収集を進め統合を行うとと

もに、一塩基多型（SNP）マーカーの開発に
着手して今後の研究推進の基盤を得たこと
は注目に値する成果である。また、国内外
において実施している地球温暖化適応品種
の開発に向けた取り組みも重要な成果と考
えられる。
　中期計画終了時の目標達成と研究成果の
利活用に向けて、来年度以降の本重点課題
研究のさらなる進展を期待したい。

　育種の高速化と多様なニーズに対応した
技術開発について、今後とも着実に取り組
んでいく。

研究項目

　新品種の開発では目標を上回る品種の開
発を成功しており、順調に研究成果がでて
いる。さらに、エリートツリーの開発、第
２世代精英樹等を特定母樹として登録する
など、森林・林業行政への貢献度も高いと
考えられる。また、次世代以降の品種開発
に向けた準備も進められており、中期目標
の達成に向けて研究は順調に進捗している
と判断できる。

　今後とも、新品種開発の目標数の達成及
び品種開発のためのデータ収集、選抜、交
配等を着実に実施する。

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題

研究課題群
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（Ｈ）　高速育種等による林木の新製品の開発
開催日　平成２６年　２月１０日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

研究項目

　林木育種の高速化をはかる上で要となる
ESTの開発に関しては、欧米諸国と同等以上

のレベルに達している。収集したESTから

SNPの探索を進めるとともに、マッピング集
団の材質データの取得、環境適応性評価の
ための産地試験など有用形質とマーカーと
の対応付けを行うための事業も着実に進め
られている。さらに、テリハボク、メリア
などについても成果が得られている。当該
年度の研究目標は予定通り達成されてお
り、研究計画は予定通り達成できると判断
される。また、得られた成果は、育種の効
率化の要となるものであるため、高い価値
を持つと評価できる。

　さまざまな技術開発を目指しており、今
後とも着実に実施していく。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（４）林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究

Ｈ 高速育種等による林木の新品種の開発

第１-１-(４)-Ｈ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

Ｈ１ 林業再生と国土・環境保全に資する品種の開発 ａ 100 0.249

Ｈ２ 林木育種の高速化及び多様なニーズに対応するための育種技術の ａ 100 0.751
開発

（ 指標数：２ ）

達成度の計算：｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計：

（100×0.249）＋（100×0.751） ≒ 100 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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独立行政法人森林総合研究所 

平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｉ１  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

Ｉ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発 

指標(研究課題群) 林木遺伝資源の収集、保存・評価技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
林木遺伝資源を効果的に収集・保存し管理する手法の高度化を図るとともに林木ジーンバンク

機能を充実し利用の促進に資する技術開発を行うため、さらに、主要広葉樹について遺伝マーカ
ーを用いた遺伝的多様性の評価手法を開発するため、遺伝資源の収集・保存手法の高度化、ジー
ンバンク機能の充実と利用推進に資する技術開発及び主要広葉樹の地理的な遺伝変異を明らかに
する。これらにより、生息域内外の林木遺伝資源の総合的な管理及び主要広葉樹の地域固有の遺
伝変異に配慮した効果的な遺伝資源の保存に貢献する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：40%） 
 林木のジーンバンク機能を充実させ利用を促進するため、スギを対象に、地理・環境・遺伝
等の情報により遺伝資源を評価し、母集団の持つ変異を少数の系統で代表できる情報量の多い
コアコレクション（代表的な品種・系統のセット）を作成する。 
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

林木のジーンバンク機能を充実し利用を促進するため、遺伝資源として保存しているスギ
3,579 個体を対象に遺伝子型情報と選抜地情報から 539 個体を抽出し、これらについて遺伝要
因と選抜地の環境要因（標高、気温、降水量等 14 要因）によるクラスター分析を行い、96 個
体からなる「スギコアコレクション 96」を作成した。このコレクションは、スギの地理的分布
域のほぼ全域から均等に選定されていること、環境要因のカバー率が 70%以上となっているこ
と、母集団全体とほぼ同等の遺伝的多様性を保持していることから、スギ遺伝資源全体を代表
するものである。これは、スギの遺伝資源を用いた研究の基盤となる材料であり、ジーンバン
クの利用促進やスギの特性情報の集積に寄与する。 

その他にも、遺伝資源の効果的な生息域内保存技術を開発するため、アカマツ天然林におい
て親個体と 5 年間にわたって散布された種子の親子関係を解析したところ、種子親としての寄
与が大きい親個体と花粉親としての寄与が大きい親個体が明瞭にわかれ、年が変わってもその
傾向はあまり変わらないことが明らかになった。この成果は国際誌で公表し、高い評価を受け
ている。また、種子の長期貯蔵技術の改良のため、－20℃の冷凍庫内に 10 年間保存したスギ
265 系統及びヒノキ 59 系統の種子について、保存前と 10 年後の発芽率を比較した。両樹種と
も 10 年間で大きな発芽率低下は認められず、－20℃の冷凍庫内で 10 年間は保存可能なことが
明らかになった。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（28）%、累積達成度（68）% 

林木遺伝資源を効果的に収集・保存し管理する手法の高度化を図るとともに林木ジーン
バンク機能を充実し利用の促進に資する技術開発を行うため、スギの変異を少数の系統で
代表するコアコレクションの作成、アカマツ及びシラカンバの地理的な遺伝変異の解明、
絶滅危惧種のトガサワラの生息域外保存に必要な基礎情報の取得、スギ及びヒノキ種子の長
期貯蔵技術の改良に必要な基礎情報の取得、生息域内保存されているアカマツ天然林の遺伝
的多様性の維持機構の解明等を進めた。このように年度計画の達成により、中期計画は順調に
進捗した。 
 

自己評価結果  （ ｓ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 
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達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

 本研究課題群は、１研究項目で構成されている。外部（自己）評価結果は、I11［s］であっ

たので、自己評価は「予想以上（s）」となった。 
研究課題群全体では、本年度目標としたスギのコアコレクションを作成できたことに加え、

アカマツ天然林内の種子の遺伝的多様性の解明、スギ及びヒノキ種子の長期貯蔵技術の改良、

種子の豊凶がモミ種子の遺伝的多様性に及ぼす影響の解明、アカマツ苗の成長パターンの産地

間変異の解明と目標以上に多くの成果を上げられたことから、研究課題群の目標は予想以上に

達成したと判断する。 
 

外部評価委員評価 （ 2 ）ｓ、 （ ）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140＋140）／（ 2 ）＝140  

   当該年度達成度 ：  140×20 ／ 100 ＝ 28％ 

総合評価（ s ）
 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.084 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

順調に年度計画が達成されており、実行課題、小プロ課題においても年度計画通りの成果が得ら

れている。中期計画全体を通しての進捗状況も順調である。スギ遺伝資源のコアコレクションの設

定やアカマツ天然林の交配様式の解析など得られた成果の学術的、社会的価値は大変高い。 
本年度の目標であるコアコレクションの作成に関しては、多数のスギ遺伝資源を材料にして遺伝

要因と選抜地環境要因でクラスター分析を行い、スギ遺伝資源全体を代表する「スギコアコレクシ

ョン 96」を作成している。また、スギ種子の長期保存技術に関する有益な知見なども得ている。年

度計画は十分に達成しており、研究成果の質も高いと判断する。 
 

７．今後の対応方針 

中期計画終了時の目標を達成するため、次年度も年度計画に沿って遺伝資源の収集、保存・

評価技術の開発を着実に進める。得られた成果は、学術誌や普及誌等を通じて積極的に公表す

る。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

 効果的な遺伝資源の収集・保存を行うために、有用性等から重点的に収集する樹種を選択す

るとともに、各樹種の保存状況、天然分布情報、遺伝情報を集積し、実効性の高い収集・保存

手法を開発する。 
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｉ２  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

  Ｉ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発 

指標(研究課題群) 
ゲノム情報を活用した森林植物の遺伝的多様性の解明と保全・評価技術 

の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 
 ゲノム情報を活用した森林植物の遺伝的多様性の解明と保全・評価技術の開発を行うため、樹
木種の種識別の基盤となる DNA バーコード情報収集、サクラ栽培品種の DNA 解析による新た
な分類体系と形態特性・病害特性の解明、国産ウルシの持続的管理・生産技術の開発、スギ有用
形質の効率的選抜のためのゲノムワイドな DNA マーカーシステム開発、優良形質を有する遺伝
資源としての高齢級針葉樹林の保護・管理手法を開発、地域の森林生態系を特徴付ける森林植物
について遺伝的多様性解明などを実行し、有用形質の判別・評価や種識別等に有効な DNA マー
カーの開発やそれらのマーカーを用いた遺伝的多様性の評価を行う。これらの知見から樹木の遺
伝的多様性の保全及び利用技術の開発等に貢献する。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：56%） 

スギ有用形質の効率的選抜に有効な DNA マーカーを開発するため、ゲノムワイドアソシエー
ション解析を行い、形質や地域環境に関連した遺伝子を同定する。スギ精英樹の遺伝子型データ
と形質データから、将来の優良個体選抜のためのゲノミックセレクションのモデルを開発する。

 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
 スギのゲノム研究のための基盤整備として 50,000 以上の一塩基多型（SNP）を見出し、約
9,000 遺伝子について SNP マーカーを開発し、約 6,000SNP について主要スギ精英樹（864 個
体）、天然林（14 集団、192 個体）、基盤連鎖地図の家系（192 個体）の遺伝子型を決定した。
発根性、材質との関連が予想される 68、67、101 の候補遺伝子を検出した。天然林を用いた環境
適応的遺伝子の探索では、複数の手法で共通して検出された 21 座を環境適応候補遺伝子として
特定した。これら環境適応候補遺伝子はゲノム上で 4 つのかたまりを形成しており（連鎖群 2, 7, 
10, 11）、自然選択が働いているゲノムの“領域”が確認された。基盤連鎖地図の高密度化で
は、合計で 3,570 マーカーが座乗するスギ高密度基盤連鎖地図（総マップ長 1,329cM、平均マー
カー間地図距離 0.37cM）を構築した。また、3 種類の雄性不稔遺伝子 ms-1, ms-2, ms-3 のゲノム
上での位置を特定し、その情報をもとに雄性不稔遺伝子を保有する個体の選抜のための DNA マ
ーカーの開発を行った。さらに、こうした有用遺伝子を単離するため、スギの BAC ライブラリ
ー（ゲノムの約 4.5 倍量）を構築した。このライブラリーと高密度連鎖地図は、スギ全ゲノムの
解読に非常に有効なものである。これらの情報を統合して、優良個体の選抜のためのゲノミック
セレクションのモデルを開発した。 

このほかにも、タチヤナギの性決定の遺伝様式と近交弱勢の大きさを明らかにし、個体群保
全の貴重なデータが得られた。多くの樹種について遺伝構造調査のための DNA マーカーの開
発を行った。小笠原諸島のモチノキ属内の 3 種は遺伝的に分化していなかったが、特定の島間
で遺伝的分化が見られた。これらの結果は小笠原諸島の植栽ガイドラインに活用される。 

本年度の研究成果は、多くの国際誌を通じて公表し、高い評価を受けている。また、一般書籍
「サクラ保存林ガイド－DNA、形質、履歴による系統保存－」や「ウルシの健全な森を育て、
良質な漆を生産する」の発刊を通じて研究成果の普及・啓発を進めた。 
 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（28）%、累積達成度（84）% 
 日本産樹木の DNA バーコードシステムの開発、サクラ保存林の個体・系統情報およびサクラ
の分類情報について DNA による分類体系再編のデータベース化の構築、スギ天然林の特別母樹
林の遺伝的及び生態的特徴調査によるスギ天然林の環境の違いによる繁殖システムの解明を行っ
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た。また、国産ウルシの栽培適地や優良個体の選抜などの情報を取りまとめて持続的管理・生産
技術マニュアルを作成した。このほかにも、スギゲノムの研究基盤の整備、多数の遺伝子情報に
よるスギの天然林と精英樹の遺伝構造の違いの解明、スギの SNP の遺伝子型と形質とのアソシ
エーション解析から有用な形質に連鎖する SNP の検出、スギの SNP の遺伝子型と気象などの環
境データとのアソシエーション解析から有望な適応的遺伝子候補の特定、スギの雄花着生量に関
連する遺伝子座の検出、絶滅危惧植物等について遺伝的多様性の保全指針の提案を行った。この
ように年度計画以上の達成により、中期計画は予定以上に進捗した。 
 

自己評価結果  （ ｓ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

本研究課題は、1 研究項目と 1 プロジェクト課題で構成されている。外部（自己）評価結果

は、I21［ｓ］と I2P05［ｓ］であったので、資金額の重みづけによるウエイト数値を用いて達

成度を計算すると「ｓ」となり、自己評価は「予定以上（ｓ）」となった。 
本課題群では、スギゲノムの基盤整備として大量の DNA マーカー開発、高密度連鎖地図構

築、有用形質関連遺伝子の特定、優良個体選抜のためのゲノミックセレクションのモデルの開

発、稀少種の遺伝的保全のガイドラインなど、年度計画を想定以上に進めることができた。 
 

外部評価委員評価 （ 2 ）ｓ、 （ ）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140＋140）／（2）＝ 140 

   当該年度達成度 ：  140×20 ／ 100 ＝ 28％  

総合評価（ ｓ ）
 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.384 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

スギの SNP マーカー開発、BAC ライブラリー構築、環境適応や有用形質の全ゲノム関連解

析、高速育種への有効性予測などゲノム情報の整備と有効活用に向けた取組が予想以上に進ん

でいる。得られた成果は学術的、実用的価値が高く、国際誌への論文発表をはじめとして大変

活発に公表されている。 
ゲノミックセレクションモデルの開発では、多数の SNP マーカーを開発し、スギ高密度基

盤連鎖地図を構築するとともに、有用形質の候補遺伝子や雄性不稔遺伝子選抜マーカーを見出

し、優良個体選抜のためのモデルを提示している。さらに、タチヤナギの近交弱勢や小笠原諸

島のモチノキ属の分化に関する重要な知見を得ている。          

 

７．今後の対応方針 

 今後も引き続き、ゲノム情報を活用した森林植物の遺伝的多様性の解明と保全・評価技術の

開発を行うため、DNA マーカー開発、遺伝構造の解明、形質関連遺伝子などの研究を遂行

し、活発に研究成果の公表を行う。 
 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20 ％）） 

 森林植物の遺伝的多様性保全のため、全国のサクラ遺伝資源を DNA で解析してサクラ品種の

管理体制を構築する。熱帯林のフタバガキ科の複数樹種で遺伝子流動を明らかにし、フタバガキ

科保全のための遺伝的ガイドラインを作成する。 
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｉ３  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

  （４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

  Ｉ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発 

指標(研究課題群) 樹木及びきのこ等微生物の生物機能の解明と利用技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 

 樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実を図り、ゲノム情報を活用した樹木及びきのこ等微生

物の生物機能の解明と利用技術の開発を行う。とりわけ、遺伝子組換えによる樹木の花粉発生制

御技術等の開発、高バイオマス生産性と高ストレス耐性を付与した組換え樹木の開発、樹木の成

長・花成制御や環境応答などに関連する遺伝子の解明と、それら遺伝子を用いた組換え樹木の開

発と評価を行い、花粉症対策や遺伝子組換え樹木の商業化等に貢献する、複合形質を付与するな

ど実用性のあるスーパー樹木の開発に役立てる。また、マツタケの栽培化技術の開発に貢献す

る、マツタケ近縁種の生態特性の解明、マツタケ感染苗の林地定着技術の開発等のきのこ等微生

物の生物機能を利用する技術の開発、きのこ形成に及ぼす光制御機構の解明とLED 照明を用い

た消費者ニーズに対応した効率的なきのこの栽培法の開発を行い、きのこの生産技術の高度化、

産業の活性化に役立てる。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（20）%  （前年までの達成度：56%） 

樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実を図るため、マツタケゲノムの基盤整備を進める。ス

ーパー樹木の開発に向けて、高バイオマス生産性や高ストレス耐性を付与した組換えポプラを作

製し、それらの評価系を開発する。LED 照明を利用したきのこ生産の高度利用技術の普及に必

要な技術マニュアルの作成、微生物機能を用いたリグニンからの有用物質変換に関わる酵素遺伝

子を単離する。  
 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 
樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実を図るため、マツタケのゲノム DNA 配列（約 30 ギ

ガ塩基）を解析し、スーパーコンピューターを利用して、塩基配列情報を繋ぎ合わせ、マツタケ
全ゲノムの解読に成功した。マツタケの全ゲノム長は約 130 メガ塩基で、約 2 万の遺伝子からな
る。この成果は、マツタケ栽培技術の開発や優良系統の選抜に有用な情報である。また、当所の
森林生物遺伝子データベース（ForestGEN）へのアクセス件数は、前年度の約 2 倍の年間約
27,000 件に達し、森林生物の遺伝子に関する情報源として十分に活用された。スーパー樹木の開
発に向けて、植物ホルモンの一種であるジベレリン（GA）の生合成や分解に関わる酵素遺伝子
の働きを変化させた組換えポプラを作製し、組換えポプラを評価するための水耕栽培による評価
系を開発した。活性型ジベレリンの生合成に関わる GA20 酸化酵素の遺伝子を過剰発現させた
ポプラは、非組換えポプラと比べ、樹高伸長量が 1.9 倍に増大し、バイオマス量で茎に由来す
る部分が 2.7 倍に増加した。一方、活性型ジベレリンを不活性型に変換する GA2水酸化酵素
の遺伝子を過剰発現させた組換えポプラは、樹高が半分となり、バイオマスの配分が変化して
根の割合が大きくなった。このように、ジベレリンの代謝系を改変することでポプラの成長制
御技術を開発できた。オリゴ糖合成酵素遺伝子を導入した組換えポプラは、生存率について一
定程度の耐塩性が認められ、ストレス耐性の付与に成功した。 

消費者ニーズに対応した効率的なきのこの栽培法を開発するため、LED 照明を利用したきの
こ生産の高度利用技術の普及に必要な技術マニュアル「LED を利用したきのこ栽培」
（ISBN:978-4-905304-28-9）を作成した。LED 照明装置の現地実証を行い、シイタケでは収量
増加・品質向上、エノキタケで重要となる菌床剥離問題の解決、マイタケでは増収や着色制御
効果等を確認することができ、きのこ栽培の低コスト・高品質化のための技術を開発した。リ
グニンからの有用代謝中間体を生産するため、低分子リグニンであるバニリンの微生物分解・代
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謝経路上に存在するプロトカテク酸の芳香環を 3, 4 位で開裂するプロトカテク酸 3, 4-ジオキシ
ナーゼ遺伝子と反応生成物であるムコン酸を閉環する 3 カルボキシ・シス, シス‐ムコン酸ラク
トン化酵素遺伝子を単離した。これにより、ペットボトルなどの原料の高分子材料になるジカル
ボン酸化合物である 3 カルボキシ・ムコノ・ラクトンを生産する、遺伝子組換え微生物による生
物発酵システムの構築が可能になった。 

その他にも、ユーカリのアルミニウム無害化物質の機能解明、トランスポゾン遺伝子を指標に
したマツタケ類の系統進化の解明、オオシマザクラやブナ科樹木を用いた人工シロ作製技術の開
発、シイタケの高温発生品種を効率的に作出するための技術開発、シイタケ原木栽培における放
射性セシウムリスクの低減技術の開発等を進めた。 

本年度の研究成果は、多くの国際誌を通じて公表し、高い評価を受けている。「放射性セシウ
ム移行低減のためのきのこ栽培へのプルシアンブルー利用法」や「きのこ研究最前線」を発行
し、研究成果の普及・啓発を進めた。 

 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（28）%、累積達成度（84）% 

樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実を図り、ゲノム情報を活用した樹木及びきのこ等微生
物の生物機能の解明と利用技術を開発するため、環境ストレス耐性等を備えたスーパー樹木の開
発に役立つ約 23,000 種のスギゲノムの遺伝子の塩基配列情報のデータベース化と公開、シイタ
ケのゲノム情報の公開、マツタケのゲノムデータベースの基盤整備、スギ雄性不稔関連遺伝子の
解明、スギ雄性不稔遺伝子に連鎖する DNA マーカーの開発、遺伝子組換えによる樹木の花粉発
生制御技術を開発するために必要なベクターの構築、ユーカリが保有する新たなアルミニウム無
害化物質の構造決定と機能解明、ジベレリンの生合成酵素遺伝子を用いた樹木の成長制御技術の
開発、オリゴ糖合成酵素遺伝子を導入した耐塩性組換えポプラの開発、マツタケの菌根で特異的
に発現する遺伝子の特定、広葉樹を用いたマツタケの人工シロ作製技術の開発、きのこ栽培に有
用な LED 照明法の開発、きのこ栽培技術の高度化に役立つシイタケの褐変化原因の特定、シイ
タケの高温発生品種を効率的に作出するための技術、ダイオキシンの微生物分解経路の発見とそ
の分解酵素遺伝子の単離、リグニンからの有用代謝中間体を生産するための酵素遺伝子の単離等
のほか、原発事故による放射能汚染への緊急調査等に対応し、行政の施策等で役立つ重要な科学
的根拠の収集や、スギの雄花や花粉、きのこ原木等の放射性セシウムの放射能濃度の分布や推定
式の開発、きのこへの放射性セシウムの移行低減技術の開発を進め、中期計画は想定以上に進捗
している。 

 

自己評価結果  （ ｓ ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

本課題群は、1研究項目と5プロジェクトで構成されている。それぞれの外部（自己）評価結果

は、I31[ｓ]、I3P03[ｓ]、I3P04[ａ]、I3P05[ａ]、I3P09[ａ]、I3P11[ｓ]であったので、資金の重み

付けによるウエイト数値を用いて達成度を計算すると「125」となり、自己評価は「予定以上

(ｓ)」となった。 
本年度計画の、マツタケゲノムデータベースの基盤整備、高バイオマス生産性や高ストレス耐

性を付与した組換えポプラの作製とそれらの評価系の開発、リグニンからの有用代謝中間体を生

産するための酵素遺伝子の単離を達成した。その他にも、ユーカリのアルミニウム無害化物質の

機能解明、トランスポゾン遺伝子を指標にしたマツタケ類の系統進化の解明、オオシマザクラや

ブナ科樹木を用いた人工シロ作製技術の開発、シイタケの高温発生品種を効率的に作出するため

の技術開発、年度途中で開始した緊急対応課題等の目標を十分に達成し、課題群全体では当初

の予定以上の成果となったため、達成度は「予定以上(s)」と判断した。 
 

外部評価委員評価 （ 2 ）ｓ、 （ ）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 
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外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （140＋140）／（ 2 ）＝140 

   当該年度達成度 ：  140×20 ／ 100 ＝28％ 

総合評価（ ｓ ）
 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.412 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

マツタケゲノムの解読とデータベース整備、バイオマス生産の高いポプラ組換え体の作出、

LED 照明を用いたキノコ栽培技術の開発など樹木やキノコの機能開発とその利用に関して当初

計画を大幅に上回る成果が得られている。  
マツタケの全ゲノム解析、組換えポプラの作製、LED 照明を利用したきのこ栽培マニュアル

の作成、遺伝子組換え微生物によるリグニン関連物質からの有用物質の生産などの成果を得てい

る。その他、きのこへの放射線セシウム移行低減技術の開発など急を要する課題にも一定の成果

を上げている。 

 

７．今後の対応方針 

樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実と、ゲノム情報を活用した樹木及びきのこ等微生物

の生物機能の解明と利用技術の開発のため、中期計画で掲げる目標を着実に達成する。得られ

た成果は、論文、普及誌やマニュアル等の形で積極的に公表する。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 

樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実を図るため、収集したマツタケゲノムの塩基配列情報

を公開する。スーパー樹木の開発に向けて、低温等の環境ストレスに応じた遺伝子の発現調節に

関与する DNA 領域を解明する。耐塩性を付与した遺伝子組換えポプラの特性を評価する。マツタ

ケなど菌根性きのこの人工栽培化に向けて、宿主植物との相互作用を解明する。 
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平成２５年度評価シート(指標)  

研究課題群番号：Ｉ４  

 

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する 

ためとるべき措置 

（４） 林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究 

Ｉ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発 

指標(研究課題群) バイオテクノロジーの育種への利用技術の開発 

１．中期計画終了時の達成目標と成果の利活用 

 バイオテクノロジーの育種への利用技術の開発に資するために、遺伝子情報の蓄積及びそれら

遺伝子の発現解析や遺伝子組換えを用いた不稔化技術の開発を進め、機能性樹木の機能性の解

明、選抜と改良及び効率的増殖手法のためのバイオ利用技術の開発を行う。 
有用形質発現の分子メカニズムを解析し、林木の分子育種の進展を期す。雄性不稔誘導遺伝子

や雌性不稔誘導遺伝子の構築を行い、それらを導入した不稔樹木作出のための技術開発を行う。

さらに遺伝子組換え樹木の生物多様性影響評価のための知見を収集する。機能性樹木等の機能性

の解明と優良機能性樹木の開発のためのバイオ利用技術を開発する。 
林木の有用形質に関連する遺伝子情報が充実し、育種期間短縮のための技術開発に利活用され

る。雄性不稔や雌性不稔形質の付与技術が開発され、無花粉無種子スギの創出へのバイオ利用技

術が促進する。新たな機能性樹木創出へのバイオ利用技術を進展させる。 
 
２．年度計画   中期計画目標値：（ 60）%  （前年までの達成度： 40 %） 

バイオテクノロジーの育種への利用技術を開発するため、雄性不稔遺伝子を導入した組換えスギ

の成長特性等形質の評価を行う。組織培養により再生させた薬用機能性樹木ワダツミノキの順化手

法を解明し、機能成分を高含有する個体の選抜に向け、クローン間で成分生産量を比較する。 

 
３．年度計画の進捗状況と主な成果 

雄性不稔化ベクターを組み込んだ遺伝子組換えスギの特定網室での初期成長を調査したとこ

ろ、組換えスギは非組換えスギと同等に生育することが明らかになった。また、組換えスギの花

粉形成能の調査を行ったところ、昨年度と同様に雄性不稔性が確認され、特定網室での雄性不稔形質

の安定性が示唆された。 

抗癌剤薬用成分であるカンプトテシンを含有する機能性樹木であるワダツミノキの組織培養に

より増殖したシュートを発根させた植物体を苗テラス（小型植物工場）で順化させた。順化用の

土壌として、鹿沼土、パーライト、園芸用黒色壌土を比較したところ、差は顕著でなく、50%以

上の順化率が得られた。順化した個体は温室内鉢植えで健全に成長した。 また、奄美大島に自

生するワダツミノキの 13 クローンの茎についてカンプトテシン含有率を定量したところ、クロ

ーンにより含有量が最少のものに比べて最大約 8 倍の違いが認められ、カンプトテシン高生産性

個体の選抜に目処が立った。 
その他にも、隔離ほ場で栽培した遺伝子組換えポプラの樹型、気孔密度を制御するタンパク質

の遺伝子群の系統を解析し、気孔の発達を促進する遺伝子は抑制する遺伝子から派生的に生じた

ことを明らかにした。 

 
４．中期計画に対するこれまでの成果の達成状況：当該年度達成度（20）%、累積達成度（60）% 

バイオテクノロジーの育種への利用技術を開発するため、スギの雄性不稔化に必要な遺伝子プ
ロモーターの開発、遺伝子組換えによるスギの不稔化技術の開発、組換えスギの成長特性
等形質評価とともに、組織培養による薬用機能性樹木ワダツミノキの再生条件、増殖
条件や順化手法を解明し、機能成分を高含有する個体の選抜を進めた。このように、中期計
画は順調に進捗している。 
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自己評価結果  （ a ）  （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する） 

評価基準 ｓ：予定以上  ａ：概ね達成  ｂ：やや不十分  ｃ：不十分  ｄ：未達成 

達成区分 （120%以上）  （120 未満-90%）  （90 未満-60%） （60 未満-30%） （30%未満） 

達成度 140           100             80            40             0 

５．自己評価結果についての説明 

本研究課題群は、１研究項目で構成されている。外部（自己）評価結果は、I41［ａ］であっ

たので、自己評価は「概ね達成（ａ）」となった。 
雄性不稔遺伝子を導入した組換えスギの成長特性等形質の評価を行い、組織培養により再生さ

せた薬用機能性樹木ワダツミノキの順化手法を解明し、機能成分を高含有する個体の選抜に向

け、クローン間で成分生産量を比較したので年度計画は概ね達成と評価した。 
 

外部評価委員評価 （ ）ｓ、 （ 2 ）ａ、  （ ）ｂ、  （ ）ｃ、  （ ）ｄ 

外部評価結果の集計
   達 成 度 集 計        ： （100 ＋ 100）／（ 2 ）＝ 100 

   当該年度達成度 ：    100 × 20 ／ 100 ＝ 2 0％ 

総合評価（ ａ ）
 委員数 （ 2 ）人 

結果の修正 有：0 無：2 

重点課題における本課題のウエイト：0.118 

（ウエイト ＝ 研究課題群予算／重点課題予算） 

６．外部評価委員の意見 

稀少樹種ワダツミノキの培養苗の順化技術の開発、抗癌成分含有率のクローン間差異の解析な

ど、バイオテクノロジーによる林木育種の実用化を図り、その有効性を示す上で大変重要な成果が

得られている。 

雄性不稔遺伝子を導入した組換えスギの生育能や雄性不稔形質の安定性を明らかにしている。ま

た、ワダツミノキのクローン化によるカンプトテシン高生産個体の選抜に関する有益な知見を得て

いる。さらに、気孔形成に関与するタンパク質の系統進化に関する知見を得ている。 

 

７．今後の対応方針 

 バイオテクノロジーの育種への利用技術の開発に関する研究を着実に推進させ、得られた研

究成果は、学術誌、普及誌や学会発表等を通じて積極的に公表を進める。 

 

８．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度の年度達成目標値 20％）） 
バイオテクノロジーの育種への利用技術を開発するため、遺伝子組換え無花粉スギのアレロ

パシー活性を調べ、生物多様性影響を評価する。高血圧や認知症改善の成分を含有するカギカ

ズラの組織培養条件を解明する。 
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費

1
,4

1
5

0
.0

7
8

s
s

Ｉ１
１

Ｓ
０

６
小

プ
ロ

課
題

カ
ラ

マ
ツ

類
の

効
率

的
な

採
取

時
期

判
別

手
法

の
開

発
2
3

～
2
5

生
方

　
正

俊
育

種
交

付
金

プ
ロ

4
2
5

0
.0

2
3

a
a

Ｉ１
１

Ｓ
０

７
小

プ
ロ

課
題

絶
滅

危
惧

種
オ

ガ
サ

ワ
ラ

グ
ワ

の
効

率
的

な
交

配
技

術
の

開
発

2
4

～
2
5

生
方

　
正

俊
育

種
交

付
金

プ
ロ

7
8
0

0
.0

4
3

a
a

Ｉ１
１

Ｓ
０

８
小

プ
ロ

課
題

絶
滅

危
惧

種
ヤ

ク
タ

ネ
ゴ

ヨ
ウ

の
生

息
域

外
保

存
に

関
し

て
の

個
体

情
報

管
理

技
術

の
開

発
2
4

～
2
5

千
吉

良
　

治
育

種
交

付
金

プ
ロ

2
9
8

0
.0

1
6

a
a

Ｉ２
研

究
課

題
群

ゲ
ノ

ム
情

報
を

活
用

し
た

森
林

植
物

の
遺

伝
的

多
様

性
の

解
明

と
保

全
・
評

価
技

術
の

開
発

津
村

　
義

彦
8
2
,7

1
1

(1
.0

0
0
)

0
.3

8
4

s
s

Ｉ２
Ｐ

０
５

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

ス
ギ

優
良

個
体

の
選

抜
の

た
め

の
ゲ

ノ
ム

ワ
イ

ド
ア

ソ
シ

エ
ー

シ
ョ

ン
研

究
2
1

～
2
5

津
村

　
義

彦
イ

ノ
ベ

ー
シ

ョ
ン

創
出

4
3,

8
8
1

0
.5

3
1

s
s

Ｉ２
１

研
究

項
目

森
林

植
物

の
遺

伝
的

多
様

性
の

保
全

・
評

価
技

術
の

開
発

永
光

　
輝

義
3
8
,8

3
0

0
.4

6
9

s
ｓ

Ｉ２
１

１
実

行
課

題
ゲ

ノ
ム

情
報

に
基

づ
く
森

林
植

物
の

遺
伝

的
多

様
性

の
解

明
と

評
価

手
法

の
開

発
2
3

～
2
5

永
光

　
輝

義
一

般
研

究
費

2
,0

6
8

0
.0

2
5

ｓ

Ｉ２
１

Ｓ
０

７
小

プ
ロ

課
題

一
回

結
実

性
サ

サ
属

の
開

花
メ

カ
ニ

ズ
ム

と
花

成
遺

伝
子

発
現

様
式

の
解

明
2
3

～
2
6

北
村

　
系

子
科

研
費

1
,3

6
0

0
.0

1
6

a

Ｉ２
１

Ｓ
０

８
小

プ
ロ

課
題

個
体

群
生

態
学

と
繁

殖
生

態
学

の
融

合
に

よ
る

植
物

の
生

活
史

研
究

の
包

括
的

展
開

2
3

～
2
5

北
村

　
系

子
科

研
費

（
分

担
）

6
4
0

0
.0

0
8

a
a

Ｉ２
１

Ｓ
０

９
小

プ
ロ

課
題

小
笠

原
諸

島
の

自
然

再
生

に
お

け
る

保
全

遺
伝

学
的

問
題

に
配

慮
し

た
植

栽
手

法
の

研
究

2
3

～
2
5

鈴
木

　
節

子
科

研
費

（
分

担
）

1
,1

2
0

0
.0

1
4

ｓ
ｓ

Ｉ２
１

Ｓ
１

１
小

プ
ロ

課
題

人
工

林
に

残
さ

れ
た

保
残

帯
の

面
積

と
配

置
が

ハ
ナ

バ
チ

の
送

粉
機

能
に

与
え

る
効

果
の

解
明

2
4

～
2
7

永
光

　
輝

義
科

研
費

3
,7

4
1

0
.0

4
5

a

当
年

度
完

了
・
事

後

平
成

２
５

年
度

 研
究

課
題

群
予

算
及

び
評

価
結

果
一

覧

課
題

記
号

番
号

・
区

分
課

題
名

研
究

期
間

責
任

者
予

算
区

分
項

目
・
Ｐ

課
題

の
年

度
配

賦
額

（
千

円
）

研
究

課
題

群
の

総
額

（
千

円
）

ウ
ェ

イ
ト

(A
)

（
研

究
項

目
（
Ｐ

課
題

）
／

研
究

課
題

群
）

ウ
ェ

イ
ト

(B
)

（
研

究
課

題
群

／
重

点
課

題
）
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外
部

評
価

自
己

評
価

外
部

評
価

自
己

評
価

当
年

度
完

了
・
事

後

平
成

２
５

年
度

 研
究

課
題

群
予

算
及

び
評

価
結

果
一

覧

課
題

記
号

番
号

・
区

分
課

題
名

研
究

期
間

責
任

者
予

算
区

分
項

目
・
Ｐ

課
題

の
年

度
配

賦
額

（
千

円
）

研
究

課
題

群
の

総
額

（
千

円
）

ウ
ェ

イ
ト

(A
)

（
研

究
項

目
（
Ｐ

課
題

）
／

研
究

課
題

群
）

ウ
ェ

イ
ト

(B
)

（
研

究
課

題
群

／
重

点
課

題
）

Ｉ２
１

Ｓ
１

２
小

プ
ロ

課
題

全
国

を
網

羅
す

る
サ

ク
ラ

栽
培

品
種

の
遺

伝
的

識
別

・
系

統
解

析
に

よ
る

遺
伝

資
源

管
理

体
制

の
構

築
2
4

～
2
6

吉
丸

　
博

志
科

研
費

5
,4

3
3

0
.0

6
6

ｓ

Ｉ２
１

Ｓ
１

３
小

プ
ロ

課
題

東
南

ア
ジ

ア
熱

帯
林

の
遺

伝
的

保
全

の
た

め
の

ガ
イ

ド
ラ

イ
ン

の
作

成
2
4

～
2
6

津
村

　
義

彦
科

研
費

5
,7

1
4

0
.0

6
9

ｓ

Ｉ２
１

Ｓ
１

４
小

プ
ロ

課
題

ゲ
ノ

ム
情

報
を

利
用

し
た

交
雑

種
分

化
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
解

明
2
4

～
2
6

菊
地

　
賢

科
研

費
1
,8

0
5

0
.0

2
2

a

Ｉ２
１

Ｓ
１

５
小

プ
ロ

課
題

種
内

・
属

内
レ

ベ
ル

の
集

団
ゲ

ノ
ミ

ク
ス

に
よ

る
樹

木
の

適
応

進
化

・
種

分
化

プ
ロ

セ
ス

の
解

明
2
4

～
2
6

津
村

　
義

彦
科

研
費

(分
担

）
1
,2

8
0

0
.0

1
5

ｓ

Ｉ２
１

Ｓ
１

６
小

プ
ロ

課
題

次
世

代
シ

ー
ケ

ン
シ

ン
グ

に
よ

る
網

羅
的

解
析

で
ヒ

ノ
キ

発
根

性
関

連
遺

伝
子

に
迫

る
2
5

～
2
6

松
本

　
麻

子
科

研
費

2
,0

9
1

0
.0

2
5

b

Ｉ２
１

Ｓ
１

７
小

プ
ロ

課
題

森
林

資
源

保
全

の
た

め
の

樹
木

D
N

A
バ

ー
コ

ー
ド

の
充

実
と

精
度

の
向

上
に

関
す

る
研

究
2
5

～
2
7

吉
村

　
研

介
科

研
費

5
,2

3
0

0
.0

6
3

ｓ

Ｉ２
１

Ｓ
１

８
小

プ
ロ

課
題

花
粉

を
飛

散
し

な
い

ス
ギ

品
種

を
高

精
度

で
判

定
す

る
技

術
の

開
発

2
5

～
2
7

上
野

　
真

義
科

研
費

2
,5

2
1

0
.0

3
0

a

Ｉ２
１

Ｓ
１

９
小

プ
ロ

課
題

ゲ
ノ

ム
Ｄ

Ｎ
Ａ

メ
チ

ル
化

は
ス

ギ
の

表
現

型
多

様
性

に
ど

の
よ

う
に

寄
与

す
る

か
？

2
5

～
2
7

伊
原

　
徳

子
科

研
費

1
,8

9
1

0
.0

2
3

a

Ｉ２
１

Ｓ
２

０
小

プ
ロ

課
題

北
方

針
葉

樹
に

お
け

る
標

高
適

応
に

関
わ

る
フ

ェ
ノ

ロ
ジ

ー
の

分
子

遺
伝

機
構

2
5

～
2
7

上
野

　
真

義
科

研
費

(分
担

）
2
,6

9
1

0
.0

3
3

a

Ｉ２
１

Ｓ
２

１
小

プ
ロ

課
題

立
田

山
ヤ

エ
ク

チ
ナ

シ
の

保
全

に
関

す
る

研
究

2
5

～
2
5

金
谷

　
整

一
政

府
等

受
託

事
業

（
熊

本
市

）
2
4
5

0
.0

0
3

a
a

Ｉ２
１

Ｓ
２

２
小

プ
ロ

課
題

ゲ
ノ

ム
民

俗
植

物
学

に
よ

る
古

典
園

芸
植

物
の

文
化

財
的

意
義

の
検

証
と

そ
の

保
全

方
策

の
確

立
2
5

～
2
6

上
野

　
真

義
科

研
費

(分
担

）
1
,0

0
0

0
.0

1
2

a

Ｉ３
研

究
課

題
群

樹
木

及
び

き
の

こ
等

微
生

物
の

生
物

機
能

の
解

明
と

利
用

技
術

の
開

発
根

田
　

仁
8
8
,9

0
7

(1
.0

0
0
)

0
.4

1
2

s
s

Ｉ３
Ｐ

０
３

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

キ
ノ

コ
の

光
応

答
メ

カ
ニ

ズ
ム

の
解

明
及

び
高

度
利

用
技

術
の

開
発

2
1

～
2
5

宮
崎

　
安

将
技

会
プ

ロ
9
,6

4
9

0
.1

0
9

s
s

Ｉ３
Ｐ

０
４

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

高
バ

イ
オ

マ
ス

生
産

性
と

高
ス

ト
レ

ス
耐

性
を

付
与

し
た

組
換

え
樹

木
の

開
発

2
3

～
2
5

丸
山

　
毅

交
付

金
プ

ロ
1
0
,8

3
4

0
.1

2
2

a
a

a

Ｉ３
Ｐ

０
５

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

シ
イ

タ
ケ

の
高

温
発

生
品

種
を

効
率

的
に

作
出

す
る

た
め

の
技

術
開

発
2
3

～
2
5

宮
崎

　
和

弘
技

会
実

用
技

術
開

発
1
5
,0

9
3

0
.1

7
0

a
a

Ｉ３
Ｐ

０
９

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

マ
ツ

タ
ケ

の
人

工
栽

培
の

た
め

の
シ

ロ
形

成
技

術
の

開
発

2
4

～
2
6

根
田

　
仁

交
付

金
プ

ロ
8
,2

4
9

0
.0

9
3

a
a

Ｉ３
Ｐ

１
１

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

課
題

シ
イ

タ
ケ

原
木

栽
培

に
お

け
る

放
射

性
セ

シ
ウ

ム
リ

ス
ク

の
低

減
技

術
の

開
発

2
5

～
2
5

根
田

　
仁

技
会

農
食

研
事

業
（
緊

急
）

5
,1

1
5

0
.0

5
8

s
s

Ｉ３
１

研
究

項
目

樹
木

及
び

有
用

微
生

物
の

生
物

機
能

の
解

明
と

利
用

技
術

の
開

発
丸

山
　

毅
3
9
,9

6
7

0
.4

5
0

s
s

Ｉ３
１

１
実

行
課

題
ゲ

ノ
ム

情
報

に
基

づ
く
樹

木
の

生
理

機
能

の
解

明
と

利
用

技
術

の
開

発
2
3

～
2
5

吉
田

　
和

正
一

般
研

究
費

1
9
,5

3
1

0
.2

2
0

a

Ｉ３
１

２
実

行
課

題
ゲ

ノ
ム

情
報

等
を

活
用

し
た

き
の

こ
・
微

生
物

の
機

能
解

明
と

利
用

技
術

の
開

発
2
3

～
2
5

根
田

　
仁

一
般

研
究

費
2
,8

6
3

0
.0

3
2

a

Ｉ３
１

Ｓ
０

６
小

プ
ロ

課
題

ト
ラ

ン
ス

ポ
ゾ

ン
分

子
進

化
に

基
づ

く
マ

ツ
タ

ケ
類

の
起

源
と

種
分

化
の

解
明

2
3

～
2
5

村
田

　
仁

助
成

金
3
6
0

0
.0

0
4

s
s

Ｉ３
１

Ｓ
０

７
小

プ
ロ

課
題

水
欠

乏
に

よ
り

大
量

に
作

ら
れ

る
ポ

プ
ラ

の
Ｌ

Ｅ
Ａ

タ
ン

パ
ク

質
の

機
能

解
明

と
機

能
改

変
2
3

～
2
5

西
口

　
満

科
研

費
1
,4

2
2

0
.0

1
6

a
a

Ｉ３
１

Ｓ
０

８
小

プ
ロ

課
題

ア
ク

チ
ノ

リ
ザ

ル
樹

木
ジ

ア
リ

ー
ル

ヘ
プ

タ
ノ

イ
ド

の
生

合
成

と
フ

ラ
ン

キ
ア

と
の

共
生

機
構

の
解

明
2
3

～
2
5

山
中

　
高

史
科

研
費

（
分

担
）

2
4
5

0
.0

0
3

a
a

Ｉ３
１

Ｓ
０

９
小

プ
ロ

課
題

リ
グ

ニ
ン

変
換

バ
イ

オ
リ

ア
ク

タ
ー

構
築

の
た

め
の

白
色

腐
朽

菌
の

菌
糸

鞘
の

機
能

解
明

2
4

～
2
5

高
野

　
麻

理
子

科
研

費
1
,0

7
1

0
.0

1
2

a
a

Ｉ３
１

Ｓ
１

０
小

プ
ロ

課
題

放
射

性
セ

シ
ウ

ム
の

樹
木

吸
収

に
及

ぼ
す

菌
根

菌
の

影
響

の
解

明
2
4

～
2
5

山
中

　
高

史
科

研
費

2
,2

7
4

0
.0

2
6

a
a

Ｉ３
１

Ｓ
１

１
小

プ
ロ

課
題

加
水

分
解

性
タ

ン
ニ

ン
に

よ
る

樹
木

の
新

し
い

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

耐
性

機
構

の
解

明
2
4

～
2
5

田
原

　
恒

交
付

金
プ

ロ
2
,0

9
1

0
.0

2
4

s
s

Ｉ３
１

Ｓ
１

２
小

プ
ロ

課
題

主
要

な
サ

ク
ラ

栽
培

品
種

及
び

八
重

の
桜

の
安

定
供

給
に

必
要

な
ク

ロ
ー

ン
化

技
術

の
開

発
2
4

～
2
6

勝
木

　
俊

雄
交

付
金

プ
ロ

1
,3

7
1

0
.0

1
5

a

Ｉ３
１

Ｓ
１

４
小

プ
ロ

課
題

加
水

分
解

性
タ

ン
ニ

ン
を

介
し

た
ユ

ー
カ

リ
の

ア
ル

ミ
ニ

ウ
ム

耐
性

機
構

2
5

～
2
6

田
原

　
恒

科
研

費
1
,8

8
0

0
.0

2
1

s
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外
部

評
価

自
己

評
価

外
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独立行政法人森林総合研究所

評価単位 （I１） （I２） （I３） （I４）

I
全重点

課題に対
する割合

林木遺伝資源の収
集、保存・評価技術
の開発

ゲノム情報を活用
した森林植物の遺
伝的多様性の解明
と保全・評価技術
の開発

樹木及びきのこ等
微生物の生物機能
の解明と利用技術
の開発

バイオテクノロジー
の育種への利用技
術の開発

予算［千円］ 215,556 ( 11 ％) 18,156 82,879 89,075 25,446

（受託ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
研究費の割合）

(65 ％) (14 ％) (97 ％) (49 ％) (51 ％)

勢力投入量
（人当量）［人］

41.2 ( 10 ％) 6.6 9.9 20.1 4.6

委託研究
機関数

19 ( 19 ％) 0 0 19 0

研究論文数 57 ( 11 ％) 10 27 14 6

口頭発表数 109 ( 10 ％) 21 35 38 15

公刊図書数 14 ( 21 ％) 0 6 7 1

その他発表数 74 ( 10 ％) 8 23 39 4

特許出願数 0 ( 0 ％) 0 0 0 0

所で採択
された主要
研究成果数

4 ( 13 ％) 1 1 1 1

重点課題 I 研究課題群　予算・勢力投入量及び成果
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（Ｉ）森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発　

開催日　平成２６年　２月２１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 状 況

　研究課題群I2とI3については、計画を大幅に上

回る優れた成果が得られおり、I1とI4についても
計画通りの優れた成果が得られている。重点課題
全体として予想以上の成果が得られたと判断し
た。また、これにより、今後も予想以上の成果が
達成できると思われる。得られた成果は、学術的
にも社会的にもきわめて優れており、論文、著
書、口頭発表等様々な方法で活発に公表されてい
る。

　各研究課題群とも、本年度の目標を十分達成し
ていると判断する。特に、研究課題群I2とI3につ

いては予定以上の達成度であり、研究課題群I2～
I4については発表業績が多数ある。これらの研究
成果は、林業分野への貢献度のみならず、学術的
な価値も極めて高いと判断する。また、研究計画
の達成の可能性も予定以上のものが期待できると
考える。

平成２５年度重点課題評価会議　平成２４年度指摘事項と対応状況

　年度計画を予想以上に達成したことにより、中
期計画も想定以上に進捗している。また、得られ
た研究成果は、学術誌、普及誌や学会発表等を通
じて積極的に公表を進めた。なお、重点課題では
IF2以上の国際誌に20件以上公表している。

重点課題
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（Ｉ）森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発　

開催日　平成２６年　２月２１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

　研究課題群I1、I2、I3で、計画を上回る優

れた成果が得られおり、I4についても計画通
り優れた成果が得られている。重点課題全
体として予想以上の成果が得られており、
研究計画達成が可能性と思われる。スギや
マツタケなど林業・林産業を代表する種で
ゲノム情報が整備されるなど得られた成果
の学術的、社会的価値も大変高い。4つの研
究課題全てにおいて、論文、著書や口頭発
表等様々な方法で活発に公表されている。

　各研究課題群とも、本年度の目標を十分
に達成していると判断する。重点課題全体
では予定以上の達成度であり、本年度の研
究成果は林業分野への貢献のみならず、学
術的な価値も極めて高いと判断する。原著
論文も多数公表され、特にIF=2以上の国際誌

が全体で22報と論文の質も極めて高い。ま
た、研究計画の達成の可能性も予定以上の
ものが期待できる。

（I1）順調に年度計画を達成されており、実
行課題、小プロ課題においても年度計画通
りの成果が得られている。中期計画全体を
通しての進捗状況も順調である。スギ遺伝
資源のコアコレクションの設定やアカマツ
天然林の交配様式の解析など得られた成果
の学術的、社会的的価値は大変高い。
　本年度の目標であるコアコレクションの
作成に関しては、多数のスギ遺伝資源を材
料にして遺伝要因と選抜地環境要因でクラ
スター分析を行い、スギ遺伝資源全体を代
表する「スギコアコレクション96」を作成
している。また、スギ種子の長期保存技術
に関する有益な知見なども得ている。年度
計画は十分に達成しており、研究成果の質
も高いと判断する。

　中期計画終了時の目標を達成するため、
次年度も年度計画に沿って遺伝資源の収
集、保存・評価技術の開発を着実に進め
る。得られた成果は、学術誌や普及誌等を
通じて積極的に公表する。

（I2）スギのSNPマーカー開発、BACライブ
ラリー構築、環境適応や有用形質の全ゲノ
ム関連解析、高速育種への有効性予測など
ゲノム情報の整備と有効活用に向けた取組
が予想以上に進んでいる。得られた成果は
学術的、実用的価値が高く、国際誌への論
文発表をはじめとして大変活発に公表され
ている。
　ゲノミックセレクションモデルの開発で
は、多数のSNPマーカーを開発し、スギ高密
度基盤連鎖地図を構築するとともに、有用
形質の候補遺伝子や雄性不稔遺伝子選抜
マーカーを見出し、優良個体選抜のための
モデルを提示している。さらに、タチヤナ
ギの近交弱勢や小笠原諸島のモチノキ属の
分化に関する重要な知見を得ている。

　中期目標の達成と十分な成果を上げるた
め、次年度も引き続きゲノム情報を活用し
た森林植物の遺伝的多様性の解明と保全・
評価技術の開発を行い、活発に研究成果の
公表を行う。

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

重点課題

　森林遺伝資源を活用した生物機能の解明
と利用技術の開発のため、森林生物のゲノ
ム情報の収集を進め、林木遺伝資源の収
集、保存・評価技術の開発、ゲノム情報を
活用した森林植物の遺伝的多様性の解明と
保全・評価技術の開発、樹木及びきのこ等
微生物の生物機能の解明と利用技術の開
発、バイオテクノロジーの育種への利用技
術の開発に関する研究を着実に推進させ
る。得られた研究成果は、学術誌、普及誌
や学会発表等を通じて積極的に公表を進め
る。

研究課題群
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（Ｉ）森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発　

開催日　平成２６年　２月２１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

（I3）マツタケゲノムの解読とデータベース
整備、バイオマス生産の高いポプラ組換え
体の作出、LED証明を用いたキノコ栽培技術
の開発など樹木やキノコの機能開発とその
利用に関して当初計画を大幅に上回る成果
が得られている。
　マツタケの全ゲノム解析、組換えポプラ
の作製、LED照明を利用したきのこ栽培マ
ニュアルの作成、遺伝子組換え微生物によ
るリグニン関連物質からの有用物質の生産
などの成果を得ている。その他、きのこへ
の放射線セシウム移行低減技術の開発など
急を要する課題にも一定の成果を上げてい
る。

　樹木及び有用微生物のゲノム情報の充実
と、ゲノム情報を活用した樹木及びきのこ
等微生物の生物機能の解明と利用技術の開
発のため、中期計画で掲げる目標を着実に
達成する。得られた成果は、論文、普及誌
やマニュアル等の形で積極的に公表する。

（I4）稀少樹種ワダツミノキの培養苗の順化
技術の開発、抗癌成分含有率のクローン間
差異の解析など、バイオテクノロジーによ
る林木育種の実用化を図り、その有効性を
示す上で大変重要な成果が得られている。
　雄性不稔遺伝子を導入した組換えスギの
生育能や雄性不稔形質の安定性を明らかに
している。また、ワダツミノキのクローン
化によるカンプトテシン高生産個体の選抜
に関する有益な知見を得ている。さらに、
気孔形成に関与するタンパク質の系統進化
に関する知見を得ている。

　バイオテクノロジーの育種への利用技術
の開発に関する研究を着実に推進させ、得
られた研究成果は、学術誌、普及誌や学会
発表等を通じて積極的に公表を進める。

（I11）実行課題及び小プロ課題の完了分に
ついては計画通り達成されている。また、
得られた成果の学術的、社会的価値も高
い。継続課題についても予想通りの成果が
得られており、次年度の研究計画達成に向
けた取組も十分おこなわれており、中期計
画が予定通りのペースで進められている。
成果の公表も十分に行われている。
　年度計画は十分に達成しており、研究成
果の質も高いと判断する。研究計画の達成
の可能性も十分期待できる。試験研究に長
期間を要する分野であるが、発表論文も増
加しており、今後多数の論文が成果として
公表されることが期待できる。

　課題終了時の目標を達成するため、来年
度も年度計画に従い、遺伝資源の収集、保
存・評価技術の開発を着実に進める。今ま
で得られた研究成果は、学術誌や普及誌等
を通じて積極的に公表する。

（I21）実行課題及び小プロ課題の完了分に
ついては計画通り達成されている。また、
得られた成果の学術的、社会的価値も高
い。本研究項目では7件の新規課題で科研費
をはじめとする外部資金が獲得され、中期
計画達成に向けた取組も十分おこなわれ、
優れた成果が得られている。また、実行課
題及び小プロ課題における成果の公表も十
分におこなわれている。
　研究の達成度は予定以上で、研究計画の
達成可能性も極めて高いと判断する。科研
費の採択数も多く、研究成果も学術雑誌に
20報以上（内IF=2以上の際誌10報）公表され
ており、学術的な価値も極めて高いと判断
する。

　今後も引き続き、ゲノム情報を活用した
森林植物の遺伝的多様性の解明と保全・評
価技術の開発を進める。外部資金の獲得に
努め、学術雑誌や社会的媒体で活発に研究
成果の公表を行う。

研究課題群

研究項目

117



（Ｉ）森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発　

開催日　平成２６年　２月２１日

項 目 指 摘 事 項 対 応 方 針

平成２５年度重点課題評価会議　指摘事項と対応方針

（I31）研究項目の実行課題及び小プロ課題
の多くで予想以上の成果が得られており、
研究項目全体としての年次計画の達成度、
中期計画における進捗状況ともに予想以上
であり、得られた成果は活発に公表されて
いる。また、本研究項目では3件の科研費を
はじめとする外部資金が獲得され、中期計
画達成に向けた取組も十分おこなわれ、優
れた成果が得られている。
　研究の達成度は予定以上と判断する。研
究計画の達成可能性も高い。研究業績も多
く（IF=2以上の国際誌9報）、研究成果の学
術的価値は極めて高いと判断する。

　樹木及び有用微生物の生物機能の解明と
利用技術の開発を行うため、引き続き次年
度の目標を着実に達成するよう努める。得
られた研究成果は、学術誌や普及誌等を通
じて積極的に公表する。

（I41）実行課題や小プロ課題においても年
度計画通りに研究が進展しており、研究計
画が予定通り達成できる見込みは高い。ま
た、気孔制御タンパク質の解析など本研究
課題の今後の展開に繋がる研究も開始され
優れた成果が得られている。また、得られ
た成果は国際誌への論文発表やIUFRO等で発
表されるなど活発な公表が行われている。
　当初の目標を達成しており、研究計画も
達成可能であると判断する。試験研究に長
期間を要する分野であるが、発表論文も増
加しており、今後多数の論文が公表される
ことを期待する。

　バイオテクノロジーの育種への利用技術
の開発に関する研究を着実に推進させ、得
られた研究成果は、学術誌、普及誌や学会
発表等を通じて積極的に公表を進める。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するため

とるべき措置

中項目 １ 研究開発の推進

小項目（４）林木の新品種の開発と森林の生物機能の高度利用に向けた研究

Ｉ 森林遺伝資源を活用した生物機能の解明と利用技術の開発

第１-１-(４)-Ｉ

評価結果
具 体 的 指 標

達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

Ｉ１ 林木遺伝資源の収集、保存・評価技術の開発 ｓ 140 0.084

Ｉ２ ゲノム情報を活用した森林植物の遺伝的多様性の解明と保全・評
ｓ 140 0.384

価技術の開発

Ｉ３ 樹木及びきのこ等微生物の生物機能の解明と利用技術の開発 ｓ 140 0.412

Ｉ４ バイオテクノロジーの育種への利用技術の開発 ａ 100 0.118

（ 指標数：４ ）

達成度の計算：｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計：

（140×0.084）＋（140×0.384）＋ (140×0.412)＋(100×0.118) ≒ 135 (%)

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【 達成度：140 】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【 達成度：100 】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【 達成度： 80 】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【 達成度： 40 】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【 達成度： 0 】

ｓ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上） 分科会
ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満） 評価区分
ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ｓ
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目 （５）研究基盤となる情報の収集・整備・活用の推進）

各地の収穫試験地や固定試験地における森林の成長や動態のモニタリング、森林理水

試験施設等における水文及び水質や積雪等のモニタリング、また、木本植物標本の収集
指 標

を継続する。各種標本・データを適切に保管し、新たに得られた情報をデータベースに

加え公開する。

年度計画：

各地の収穫試験地や固定試験地における森林の成長や動態のモニタリング、森林理水試験施設

等における水文及び水質や積雪等のモニタリング、また、木本植物標本の収集を継続する。各種

標本・データを適切に保管し、新たに得られた情報をデータベースに加え公開する。

実施結果：

収穫試験地等におけるモニタリング事業等を6件行った。それらの内訳は以下のとおりである。

① 森林水文モニタリング

北海道札幌市定山渓、山形県最上郡真室川町釜淵、群馬県利根郡みなかみ町宝川、岡山県岡山

市竜ノ口山、宮崎県宮崎市去川の各森林理水試験地で、降水量と流出量のモニタリングを継続し

て行った。各試験地における季節変化および年々変動を踏まえた分析を行ったほか、森林理水試

験地データベースへの 件の利用申請についてデータを提供した。3

② 多雪地帯積雪観測

月ごとの気象観測データを気象月表として森林総合研究所十日町試験地のホームページに公表

するとともに、冬期間は毎朝、降雪深、積雪深、積雪水量、並びに積雪に関係する気象要素を観

10 13測し 結果をホームページに公表した 積雪期間中は 融雪・雪崩等予測のため約 日ごとに計、 。 、

、 。 、回の積雪断面観測を実施し その結果を整理してホームページに公表した 外部からの要請には

未公表データについても可能なものについては応えた。屋根雪情報を適宜ホームページに掲載し

て雪おろし作業等の市民生活に供した。

③ 森林の成長・動態に関する長期モニタリング

大雪天然林動態試験地、小川試験地、綾試験地で毎木調査を行い、成長・動態に関するデータ

を収集するとともに試験地の杭や看板等の補修を行った。市ノ又森林動態観測試験地では、人工

林への広葉樹の侵入状況に関する資料データを収集した。各試験地で長期モニタリングのための

整備を行った。小川試験地の種子生産データの集約作業を終了し、データベース化のための標準

化作業を完了した。

④ 降雨渓流水質モニタリング

定山渓（石狩森林管理署 、姫神（盛岡森林管理署 、釜淵（山形森林管理署 、桂（茨城森林管） ） ）

理署 、白川（木曽森林管理署 、鷹取（四万十森林管理署 、鹿北（熊本森林管理署）の 試験地） ） ） 7
で、林外雨・渓流水の試料を定期的に採取し、水質分析（ ・ ・各種溶存成分）を行った。まpH EC
た、 (森林降水渓流水質データベース)に水質モニタリング第 期（ ～ ）のデFASC-DB 4 2005 2008
ータを加える更新を行った。

⑤ 収穫試験地における森林成長データの収集
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北海道地域 試験地（壮瞥トドマツ、上金華カラマツ、中標津養老牛カラマツ 、東北地域 試3 1）

験地（小升沢カラマツ 、関東・中部地域 試験地（鰻沢 号ヒノキ 、近畿・中国地域 試験地） ）1 4 1
（六万山スギ 、四国地域 試験地（浅木原ヒノキ 、九州地域１試験地（万膳 号ヒノキ）の合） ）1 1
計 試験地で立木の定期調査を実施した。これらのデータは、各支所年報や、森林学会、応用森8
林学会 「森林と林業」誌等において、公表した。、

⑥ 木材標本の生産と配布およびデータベース化

、 。大分森林管理署管内において 木材標本( 点)・さく葉標本・ 解析用葉標本を採集した190 DNA
米代東部森林管理署管内において、木材標本( 点)・さく葉標本・ 解析用葉標本を同様に137 DNA
採集した。採集した木本植物についての標本データを「日本産木材 「木材標本庫 「日本産木」、 」、

」 、 。材識別 の 種類のデータベースで公開するとともに 採集した標本を関係研究機関に配布した3

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

北海道から九州地域における 試験地において、カラマツ、トドマツ、スギ及びヒノキ等の成8
、 、 。長及び動態に関するモニタリング調査を実施し 当初の目標通り 森林の成長データを収集した

これらのデータは、支所年報や学会誌等で公表した。また、森林理水試験地施設等において、水

文、水質及び積雪等に関するモニタリングを実施して、観測データを収集・解析し、降水量及び

流出量を公表するとともに、データベース化を図った。さらに、木材標本の生産及びデータベー

ス化では、合計 点の標本を採取し、データベースで公表した。以上のように、森林の成長・327
動態調査、水文・積雪・水質観測及び標本のデータベースについて、データ収集と更新並びに公

開等を年度計画通り着実に進めたことを評価して 「ａ」評定とした。、
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目 （５）研究基盤となる情報の収集・整備・活用の推進）

第１-１-（５）

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

各地の収穫試験地や固定試験地における森林の成長や動態のモニタリ

ング、森林理水試験施設等における水文及び水質や積雪等のモニタリン

グ、また、木本植物標本の収集を継続する。各種標本・データを適切に ａ 100 1

保管し、新たに得られた情報をデータベースに加え公開する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③： ）１

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100 100 %

１ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目 （６）林木等の遺伝資源の収集、保存及び配布並びに種苗等の生産及び配布）

ア 林木遺伝資源の収集、保存及び配布

① 貴重な林木遺伝資源及び育種素材の確保のため、スギ等の育種素材として利用価値

の高いもの、タチバナ等の絶滅危惧種・天然記念物等で枯損の危機に瀕しているもの、

指 標 その他森林を構成する多様な樹種について、概ね1,200点を探索・収集する。また、生

息域内外における林木遺伝資源の適切かつ効率的な保存に努め、増殖・保存した遺伝資

源については、その特性の評価を行うとともに、配布に活用する。

年度計画：
、 、貴重な林木遺伝資源及び育種素材の確保のため スギ等の育種素材として利用価値の高いもの

タチバナ等の絶滅危惧種・天然記念物等で枯損の危機に瀕しているもの、その他森林を構成する
多様な樹種について、概ね 点を探索・収集する。また、生息域内外における林木遺伝資源1,200
の適切かつ効率的な保存に努め、増殖・保存した遺伝資源については、その特性の評価を行うと
ともに、配布に活用する。

実施結果：
育種素材として利用価値の高いスギ、ヒノキ、カラマツ、エゾマツ等 点、絶滅危惧種・1,117

、 、 、 、天然記念物等で枯損の危機に瀕しているタチバナ ヒメバラモミ ケショウヤナギ ハナガガシ
ヤクタネゴヨウ等 点、その他森林を構成する樹種であるヤマボウシ、マメザクラ、ヤマモミ247
ジ等 点、計 点を探索・収集した。22 1,386

○ 林木遺伝資源探索・収集の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

育種素材として利

用価値の高いもの ９３９ １,０６９ １,０７５ １,０７０ １,１１７

絶滅に瀕している

種等 ２３６ ２１１ １８５ １８５ ２４７

その他森林を構成

する多様な樹種 ５２ ６２ ３６ ３８ ２２

１,２２７ １,３４２ １,２９６ １,２９３ １,３８６計

さし木、つぎ木又は播種により増殖し、養苗してきた成体（苗木） 点を保存園等に植栽し656
保存した。また、探索・収集した種子、花粉、 点を適切に温度管理できる林木育種センDNA626
ター林木遺伝資源保存棟等に集中保存した。
遺伝資源保存園等に保存している、スギ、ヒノキ、カラマツ、テリハボク、ユビソヤナギ等の

多様な樹種を対象として、成体 点、種子 点、花粉 点、計 点について特性調5,493 1,728 139 7,360
査を実施し成長形質、着花性、種子発芽率等の特性を評価した。
林木遺伝資源の配布については、配布希望に対して利用目的を確認した上で、 件 点の配25 222

布を実施した。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：
林木遺伝資源の探索・収集の目標数概ね 点に対して 点を収集したこと、これまでに1,200 1,368

収集した林木遺伝資源を含め増殖・保存の作業を順調に進めたことなどから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目 （６）林木等の遺伝資源の収集、保存及び配布並びに種苗等の生産及び配布）

イ きのこ類等の遺伝資源の収集、保存及び配布

② きのこ類等微生物の遺伝資源について、概ね100点を探索・収集し、増殖・保存
指 標

及び配布を行う。

年度計画：

きのこ類等微生物の遺伝資源について、概ね 点を探索・収集し、増殖・保存及び配布を行100
う。

実施結果：

野生きのこ、食用きのこ、昆虫病原菌、木材腐朽菌及び菌根菌の森林微生物遺伝資源（菌株）

合計 点を収集し、森林総合研究所森林微生物研究領域菌株保存室に保存すると共に利用に供100
。 。した このうち木材腐朽菌等 菌株については遺伝子の一部を読むなどの特性評価試験を行った22

なお、平成 年度に収集した菌株については、森林総合研究所ホームページ上にある微生物遺伝24
資源データベースに公開した。またこれまでに収集した菌株については、 年度に収集した菌株24
と同様にデータベース上で公開し、配布業務を実施しているが、平成 年度の配布希望はなかっ25
た。

○ きのこ類・森林微生物等の遺伝資源の収集・保存数等の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

収 集 数 １０２ １００ １０２ １００ １００

－委託保存数 － － － －

当所保存数 １０２ ２０２ ３０４ ４０４ ５０４

特性評価株数 ２０ ０ ０ ３２ ２２

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

きのこ類等の遺伝資源の収集・保存及び特性評価を着実に行ったことから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目 （６）林木等の遺伝資源の収集、保存及び配布並びに種苗等の生産及び配布）

ウ 種苗等の生産及び配布

③ 新品種等の種苗について、都道府県等の要望する期間内に全件数の90％以上を配布

指 標 することを目標に、計画的な生産と適期配布に努める。

このほか、要請に応じて木材等の標本の生産及び配布を行う。

年度計画：
新品種等の種苗について、都道府県等の要望する期間内に全件数の ％以上を配布することを90

目標に、計画的な生産と適期配布に努める。
このほか、要請に応じて木材等の標本の生産及び配布を行う。

実施結果：
33 729 10,131苗の生産及び配布については、計画的な種苗の生産を行い、 都道府県から 系統、

本の苗木や穂木の配布要望があり、配布時期、内容とも全て充足率 ％と、要望どおりに配布100
した。

種苗配布数○

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度区分

35 30 3１ 31 33配布都道府県数

662 544 564 541 729系統数

11,312 9,433 10,925 11,718 10,131配布本数

2,683 24外部からの要請に対応し、材鑑、さく葉、マツノザイセンチュウ等の標本を 点（平成
年度： 点）配布した。主な配布先は、大学、公立博物館、公立試験場、民間企業等である。2,954

○ 標本作成・標本配布数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

標本作成数（個体） ５０２ ３８８ ３１５ ２９８ １,１０４

標本配布数(点) ４,３２４ ２,８８６ ２,８３９ ２,９５４ ２,６８３

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：
計画的な種苗の生産を行い、道府県等の要望どおりに配布したこと、樹木の標本採集調査結果

をデータベースで公開し、外部からの要請に対応し、標本の配布を行ったことなどから「ａ」と
評定した。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）１ 研究開発の推進

（小項目 （６）林木等の遺伝資源の収集、保存及び配布並びに種苗等の生産及び配布）

第１-１-(６)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

① 貴重な林木遺伝資源及び育種素材の確保のため、スギ等の育種素材
として利用価値の高いもの、タチバナ等の絶滅危惧種・天然記念物等
で枯損の危機に瀕しているもの、その他森林を構成する多様な樹種に ａ 100 １
ついて、概ね1,200点を探索・収集する。また、生息域内外における林
木遺伝資源の適切かつ効率的な保存に努め、増殖・保存した遺伝資源
については、その特性の評価を行うとともに、配布に活用する。

ａ 100 １② きのこ類等微生物の遺伝資源について、概ね100点を探索・収集し、
増殖・保存及び配布を行う。

③ 新品種等の種苗について、都道府県等の要望する期間内に全件数の9
ａ 100 １0％以上を配布することを目標に、計画的な生産と適期配布に努める。

このほか、要請に応じて木材等の標本の生産及び配布を行う。

（ 指標数：３ 、ウェイトの合計③：３ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 300

100 %
3ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

ア 事業の重点化の実施

効果的な事業推進の観点から、新規契約については、2以上の都府県にわたる流域

指 標 等の重要な流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域
かん

内の箇所に限定する。

１．中期計画終了時の達成目標

効果的な事業推進の観点から、新規契約については、 以上の都府県にわたる流域等の重要な2
流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域内の箇所に限定する。

かん

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 40%）（

効果的な事業推進の観点から、新規契約については、 以上の都府県にわたる流域等の重要な2
流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域内の箇所に限定する。

かん

３．年度計画の進捗状況

以上の都府県にわたる流域等の重要な流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図2
かん

る必要のある流域内の箇所（以下「重要流域等」という ）に限定し、新規契約を行った。。

具体的な手続きとして、分収造林契約の要望者に対して、重要流域等に限定していることにつ

いて説明を行うとともに、契約予定地を図面等で確認し、図面等で確認できない水道施設等につ

いては自治体への聞き取りを行い、要件に該当することを確認したうえで新規契約を締結した。

、 、 、 、この結果 平成 年度には 水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域内に限定し 件25 247
かん

の新規契約を行った。3,941ha

【新規契約の推移】（第3期中期目標期間）

新規契約件数及び面積

２以上の都府県にわた ダム等の上流など

区分 る流域等の重要な流域

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )件数 件 面積 ｈａ 件数 件 面積 ｈａ 件数 件 面積 ｈａ

①=③+⑤ ②=④+⑥ ③ ④ ⑤ ⑥

平成２３年度 110 1,272 95 1,081 15 191

平成２４年度 21 254 12 81 9 173

平成２５年度 247 3,941 204 3,236 43 706

注1） ｢２以上の都府県にわたる流域等の重要な流域｣、｢ダム等の上流など｣両方に該当する場合は、｢２以上の

都府県にわたる流域等の重要な流域｣に計上し、重複はない。

注2） 面積の計と内訳が一致しないのは、四捨五入による。

【参考：植栽（新植）面積の推移】（第3期中期目標期間）

植栽（新植）面積

区分 単年度面積 累計面積

（ｈａ） （ｈａ）

平成２３年度 1,247 462,948

平成２４年度 2,031 464,979

平成２５年度 3,198 468,177
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４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 60 ）%

中期計画の目標は 「新規契約については、 以上の都府県にわたる流域等の重要な流域やダム、 2
」 、等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域内の箇所に限定する ことであり

かん

平成 年度においてはすべての新規契約箇所を重要流域等に限定して契約締結したことから、中25
期計画の目標に即して進捗している。

（ ａ ）自己評価結果

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

平成 年度の新規契約は、重要流域等の箇所に限定して締結した。25
以上のとおり、事業の重点化の実施について、目標の内容を達成したと判断し、｢ａ｣評定とし

た。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
効果的な事業推進の観点から、新規契約については、 以上の都府県にわたる流域等の重要な2

流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化を図る重要性が高い流域内の箇所に限定する。
かん
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１）水源林造成事業）

ア 事業の重点化の実施

第１-２-(１)-ア

評価結果

具 体 的 指 標
達成 達成度 ｳｪｲﾄ

① ②区分

効果的な事業推進の観点から、新規契約については、2以上の都府県に

わたる流域等の重要な流域やダム等の上流など特に水源涵養機能の強化 ａ 100 １
かん

を図る重要性が高い流域内の箇所に限定する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】

ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】 評価結果

ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】

ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ

【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）

評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）

ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ａ 公益的機能の高度発揮

、水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点から
かん

新規契約については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の伐採面

指 標 積を縮小、分散化する施業方法に限定した契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ誘

導する複層林施業等に施業方法を見直す。

１．中期計画終了時の達成目標

水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点から、新規契約
かん

については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の伐採面積を縮小、分散化す

る施業方法に限定した契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ誘導する複層

林施業等に施業方法を見直す。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 40%）（

水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点から、新規契約
かん

については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の伐採面積を縮小、分散化す

る施業方法に限定した契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ誘導する複層

林施業等に施業方法を見直す。

３．年度計画の進捗状況

（１）平成 年度の新規契約は、 件、 すべてについて、広葉樹等の現地植生を活か25 247 3,941ha
した長伐期で、かつ主伐時の伐採面積を縮小、分散化する施業方法に限定した契約を締結し

た。

（ ） 、 、２ 既契約分については 本来契約内容に基づいて主伐等の事業を履行していくものであるが

より公益的機能の高度発揮を図る観点から、契約相手方の理解を得つつ、契約地の現況等を

踏まえた長伐期化、複層林化を推進することが必要である。そのために契約期間の延長等の

契約の変更手続が必要であることを契約相手方に丁寧に説明し、同意が得られた箇所のうち

必要書類が整ったものから変更契約を締結した。

その結果、今中期計画期末（平成 年度末）までに主伐期を迎える 件、 を27 1,128 37,532ha
対象に、契約相手方の意向を確認しつつ、平成 年度には 件、 の契約の変更を25 161 5,824ha
行った。併せて、平成 年度以降主伐期を迎える契約地についても平成 年度に 件、28 25 420

の契約変更を行い、平成 年度全体では 件、 について契約の変更を行14,976ha 25 581 20,800ha
った。

（下表 )【 】長伐期施業又は複層林施業への契約の変更の推移

【長伐期施業又は複層林施業への契約の変更の推移】（第3期中期目標期間）

区分 長伐期施業 複層林施業 計

件数（件） 面積（ｈａ） 件数（件） 面積（ｈａ） 件数（件） 面積（ｈａ）

平成２３年度 676 22,477 34 1,672 710 24,149
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平成２４年度 581 21,168 29 1,966 610 23,134

平成２５年度 566 19,600 15 1,200 581 20,800

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 60 ）%．

中期計画の目標は 「①新規契約については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主、

、 、 、伐時の伐採面積を縮小 分散化する施業方法に限定した契約とすること ②既契約分については

現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹幹層へ誘導する複層林施業等に施業方法を見直すこ

と」であり、①については、すべての新規契約において長伐期施業等に限定して契約を締結した

こと、②については、契約相手方の理解を得られたものから順次契約見直しを行ったことから、

中期計画の目標に即して進捗している。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ ａ ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%

140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

平成 年度のすべての新規契約は、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の伐25
採面積を縮小、分散化する施業方法に限定した分収造林契約の締結を行った。

既契約分について、長伐期、複層林化を推進するとともに、施業方法の見直しに取り組み、順

次、契約相手方の理解を得られた箇所について契約変更手続きを進め、書類の整備ができたもの

から変更契約を締結した。

以上のとおり、公益的機能の高度発揮に向けて、目標の内容を達成したと判断し、｢ａ｣評定と

した。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮させる観点から、新規契約

かん

については、広葉樹等の現地植生を活かした長伐期で、かつ主伐時の伐採面積を縮小、分散化す

る施業方法に限定した契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数の樹冠層へ誘導する複層

林施業等に施業方法を見直す。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ｂ 期中評価の反映

期中評価結果を確実かつ早期に事業実施に反映させるため、評価を踏まえ作成したチ
指 標

ェックシートを活用し事業を実施する。

１．中期計画終了時の達成目標

期中評価結果を確実かつ早期に事業実施に反映させるため、評価を踏まえ作成したチェックシ

ートを活用し事業を実施する。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 40%）（

期中評価結果を確実かつ早期に事業実施に反映させるため、評価を踏まえ作成したチェックシ

ートを活用し事業を実施する。

３．年度計画の進捗状況

水源林造成事業の実施に当たっては、期中評価の指摘事項等を確実かつ早期に事業に反映させ

るため、指摘事項を踏まえた対応方針、対応策について、作業種ごとにチェックシート化し、活

用した。特に、寒風害や干害などの気象災害を軽減させるため適切に保護樹帯等を配置する対応

策を講じることなど、適切な事業の実施に努め、事業コストの縮減等を図ることとし、本部及び

整備局開催の会議を通じて職員や造林者への周知徹底に努めた。

具体的には、平成 年度において事業を実施する箇所について、これまでの期中の評価の指摘25
事項を反映させたチェックシートに基づき、造林者が提出した実施計画書の内容が指摘事項に対

応しているかを審査することにより、期中の評価結果を事業に反映させた。

具体的なチェックシートの活用事例として、例えば下刈については、全国約 千件の事業対象3
箇所について個々に審査した結果、対象面積約 万 から、造林木の成長や下刈対象物の状況に2 ha
より下刈の必要性がない箇所等の約 千 を除いた約 万 千 について事業を実施すること6 ha 1 4 ha
とし、コスト縮減に活用した。

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 60 ）%．

中期計画の目標は 「期中評価を踏まえ作成したチェックシートを活用し事業を実施すること」、

であり、平成 年度においては、チェックシートを活用して下刈等の事業を実施したことから、25
中期計画の目標に即して進捗している。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ ａ ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

期中評価の指摘事項等を確実に事業に反映させること等により、適切な事業の実施及び事業実

施コストの縮減に努めた。

以上のとおり、期中評価の結果を適切に事業実施等に反映したことから、目標の内容を達成し
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たと判断し、｢ａ｣評定とした。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
期中評価結果を確実かつ早期に事業実施に反映させるため、評価を踏まえ作成したチェックシ

ートを活用し事業を実施する。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ｃ 搬出間伐と木材利用の推進

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成等に資する

観点から、搬出間伐を推進する。

また、保安林の指定施業要件や契約相手方の同意など、列状間伐の実施に係る条

、 、 、 。指 標 件整備を推進し 条件が整った箇所については 原則として 列状間伐を実施する

現場の地形や土質等の条件を踏まえて、急傾斜地における丸太組工法の法留め工

を含め、工法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易な路網の適切な整備を推進する。

なお、その施工に当たっては間伐材の活用に努める。

１．中期計画終了時の達成目標

① 二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成等に資する観点か

ら、搬出間伐を推進する。

また、保安林の指定施業要件や契約相手方の同意など、列状間伐の実施に係る条件整備を

推進し、条件が整った箇所については、原則として、列状間伐を実施する。

② 現場の地形や土質等の条件を踏まえて、急傾斜地における丸太組工法の法留め工を含め、

工法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易な路網の適切な整備を推進する。

なお、その施工に当たっては間伐材の活用に努める。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 40%）（

① 二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成等に資する観点か

ら、搬出間伐を推進する。

また、保安林の指定施業要件や契約相手方の同意など、列状間伐の実施に係る条件整備を

推進し、条件が整った箇所については、原則として、列状間伐を実施する。

② 現場の地形や土質等の条件を踏まえて、急傾斜地における丸太組工法の法留め工を含め、

工法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易な路網の適切な整備を推進する。
なお、その施工に当たっては間伐材の活用に努める。

３．年度計画の進捗状況
間伐の実施に当たっては、林野庁が進める森林・林業の再生の実現に向けた取組を踏まえ、

10 /ha搬出間伐の実施においては、市町村毎に単年度の実施面積当たりの平均素材搬出材積 ㎥
を確保するとの内部規程に基づき、 を実施した。10,349ha
また、搬出間伐 のうち、保安林の指定施業要件の間伐率の変更や契約相手方の同10,349ha

意等の条件が整った箇所 については列状間伐を実施した。427ha
路網の整備に当たっては、丈夫で簡易な路網を推進するため、現場の地形や土質等の条件を

踏まえて、急傾斜地における丸太組工法のほか、局所的な急傾斜地や谷渡りの箇所などにおい
ては、ふとんかご工、石積工を施工するなどにより路網の整備に努めた。

なお、丸太組工法の施工に当たっては間伐材の活用に努め、その結果、丸太組工法に使用し

た間伐材等（末口がおおむね ～ 程度の小径木）の木材量（丸太量）は、約 千㎥と12 18cm 34
なり、これにより約 万 を固定・貯蔵したものと想定される。2 t-CO2
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【搬出間伐面積の推移】（第3期中期目標期間）

区分 搬出間伐面積(ha)

列状間伐(ha)

平成２３年度 9,262 965

平成２４年度 6,692 272

平成２５年度 10,349 427

【作業道の整備路線数の推移】（第3期中期目標期間）

急傾斜地・排水処理等でその他工法うち急傾斜地等で丸

区分 全 体 を施工した路線数太組工法を施工した

ふとんかご工 石積工路線（法留工を含む）

平成２３年度 729 358 44 10

平成２４年度 575 326 37 28

平成２５年度 644 371 57 16

注） 急傾斜地に開設した作業道の路線数と丸太組工法を施した路線数は、同数である。

【木材利用による二酸化炭素の固定量の推移】（第3期中期目標期間）

年度 区 分 数 量 積 算 根 拠

9,484 30,203（使用量）×0.314＝9,484(t)平成 乾燥重量(t)

4,742 9,484（乾燥重量）×0.5＝4,742(t)23 炭素重量(t)

2年度 2 (t) 2ＣＯ 17,387 ＣＯ 換算重量(t） 4,742×44÷12＝17,387換算重量 t-CO
9,105 28,996（使用量）×0.314＝9,105(t)平成 乾燥重量(t)

4,553 9,105（乾燥重量）×0.5＝4,553(t)24 炭素重量(t)

2年度 2換算重量(t) 2ＣＯ 16,694 ＣＯ 換算重量(t) 4,553×44÷12＝16,694t-CO
10,737 34,193（使用量）×0.314＝10,737(t)平成 乾燥重量(t)

5,369 10,737（乾燥重量）×0.5＝5,369(t)25 炭素重量(t)

2年度 2換算重量(t) 2ＣＯ 19,686 ＣＯ 換算重量(t) 5,369×44÷12＝19,686t-CO
注）全乾容積密度（スギ0.314ｇ/㎝3）は、｢収穫試験地における主要造林木の全乾容積密度及び気乾密度

の樹幹内変動（2004年、藤原・山下・平川、森林総合研究所 」による。）

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 60 ）%．

中期計画の目標は 「①搬出間伐を推進すること、②列状間伐の実施に係る条件整備を推進、

し、条件が整った箇所については、原則として列状間伐をすること、③工法等を柔軟に選択し

つつ、丈夫で簡易な路網の適切な整備を推進すること、④丈夫で簡易な路網の施工に当たって

は間伐材の活用に努めること」であり、①については、内部規程に基づき搬出間伐を実施した

こと、②については、条件が整った箇所すべてについて列状間伐を実施したこと、③について

は、現場の状況に応じ丸太組工法やふとんかご工などの工法を柔軟に選択し適切に整備したこ

と、④については、丸太組工法として約 千㎥の間伐材等を活用したことから、中期計画の34
目標に即して進捗している。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ ａ ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ ） （ ） ） ） ）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%以上 未満 ( 未満 ( 未満 ( 未満

140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

間伐については、内部規程に基づき実施し、条件が整った箇所については、列状間伐を実施

した。

路網の整備については、現場の状況に応じ丸太組工法やふとんかご工などの工法を柔軟に選
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択し適切に整備し、その施工に当たっては積極的に間伐材を活用した。

以上のとおり、搬出間伐と木材利用の推進について、目標の内容を達成したと判断し、｢ａ｣

評定とした。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
① 二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成等に資する観点か

ら、搬出間伐を推進する。

また、保安林の指定施業要件や契約相手方の同意など、列状間伐の実施に係る条件整備を

推進し、条件が整った箇所については、原則として、列状間伐を実施する。

② 現場の地形や土質等の条件を踏まえて、急傾斜地における丸太組工法の法留め工を含め、

工法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易な路網の適切な整備を推進する。
なお、その施工に当たっては間伐材の活用に努める。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ｄ 森林整備技術の高度化

森林施業のコスト削減、列状間伐、複層林施業及び丈夫で簡易な路網整備等の技術に

ついて、職員及び造林者等を対象とした整備局毎の各検討会を年1回以上開催する。

事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、研究開発
指 標

と連携した取組を推進する。

森林農地整備センターの有する技術や施業を通じて地域の森林整備に貢献するため、

水源林造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備や間伐等の推進に努める。

１．中期計画終了時の達成目標

、 、 、① 森林施業のコスト削減 列状間伐 複層林施業及び丈夫で簡易な路網整備等の技術について

職員及び造林者等を対象とした整備局毎の検討会を通じて高度化を推進する。

② 事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、研究開発と連携

した取組を推進する。

③ 森林農地整備センターの有する技術や施業を通じて地域の森林整備に貢献するため、水源林

造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備や間伐等の推進に努める。

２．年度計画 中期計画目標値： ）% （前年までの達成度： 40%）（ 20
、 、 、① 森林施業のコスト削減 列状間伐 複層林施業及び丈夫で簡易な路網整備等の技術について

職員及び造林者等を対象とした整備局毎の各検討会を年 回以上開催する。1
② 事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、研究開発と連携

した取組を推進する。

③ 森林農地整備センターの有する技術や施業を通じて地域の森林整備に貢献するため、水源林

造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備や間伐等の推進に努める。

３．年度計画の進捗状況

（１）検討会の開催

森林整備技術の高度化を推進するため、①森林施業のコスト削減、②列状間伐、③複層林施

業、④丈夫で簡易な路網整備等の技術についての検討会を整備局毎にそれぞれ１回開催した。

この、整備局主催の各検討会は、整備センター職員や造林者のほか、国有林、県、市町村の職

員など地域の林業関係者の参加を得て実施し、地域における森林整備技術の普及に努めた。

なお、検討会の実施にあたっては、年ごとに整備局内で開催場所を変えるなどし、同じ地域

に偏ることのないよう工夫した。

①森林施業のコスト削減についての検討会（延べ参加者 名）379
育林コストの削減に資するコンテナ苗及びエリートツリーの導入に向け、森林総研本所や

県の林業試験研究機関から講師を招き助言を得つつ検討を行った。

②列状間伐についての検討会（延べ参加者 名）280
作業システムを考慮した列の設定方法の検討や、他機関の実施した列状間伐について意見

交換を行った。

③複層林施業についての検討会（延べ参加者 名）271
複層林誘導伐を実施した箇所において、伐区設定や作業道路線、販売方法などの考え方に

ついて検討を行った。
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④丈夫で簡易な路網整備等の技術についての検討会（延べ参加者 名）345
丈夫で簡易な路網の構築に向けた路線選定や、効果的な排水処理方法などについて、検討

を行った。

さらに、路網整備技術の着実な普及を図るため、現場において造林者等に技術指導できる

職員の養成を目的とした検討会を整備センター本部で開催し、技術レベルの一層の向上に努

めた。

（２）研究開発との連携

東北北海道整備局においては、平成 年度以降、スギコンテナ苗を植栽した箇所について、22
森林総研本所、東北支所及び東北育種場の研究者から指導、助言を得ながら成長量等の調査を

合同で調査を行った。

関東整備局においては、スギコンテナ苗の植栽に当たり、森林総研本所の研究者から植栽箇

所の選定、植栽に当たっての指導や助言を得て、工程等の調査を合同で行った。

九州整備局においては、九州育種場と連携して、初期成長が優れたスギエリートツリー苗木

を熊本県内の分収造林地に植栽するため、調査地の設定を合同で行った。

また、各整備局が開催した検討会では、森林総研、各育種場から講師を招き、業務に活用で

きる研究成果の講義や意見交換を行い、知見の共有に努めた。

さらに、整備センター本部においては、研究及び林木育種に係る成果の活用や研究開発等を

効果的に進めるための連携を推進することを目的として、森林総合研究所内の研究、林木育種

運営に関する情報交換会を 回開催し、新規植栽木中の放射性物質の動態調査に向けた取組や6
新しいシカ食害対策手法の研究・実証に向けた現地検討会など、水源林造成事業に活用できる

知見を共有した。

また、水源林造成事業の業務の効率化等を図るため、既存のシステム等と連携し、保有する

森林資源情報を一元的に管理できる森林ＧＩＳの整備にあたっては、森林総研本所の研究者か

ら指導や助言を得て、システム構築に取り組んだ。

（３）周辺森林との一体的な路網整備や間伐等の推進

平成 年度は、 整備局、 水源林整備事務所において、県、市町村、森林管理署、森林組25 1 3
合等と連携して、 件、約 百 （うち整備センター造林地約 百 ）の森林整備推進協定4 73 ha 6 ha
を締結した（累計： 件、約 千 （うち整備センター造林地約 千 。54 145 ha 24 ha））
また、今後の協定締結に向けて検討会を実施するとともに、これまで締結した協定箇所につ

いては、周辺森林と一体的かつ効率的な路網整備や間伐等の実施に向け、地域と連携した森林

整備（作業道等）の推進に努めた。

さらに、水源林造成事業における今後の円滑な造林木の販売に向け、森林整備推進協定を締

結した契約地において、国有林と連携した安定供給システム販売への取組について、具体的な

検討を行った。

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 60 ）%．

中期計画の目標は 「①森林施業のコスト削減、列状間伐、複層林施業及び丈夫で簡易な路網整、

備等の技術について、職員及び造林者等を対象とした整備局毎の検討会を通じて高度化を推進す

ること、②事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、研究開発

と連携した取組を推進すること、③水源林造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備や間

伐等の推進に努めること」であり、①については、 つの検討会の項目をすべての整備局におい4
て開催したこと、②については、スギコンテナ苗やスギエリートツリー植栽など、研究者の指導

・助言を得つつフィールドを活用して研究開発と連携した取組を行ったこと、③については、民

国連携 件の森林整備に係る協定を締結し、周辺森林と一体的な路網整備や間伐等を推進したこ4
とから、中期計画の目標に即して進捗している。

ａ （注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ ）
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ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

各整備局において、計画のとおり、森林施業のコスト削減、列状間伐、複層林施業及び丈夫で

簡易な路網整備等の技術について、職員及び造林者等を対象とした検討会を開催しており、それ

らの技術等を習得し、造林技術の高度化に向けた取組を図ることができた。

また、分収造林地をフィールドとして活用し、スギコンテナ苗及びスギエリートツリーの調査

地の設定や生育状況調査などについて研究開発部門から助言を得つつ実施した。

さらに、整備センター造林地周辺の国有林や民有林と森林整備推進協定等を締結し、相互連携

により一体的な森林整備や路網整備などを推進した。

以上のとおり、森林整備技術の高度化について、目標の内容を達成したと判断し、｢ａ｣評定と

した。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20% ）
、 、 、① 森林施業のコスト削減 列状間伐 複層林施業及び丈夫で簡易な路網整備等の技術について

職員及び造林者等を対象とした整備局毎の各検討会を年１回以上開催する。

② 事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などにより、研究開発と連携

した取組を推進する。

③ 森林農地整備センターの有する技術や施業を通じて地域の森林整備に貢献するため、水源林

造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備や間伐等の推進に努める。

139



平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１）水源林造成事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

第１-２-(１)-イ

評価結果

具 体 的 指 標
達成 達成度 ｳｪｲﾄ

① ②区分

水源涵養機能等の森林の有する公益的機能を持続的かつ高度に発揮さ
かん

せる観点から、新規契約については、広葉樹等の現地植生を活かした長

伐期で、かつ主伐時の伐採面積を縮小、分散化する施業方法に限定した ａ 100 １

契約とする。

また、既契約分については、現況等を踏まえつつ、長伐期施業、複数

の樹冠層へ誘導する複層林施業等に施業方法を見直す。

期中評価結果を確実かつ早期に事業実施に反映させるため、評価を踏 ａ 100 １

まえ作成したチェックシートを活用し事業を実施する。

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止や循環型社会の形成

等に資する観点から、搬出間伐を推進する。

また、保安林の指定施業要件や契約相手方の同意など、列状間伐の実

、 、 、施に係る条件整備を推進し 条件が整った箇所については 原則として

列状間伐を実施する。 ａ 100 １

現場の地形や土質等の条件を踏まえて、急傾斜地における丸太組工法

の法留め工を含め、工法等を柔軟に選択しつつ、丈夫で簡易な路網の適

切な整備を推進する。

なお、その施工に当たっては間伐材の活用に努める。

森林施業のコスト削減、列状間伐、複層林施業及び丈夫で簡易な路網

整備等の技術について、職員及び造林者等を対象とした整備局毎の各検

討会を年１回以上開催する。

事業に対する研究者等の指導・助言や事業地のフィールド活用などに ａ 100 １

より、研究開発と連携した取組を推進する。

森林農地整備センターの有する技術や施業を通じて地域の森林整備に

貢献するため、水源林造成事業の契約地の周辺森林と一体的な路網整備

や間伐等の推進に努める。

（ 指標数：4 、ウェイトの合計③：4 ）

達成度の計算： ＝ ＝ (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 400

100
4ウェイトの合計③

【評価の達成区分】
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ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１） 水源林造成事業）

ウ 事業内容等の広報推進

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において2件以上発表する。

また、水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効

果、効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト(ホームページ 、広報誌等により）

指 標 広報するとともに、平成24年度分収造林契約実績のウェブサイトへの掲載等事業実施の

透明性を高めるため情報公開を推進する。

さらに、事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけるデ

ータの蓄積を実施する。

１．中期計画終了時の達成目標

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等における対外発表活動を奨励し推進す

る。

また、水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効果、効果

事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト、広報誌等により広報するとともに、分収造林契約

実績の公表等事業実施の透明性を高めるため情報公開を推進する。

さらに、事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけるデータの蓄

積を実施する。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 40%）（

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において 件以上発表する。2
また、水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効果、効果

、 ）、 、事例 地域に貢献する活動等をウェブサイト(ホームページ 広報誌等により広報するとともに

平成 年度分収造林契約実績のウェブサイトへの掲載等事業実施の透明性を高めるため情報公開24
を推進する。

さらに、事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におけるデータの蓄

積を実施する。

３．年度計画の進捗状況

（１）平成 年度の研究発表は、民有林及び国有林等の林業関係者が幅広く参加する技術発表会25
等において、水源林整備事務所等で取り組んだ研究等の成果について 件発表し、積極的に5
森林整備技術に係る普及活動を行った。

【 】平成25年度 研究発表内容

№ 時 期 場 所 主 催 発 表 者 発 表 内 容

岩手県 水源林造成事業における低コスト
1 25年10月 森林総合研究所他 東北北海道整備局職員

二戸市 造林への取り組み

九州整備局職員 水源林造成事業における地域との
2 25年10月 熊本市 九州森林管理局

熊本水源林整備事務所職員 連携について

雪害抵抗性スギ品種「出羽の雪」
3 25年12月 大阪市 近畿中国森林管理局 福井水源林整備事務所職員

と福井産スギの比較検討について

雪害抵抗性品種「出羽の雪」の試
4 26年 1月 名古屋市 中部森林管理局 中部整備局職員

験導入について
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トレイルカメラを用いて野生動物に
5 26年 2月 前橋市 関東森林管理局 福島水源林整備事務所職員

よる造林木の皮剥被害を検証する

研究発表した内容については、季刊森林総研、ウェブサイト等に掲載して公開し、普及・

啓発に努めた。

また、職員の作業道整備の技術の高度化を始め、地域の林業関係者への作業道整備技術の

普及・向上を目的として、丈夫で簡易な作業道整備の考え方や計画及び施工について解説し

たセンター作成の技術普及用 （平成 年度作成）を造林者や施工業者などのほかに、DVD 24
各種シンポジウム等において関係者へ配布（平成 年度 枚、平成 年度 枚）し、路24 40 25 64
網整備技術の普及・啓発に努めた。

（２）平成 年度の主な広報活動等は、次のとおりである。25
【 】平成25年度 主な広報活動等

№ 時 期 広報の方法等 広 報 内 容

下刈作業の工夫により、シカ等による生物害防除費の縮減に向け
1 25年 5月 季刊 森林総研 第21号

た取組を、造林地における調査事例により紹介した。

シンポジウム「森林を育て森林を 「水源の森林づくりと地域への貢献」と題し、一般市民を対象に
2 25年11月

活かす」 （盛岡市） 水源林の役割や、震災復興に向けた取組を紹介した。

第11回環境研究シンポジウム 「これからの作業道づくり」と題し、路網整備の考え方や丸太組
3 25年11月

（東京都） 工法を紹介するポスターを掲示し、事業内容を広報した。

積丹町、石狩森林管理署、札幌水源林整備事務所間で締結した積
4 25年11月 季刊 森林総研 第23号

丹地域森林整備推進協定の概要と連携による取組を紹介した。

盛岡市において開催したシンポジウムの基調講演及び各報告の概
5 26年 1月 森林技術 2014年1月号

要を掲載し、地域の森林・林業の再生やその重要性を紹介した。

コンテナ苗の活用によるコスト縮減に向けた取組について、宮城県
6 26年 2月 季刊 森林総研 第24号

の造林地における調査事例により紹介した。

盛岡市において開催したシンポジウムの基調講演及び各報告の概
7 26年 3月 山林 2014年3月号

要を掲載し、地域の森林・林業の再生やその重要性を紹介した。

パンフレットの配布 水源林造成事業に係るパンフレットを市町村・林業関係団体等に配
8 通 年

ホームページによる広報 布するとともに、ホームページに掲載し、事業の普及・啓発に努めた。

また、平成 年 月に作成した水源林造成事業を紹介するパンフレットを利用し、各種シ25 3
ンポジウム来場者や事業関係者に対し、最近の取組や事業の効果等を説明した。

さらに、水源林造成事業の事業実績、効果、近年の取組をとりまとめ、ウェブサイトに掲

載し紹介するとともに、これらを林業専門誌関係者へ説明するなどし、水源林造成事業の事

業内容等の普及・啓発に努めた。

加えて、事業実施の透明性を高めるため、平成 年度の分収造林契約実績をウェブサイト24
に掲載し公開するとともに、整備局別の分収造林契約面積を掲載した。

（３）モデル水源林におけるデータの蓄積については、国民に対する事業効果の情報提供を推進

する観点から、平成 年度に設定したモデル水源林において、引き続き水文データの収集、16
蓄積を行った。

なお、水文調査は、今中期計画期間中に中間的なとりまとめを行うこととして、これまで

の調査結果について、森林総研本所及び大学の研究者から指導・助言を得るとともに、今後

の調査の進め方やとりまとめの方法について打合せを行った。

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 60 ）%．

中期計画の目標は 「①各種の研究発表会等における対外発表活動を奨励し推進すること、②対、

外発表内容や事業効果、効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト、広報誌等により広報

するとともに、分収造林契約実績の公表等情報公開を推進すること、③モデル水源林におけるデ

ータの蓄積を実施すること」であり、①については年度計画の目標である 件以上に対して、全2
体で 件発表しており、②については、林業専門誌関係者への説明を始め、季刊森林総研、ウェ5
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ブサイト、パンフレット等により積極的な広報活動を行ったこと、③についても継続して実施し

たことから、中期計画の目標に即して進捗している。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ ａ ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

平成 年度においては、造林事業の普及・啓発を図るため、整備局及び水源林整備事務所にお25
5ける研究等の成果について 公的主体である森林管理局等が主催する研究発表会において全体で、

件発表しその普及・啓発に努めた。

また、事業効果及び効果事例等については、ウェブサイト、広報誌等により積極的な広報活動

に努めるとともに、パンフレットを利用して、説明に努めた。特に、事業実施の透明性を高める

ため、平成 年度の分収造林契約実績を各整備局ごとに整理してウェブサイトに公開した。24
さらに、国民に対する事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水源林におい

て水文データの収集、蓄積を行った。

以上のとおり、事業内容等の広報推進について、目標の内容を達成したと判断し、｢ａ｣評定と

した。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において 件以上発表する。また、水2

源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発表内容や事業効果、効果事例、地域

25に貢献する活動等をウェブサイト（ホームページ 、広報誌等により広報するとともに、平成）

年度分収造林契約実績のウェブサイトへの掲載等事業実施の透明性を高めるため情報公開を推進

する。

さらに、事業効果の情報提供を推進する観点から、モデル水源林におけるこれまでの調査結果

の中間とりまとめを行い、ウェブサイト（ホームページ）に公表するとともに、引き続きモデル

水源林における水文データの蓄積を実施する。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１）水源林造成事業）

ウ 事業内容等の広報推進

第１-２-(１)-ウ

評価結果

具 体 的 指 標
達成 達成度 ｳｪｲﾄ

① ②区分

森林整備技術の普及・啓発に向け、各種の研究発表会等において2件以

上発表する。

また、水源林造成事業に対する国民各層の理解の醸成のため、対外発

表内容や事業効果、効果事例、地域に貢献する活動等をウェブサイト(ホ

ームページ 、広報誌等により広報するとともに、平成24年度分収造林契 ａ 100 １）

約実績のウェブサイトへの掲載等事業実施の透明性を高めるため情報公

開を推進する。

さらに、事業効果の情報提供を推進する観点から、引き続きモデル水

源林におけるデータの蓄積を実施する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）

独立行政法人森林総合研究所

145



平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進
（小項目 （１） 水源林造成事業）

エ 事業実施コストの構造改善

森林整備事業全体の動向を踏まえつつ作業工程を見直すなど公益的機能発揮の確保に
必要な森林施業のコストの削減に向けた取組を徹底する。

指 標

１．中期計画終了時の達成目標
水源林造成事業については 「独立行政法人森林総合研究所森林農地整備センターコスト構造改、

善プログラム」に基づき、施業方法の見直し等により更なる徹底した造林コストの縮減に取り組
、 。み 平成 年度において平成 年度と比較して ％程度の総合的なコスト構造改善を達成する24 19 15
また、森林整備事業全体の動向を踏まえつつ作業工程を見直すなど公益的機能発揮の確保に必

要な森林施業のコストの削減に向けた取組を徹底する。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 40%）（
森林整備事業全体の動向を踏まえつつ作業工程を見直すなど公益的機能発揮の確保に必要な森

林施業のコストの削減に向けた取組を徹底する。

３．年度計画の進捗状況
平成 年度は、丸太組工法（作業道）の導入や間伐工程の見直し等の取組により、平成 年25 19

度比で ％のコスト改善を図った。6.5

【適用式】

事 業 費 ： 22,430百万円

コスト改善額 ： 1,566百万円

1,566百万円
改善率： ×１００ ＝ 6.5％

22,430百万円＋1,566百万円

４ 中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 60 ）%．
中期計画の目標としている「平成 年度において平成 年度と比較して ％程度の総合的な24 19 15

」 、 、コスト構造改善 については 平成 年度において ％の総合的なコスト改善の実績となり24 15.5
目標を達成した。
平成 年度は、平成 年度比で ％のコスト改善を図り、森林施業のコスト削減に向けた25 19 6.5

取組の徹底を行ったことから、中期計画の目標に即して進捗している。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ ａ ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明
平成 年度においては、引き続き、間伐工程の見直しなどのコスト改善に取り組んだことによ25

り、事業実施コストの構造改善について、目標の内容を達成したと判断し、｢ａ｣評定とした。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 20%）
森林整備事業全体の動向を踏まえつつ作業工程を見直すなど公益的機能発揮の確保に必要な森

林施業のコストの削減に向けた取組を徹底する。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （１）水源林造成事業）

エ 事業実施コストの構造改革

第２-１-(１)-エ

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ

① ②区分

ａ 100 １
森林整備事業全体の動向を踏まえつつ作業工程を見直すなど公益的機

。能発揮の確保に必要な森林施業のコストの削減に向けた取組を徹底する

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③： ）１

達成度の計算： ＝ ＝ (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

ア 計画的で的確な事業の実施

ａ 事業の計画的な実施

特定中山間保全整備事業については、1区域を完了し、事業を完了する。

指 標 事業を計画的に実施する観点から、継続区域において、関係地方公共団体等に対し、

事業実施状況の説明等を1回以上実施する。

１．中期計画終了時の達成目標

特定中山間保全整備事業については、やむを得ない理由がない限り平成 年度中に、事業実施25
中の 区域を完了する。2

24 1農用地総合整備事業については やむを得ない理由がない限り平成 年度中に 事業実施中の、 、

区域を完了する。

事業を計画的に実施する観点から、関係地方公共団体等との連携を図るため、適時適切な事業

実施状況の説明等を実施する。

２．年度計画 中期計画目標値： 34 ）% （前年までの達成度： 66%）（

特定中山間保全整備事業の１区域を完了し、事業を完了する。

事業を計画的に実施する観点から、継続区域において、関係地方公共団体等に対し、事業

実施状況の説明等を 回以上実施する。1

３．年度計画の進捗状況

平成 年度は特定中山間保全整備事業邑智西部区域において、急峻な地形で施工条件が厳しい25
農林業用道路の整備を行った。平成 年 月下旬に記録的な豪雨（島根県江津市桜江町では日降25 8
水量( ㎜)、最大 時間降水量（ ㎜ 、ともに観測史上 位）により農林業用道路の一部386.0 1 92.5 1）

が被災した。

このため、直ちに応急対策を行って被害の拡大を防ぐとともに、復旧のための予算要求（事業

費 百万円）を農林水産省と連携して行い、 月中旬に予算を確保した。その後、本格的に復155 10
旧工事を行い 月末には復旧を終えて、残りの工事においても速やかに取りかかり、年度内に事12
業を完了させた（平成 年 月 日に完工式を挙行 。26 3 8 ）

、 、 （ 、 ）その際 少しでも工事期間の短縮が図れるように 工程に影響を与える道路本体 路床 路盤

の復旧を優先して行い、それらが完了次第、順次、舗装工事等に着手するなど綿密な工程の調整

及び進捗管理を行った。

農林業用道路の施工にあたっては、急峻な地形の山腹を通過するため地形、地質条件を踏まえ

た法面保護工（モルタル吹付工、法枠工 、橋梁建設において地形の改変が少ないメタルロ－ド工）

法を採用するなど、災害時への備えを念頭に対策を講じていた。さらに、豪雨災害時には沢から

農林業用道路に多量の土砂が流入した状況を踏まえ、土砂を止める対策を新たに排水施設に講じ

るなど災害に対する備えをより一層強化することができた。

同区域における全ての工事が完了し、圃場の狭さ、耕作道の不備及び排水不良に起因する地耐

力の不足が改善されたことにより、農用地での中大型の機械作業が可能となり、耕作放棄の発生

が抑制されるとともに、農林業用道路の整備については、沿線の一体的な森林管理が容易になる

ほか、農林業用道路の完成により、農林産物の輸送時間が短縮（ 分→ 分）されることが期60 40
待される。

また、平成 年 月下旬の豪雨災害で八戸（やと）川が氾濫した際、事業で建設した長尾（な25 8
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ごう）橋（ 橋）が、近隣住民（ 世帯）の避難路として利用され、集落の孤立化を防いだ。こPC 97
のほか、地元小学生を対象に舗装前の長尾橋床版への「絵描き大会」の実施（参加者 名）や農36
林業用道路の愛称募集（応募者 名）を行う（日桜（ひざくら）ロード）など、地域との多様な93
交流活動を通じ農林業用道路への愛着や関心を醸成した。

【区域の進捗状況】

全体工事量 H25年度末累計 進捗率 （参考）
区域／工種

① ② ②/① H24末進捗率

農用地整備 142ha 142ha 100％ 100％
邑智西部

農林業用道路 9.1km 9.1km 100％ 79％

（農用地整備の全体工事量欄は、区画整理、暗渠排水、客土及び林地転換の工事量である。）

、 （ 、 、 、 ） 、 、また 関係地方公共団体等 島根県 浜田市 江津市 邑南町 に対して 前年度事業実施結果

当該年度事業実施計画及び事業実施状況の説明等を 回実施し、事業の実施状況についての理解3
と協力を得て、計画的に事業を実施した。

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 34 ）%、累積達成度（ 100 ）%

中期計画の目標達成に向け 区域（特定中山間保全整備事業は平成 年度及び平成 年度に3 24 25
それぞれ 区域、農用地総合整備事業は平成 年度に１区域）を完了させ、また関係地方公共団1 24
体等事業関係者への事業実施状況の説明等を 回行い事業を計画的に実施しており、中期計画の3
目標に即して進捗させた。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ａ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

中期計画の目標達成に向け 月下旬に記録的な豪雨により災害があったなか適切な事業管理の8
もと 区域を完了（特定中山間保全整備事業は平成 年度で事業完了）させ、また事業関係者へ1 25

（ ） 。の事業実施状況の説明を年度計画の目標回数 回以上 を上回って行い事業を着実に実施した1
、邑智西部区域では農用地整備により中大型の機械作業による生産の効率化が図られるとともに

農林業用道路の整備により、沿線の一体的な森林管理が容易になる他、農林産物の輸送時間が短

縮されることが期待される。

以上のことから計画を達成していると判断し 「ａ」評定とした。、

11 3なお、特定中山間保全整備事業は平成 年度に緑資源公団事業として創設されて以降、全国

区域（阿蘇小国郷、南富良野、邑智西部）で実施し、平成 年度で事業完了した。その間、農用25
地 、農林業用道路 ㎞、水源林造成・分収育林 を整備した。本事業は中山間地域883ha 32.3 423ha
における農林業の振興政策の一翼を担い、各区域では以下のような効果が現れている。

阿蘇小国郷区域では農用地整備に伴い大型機械の使用により、生産の効率化が図られた。この

他、暗渠排水の整備により水田での畑作物の栽培が可能となった。

南富良野区域では区画整理、鳥獣害防止施設、用水施設の整備により、バレイショ等の作物が

安定的に生産できるようになり、町内に新設されたポテトチップス工場に出荷（約 年）さ2,100t/
れるなど、地域内の６次産業化の推進に成果を上げている。

【特定中山間保全整備事業の事業実績】

受 益 事業量

No 県名 区域名 工期 面 積 森林整備 農用地整備

H15～H21 水源林造成・分収育林 区画整理等 142ha

1 熊本県 阿蘇小国 （森林整備完 5,785ha 72ha 基幹農林道 14.9km

郷 了2082年） その他農林道 8.3km

H20～H24 水源林造成・分収育林 区画整理等 599ha
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北海道 南富良野 （森林整備完 1,270ha 261ha2

了2071年）

H19～H25 水源林造成・分収育林 区画整理等 142ha

3 島根県 邑智西部 （森林整備完 3,162ha 90ha 基幹農林道 9.1km

了2066年）

水源林造成・分収育林 区画整理等 883ha

合計 10,217ha 423ha 農林業用道路 32.3km

（事業量欄は代表的な工種を記載しており、区画整理等は区画整理、暗渠排水、客土 除礫 の事業、 及び林地転換

量である。）

６．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ））

特定中山間保全整備事業等の完了後の評価に係る業務（社会経済情勢の変化等に関する基礎的

資料の作成を含む ）を確実に行う。。

独立行政法人森林総合研究所
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

ア 計画的で的確な事業の実施

第１-２-(２)-ア

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

特定中山間保全整備事業の1区域を完了し、事業を完了する。 事業を

計画的に実施する観点から、継続区域において、関係地方公共団体等に ａ 100 1

対し、事業実施状況の説明等を1回以上実施する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ 100(%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 100（ ）

ウェイトの合計③ 1

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

a
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） a

独立行政法人森林総合研究所
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ａ 環境の保全及び地域資源の活用に配慮した事業の実施

必要に応じ有識者等の助言を受ける機会を設け、環境調査や地域の環境特性に対応し

た保全対策を実施する。

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止に資する観点から、木材利用に努め
指 標

る。

資源の有効利用の観点から、建設副産物等の再生材の利用を行うなどの取組を実施す

る。

１．中期計画終了時の達成目標

必要に応じ有識者等の助言を受ける機会を設け、環境調査や地域の環境特性に対応した保全対

策を実施する。

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止に資する観点から、木材利用に努める。

資源の有効利用の観点から、建設副産物等の再生材の利用を行うなどの取組を実施する。

２．年度計画 中期計画目標値： 34 ）% （前年までの達成度： 66%）（

必要に応じ有識者等の助言を受ける機会を設け、環境調査や地域の環境特性に対応した保全対

策を実施する。

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止に資する観点から、木材利用に努める。

資源の有効利用の観点から、建設副産物等の再生材の利用を行うなどの取組を実施する。

３．年度計画の進捗状況

区域の環境情報協議会で有識者等の助言を受けて、環境調査（オオサンショウウオ等の希少種

の生息状況の確認等 、地域の環境特性に対応した環境保全対策（低騒音・低振動型機械の導入に）

よるクマタカ等の猛禽類の生息環境の保全等）を実施した。

木材利用については、土砂流出防止柵等に木材を使用（ ㎥）した。2.3
再生材については、農林業用道路において路盤用再生砕石（ ㎥ 、再生アスファルト混合6,232 ）

物（ ㎥）を利用した。1,278

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 34 ）%、累積達成度（ 100 ）%

有識者等の助言を受けて環境調査や保全対策を実施するとともに、木材利用や再生材利用に努

めており、中期計画の目標に即して進捗させた。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ ａ ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

有識者の助言を受けて環境調査や保全対策を実施するとともに、木材利用や再生材利用に努め

たことから、計画を達成していると判断し 「ａ」評定とした。、

独立行政法人森林総合研究所

152



６．次年度計画 （中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ））

該当なし

独立行政法人森林総合研究所
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

ｂ 新技術・新工法の採用

事業の高度化を一層推進する手段として、農林水産省新技術導入推進農業農村整備事

業（以下「新技術導入事業」という ）等に登録されている新技術・新工法の導入に努。

指 標 める。

施設に対する愛着心の醸成と良好な維持管理に資する観点から地元説明会を実施する

とともに、農家・地域住民等参加型直営施工工事の推進に努める。

１．中期計画終了時の達成目標

事業の高度化を一層推進する手段として、農林水産省新技術導入推進農業農村整備事業（以下

「新技術導入事業」という ）等に登録されている新技術・新工法の導入に努める。。

、施設に対する愛着心の醸成と良好な維持管理に資する観点から地元説明会を実施するとともに

農家・地域住民等参加型直営施工工事の推進に努める。

２．年度計画 中期計画目標値： 34 ）% （前年までの達成度： 66%）（

事業の高度化を一層推進する手段として、農林水産省新技術導入推進農業農村整備事業（以下

「新技術導入事業」という ）等に登録されている新技術・新工法の導入に努める。。

、施設に対する愛着心の醸成と良好な維持管理に資する観点から地元説明会を実施するとともに

農家・地域住民等参加型直営施工工事の推進に努める。

３．年度計画の進捗状況

、効率的な施工とコスト縮減を図るため新技術導入事業に登録されている新技術・新工法のうち

メタルロード工法１橋（ 、及びプレキャストガードレール基礎工法 の施工を行った。49m 426m）

また、農家・地域住民等参加型直営施工工事については、地元説明会を実施し、 団体により2
農家・地域住民等参加型直営施工工事を 件（植樹工： 本、張芝工： ㎡）実施した。2 199 359

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 34 ）%、累積達成度（ 100 ）%

事業実施に当たり新技術・新工法を採用（邑智西部区域の農林業用道路の橋梁 橋のうちメタ7
ルロ－ド工法で４橋を建設）するとともに、農家・地域住民等参加型直営施工工事を実施してお

り、中期計画に即して進捗させた。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ a ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

事業実施に当たり新技術・新工法を採用し、効率的な施工とコスト縮減を図るとともに、農家

・地域住民等参加型直営施工工事を実施していることから、計画を達成していると判断し 「ａ」、

評定とした。

独立行政法人森林総合研究所
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６．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ））

該当なし

独立行政法人森林総合研究所
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

イ 事業の実施手法の高度化のための措置

第１-２-(２)-イ

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

必要に応じ有識者等の助言を受ける機会を設け、環境調査や地域の環

境特性に対応した保全対策を実施する。

二酸化炭素の固定・貯蔵の促進等地球温暖化防止に資する観点から、 ａ 100 １

木材利用に努める。

資源の有効利用の観点から、建設副産物等の再生材の利用を行うなど

の取組を実施する。

事業の高度化を一層推進する手段として、農林水産省新技術導入推進

農業農村整備事業（以下「新技術導入事業」という ）等に登録されてい。

る新技術・新工法の導入に努める。 ａ 100 １

施設に対する愛着心の醸成と良好な維持管理に資する観点から地元説
明会を実施するとともに、農家・地域住民等参加型直営施工工事の推進
に努める。

（ 指標数：２ 、ウェイトの合計③：２ ）

達成度の計算： ＝ ＝ 100 (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 200（ ）

ウェイトの合計③ 2

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ

独立行政法人森林総合研究所
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

ウ 事業実施コストの構造改善

特定中山間保全整備事業の実施に当たり、計画・設計・施工・調達の最適化等による
指 標

コストの縮減に取り組む。

１．中期計画終了時の達成目標

特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業については 「独立行政法人森林総合研究所森、

林農地整備センターコスト構造改善プログラム」に基づき、計画・設計・施工・調達の最適化等

によるコストの縮減に取り組み、平成 年度において平成 年度と比較して ％の総合的なコ24 19 15
スト構造改善を達成する。

２．年度計画 中期計画目標値： 34 ）% （前年までの達成度： 66%）（

特定中山間保全整備事業の実施に当たり、計画・設計・施工・調達の最適化等によるコストの

縮減に取り組む。

３．年度計画の進捗状況

平成 年度は、主として農林業用道路の仕上げの工事（舗装工事等）の実施であり、工種が限25
られているなか、計画・設計・施工・調達の最適化、民間技術の活用（メタルロード工法の導入

等）の取組を行い、コスト縮減を図った（平成 年度と比較して ％の減 。19 5.2 ）

【適用式】

全体工事費： 百万円1,286
コスト改善額： 百万円70

百万円70
改 善 率： × ＝ ％100 5.2

百万円 ＋ 百万円1,286 70

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 34 ）%、累積達成度（ 100 ）%
中期計画の目標としている「平成 年度において平成 年度と比較して の総合的なコス24 19 15%

ト構造改善」については、平成 年度において の総合的なコスト改善の実績となり、目標24 15.1%
を達成した。
平成 年度は、コスト縮減に取り組むとの年度計画の目標に即してコスト縮減を図った（平成25
年度と比較して の減 。19 5.2% ）

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ ）ａ

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

コスト縮減に取り組むとの年度計画の目標に即して取り組み、コスト縮減を図ったことから、

「ａ」評定とした。

）６．次年度計画（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）
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該当なし
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （２）特定中山間保全整備事業及び農用地総合整備事業）

ウ 事業実施コストの構造改善

第１-２-(２)-ウ

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

ａ 100 １
特定中山間保全整備事業の実施に当たり、計画・設計・施工・調達の

最適化等によるコストの縮減に取り組む。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ 100 (%)
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計 100（ ）

ウェイトの合計③ 1

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）
ｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満） ａ
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （３） 廃止・完了後の事業に係る債権債務管理､その他の債権債務及び緑資源幹線）

林道の保全管理業務の実施

ア 債権債務管理業務の実施

平成19年度末までに独立行政法人緑資源機構（以下「機構」という ）が行った林道。

の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務、特定中山間保全整備事業等の指 標
負担金等に係る債権債務及びNTT-A資金に係る債権債務について、徴収及び償還等の業

務を確実に行う。

１．中期計画終了時の達成目標

平成 年度末までに機構が行った林道の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債19
務、特定中山間保全整備事業等の負担金等に係る債権債務及び 資金に係る債権債務についNTT-A
て、徴収及び償還等の業務を確実に行う。

２．年度計画 中期計画目標値： 20 ）% （前年までの達成度： 40%）（

平成 年度末までに独立行政法人緑資源機構（以下「機構」という ）が行った林道の開設又19 。

は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務、特定中山間保全整備事業等の負担金等に係る債

権債務及び 資金に係る債権債務について、徴収及び償還等の業務を確実に行う。NTT-A

３．年度計画の進捗状況：

（１）機構が行った林道の開設又は改良事業の受益者賦課金及び関係道県負担金は、元利均等半

年賦支払（年 回）により徴収しており、平成 年度の徴収概要は次のとおりである。2 25
①納入期限 前期 月 日、後期 月 日9 20 3 20
②負担金・賦課金額 百万円（年額）4,971
③徴収対象区間数 区間102
④負担金徴収道県数 道・県17
⑤賦課金徴収受益者数 名13,280

この徴収を確実に行い、借入金償還を適切に実行するための取組として、常日頃より関係道
県等と連絡を密にし状況の把握に努め、さらに、納付見込額等の資料提供を行うとともに、出
向いて説明するなど徴収に対する理解と協力要請を行い、債権の確実な確保に努めた。その結
果、賦課金及び負担金に係る債権債務については、計画どおり全額を徴収するとともに、償還
業務についても確実に実施した。

（ ） 、２ 特定中山間保全整備事業等の関係道府県の負担金等及び農林道に係る受益者賦課金の徴収は

元利均等年賦支払（年 回）により徴収しており、平成 年度の徴収概要は次のとおりであ1 25
る。

①納入期限 月 日2 28
②負担金等・賦課金額 百万円（年額）10,239
③徴収対象区域数 区域30
④負担金等徴収道府県数 道府県21
⑤賦課金徴収受益者数 名432

この徴収を確実に行い、借入金償還を適切に実行するための取組として、常日頃より関係道
府県等と連絡を密にし、全額徴収への取組を行った。その結果、負担金等及び農林道に係る賦
課金に係る債権債務については、計画どおり全額を徴収するとともに、償還業務についても確

実に実施した。
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（ ） 、 。参考 負担金等には 農業施設整備事業において整備し譲渡した農業用施設に係る対価を含む

（ ） 、 （ ） 、３ 資金に係る貸付金の徴収は 元金均等年賦償還 年 回支払 により徴収しておりNTT-A 1
NTT-A 25農業用用排水施設他目的プロジェクト等を実施するための 資金に係る貸付金の平成

年度の徴収概要は次のとおりである。

①納入期限 月 日3 10
②貸付金徴収額 百万円（年額）3
③徴収対象件数 件3

これらの徴収を確実に行い、借入金償還を適切に実行するための取組として、債務者への連
、 。 、 、絡を密にし 全額徴収への取組を行った その結果 資金に係る債権債務についてはNTT-A

計画どおり全額を徴収するとともに、償還業務についても確実に実施した。

（参考） 資金とは、国から 株の売却収入を無利子で借り受け、土地改良区等に対し、事業資金を無NTT-A NTT
利子で融資する制度（融資については、平成 年度に廃止）14

４．中期計画の達成状況：当該年度達成度（ 20 ）%、累積達成度（ 60 ）%

、 、 。 、 、平成 年度においては 計画された金額を全額徴収 償還した また 中期計画の目標である25
賦課金、負担金等の債権等を計画どおり全額徴収するとともに、償還業務等についても計画どお

り確実に実施した。

（注：自己評価は森林総合研究所が定めた計算方法により算出する）自己評価結果 （ａ）

ｓ：予定以上 ａ：概ね達成 ｂ：やや不十分 ｃ：不十分 ｄ：未達成評価基準

（ 以上） （ 未満 ） ( 未満 ） ( 未満 ） ( 未満）達成区分 120% 120% -90% 90% -60% 60% -30% 30%
140 100 80 40 0達 成 度

５．自己評価結果についての説明

機構が行った林道の開設又は改良事業の賦課金・負担金及び特定中山間保全整備事業等の負担

金等、並びに 資金に係る債権については、計画どおり全額徴収し、償還業務等についてもNTT-A
計画どおり確実に実施したことから「ａ」評定とした。

（中期計画目標値（全体計画に対する次年度達成目標 ）６．次年度計画 －%
、引き続き林道の開設又は改良事業の賦課金・負担金及び特定中山間保全整備事業等の負担金等

並びに 資金に係る債権を計画どおり全額徴収し、償還業務等についても確実に行う。NTT-A
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目） ２ 水源林造成事業等の推進

（小項目 （３）廃止・完了後の事業に係る債権債務管理､その他の債権債務及び緑資源幹線）

林道の保全管理業務の実施

第１-２-(３)

評価結果

具 体 的 指 標
達成 達成度 ｳｪｲﾄ

① ②区分

平成19年度末までに独立行政法人緑資源機構（以下「機構」という ）。

ａ 100 1
が行った林道の開設又は改良事業の賦課金及び負担金に係る債権債務、

特定中山間保全整備事業等の負担金等に係る債権債務及びNTT-A資金に係

る債権債務について、徴収及び償還等の業務を確実に行う。

（ 指標数：１ 、ウエイトの合計③：１ ）

（ ）
達成度の計算： 指標の達成度①）×（同ウエイト② ｝の合計｛（ ）

＝
100

＝ 100 ％
1ウエイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】

ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】

ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】

ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ

【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）

評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）

ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）３ 行政機関、他の研究機関等との連携及び産学官連携・協力の強化

（小項目）

① 研究所は、国、他の研究機関、都道府県、大学等との連携強化を図りつつ効率的な

研究開発を実施するとともに、研究情報の発信と成果の利活用を促進する。

特に、東日本大震災に伴う海岸林等被害、東京電力福島第一原子力発電所の事故に

、 、伴う放射能汚染被害に的確に対応していくため 国や都道府県等との連携を強化して

円滑な調査実施体制を整備するとともに、先進的な海外研究機関との連携強化等によ

り、成果とりまとめの迅速化、適時適切な情報発信により、放射性物質の影響評価等

に必要な取組を継続する。
指 標

自然災害や森林被害、放射性物質の森林への影響等への緊急対応のほか、喫緊の課

題となっている森林・林業の再生や活性化に資する重要な森林・林業政策に対応する

ため、行政機関等への技術情報の提供を行うとともに、行政機関が主催する各種委員

会等へ専門家の派遣を行う。

国等の策定する規格、基準等について、関係する委員会等への参加及びデータの積

極的な提供により研究開発の成果の活用に努める。

年度計画：

研究所は、国、他の研究機関、都道府県、大学等との連携強化を図りつつ効率的な研究開発を

実施するとともに、研究情報の発信と成果の利活用を促進する。

特に、東日本大震災に伴う海岸林等被害、東京電力福島第一原子力発電所の事故に伴う放射能

汚染被害に的確に対応していくため、国や都道府県等との連携を強化して、円滑な調査実施体制

を整備するとともに、先進的な海外研究機関との連携強化等により、成果とりまとめの迅速化、

適時適切な情報発信により、放射性物質の影響評価等に必要な取組を継続する。

自然災害や森林被害、放射性物質の森林への影響等への緊急対応のほか、喫緊の課題となって

いる森林・林業の再生や活性化に資する重要な森林・林業政策に対応するため、行政機関等への

技術情報の提供を行うとともに、行政機関が主催する各種委員会等へ専門家の派遣を行う。

国等の策定する規格、基準等について、関係する委員会等への参加及びデータの積極的な提供に

より研究開発の成果の活用に努める。

実施結果：

25豪雨 地震等による山地災害の発生に際し 林野庁や地方公共団体からの要請に応じて 平成、 、 、

年 月に島根県津和野町及び山口県山口市・萩市で発生した豪雨災害、同年 月に秋田県仙北市7 8
で発生した土石流災害、同年 月に東京都大島町で発生した台風 号に伴う豪雨災害等の緊急10 26
対応に係る現地調査や対策に係る委員会に専門家を派遣し、災害の原因究明、二次災害防止、復

旧対策等への助言・指導を行った。

、 （ ）、 ）東京電力福島第一原子力発電所の事故に関しては 厚生労働省 労働基準局安全衛生部 (独

放射線医学総合研究所等からの要請に基づき、森林における影響や除染に関する委員会に専門家

を派遣した。

既に を締結している （フィンランド）やブリティッシュ・コロンビア大学（カナMOU METLA
ダ）と共同セミナーや研究交流など連携協力を進めた。フランス原子力研究機関である かIRSN
ら 締結の打診があり、締結に向け調整作業を進めた。また、英国のノッチンガム大学、スMOU
コットランド大学、モスクワ州立大学等と除染シンポジウムを通じて情報交換を行い、これらの

交流を元に 国際大会で放射能セッションを提案し、採択された。IUFRO
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林野庁森林技術総合研修所、気象庁気象研究所等国の機関や福島県林業研究センター、福島県

木材組合連合会、一般社団法人日本森林技術協会、一般社団法人日本木材学会等、林業関係団体

等が開催する委員会に職員を派遣した。これらの総数は延べ 人である。2,093
さらに、各研究領域・拠点と林野庁各課との情報交換の場として、研究調整会議・意見交換会

を治山事業、森林保護、海外林業、京都議定書における土壌炭素プール、以上の 分野に関して4
計 回開催したほか、林野庁と森林総合研究所の幹部による情報交換会を開催する等連携の強化2
に努めた。

○依頼元と派遣人数 （（ ）内は平成２４年度実績）

依頼元 人 数

国・地方公共団体・他独法・大学 ( 745)732

公法人・公益法人・NPO法人等 ( 980)774

企業・中間責任法人 ( 479)587

合 計 （2,204）2,093

○ 委員会等派遣件数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

委員会等派遣件数 １,９８３ ２,１８５ ２,１３９ ２,２０４ ２,０９３

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

自然災害や森林被害等への緊急対応を行ったこと、行政機関や林業関係団体等が行う各種専門委

員会等に参加し、森林総合研究所としての成果を還元したことなどから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）３ 行政機関、他の研究機関等との連携及び産学官連携・協力の強化

（小項目）

、 、 、 、 、 、② 受託研究 共同研究 客員研究員制度等により 国 他の独立行政法人 都道府県

大学、民間企業等との連携・協力を進め、効率的な研究開発の実施及び成果の利活用

指 標 の促進に努める。

産学官連携の取組として、引き続きウェブサイトを通じた最新情報の提供に取り組

むとともに、関係者・関係団体に、より分かりやすい実践的な情報の発信に努める。

年度計画：

受託研究、共同研究、客員研究員制度等により、国、他の独立行政法人、都道府県、大学、民

間企業等との連携・協力を進め、効率的な研究開発の実施及び成果の利活用の促進に努める。

、 、産学官連携の取組として 引き続きウェブサイトを通じた最新情報の提供に取り組むとともに

関係者・関係団体に、より分かりやすい実践的な情報の発信に努める。

実施結果：

研究機関との連携・協力については、民間、大学、試験研究機関等との間で 件（平成 年97 24
度： 件）の共同研究及び 件（同： 件）の受託研究等( )を行った。大学等が行う科学研84 72 80 *1

（ ） 、 、究費補助金による研究の分担者としては 件 同： 件 の分担研究を進めるとともに 大学52 49
公立・民間試験研究機関に 件（同： 件）の研究委託等( )を行った。124 121 *2

○ 他機関との研究分担の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

共同研究 ７８ ８２ ７５ ８４ ９７

受託研究等(*1) １１４ １１２ ９５ ８０ ７２

分担研究 ４３ ５０ ４９ ４９ ５２

研究委託等(*2) ２０４ ２０１ １２５ １２１ １２４

(*1)他の研究機関が中核機関となったコンソーシアムが受託した研究に参画したものを含む。

(*2)森林総合研究所が中核機関となったコンソーシアムが受託した研究に参画をしたものを含む。

他の独立行政法人との連携については、日本原子力研究開発機構と樹木による放射性セシウム

の吸収と木材中の移動実態に関する共同研究を行い、シンポジウム等で結果を公表した。建築

研究所とは、クロスラミネーティドティンバー（ ）の性能評価に関する共同研究を実施し、CLT
その成果は 規格の早期策定に寄与した。地方との連携については、北海道において、道、北JAS
海道大学、北海道立総合研究機構と協定を締結し、トドマツ人工林における保残伐施業の実証試

験を行った。東北地方においては、県の研究者や行政担当者、森林組合等の民間団体と連携し、

低コスト造林導入促進協議会を立ち上げ、再造林の低コスト化技術の普及を行った。民間企業と

の連携では、荒廃地の復旧のための治山緑化資材を開発し、その工法が「東京クレセントロール

工法」として東京都に採用された。トドマツの抽出液に関する共同研究の成果は「消臭力優しい

森（エステー化学 」として製品化された。）

ホームページに産学官連携に係る情報を掲載するとともに、アグリビジネス創出フェア 、2013
バイオマスエキスポ 、ウッドエコテック 等に出展し、研究成果の実用化に向けた連携2013 2013
・協力及び成果の利活用を促進した。アグリビジネス創出フェア では、アイデア賞in Hokkaido
を受賞した。特に本年度は例年開催されている公開講演会に合わせてオープンラボを開催し、研
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究開発の成果や研究リソースを企業経営者や技術者等に紹介し、共同研究の実施など産学官連携

の具体化に努めた。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

民間、大学、試験研究機関等との間で共同研究や受委託研究を着実に進めたことから「ａ」と

評定した。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）３ 行政機関、他の研究機関等との連携及び産学官連携・協力の強化

（小項目）

③ 森林管理局・署が主催する会議や現地検討会への出席のほか、意見・情報交換会の

実施、国有林野内に設置された試験地・検定林等における試験調査、森林管理局が行

う技術開発への協力等を通じて国有林野事業との連携を強化する。

林業研究・技術開発推進ブロック会議等を通じて、地域又は全国的に取り組むべき
指 標

課題について協議し、各々の役割分担等を図るとともに、公立林業試験研究機関等に

対し必要な技術指導を行うことなどにより、連携・協力関係を強化する。

年度計画：

森林管理局・署が主催する会議や現地検討会への出席のほか、意見・情報交換会の実施、国有

林野内に設置された試験地・検定林等における試験調査、森林管理局が行う技術開発への協力等

を通じて国有林野事業との連携を強化する。

林業研究・技術開発推進ブロック会議等を通じて、地域又は全国的に取り組むべき課題につい

て協議し、各々の役割分担等を図るとともに、公立林業試験研究機関等に対し必要な技術指導を

行うことなどにより、連携・協力関係を強化する。

実施結果：

森林管理局・森林管理署との連携については、山地災害への対応（人家、重要なインフラへの

緊急な対応策が必要な現地調査 、低コスト作業システムの構築（森林作業道、間伐手法、更新手）

法、コンテナ苗 、フォレスター育成（講師、現地指導 、ニホンジカの捕獲手法の開発、ニホン） ）

ジカ・クマによる剥皮被害対策、カシノナガキクイムシやマツクイムシ被害対策等に関する委員

会、現地検討会等へ職員の派遣を実施した。

また、国有林内に設定している固定試験地についての調査研究の報告、各森林管理局が開催す

る技術開発委員会や業務研究発表会への派遣要請に適切に対応した。

都道府県立林業試験研究機関との連携・協力については、本所、支所及び育種センターにおい

て、林野庁が主催する林業研究・技術開発推進ブロック会議（研究分科会、育種分科会）の運営

に中核機関及び事務局として積極的に関与するとともに、各林業試験研究機関連絡協議会の運営

に主体的に関わった結果、都道府県立林業試験研究機関や大学、民間企業等と共同で農林水産省

の平成 年度農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業に森林総合研究所が中核機関のもの26
課題、共同提案者として 課題を応募した。また、都道府県立林業試験研究機関の研究成果を14 2

編集して「公立林試研究成果選集 」として発行した。No.11

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

森林管理局・森林管理署との連携に積極的に対応したこと、都道府県立林業試験研究機関との

連携・協力を継続したこと、林業研究・技術開発推進ブロック会議（研究分科会、育種分科会）

の運営に中核機関及び事務局として積極的に関与したことなどから 「ａ」と評定した。、
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）３ 行政機関、他の研究機関等との連携及び産学官連携・協力の強化

第１-３

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

① 研究所は、国、他の研究機関、都道府県、大学等との連携強化を図
りつつ効率的な研究開発を実施するとともに、研究情報の発信と成果
の利活用を促進する。
特に、東日本大震災に伴う海岸林等被害、東京電力福島第一原子力

発電所の事故に伴う放射能汚染被害に的確に対応していくため、国や
都道府県等との連携を強化して、円滑な調査実施体制を整備するとと
もに、先進的な海外研究機関との連携強化等により、成果とりまとめ
の迅速化、適時適切な情報発信により、放射性物質の影響評価等に必
要な取組を継続する。 ａ 100 １
自然災害や森林被害、放射性物質の森林への影響等への緊急対応の

ほか、喫緊の課題となっている森林・林業の再生や活性化に資する重
要な森林・林業政策に対応するため、行政機関等への技術情報の提供
を行うとともに、行政機関が主催する各種委員会等へ専門家の派遣を
行う。
国等の策定する規格、基準等について、関係する委員会等への参加

及びデータの積極的な提供により研究開発の成果の活用に努める。

② 受託研究、共同研究、客員研究員制度等により、国、他の独立行政
法人、都道府県、大学、民間企業等との連携・協力を進め、効率的な
研究開発の実施及び成果の利活用の促進に努める。 ａ 100 １
産学官連携の取組として、引き続きウェブサイトを通じた最新情報

の提供に取り組むとともに、関係者・関係団体に、より分かりやすい
実践的な情報の発信に努める。

③ 森林管理局・署が主催する会議や現地検討会への出席のほか、意見
・情報交換会の実施、国有林野内に設置された試験地・検定林等にお
ける試験調査、森林管理局が行う技術開発への協力等を通じて国有林
野事業との連携を強化する。 ａ 100 １
林業研究・技術開発推進ブロック会議等を通じて、地域又は全国的

に取り組むべき課題について協議し、各々の役割分担等を図るととも
に、公立林業試験研究機関等に対し必要な技術指導を行うことなどに
より、連携・協力関係を強化する。

（ 指標数：４ 、ウェイトの合計③：３）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 300

100 %
3ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】
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分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）４ 成果の公表及び普及の促進

（小項目）（１）成果の公表及び広報

① 研究開発の成果等を研究報告、広報誌等の印刷物、研究所のウェブサイト、マスコ

ミ等の様々な広報手段を活用し、効率的かつ効果的な広報活動を推進する。また、社

指 標 会的に関心の高いテーマを取り上げた公開講演会や、研究成果をとりまとめたオープ

ンラボを開催し、一般市民、自治体、各種団体等との連携や地域ネットワーク作りを

通じて、国民との双方向コミュニケーションに努める。

年度計画：

研究開発の成果等を研究報告、広報誌等の印刷物、研究所のウェブサイト、マスコミ等の様々

な広報手段を活用し、効率的かつ効果的な広報活動を推進する。また、社会的に関心の高いテー

マを取り上げた公開講演会や、研究成果をとりまとめたオープンラボを開催し、一般市民、自治

体、各種団体等との連携や地域ネットワーク作りを通じて、国民との双方向コミュニケーション

に努める。

実施結果：

研究報告については、研究の成果を以下の手段で公表した。

○ 印刷物 （( )内は平成２４年度実績）

区分 回数 配布部数

「研究報告」 (本所) 4回 （ 4回） 4,963 （4,756）

「年報」 (本・支所、林木育種センター)＊ 8種 （ 8種） － （3,552）

「季刊森林総研」 4回 （ 4回） 13,406 （17,716）

「研究情報」等 (本・支所、林木育種センター、育種場) 30回 （ 30回） 33,354 （38,360）

注）主な配布先：行政機関、公的研究機関、大学、農業高校、公的図書館、林業・木材協会、新聞社など。

＊）平成25年度より年報はホームページ掲載のみで印刷及び配布はしていない。

研究所のホームページに 3,247 千件（平成 24 年度：3,945 千件）のアクセスがあった。

平成 25 年度の公開講演会は、「技術イノベーションで拡がる林業・木材産業」というテーマで、

平成 25 年 10 月 9 日にイイノホールで開催した。平成 25 年度は林政審議会会長、岩手大学教授の

岡田秀二氏と日本林業経営者協会顧問、速水林業代表の速水亨氏から基調講演を頂き、研究所か

らは低コスト林業、シカ問題、CLT（直交集成板）など 7 課題の成果報告について講演した。ま

た、研究開発の成果や研究リソースを企業経営者や技術者等に紹介し、共同研究の実施など産学

官連携の具体化を図ることを目的としたオープンラボを 10 月 10 日に全国 12 会場で一斉に開催

し、ポスターと展示品やコンピュータ等を用い、研究成果を分かりやすく説明した。北海道会場

ではコンテナ苗を用いた自動植え付け機のデモンストレーションを行うなどしたところ、延べ

1,145 名の参加があり、活発な質疑が行われた。さらに、「私たちのくらしと森林・木材の放射能」、

「新たなシカ管理に向けて」、国際森林デーシンポジウム「森を使い、森を守る」、「森林技術連携

フォーラム in えひめ」、「『B スタイル』プロジェクト最終報告シンポジウム」、林木育種成果発表

会「新たな森林・林業と林木育種－エリートツリーの開発と普及－」など、公開シンポジウム・

公開講演会を開催し、研究成果の公表に努めた。各種プロジェクトの成果を冊子体として取りま

とめ、関係各所に配布した。
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森林総合研究所研究職員の各種学会誌への投稿論文の内容を分かりやすくまとめて、学会誌の

掲載に合わせて迅速に情報提供するためのホームページ「研究最前線」コーナーには計 46 件を掲

載し、最新研究情報の発信システムとしての機能を発揮させた。さらに、「人工林の公益的機能と

木材生産を両立する施業方法を探る－国内初の大規模実験を開始－」、「独立行政法人森林総合研

究所と関東森林管理局とのニホンジカ被害対策に係る協定の締結について」等の 11 件のプレスリ

リースのほか、当研究所の調査、分析結果をもとに農林水産省からプレスリリースした「スギ雄

花に含まれる放射性セシウムの濃度の調査結果について」が 1 件あった。従って、平成 25 年度は

合計 12 件のプレスリリースの発信に貢献した。（平成 24 年度：24 件）。

また、プロジェクト成果「森林用ドロップネットと運用方法の開発」が 2013 年農林水産研究成

果 10 大トピックス第 2 位に選ばれ、社会的に関心の高い成果として認められた。

林木育種部門においては、林木育種成果発表会や林木育種開発品種説明会を開催するとともに、

関西育種場における「林木遺伝子銀行 110 番」による岩出市指定天然記念物「根来寺の枝垂れ桜」

の後継樹苗木の里帰りや、東北育種場における高田松原の松苗木の地元「高田松原を守る会」へ

の里帰り、マツノザイセンチュウに強いアカマツ・クロマツ 16 系統の開発などをプレスリリース

し、積極的な広報活動を行った。

研究情報についての新聞報道は 198 件で、TV、ラジオによる報道は、33 件であった。主な話

題となったキーワードは、八重桜を復興のシンボルとしている福島県に森林総合研究所が新品種

として育成した「はるか」を寄贈、伊豆大島の土石流、菌類を利用した花粉飛散防止技術、LED
を利用したきのこ栽培、クマの出没、シカの被害、スズメバチ被害、森林セラピー、野生きのこ

の放射性セシウム汚染、小笠原アノール、遺伝子組換えによる無花粉スギの作成技術の開発、奇

跡の一本松の後継樹、「林木遺伝子銀行 110 番」による里帰りであった。

一般公開等を主催し、研究所の成果を公表した。

○ 一般公開等 （( )内は平成２４年度実績）

区分 回数／参加人数

「一般公開」 (本・支所) ４回／ ４,４８８人 （4回／5.660人）

(多摩森林科学園) ３２,９４１人 (38.315人）

「親林の集い」 （林木育種センター） １回／ ２００人 （1回／900人）

「公開講演会」 (本・支所) ３回／ ７３２人

「研究成果発表会・シンポジウム」 (支所) ８回／ ６０３人 (7回／1.067人)

オープンラボ １２会場／１,１４５人

「林木育種成果発表会」 １回／ １１０人 （1回／120人）

｢林木育種開発品種説明会｣ １回／１２０人

森林とのふれあい2013 （関西育種場） １回／ ３００人 （1回／300人）

森林総合研究所が主催または共催するシンポジウム・研究集会、森林講座などのほか、昨年度

に引き続き、地域に密着したネットワークへの参画として、つくば科学フェスティバルやうしく

みらいエコフェスタに「木材の不思議を科学する」や「自分だけの愛犬を作ろう」のテーマで出

展するとともに、出前レクチャーなど親しみやすい形で幅広い層に対して成果の広報に努めた。

また、林木育種センターでは、「青少年のための科学の祭典・日立大会」で、「良いタネ、悪いタ

ネの見分け方」を出展し、「エコフェスひたち 2013」では、研究の紹介や木の円盤を使った工作

などを行った。

○ 森林教室等（（ ）内は平成２４年度実績）

区分 回数

「森林講座」 (多摩・北海道) １２回 （13回）

「森林教室」 (関西支所) ３回 （ 5回）

「森林教室」 (関西育種場、東北育種場) ７回 （ 7回）
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「つくばちびっ子博士」 １回 （ 1回）

「つくば科学フェスティバル」 １回 （ 1回）

「サイエンスキャンプ」 ７課題1回 （7課題1回）

（本所、北海道、東北、関西、多摩、育種セ

ンター）

「子ども樹木博士」（本所）

「夏休み昆虫教室」 １回 （ 1回）

「うしくみらいエコフェスタ」 １回

｢青少年のための科学の祭典・日立大会｣ １回

｢エコフェスひたち2013｣ １回

「森林体験講座」 （多摩森林科学園） １回 （ 1回）

評 価 結 果 ｓ ａ ｂ ｃ ｄ ウェイト １

評価結果の理由：

印刷物、講演会やシンポジウムで研究成果の普及広報に努めた。また、プレスリリースに努め

る等、多様な情報発信の場を適切に利用して多くの成果を発信したこと、各種イベントを通じて

成果の広報に努めたことなどから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）４ 成果の公表及び普及の促進

（小項目 （１）成果の公表及び広報）

② 国内学会、国際学会、シンポジウム等に参加して研究開発の成果の発表を積極的に

指 標 行う。

研究者一人当たりの論文発表数は年平均1.0報を上回るよう努める。

年度計画：

国内学会、国際学会、シンポジウム等に参加して研究開発の成果の発表を積極的に行う。

研究者一人当たりの論文発表数は年平均 報を上回るよう努める。1.0

実施結果：

1,145 24 1,181国内外の学会 シンポジウム等に参加し 口頭及びポスターにより 件 平成 年度：、 、 （

4th International Symposium on Soil Organic Matter 4件 の発表を行った 主な大会としては 第） 。 、 （

回国際土壌有機物学会 、 （第 回国際木材保） 44th International Research Group on Wood Protection 44
11th International Mammalogical Congress 11 56th Symposium of the存会議 第 回国際哺乳類学会）、 （ ）、

International Association for Vegetation Science 56 11th INTECOL Congress（ ）、第 回国際植生学会大会

（第 回国際生態学会大会 、 （第 回国際二酸化炭素会11 9th International Carbon Dioxide Congress 9）

3rd IUFRO Latin American Congress 3 IUFRO WOODCHEM 2013議 第 回 ラテンアメリカ会議）、 （ ）、

（国際木材化学会議 、 （第 回Congress 2013 8th IAG- International Conference on Geomorphology 8）

国際地形学会 第）、 （5th International Conference on Environmental, Industrial and Applied Microbiology
回環境・工業・応用微生物国際学会 、 （第 回太5 9th Pacific Regional Wood Anatomy Conference 9）

平洋地域木材解剖学会議 、第 回日本森林学会大会、第 回日本生態学会大会、第 回日本） 125 61 64
木材学会大会、 年度日本土壌肥料学会大会、平成 年度日本海岸林学会、第 回日本育2013 25 124
種学会である。

○ 学会等での発表件数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

学会等発表件数 ８５４ １,３７２ １,１００ １,１８１ １,１４５

国際学会等が主催する国際研究集会での研究発表のため、 名（運営費交付金 名、外部資94 31
金 名 （平成 年度： 名）を海外へ派遣したほか、研究開発力強化法による職務専念義務63 24 85）

。の免除により 名（平成 年度： 名）が国際学会等に参加した14 24 2

○ 国際学会等参加者数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

99 87（ ） （ ）国際学会参加者数 １３７ １７７（15） （15） 2 １０８ 14

※海外出張、研究開発力強化法（職務専念義務の免除）による参加者の合計数である。

研究員 人当たりの発表論文数の実績値は 報（査読審査を行っている論文 報、研究職1 1.14 496
員数 人）となり、目標値の年 報を上回った。437 1.0
また、英文報告数は 報（平成 年度： 報）であり、論文報告数に対する比率は ％248 24 265 50.0

（平成 年度： ％）となった。24 52.2
Journal of Forest Research Journal of Wood Science Forest Ecology and公表した主な学会誌等は、 、 、

Management PLoS ONE Bioresources Nematology Tree Genetics & Genomes Japan Agricultural、 、 、 、 、
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、木材工業、日本森林学会誌、森林防疫、木材学会誌、森林利用学会誌、森林Research Quarterly
計画学会誌、林業経済などである。

○ 報告論文数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

論文報告数 ４５７ ４２３ ４５８ ５０７ ４９６

（研究員一人当たり） １.０９ １.００ １.０１ １.１７ １.１４

うち英語投稿数 ２４１ ２００ ２４７ ２６５ ２４８

（英語投稿数の比率） ５２.７％ ４７.３％ ５３.９％ ５２.２％ ５０.０％

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

国内外の学会、シンポジウム等に積極的に参加したこと、研究員 人当たりの論文報告数が中1
期目標の 報を上回ったことなどから「ａ」と評定した。1.0
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）４ 成果の公表及び普及の促進

（小項目 （２）成果の利活用の促進）

③ 普及可能な技術情報は、分かりやすいマニュアルやデータベース等としてホームペ

ージに掲載するなどの方法により公表し、積極的に森林所有者、関係業界等への利活

指 標 用の促進を図る。

自治体、各種団体主催のイベントや展示施設等を活用して、成果の紹介や利活用を

促進する。

年度計画：

普及可能な技術情報は、分かりやすいマニュアルやデータベース等としてホームページに掲載

するなどの方法により公表し、積極的に森林所有者、関係業界等への利活用の促進を図る。

自治体、各種団体主催のイベントや展示施設等を活用して、成果の紹介や利活用を促進する。

実施結果：

平成 年版研究成果選集では 「再造林の低コスト化をいかに進めるか 「森林に低コストで25 、 」、
林道をつくる 「木質材料からのアセトアルデヒド放散のしくみを明らかに 「実用化に一歩近」、 」、
づいたスギからのバイオエタノール製造技術 「衛星からのレーザー観測と高分解能衛星画像に」、
より熱帯林の構造とバイオマスを測る 「熱帯林の保全を目指して－ プラスのための技術」、 REDD
解説書の刊行とクレジット化のためのガイドラインの提案－ 「間伐による森林からの流量・蒸」、
発散量の変化 「森林から流れてくる水に放射性セシウムはほとんど含まれない 「カビでスギ」、 」、
花粉の飛散を絶つ防止剤の開発 「森林用ドロップネットで効率よくシカを捕獲する 「第 世」、 」、 2
代のマツノザイセンチュウ抵抗性品種の新たな品種開発 「サクラ栽培品種の分類体系の再編と」、
データベース化 、など 件の主要な成果を公表し、研究成果の普及に努めた。」 31
最新の技術を紹介する林業新技術 を刊行し 間伐が水流出に及ぼす影響を明らかに 森2013 、「 」、「

林作業道からの土砂流出抑制技術の開発 「林地残材を原料とした木製単層トレイの量産化に成」、
」、「 」 。功！ きのこ栽培に有用な 照明法の開発 など 件の技術について現場への普及に努めたLED 9

研究成果の利活用が図られた具体例としては以下が挙げられる。
・ 研究成果の公表・普及を図るため、国際ワークショップ「森林生態系のモニタリング：我々
は今どこまで理解しているのか？ 、公開講演会「アマゾンの森林を守る 「新たなシカ管理に」 」、
向けて 、国際森林デーシンポジウム「森を使い、森を守る」等を積極的に開催した。」

・ 関心が高い研究成果等についてプレスリリース「私たちのくらしと森林・木材の放射能 ―森
林総研が解き明かすその実態と今後― 「平成 年度スギ雄花に含まれる放射性セシウムの濃」、 25
度の調査結果について 「森林内の放射性物質の分布状況調査結果について（事故後 年半ま」、 2
での変化 」などを行い、速やかな公表に努めた。）

・ 低コスト林業に関する発表会や研修会を岩手県、静岡県、北海道などで積極的に開催したほ
か 「低コスト作業システム研修会」等を通じて、一貫作業システムやコンテナ苗の活用による、
再造林コストの低減効果などを例示しつつ、自治体、森林組合、国有林等の関係者への具体的
な技術・成果の普及に取り組んだ。また森林における放射性物質の影響調査に関しては、福島

県木材協同組合連合会での講習会のほか、各種団体や県、林野庁等の放射能関連のテキスト等

に利用された。

・ 林業現場あるいは行政等の要望に応えるべく研究成果を取りまとめ、長伐期林誘導のための

間伐手法の指針、きのこ栽培の技術マニュアル「 を利用したきのこ栽培 「高温発生品種LED 」、

を効率的に作出するための技術マニュアル」等を配布した。また、温暖化防止に向けた発展途

REDD-plus Cookbook FAO上国での調査等に関する技術解説書「 （スペイン語版）については」

や関係各国政府等に配布して現地指導にも活用された。

・ 実用技術としては、荒廃地の効率的復旧技術として「環境保全型ロール状フィルタおよびそ

の製造方法」が現場で採用されたほか、シカ捕獲法としての「誘引法」が静岡森林管理署で採
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用され、森林・林業白書の中で優良事例として紹介されたこと。また「直交集成板の日本農林

規格 「直交集成板の適正製造基準」の制定に不可欠な技術資料を提供した。」、

・ 開発した種苗の普及促進のため、森林組合や種苗生産業者を対象に 「林木育種開発品種説明、

会」を開催した。

・ 開発した品種を紹介した「森林づくりに役立つ！林業種苗における開発品種の最新情報」を

作成し、ホームページに掲載し、林木育種開発品種説明会で配布した。

・ 森林の間伐等の実施の促進に関する特別措置法における、特定母樹として育種センターで開

発した 系統が大臣指定を受けた。53

文献情報については、図書資料管理システム（ ）への入力及び、林業・林産業国内文献デALIS
ータベース（ ）への入力を実施した。FOLIS

○ 文献データベース（FOLIS）検索システムの利用数の推移

区分 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

一般アクセス ６,３６５ １１,１６０ １３,１３６ １４,０５７

所内アクセス １,３２４ ９７３ ６３６ ６４５

2013 6「みどりとふれあうフェスティバル 「バイオマスエキスポ 「林野庁中央展示 「第」、 」、 」、

回 うしくみらいエコフェスタ 「つくば科学フェスティバル 「食のブランド・ニッポン」、 」、2013
「水都おおさか森林の市 「第 回環境研究シンポジウム 「次世代林業東北サミ2013 2013 10」、 」、 」、

ット 「エコフェスひたち 「青少年のための科学の祭典・日立大会」等に出展した。」、 」、2013
これらの展示では、新たにつくばサイエンス・インフォーメーションセンターで八重桜「はる

か 、トドマツ精油を活用した空気浄化剤、木製トレイ等の展示を行うとともに 「はるか」を含」 、

む研究成果の林野庁中央展示を実施した。また、もりの展示ルームの昆虫や微生物の標本、野生

動物の剥製などの展示内容を更新するとともに、来場者への案内、説明等の業務の一部を 法NPO
人へ委託して行った。東北支所では展示内容を全面的に更新し、新たに東日本大震災関係の研究

情報を加えた。また、イベントへ参加する子ども向けの積木コーナー（スギ材のサイコロ）を設

置するとともに、ウッドクラフト（自分だけの愛犬作り）を実施し、親子で木に触れてもらう機

in会を設けた。北海道支所ではエゾマツコンテナ苗をアピールするため「アグリビジネス

」に出展し、アイデア賞を受賞するなど好評を博した。また、一般市民に研究成果を普Hokkaido
及するため、地域の大学と共催で合同公開講座を開催し森林動物に関する講演を行うとともに

「 」 、 。2013サイエンスパーク に参加し 森林動物の標本や生きた昆虫に触れてもらう機会を作った

森林農地整備センターにおいては、事業を通じて地域との共生を目指し、持続可能な森林経営

に貢献する水源林造成事業等の意義や効果について、一般市民の方々に広く情報として発信する

ため、季刊森林総研を活用した広報のほか、各整備局等においてシンポジウムや小学生等を対象

とした農林業の体験教室を開催するとともに、その概要について、ホームページや雑誌等に掲載

した。さらに、平成 年度においては、事業開始以降 年を超える水源林造成事業の実績や効25 50
果、近年の取組を取りまとめた「 独）森林総合研究所が実施する水源林造成事業について」を林（

業専門誌関係者にプレスリリースするとともに、ホームページによる情報発信など幅広い取組に

より事業の普及・啓発を行った。

主なイベントは、以下のとおり。

○ 森林・林業の再生や森林の大切さの理解向上を目指したシンポジウム

「森林(もり)を育て、森林(もり)を活かす～森林と人と地域のつながりのなかで～」

（森林農地整備センター本部、東北北海道整備局、青森・盛岡・秋田・山形水源林整備事務所）

１回/参加人数約２００人

○ 地元の小学生を対象に出前森林教室

「森林の学校 （東北北海道整備局） １回/参加人数約 ９０人」

○ ＮＰＯ法人との共催による地元の小学生を対象に出前森林教室
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「森林教室 （中部整備局） ２回/延べ参加人数約１１０人」

○ 地元の小学生や中学生を対象に台風被害からの復興祈願及び出前森林教室

「明日につなぐ森林づくり”未来へのおくりもの 」植樹祭（和歌山水源林整備事務所）”

１回/参加人数約 ７０人

○ 木材普及、森林整備の重要性についてのＰＲイベント

「幡多山もりフェス２０１３ （高知水源林整備事務所） １回/参加人数約３００人」

○ ＮＰＯ法人との共催による森林・林業の体験交流イベント

「お山のお仕事体験 （九州整備局、佐賀・熊本・大分水源林整備事務所） １回/参加人数約１００人」

○ 農林業用道路完成を間近に控えた記念イベント

「長尾（なごう）橋梁床板への絵描き大会 （邑智西部建設事業所） １回/参加人数約 ５０人」

主催イベント以外にも自治体、団体等が主催する森林・林業、農業・農村等に係る各種イベン

トに参加し、これらについてもホームページ等に掲載し広く情報発信を行った（主催・協賛等イ

ベント： 件 。57 ）

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

研究成果に基づいたマニュアルやパンフレットの発行配布、プレスリリースなどを行って研究

成果の利活用の促進を図ったこと、イベントを通じた展示を積極的に実施したことから「ａ」と

評定した。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）４ 成果の公表及び普及の促進

（小項目 （２）成果の利活用の促進）

④ 知的所有権については、目的に応じた取得に努め、効率的な維持管理を図るととも
指 標

に、ウェブサイト、各種展示会等を通じて情報提供し、その利活用の促進に努める。

年度計画：

知的所有権については、目的に応じた取得に努め、効率的な維持管理を図るとともに、ウェブ

サイト、各種展示会等を通じて情報提供し、その利活用の促進に努める。

実施結果：

、 「 」 、特許等の知的財産の取り扱いのうち 発明等の取り扱いについては 職務発明規程 に基づき

職務発明委員会による出願審査等を経て出願を行った 平成 年度の特許出願数は 国内 件 平。 、 （25 6
）、 （ ） 、 （ ）、 （ ）成 年度： 件 国外 件 同： 件 で 登録数は国内 件 同： 件 国外 件 同： 件24 8 0 0 5 7 1 4

であった。

取得した特許の利用促進、企業への技術移転を図るため、平成 年 月に策定した「知的財19 11
産ポリシー」に基づき、所のホームページをはじめ、茨城県中小企業振興公社、開放特許情報デ

ータベースサポートセンターの外部機関ホームページに「特許情報」を掲載して情報提供すると

2013 8 SATともに 研究成果等を企業等に紹介した また アグリビジネス創出フェア に 件、 。 、「 」 、「

テクノロジー・ショーケース 」に 件 「ウッドエコテック 」に 件を出展し、企業へ2014 1 2013 5、

の技術移転に取り組んだ。

実施許諾として、パーム幹からの樹液採取方法に関する特許について、新規に実施許諾契約を

締結した。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

国内外合わせて 件の特許の登録があったこと、取得した特許の普及の取り組みを着実に行っ6
たことなどから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する

ためとるべき措置

（中項目）４ 成果の公表及び普及の促進

第１-４

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

① 研究開発の成果等を研究報告、広報誌等の印刷物、研究所のウェブ

サイト、マスコミ等の様々な広報手段を活用し、効率的かつ効果的な

広報活動を推進する。また、社会的に関心の高いテーマを取り上げた ａ 100 1

公開講演会や、研究成果をとりまとめたオープンラボを開催し、一般

、 、 、市民 自治体 各種団体等との連携や地域ネットワーク作りを通じて

国民との双方向コミュニケーションに努める。

② 国内学会、国際学会、シンポジウム等に参加して研究開発の成果の
発表を積極的に行う。 ａ 100 1
研究者一人当たりの論文発表数は年平均1.0報を上回るよう努める。

③ 普及可能な技術情報は、分かりやすいマニュアルやデータベース等
としてホームページに掲載するなどの方法により公表し、積極的に森
林所有者、関係業界等への利活用の促進を図る。 ａ 100 1
自治体、各種団体主催のイベントや展示施設等を活用して、成果の

紹介や利活用を促進する。

④ 知的所有権については、目的に応じた取得に努め、効率的な維持管
理を図るとともに ウェブサイト 各種展示会等を通じて情報提供し ａ 100 1、 、 、
その利活用の促進に努める。

（ 指標数：４ 、ウェイトの合計③：４ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 400

100 %4ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献

（小項目 （１）分析及び鑑定）

① 民間、行政機関等からの依頼に応じ、研究所の有する専門的知識が必要とされる林指 標
業用種子の発芽鑑定、木質材料の耐久性試験、木材の鑑定等を行う。

年度計画：

民間、行政機関等からの依頼に応じ、研究所の有する専門的知識が必要とされる林業用種子の

発芽鑑定、木質材料の耐久性試験、木材の鑑定等を行う。

実施結果：

36 59 27 164林業用種子の発芽効率の鑑定（ 件 、線虫検出検査（ 件 、木材の鑑定（ 件）等合計） ）

件（平成 年度： 件）の依頼があり、これらの中には国や地方公共団体から依頼を受けた鑑24 125
定が含まれていた。

○ 分析、鑑定依頼件数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

分析・鑑定依頼件数 １９１ ２３０ １９７ １２５ １６４

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

、 「 」 。行政及び民間からの要請に応えて 分析・鑑定業務を着実に実施したことから a と評定した
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献

（小項目 （２）講習及び指導）

② 研究成果を活用した講習の実施、国、都道府県、団体等が主催する講習会等への講

師の派遣、情報の提供等を積極的に行うとともに、これらの機関から若手研究者等を

指 標 研修生として受入れ、研究者としての人材育成・資質向上に寄与する。

海外研究機関等からの研究者を研修生として受け入れることにより、人材育成に寄

与する。

年度計画：

研究成果を活用した講習の実施、国、都道府県、団体等が主催する講習会等への講師の派遣、

情報の提供等を積極的に行うとともに、これらの機関から若手研究者等を研修生として受入れ、

研究者としての人材育成・資質向上に寄与する。

海外研究機関等からの研究者を研修生として受け入れることにより、人材育成に寄与する。

実施結果：

外部からの依頼により研修講師として 人（平成 年度： 人）の派遣を行った。396 24 456
主な依頼元は、森林技術総合研修所等の国の機関、他の独立行政法人、都道府県等地方公共団

、 、 、 、 、 、体 国立大学法人 公益法人 等多岐にわたっており 本所のほとんどの研究領域 全支所NPO
林木育種センターで対応している。

○ 講師派遣件数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

講師派遣件数 ３６８ ３７６ ３７５ ４５６ ３９６

受託研修生については、大学、県、民間から 名（平成 年度： 名）を研修生として受け71 24 72
入れた。県の研修生に対しては高度な研究調査手法や実験技術等を、大学の学生に対しては研究

の基礎的方法等を指導した。

研修終了時に研修生に対してアンケート調査を行い、多くの研修生から研修内容に満足とする

評価を得ている。アンケートの詳細な結果は、研修生の受け入れや実施態勢を検討する際の参考

として利用し、ニーズに応えた研修の改善に活用している。

○ 依頼元別の受入人数 （（ ）内は平成２４年度実績）

依 頼 元 受入人数

１． 国 ０ （ ０）

２． 独立行政法人 １ （ ０）

３． 地方 （神奈川県産業技術センター ） ２２ （１６）

４． 大学 （東京大学他 ） ４５ （４８）

５． 民間 （大建工業他 ） ３ （ ８）

合 計 ７１ （７２）

JICA 24 134海外からの研修生の受け入れについては 独 国際協力機構 等の個別研修で カ国、（ ） （ ）

名（うち ヶ月以上： 名、 ヶ月未満～ 日以上： 名、 日： 名）を受け入れた。各研修1 4 1 2 19 1 111
員については、研究概要の説明と最新の研究課題の講義・議論により、国際交流・友好関係の進

展に貢献した。 集団研修生については、希望研修課題と受入研究室との調整を十分に行い、JICA
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研修効率を高めるように努めた。

林木育種に係る研修員の受入は カ国、 名（ 気候変動への適応のための乾燥地耐性育種プ22 66 「

ロジェクト （ケニア） 名 「森林プランテーションに係る造林技術 （マレーシア） 名 「劣化」 、 」 、8 9
」（ ） 、土壌地域における土地劣化抑制・有効利用促進のための能力強化プロジェクト セネガル 名4

森林事業管理 中国 名 国家森林モニタリングシステム整備のための人材育成 名 持「 」（ ） 、「 」 、「8 11
14 12続可能な森林経営のための推進手法の向上研修 名 地域住民の参加による多様な森林保全」 、「 」

名）を受け入れた。

○ 研修生受け入れ数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

受託研修生 １０２ ８４ ７８ ７２ ７１

海外研修生 ２１３ ２２７ １７７ ２７８ ２００

合 計 ３１５ ３１１ ２５５ ３５０ ２７１

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

多様な要請に対応し、講師等として多数の派遣を行ったこと、 による研修生等を積極的にJICA
受け入れ、国際的な人材の育成に寄与したことなどから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

大項目 第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
ためとるべき措置

中項目 ５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献
小項目（２）講習及び指導

③ 新品種等の利用を促進するため、都道府県等に対し、採種（穂）園の造成・改良技
指 標 術等の林木育種技術について、各種協議会等における指導を行うとともに、講習会を

合計20回を目標に開催する。

年度計画：
新品種等の利用を促進するため、都道府県等に対し、採種（穂）園の造成・改良技術等の林木

育種技術について、各種協議会等における指導を行うとともに、講習会を合計 回を目標に開催20
する。

実施結果：
各種会議における技術指導については、地方公共団体等に対して、新品種の利用を促進するた

め、エリートツリーの性能、コンテナ苗の取組等について 回実施した。現地における技術指導29
についても、種苗の生産技術やミニチュア採種園の管理技術等について 回実施した。53

講習会については、森林管理局、都道府県、民間企業に対して、病虫害防除、マツノザイセン
チュウ接種方法等について 回実施した。22

講習会の実施回数○

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２4年度 平成２５年度区分

２９ ２３ ２４ ２４ ２２講習会

その他、来所（場）者に対する指導については 回、文書による指導は 回実施した。40 26

評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：
年度計画の目標を達成したことから 「 」と評定した。、 a
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平成２５年度評価シ－ト(指標)

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するた

めとるべき措置

（中項目）５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献

（小項目 （３）国際機関、学会等への協力）

④ 我が国を代表する森林に関する総合的研究を行う機関として、国際機関の専門家会

指 標 合及び国内外の学会等に専門家を派遣する。

政府の行う科学技術に関する国際協力・交流に協力する｡

年度計画：

我が国を代表する森林に関する総合的研究を行う機関として、国際機関の専門家会合及び国内

外の学会等に専門家を派遣する。

政府の行う科学技術に関する国際協力・交流に協力する｡

実施結果：

日本の政府機関や法人、外国機関等との国際協力を進めるため、気候変動枠組条約締結国会議

（ 、国際標準化機構（ ）等の国際機関主催の専門家会合委員、国際協力機構（ ）COP19 ISO JICA）

の短期専門家及び調査団員、国際農林水産業研究センター（ ）林業プロジェクト短期在外JIRCAS
研究員等として、 名（平成 年度： 名）の専門家を カ国へ派遣した。105 24 111 25

○ 国際協力のための専門家（職員）の派遣先・種別と派遣人数 （ ）内は平成２４年度実績）（

派遣先・種別 派遣人数

１７ （２０）１． 国際機関（COP19、ＩＳＯ等）主催の専門家会合等

１７ （１６）２． 国際協力機構（ＪＩＣＡ）の短期専門家

１ （９）３． 国際協力機構（ＪＩＣＡ）の調査団員

０ （１）４． 国際林業研究センター（ＣＩＦＯＲ）のプロジェクトリーダー

５ （１４）５． 国際農林水産業研究センター（ＪＩＲＣＡＳ）の林業プロジェクト短期在外研究員

６５ （５１）６． 森林総合研究所受託出張制度

合 計 １０５ （１１１）

○ 国際協力のための専門家（職員）の派遣対象国

アメリカ、イギリス、インドネシア、エストニア、エチオピア、オーストラリア、オースト

リア、カナダ、韓国、カンボジア、キルギス、ケニア、コロンビア、タイ、台湾、中国、ド

イツ、ニュージーランド、ネパール、フィンランド、ブラジル、ベトナム、ポーランド、マ

レーシア、モンゴル

外部機関対応として、 の国際技術協力・共同研究プロジェクトについては、プロジェJIRCAS
JICAクトごとに「所内支援委員会」を設け、国際プロジェクト推進を積極的に支援した。また、

プロジェクトのうち 件の「国内支援委員会」に委員として参画し、 のプロジェクト推進を1 JICA
積極的に支援した。

また、海外の大学や国際研究機関等と連携・協力し、合計 件（平成 年度： 件）の国際36 24 39
CIFOR 1 24共同研究やプロジェクト研究を実施した 内訳は 国際林業研究センター 件 平成。 、 （ ） （

）、 （ ）、 （ ）、年度： 件 プロジェクト 件 同 件 外部資金等プロジェクト 件 同： 件1 JICA/JST 3 3 20 26
（ ）、 （ ）及び科学技術協力協定等に基づく二国間共同研究 件 同： 件 運営費交付金 件 同： 件9 6 3 3

である。
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これらの研究プロジェクト等により、合計 名（同： 名）の研究者を受け入れた。このほ22 25
5 4かに、当所外国人研究者受入規則及び日本学術振興会のフェローシップ制度により 名（同：

名）を受け入れた。

25 MOU LOAなお、平成 年度に締結していた （覚書： ）及びMemorandum of Understanding
（合意書 ）の数は、 件（同： 件）であった。：Letter of Agreement 29 27

○ 国際共同研究等及び招へい研究員受入件数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

国際共同・ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ件数 ８５ ８６ ８２ ３９ ３６

招へい研究員受入総人数 ２３ ２３ ２５ ２５ ２２

○ 国際共同研究、プロジェクト研究の種別・相手機関と実施件数 （ ）内は平成２４年度実績）（

種 別 ・ 相 手 機 関 実施件数

１．国際共同研究覚書（ＭＯＵ等）による共同研究 ２９ （２７）

２．国際共同研究プロジェクト

１） 国際研究機関（国際林業研究センター（ＣＩＦＯＲ）) １ （１）

２） 国際協力機構等（ＪＩＣＡ/JST） ３ （３）

３ JSPS-JICA派遣事業 ０ （０））
４） 交付金プロジェクト ０ （０）

５） 環境省、文部科学省等外部資金等プロジェクト ２０ （２６）

６） 科学技術協力協定等に基づく二国間共同研究 ９ （６）

７ 運営費交付金 ３ （３））

合 計 ３６ （３９）

○ 海外からの受入研究者の種別と受入人数 （（ ）内は平成２４年度実績）

種 別 受入人数

１．招へい研究員 ２２ （２５）

２．日本学術振興会フェローシップ等 ５ （４）

合 計 ２７ （２９）

海外出張については、出張者に出発前に情報を徹底するなど、以下のように職員の海外出張時

の健康・安全対策、およびコンプライアンス順守の強化を図った。

①「海外出張の健康・安全対策マニュアル」の見直しを行い 「外務省最新渡航情報」を逐次「所、

内イントラネット」に転載し 「外務省海外安全ホームページ」等と併せて活用をすすめた。、

②「緊急時の連絡先（宿泊先、訪問先等）や国内の留守宅等連絡先を明確に把握するため、全て

の出張者に「渡航連絡票」の作成・提出を徹底させた。

③役職員及び当所が出張依頼する外部者を対象としている海外旅行傷害保険について、同保険を

担保とする海外医療アシスタンスサービスへの加入を継続し、渡航時の健康確保に努めた。

また、国内の学会等への協力については、 件（平成 年度： 件）行った。具体的には、98 24 109
日本木材学会、日本接着学会、森林利用学会、日本森林学会、日本エネルギー学会等の専門委員

会委員等として学会活動に参加し、積極的に貢献した。

○ 国内の学会への対応件数の推移 （依頼出張）

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

98国内学会対応件数 ７７ ７７ ９３ １０９

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

日本の政府機関や法人、国際機関等との協力を進めるため、国内外への専門家派遣が着実に行
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われていること、国際共同研究・海外プロジェクト研究を積極的に実施するとともに、外国人研

究者受入を着実に行い、国が行う国際連携・協力・交流に積極的に協力したこと、職員の海外出

張時の健康・安全対策、およびコンプライアンス順守の強化を図ったこと、国内の学会で専門委

員会等に参加し貢献したことなどから「ａ」と評定した。

186



平成２５年度評価シ－ト(指標)の集計表

（大項目）第１ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成する
ためとるべき措置

（中項目）５ 専門分野を活かしたその他の社会貢献
第１-５

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

① 民間、行政機関等からの依頼に応じ、研究所の有する専門的知識が

必要とされる林業用種子の発芽鑑定、木質材料の耐久性試験、木材の ａ 100 1

鑑定等を行う。

② 研究成果を活用した講習の実施、国、都道府県、団体等が主催する

講習会等への講師の派遣、情報の提供等を積極的に行うとともに、こ

れらの機関から若手研究者等を研修生として受入れ、研究者としての ａ 100 1

人材育成・資質向上に寄与する。

、海外研究機関等からの研究者を研修生として受け入れることにより

人材育成に寄与する。

③ 新品種等の利用を促進するため、都道府県等に対し、採種（穂）園

の造成・改良技術等の林木育種技術について、各種協議会等における ａ 100 1

指導を行うとともに、講習会を合計20回を目標に開催する。

④ 我が国を代表する森林に関する総合的研究を行う機関として、国際

機関の専門家会合及び国内外の学会等に専門家を派遣する。 ａ 100 1

政府の行う科学技術に関する国際協力・交流に協力する｡

（ 指標数：４ 、ウェイトの合計③：４ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 400

100 %
4ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）１ 効率化目標の設定等

（小項目 （１）効率化目標）

ア 研究開発

① 人件費を除く運営費交付金予算で行う業務（新規に追加されるもの、拡充分等を除

く ）については、業務の見直し及び効率化を進め、平成24年度予算比で、一般管理
指 標

。

費の3％及び業務経費の1％の合計に相当する額に50,757千円を加えた額の削減を行

う。

年度計画：

人件費を除く運営費交付金予算で行う業務（新規に追加されるもの、拡充分等を除く ）につい。

24 3 1ては 業務の見直し及び効率化を進め 平成 年度予算比で 一般管理費の ％及び業務経費の、 、 、

％の合計に相当する額に 千円を加えた額の削減を行う。50,757

実施結果：

経費削減を達成するため、業務の優先度に基づく執行や資金の使途ごとの支出限度額の設定に

よる目標管理等、執行予算の管理体制を 年度に引き続き強化した。削減の主なものは、研究業24
務について効率化・優先度の見直しを行い、研究領域及び支所等の業務推進経費である「領域・

支所共通費」を約 千円削減した。老朽化した給水配管の更新等による給水使用量の節減に31,812
より、上下水道料を約 千円節減した。事業用車については 台の削減等を行い約 千円22,977 1 344
の経費節減となった。土地借料等については、利用の効率化を図り一部の土地等を返還すること

により約 千円節減を行った。3,794
予算上、平成 年度の業務経費は前年度に比し ％減、一般管理費は前年度に比し ％の25 4.1 3.3

減となった中で、上記の取組により削減目標を達成した。

○ 運営費交付金、及びそれに係る業務経費と一般管理費の予算額 （単位：千円）

区分 平成２４年度 平成２５年度 （対前年度比）

9,117,746 8,828,662 96.8%運営費交付金

1,619,690 1,552,736 95.9%業 務 経 費

827,493 800,200 96.7%一 般 管 理 費

2,447,183 2,352,936 96.1%合 計

○ 業務経費と一般管理費の予算額の前年度比

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

対前年度推移 ９６.７％ ９４.８％ ９７.５％ ９８.１％ ９６.１％

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

引き続き予算管理体制を強化したこと、業務の優先度に基づく執行や資金の使途ごとの支出限

度額の設定による目標管理等による執行を通じ、運営費交付金に係る業務経費前年度比 及び4.1%
一般管理費前年度比 ％節減できたことなどから「ａ」と評定した。3.3
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）１ 効率化目標の設定等

（小項目 （１）効率化目標）

イ 水源林造成事業等

② 業務運営の効率化を図り、平成22年度経費と比較して、補正予算の影響額を除き、

一般管理費については39％、人件費については22％（ 国家公務員の給与の改定及び
指 標

「

臨時特例に関する法律」に準じた措置の影響額を除く 、事業費については16％削減。）

する。

年度計画：

業務運営の効率化を図り、平成 年度経費と比較して、補正予算の影響額を除き、一般管理費22
、 （「 」については ％ 人件費については ％ 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律39 22

に準じた措置の影響額を除く 、事業費については ％削減する。。） 16

実施結果：

（ア）一般管理費

事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から、平成 年度に実施した森林農地整備センター23
22本部（川崎市）及び関東整備局の事務所の移転・共用化などにより、事務所借上げ経費を平成

年度と比較して 百万円削減したこと、また、特定中山間保全整備事業等の事業区域等の完了168
に伴う効果や従来から取り組んでいる室内の温度管理・昼休みの消灯等による電気使用の抑制、

消耗品のリユースによる活用や共有化の推進、カラーコピーの使用の抑制や定期刊行物の購読の

見直しなどにより事務費を平成 年度と比較して 百万円削減するなど経費の削減を図り、一22 50
般管理費全体で平成 年度と比較して ％の削減となり目標を達成した。22 48.6

（イ）人件費

農用地総合整備事業等に係る事業区域等の完了・縮小に伴い、職員数の削減に前倒しで取り組

む必要があることから、退職者の補充の抑制に努めた結果、平成 年度期末の職員数（ 人）25 364
は平成 年度期末（ 人）と比較して 人の減となった。22 461 97
この結果、人件費は 「国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律」に準じた措置の影、

響額を除き、平成 年度と比較して の削減となり目標を達成した。22 24.4%

（ウ）事業費

特定中山間保全整備事業等を計画的に実施し事業区域等を完了したほか、引き続きコスト縮減

に努めて事業を実施し、好循環実現のための経済対策に係る補正予算の確保に努めた中で可能な

限り事業の進捗を図った結果、繰越額を考慮した事業費は、平成 年度への繰越額が 年度か26 24
ら 年度への繰越額よりも減少したことにより、補正予算の影響額を除き平成 年度と比較し25 22
て ％の削減率となった。15.9
なお、繰越額を除いて算出した事業費では、平成 年度と比較して ％の削減率となり、22 16.7

目標の ％に対して ％となった。16 104

○ 一般管理費、人件費及び事業費の削減率 （金額：千円）

平成22年度 平成25年度 対22年度 対22年度

区分 当初計画 実績 削減額 削減率 備考

① ② ③ ③／①

730,200 375,337 354,863 48.6％一般管理費

人件費 注13,675,958 2,777,622 898,336 24.4％
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47,671,757 9,565,793 16.7％

事業費 注257,237,550 48,118,192 9,119,358 15.9％

注 1 人件費については、退職金、退職給付引当金繰入及び福利厚生費(法定福利費及び法定外福利費)

並びに非常勤役職員給与及び人事院勧告を踏まえた給与改定部分を除く

2 事業費欄の上段は繰越額を除いて算出した額、下段は繰越額を考慮した額

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

一般管理費については、事務所経費の削減などにより目標を大きく上回る削減率を達成してい

ること、人件費については、退職者の補充抑制等の自助努力を講じて目標を達成していること、

また、事業費については、特定中山間保全整備事業等を計画的に実施し事業区域等を完了したほ

か、引き続きコスト縮減に努めて事業を実施し、好循環実現のための経済対策に係る補正予算の

確保に努めた中で事業の進捗を図った結果、目標は概ね達成していることなどから「ａ」と評定

した。
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）１ 効率化目標の設定等

（小項目 （２）給与水準）

③ 給与水準については、国家公務員の水準となるよう取り組むとともに、検証結果や
指 標

取組状況を公表する。

年度計画：

給与水準については、国家公務員の水準となるよう取り組むとともに、検証結果や取組状況を

公表する。

実施結果：

、 「 」 、当法人の給与体系は 国家公務員における 一般職の職員の給与に関する法律 等に準拠して

職員給与規程を規定しており、給与水準は国家公務員と同水準である。平成 年度のラスパイレ25
ス指数 について、事務・技術職員は 、研究職員は となり、給与水準は国家公務員と同* 99.1 98.0

、 。 、 、水準であり 適切性を確保している 給与水準については 国家公務員の給与水準を十分考慮し

手当を含め役職員給与の在り方について、厳しく検証した上で、引き続き、給与水準の見直しを

行い、国家公務員に準拠した給与規定に基づき支給している。また、検証結果や取組状況につい

ては、毎年 月末に「独立行政法人森林総合研究所の役職員の報酬・給与等について」によりホ6
ームページ上で公表している。

（事務・技術職員）

99.1対国家公務員（行政職(一））

（研究職員）

98.0対国家公務員（研究職）

＊ 当法人の年齢別人員構成をウエイトに用い、当法人の給与を国の給与水準に置き換えた場合の給与水準を１００として、法人が

現に支給している給与費から算出される指数をいい、人事院において算出。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

給与水準の適正性の確保につとめたことから「ａ」と評価した。
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）１ 効率化目標の設定等

（小項目 （３）総人件費）

④ 総人件費については 「公務員の給与改定に関する取扱いについて （平成22年11月、 」

指 標 1日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の取組及び今後進められる独立

行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見直しを行う。

年度計画：

総人件費については 「公務員の給与改定に関する取扱いについて （平成 年 月 日閣議、 」 22 11 1
決定）に基づき、政府における総人件費削減の取組及び今後進められる独立行政法人制度の抜本

見直しの一環として、厳しく見直しを行う。

実施結果：

人件費の削減に向けた取組については、平成 年度から平成 年度の間に目標とした ％以18 22 5
上の削減の取組を平成 年度も引き続き実施し、平成 年度において、平成 年度と比し、人23 23 17
件費削減率△ ％以上を達成したところである。平成 年度においても、退職等による人員の減6 25
を全て補充することを控えるなど、引き続き人件費の削減に努めたところである。

、「 （ ）」 、また 国家公務員の給与の改定及び臨時特例に関する法律 平成 年法律第 号 に準じて24 2
平成 年 月までの間、給与の減額支給措置を実施したところである。26 3
さらに、国家公務員の給与に準じ、 歳台における昇級時対応号俸表等の改正及び 歳を超50 55

える職員の昇給号俸数の抑制を行った。

○ 人員数及び人件費削減の取組状況(単位：人・千円・％）

区 分 平成24年度 平成25年度 対前年度

人 員 数 679(5) 675(5) △4(0)
*

人件費（給与・報酬等） 5,117,674 5,104,358 △13,316
** **

*人員数は各年度の期末の人員数（平成24年度及び平成25年度の人員数には、それぞれ任期付研究員6名及び13名を含

む）であり、( )は役員数で内数

**平成24年度及び平成25年度の人件費（給与・報酬等）5,117,674千円及び5,104,358千円は、総人件費改革の削減対象人

件費の範囲から除くこととされている運営費交付金により雇用される任期付研究員にかかる人件費及び人件費の5％以上

の削減を達成した緑資源機構から承継した職員にかかる人件費を除いた額

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

総人件費の削減の取組に努めたことから「ａ」と評価した。
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平成２５年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）１ 効率化目標の設定等
第２－１

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

（ 、① 人件費を除く運営費交付金予算で行う業務 新規に追加されるもの

拡充分等を除く ）については、業務の見直し及び効率化を進め、平成 ａ 100 1。
24年度予算比で、一般管理費の3％及び業務経費の1％の合計に相当す
る額に50,757千円を加えた額の削減を行う。

② 業務運営の効率化を図り、平成22年度経費と比較して、一般管理費
については39％、人件費については22％（ 国家公務員の給与の改定及 ａ 100 1「
び臨時特例に関する法律」に準じた措置の影響額を除く 、事業費に。）
ついては16％削減する。

ａ 100 1
③ 給与水準については、国家公務員の水準となるよう取り組むととも
に、検証結果や取組状況を公表する。

④ 総人件費については 「公務員の給与改定に関する取扱いについて」、

ａ 100 1（平成22年11月1日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の

、取組及び今後進められる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として

厳しく見直しを行う。

（ 指標数：４ 、ウェイトの合計③：４ ）

100達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 400

＝
4ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化

（小項目 （１）組織等）

① 試験林については、研究課題の変更や完了に際し、継続して存置する必要性を検討
指 標

し、計画的に設置箇所の見直しを行うとともに、データベースの整備を図る。

年度計画：

試験林については、研究課題の変更や完了に際し、継続して存置する必要性を検討し、計画的

に設置箇所の見直しを行うとともに、データベースの整備を図る。

実施結果：

試験林については、研究課題の終了時に存置（継続利用 、廃止等の判断及び事務手続き等が円）

滑に進むよう、試験林ごとに研究期間、研究内容等を一覧できるデータベースを平成 年度に引24
き続き更新している。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

試験林について研究期間、研究内容等を一覧できるデータベースを更新したことから「ａ」と

評定した。
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化

（小項目 （１）組織等）

② 森林農地整備センターの現場組織については、特定中山間保全整備事業の1区域の

事業完了に併せて、廃止する。指 標
また、近畿北陸整備局について事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から、京

都市内へ移転・集約化する。

年度計画：

森林農地整備センターの現場組織については、特定中山間保全整備事業の 区域の事業完了に1
併せて、廃止する。

また、近畿北陸整備局について事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から、京都市内へ移

転・集約化する。

実施結果：

森林農地整備センターの現場組織については、平成 年度末で特定中山間保全整備事業の１区25
域（邑智西部区域）が完了したことから、 建設事業所（邑智西部建設事業所）を廃止した。1
また、近畿北陸整備局については、事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から、その事務

所を大阪市内から京都市内へ移転（平成 年 月）した。25 8

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

上記結果のとおり、事業の完了に伴い現場組織を廃止するとともに、事務・事業の効率化及び

経費の削減の観点から、近畿北陸整備局の事務所を大阪市内から京都市内へ移転したことにより

年度計画を達成したことから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化

（小項目 （２）保有資産）

③ 保有資産については 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針 （平成22年、 」

12月7日閣議決定）に基づき、引き続き、その保有の必要性について不断に見直しを

行い、法人が保有し続ける必要がないと認められるものは、支障のない限り、国への

返納等を行う。

連光寺実験林 東京都多摩市 島津実験林 京都市伏見区 及び宇治見実験林 京（ ）、 （ ） （

都市伏見区）については、平成23年度に設置した保有資産検討プロジェクトチームに
指 標

おいて、研究終了又は継続する場合の代替となるフィールドの確保、境界確定等の所

、 （ ） 。要の措置を取りまとめるとともに 不要財産調査票の作成 連光寺実験林 を進める

共同研究等による連携・協力を進め、研究施設・設備の効率的な活用を図る。

施設及び設備・機械のメンテナンスについては、アウトソーシングを行う。

書類倉庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）については、地価及び賃貸料の

動向等の費用対効果を踏まえ、国への返納措置又は売却を検討する。

年度計画：

保有資産については 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方針 （平成 年 月 日、 」 22 12 7
閣議決定）に基づき、引き続き、その保有の必要性について不断に見直しを行い、法人が保有し

続ける必要がないと認められるものは、支障のない限り、国への返納等を行う。

（ ）、 （ ） （ ）連光寺実験林 東京都多摩市 島津実験林 京都市伏見区 及び宇治見実験林 京都市伏見区

については、平成 年度に設置した保有資産検討プロジェクトチームにおいて、研究終了又は継23
続する場合の代替となるフィールドの確保、境界確定等の所要の措置を取りまとめるとともに、

不要財産調査票の作成（連光寺実験林）を進める。

共同研究等による連携・協力を進め、研究施設・設備の効率的な活用を図る。

施設及び設備・機械のメンテナンスについては、アウトソーシングを行う。

書類倉庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）については、地価及び賃貸料の動向等の費

用対効果を踏まえ、国への返納措置又は売却を検討する。

実施結果：

（保有資産の管理・運用・見直し）

保有資産については、資産の利用度等のほか、有効利用可能性の多寡といった観点に沿って、

その保有の必要性の検証や施設整備及び土地の利用計画について、施設整備・運営委員会で、ま

た、資産利用状況等調査を勘案した減損兆候の有無の判断を減損審査委員会等で、それぞれ行っ

ている。また、民間等からの借上物件については、大半が試験及び研究の目的の達成のための試

験研究調査用フィールド等として使用しているものであるが、契約時にその必要性等を適切に判

断し、借上を行っているところである。

減損審査委員会等において、次の 資産を除却処分とし、取り壊した。2
① 本所造林移動上家実験設備

② 九州支所堆肥小屋実験設備

土地については、本年度処分すべき箇所はなかったが、今後も点検を行うこととしている。

また、高知県による都市計画道路改良事業用地として、四国支所の建物敷の一部（ ㎡）を33.62
高知県へ 円で売却した。2,390,382
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○ 資産（土地）の保有状況（H26.3.31現在）

建 物 敷 実 験 林 等* 合 計

36.3ｈａ 763.3ｈａ 799.6ｈａ

*試験研究施設、樹木園、苗畑、原種苗畑、交配園、原種園、その他を含む。

（ ）、 （ ） （ ）連光寺実験林 東京都多摩市 島津実験林 京都市伏見区 及び宇治見実験林 京都市伏見区

については、当所での保有資産検討プロジェクトチームに基づいて、連光寺実験林（東京都多摩

） 、 、 。市 については 委託調査による境界確定作業等を実施し 不要財産調査票(案)の作成を行った

また、島津実験林（京都市伏見区）及び宇治見実験林（京都市伏見区）については、利用状況の

把握、所内方針決定までを計画どおりに進めた。

ホームぺージ上の「産学官連携」の中で｢共同研究に利用できる施設及び機械・機器｣について

の情報を更新し、研究施設・設備の効率的な活用を図った。

施設及び設備のメンテナンスについては、 件の外部委託を行った。8
平成 年度～平成 年度の 年間契約23 25 3
（１）本所電気設備及び機械設備等運転点検保守管理業務 ．－393,843,240
（２）本所特殊空調機点検保守業務 ．－30,334,500
（３）本所環境調節装置点検保守業務 ．－23,625,000
（４）本所構内交換設備運転点検保守業務 ．－4,095,000
（５）本所クレーン点検保守業務 ．－4,725,000
平成 年度～平成 年度の 年間契約24 25 2
（６）本所実験廃水処理施設運転点検保守業務 ．－9,030,000
（７）本所シャッター点検保守業務 ．－1,129,800
（８）森林総合研究所本所及び林木育種センター施設の管理業務 ．－68,166,000

、 、 （ ）また 高額機器のメンテナンスについては 件 千円 平成 年度： 件 千円14 23,724 24 14 23,696
の外部委託を行った。

〇 高額機器の整備・点検業務 （ 件） 【 千円】14 23,724
発光分光分析装置、水利用効率測定装置、 シーケンサー、走査型プローブ顕微鏡、ICP DNA

走査電子顕微鏡（ 、高分解能質量分析装置、核磁気共鳴装置、Ｘ線回折装置、育成植物モ2）
ニタリングシステム個葉用光合成蒸散測定ユニット、育成植物モニタリングシステム光合成

蒸散測定ユニット、ダイオキシン測定機、キャピラリーシーケンサー、実験室内機器

14 4,130 24さらに 苗畑業務及び樹木園管理業務のうちの補助的作業については 件 千円 平成、 、 （

年度： 件 千円）の外部委託を行った。9 3,005

（千円）○ 外部委託（アウトソーシング）実施状況の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

業務委託費(千円) １９８,１４０ １８８,３９５ １８２,６３３ ２１９,０９０ ２１９,２２４

業務委託(件数) ４０ ３６ ３５ ３１ ３６

注）3年間契約は3分の1の金額を、2年間契約は2分の1金額を計上

森林農地整備センターにおいては、保有資産検討プロジェクトチームで検討した結果、書類倉

庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）について、経済性、利便性等を勘案するとともに、

福島市の除染計画では平成 年度以降の実施とされていることも踏まえ、国への返納措置（現物26
納付）をすることとした。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ
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評価結果の理由：

保有資産の必要性等について検討を行い、処分を進めたこと、施設・設備等のメンテナンスの

外部委託を進めたこと、研究施設・設備の効率的な利用のためにホームページの情報を整備した

ことなどから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化

（小項目 （３）職員の資質向上）

④ 研究職員については、学位の取得に配慮しながら、国内外の大学等への国内留学や

流動研究による研究交流を促すとともに、各種研修への参加等による意欲向上、能力

啓発及び資質向上を図る。
指 標

法令等で資格や特別教育等を必要とする業務については、業務に応じて必要な資格

やそのための研修等特別教育の情報を周知するなどの取組を通じ、必要な資格取得等

に努める。

年度計画：

研究職員については、学位の取得に配慮しながら、国内外の大学等への国内留学や流動研究に

よる研究交流を促すとともに、各種研修への参加等による意欲向上、能力啓発及び資質向上を図

る。

法令等で資格や特別教育等を必要とする業務については、業務に応じて必要な資格やそのため

の研修等特別教育の情報を周知するなどの取組を通じ、必要な資格取得等に努める。

実施結果：

農林水産省、林野庁、人事院等が主催する各種研修や農林水産技術会議が主催する技術講習会

やセミナーなどに一般職員および研究職員を積極的に参加させた。また、所内においても所内短

期技術研修等を実施した。所内の研修や講演時にはテレビ会議システムを活用し、支所等の職員

も参加できる方法をとった。

○ 各種研修受講者数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

９５５研修受講者数 ９１７ ６８５ ５８４ ８７６

６５研修件数 ７８ ７３ ７０7４

、 、 （ 、 、 、 、語学研修については 本所 支所等で合計 名 本所 名 北海道 名 東北 名 関西 名30 5 6 1 4
四国 名、九州 名、林木育種センター 名）が受講した。本所では、国際的な成果の発信や国3 5 6
際会議における発言力向上のため、プレゼンテーションスキル及び討論・議事進行能力の向上研

修を行い 名が受講した。5

海外留学については、外国の受入機関等からの経費保証により、 名の若手研究員をオールギ1
ャランティ研究員として派遣した。

また、研究職員のキャリアアップ及び研究活動の啓発、研究開発力の強化を目的とする国立大

学法人との人事交流として、国立大学法人東京大学大学院農学生命科学研究科へ 名の職員を派1
遣した。

学位の取得や資質の向上に向けて研究職員のモチベーションを高めるため、学位取得者を全所

。 、に通知するとともに学会賞等の受賞者をホームページで公表した 今年度の博士の学位取得者は

農学博士 名、環境科学博士 名、総取得者は 名（平成 年度： 名）となった。これは5 1 340 24 344
研究職の ％（同： ％）に該当する。78 79
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○ 学位取得者数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

学位取得者数 １５ １０ ９ ７ ６

取得率（％） ７１ ７４ ７５ ７９ ７８

○ 学位取得者数の総数 （平成２５年度現在）

農学博士 ２７０ （５） ＊その他１４名の内訳は以下のとおり。

理学博士 ３１ 林学博士２名、生命科学博士２名、生物資

学術博士 １４ 源科学博士２名、環境科学博士２名、

地球環境学博士 ６ 環境学博士、人間環境学博士、哲学博士、

工学博士 ５ 獣医学士、心身健康科学博士、文学博士

その他 １４ (１) 各１名＊

合 計 ３４０ (６)

（※（ ）内は平成２５年度新規取得者数）

研究開発部門においては、研究業務及び研究支援業務の遂行のために、新たに必要となる免許

及び資格を確実に取得させるとともに、各種の講習会等に参加させることによって、職員の資質

の向上を図った。

○ 業務遂行に必要な新規免許・資格取得者数の推移

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

免許・資格取得者数 ４６ ３５ １４ １０ ５

（主な免許：社会保険労務士、衛生管理者、危険物取扱者、ボイラー技士、クレーン運転士、放射線取扱主任者、測量士、測量士補）

○ 平成２５年度における技能講習会等参加者数

玉掛け業務技能講習（１名）、小型移動式クレーン運転技能講習（１名）、フォークリフト運転技能講習（３名）、

高所作業車運転技能講習（８名）、車両系建設機械運転技能講習【整地等】（２名）、

小型車両系建設機械特別教育（８名）、高所作業車特別教育(５名）、伐木等業務従事者特別教育(１８名）、

研削用砥石取替業務特別教育(１９名）、刈払機作業安全衛生教育（１２名）、

丸のこ等取扱い作業従事者安全教育（８名）、安全運転管理者講習（１名）、甲種防火管理者講習（４名）、

特別管理産業廃棄物管理責任者講習（６名）、危険物取扱者保安講習（１名）、狩猟免許更新講習(４名)

合計１０１名

公共事業部門（森林農地整備センター）においては、業務の円滑な遂行に資するために「独立

行政法人森林総合研究所森林農地整備センター国家資格等の取得に関する取扱要領」に基づき、

業務遂行に必要な免許及び資格取得の促進に努めた。また、官庁等が主催する外部講習会に職員

を参加させ資質の向上を図った。

○ 業務遂行に必要な新規免許・資格取得者数

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

10免許・資格取得者数 １７ ２０ １５ １５

（主な免許・資格：狩猟免許、日商簿記検定、ビジネス実務法務検定、衛生管理者、森林情報士、林業技士、技術士、測量士）

○ 平成２５年度における外部講習会等参加者数

公会計監査機関意見交換会(２名)、会計検査の指摘事例から学ぶ設計・施工不良の改善策講習会(２名)、

官庁契約・公共工事と会計検査講習会(５名)、評価・監査中央セミナー(５名)、ＮＩＳＣ情報セキュリティ勉強会(２名）、

日本複製権センター著作権セミナー(４名)、給与実務研修会(２名)、政府出資法人調達事務担当者研修会(１名)、

公文書管理研修Ⅰ(１名)、公文書管理研修Ⅱ(２名)、会計・税務セミナー(１名)、発注者綱紀保持研修(２名)、

消費税中央セミナー(２名)、税務基礎力養成講座(２名)、政府関係法人等会計事務職員研修(３名)、
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ＧＩＳ操作研修(３名)、神奈川県内訟務担当者研究会(４名)、林業専用道技術者研修(１９名)、森林施業技術研修(２名)

生物多様性保全研修Ⅰ(１名)、生物多様性保全研修Ⅱ(２名)、全国農村振興技術連盟東京フォーラム(２名)、

山村・都市連携・共同型地域作り研修(１名)、保安林及び林地開発許可研修Ⅱ(３名)、森林保護管理研修Ⅰ(１名)、

森林保護管理研修Ⅱ(１名)、森林総合利用研修Ⅱ(１名)、森林技術者ステップアップ研修(２名)、

農村道路研究部会研究集会・現地研修会(１名)

合計７９名

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

博士号取得を奨励した結果、 名が学位取得したこと、 若手研究員を海外研究機関へ派遣した6
こと、担当者を積極的に各種講習会等参加させ、免許及び資格を有する者の拡充、資質向上を図

ることができたことなどから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化

（小項目 （３）職員の資質向上）

⑤ 職員の法令遵守に資するため外部有識者を含めたコンプライアンス委員会を開催す

るほか、役職員への周知・徹底を図る。指 標
男女共同参画の推進および女性研究者の活躍促進に向けた両立支援の充実のため、

男女共同参画事業の推進に努める。

年度計画：

職員の法令遵守に資するため外部有識者を含めたコンプライアンス委員会を開催するほか、役

職員への周知・徹底を図る。

男女共同参画の推進および女性研究者の活躍促進に向けた両立支援の充実のため、男女共同参

画事業の推進に努める。

実施結果：

平成 年 月 日に外部有識者を含めた本所コンプライアンス委員会を開催し、平成 年度26 3 25 25
活動計画に基づき、危機管理体制の強化、情報セキュリティの強化、契約の適性化・業務の効率

化等の点検項目ごとに進捗状況を確認、評価した。

各種研修において行動規範の周知徹底を行うほか、平成 年 月 日には外部講師によるコ25 9 19
ンプライアンス研修会を開催し、コンプライアンス違反事例と再発防止策、リスク管理態勢に係

る教育を行うとともに、リスクマネジメント診断とその判定を行い、リスク管理態勢の認識チェ

ック等を行った。

（参考）平成 年度活動状況25
（１）役職員に対する教育・研修

平成 年 月 日 総合職新採用研修 森林技術総合研修所主催25 4 15
平成 年 月 日 一般職試験採用者研修 農林水産研修所主催25 4 17
平成 年 月 日 管理者研修 農業・食品産業技術総合研究機構主催25 5 15
平成 年 月 日 チーム長等研修 〃25 6 13
平成 年 月 日 主査等Ⅱ研修 〃25 6 28
平成 年 月 日 主査等Ⅰ研修 〃25 7 19
平成 年 月 日 労働法研修 〃25 9 19
平成 年 月 日 関東地区係長研修 人事院関東事務局25 11 11

平成 年 月 日 コンプライアンス研修 森林総合研究所主催25 9 19
テレビ会議システムを利用し、本支

所等職員を対象に、コンプライアンス

違反事例と再発防止策、リスク管理態

勢に係る教育を、リスクマネジメント

診断実習なども交え実施した。

（２）コンプライアンス推進状況に係る点検項目について

①危機管理体制の強化を図る。

②情報セキュリティの強化を図る。

③契約の適正化を推進し、業務の効率化を図る。

④公的研究費の適正な管理に努める。
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⑤早期予算執行等の適正な予算管理に努める。

⑥空間線量率が高い地域への調査研究に係る放射線防護管理の徹底を図る。

森林農地整備センターでは、平成 年 月 日に開催した外部有識者を含めた森林農地整備26 3 14
、 「 」、センターコンプライアンス推進委員会において 平成 年度取組計画に基づく① 緑の行動規範25

コンプライアンス・ハンドブック の各種研修・会議等の場を通じた周知徹底 ②重点課題 コ「 」 、 （

ンプライアンスを意識した実践行動、ソフトウェア管理体制の強化・徹底 「明るい職場づくり」、

の一層の促進）への取組、③毎月の役職員向けメールマガジンを通じたコンプライアンス違反事

例等の情報発信、コンプライアンス推進月間におけるコンプライアンス意識の啓発、④全職員を

対象にしたコンプライアンス自己診断の結果、を基に取組計画の有効性及び効果について検証・

分析を行い、次年度の取組方針へ反映させた。

（参考）平成 年度活動状況25
（１）役職員に対する教育・研修及び周知徹底

平成 年 月 日 著作権研修（ 名）25 4 11 11
平成 年 月 日 〃 （ 名）25 4 24 16
平成 年 月 日 農用地事業新任者研修（ 名）25 4 4 8
平成 年 月 日 新規採用者（ 月 日採用）研修（ 名）25 4 16 4 1 4
平成 年 月 日･ 日 課長補佐・主幹・係長研修（ 名）25 10 7 21 92
平成 年 月 日 水源林整備事務所長等研修（ 名）25 11 27 32
＊ 上記のほか整備局長・水源林整備事務所長会議、整備局総務課長会議、及び各整備局

管内総務・経理担当者会議等において、コンプライアンスの常識を周知徹底。

（２）重点課題への取組

・コンプライアンスを意識した実践行動として、当センターにおける業務遂行上注意すべき

事項をまとめた「著作権入門」を基に研修等を継続実施し、認識を深めながらコンプライア

ンスの意識向上に努めた。

・また 「明るい職場づくり」の一層の促進に向け、各職場単位で サイクルによる取、 PDCA
組を継続して実施するとともに、職場内の良好なコミュニケーションがとれるよう具体的な

行動事例をまとめた「コミュニケーションスキル（手法 」を基に推進月間の期間中、各職場）

で意識を持って実践行動に取り組んだ。

（３）メールマガジン情報発信・コンプライアンス推進月間（ 月）の活動11
・役職員向けのメールマガジンにおいて、新聞記事等に掲載されたコンプライアンス違反事

例を取り上げ注意喚起を行うとともに関連する法律を解説

・身近な法律についてわかりやすく紹介

・推進月間において、職場内の良好なコミュニケーションを図るために具体的な行動事例を

まとめた冊子「コミュニケーションスキル（手法 」を作成・配布し、各職場単位で実践行動）

に取り組むとともに、標語の募集（応募作品 点 、ポスターの作成・掲示による一層の明88 ）

るい職場づくりを推進

（４）コンプライアンス自己診断（平成 年 月）26 2
・緑の行動規範（ 原則）を基にした自己診断（ 原則あたり 設問）の結果、前年度より10 1 3
も全ての原則において評価値（各 点評価）が上昇しており 「緑の行動規範」が一定の浸10 、

透・定着しつつあることを確認

男女共同参画事業として以下の取組を行った。

①平成 年度に実施した男女共同参画意識調査の結果を取りまとめて結果報告書を刊行した。所24
内でこの調査結果をパネル展示したほか、支所・育種場を訪問して調査結果と男女共同参画の

取組を紹介し、意見交換会を実施するなど、調査結果を含め男女共同参画の取組を周知した。

独立行政法人森林総合研究所

203



独立行政法人森林総合研究所

②平成 年度に引き続き、男性職員の育児参加を促進させる目的で、男性職員の育児体験談をホ24
ームページに全 回掲載して意識啓発と情報共有を図った。22

③エンカレッジ推進セミナーや、男女共同参画の進んでいるフィンランドの女性研究者を講師と

した海外ロールモデルセミナーを開催したほか、職員研修、研究所会議などの機会を利用して

取組の状況を周知するなどして、男女共同参画意識の啓発に努めた。

④産休・育休中の代替要員制度の再周知、マタニティハラスメントへの注意喚起、妊娠育児中の

部下がいる上司のためのガイドブックの刊行・配布を行い、仕事と家族責任を両立しやすい職

場環境作りに努めた。

⑤平成 年度に引き続き、一時預かり保育室運営、家族責任を持つ研究者への研究支援の実施、24
キャリアカウンセリングの実施を行った。

⑥大日本山林会誌「山林」に当所の取組を紹介する記事が掲載されたほか、林業研究・技術開発

推進ブロック会議ならびに外部機関主催シンポジウムで当所の取組を紹介して成果を外部へ発

信した。

⑦男女共同参画をさらに推進する目的で文部科学省の女性研究者研究活動支援事業（拠点型）に

応募して外部資金獲得を試みた。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

コンプライアンス推進研修等の取組を実施し、職員への周知徹底を図ったこと、男女共同参画

推進とワーク・ライフ・バランス実現のため育児サポート体制など職場環境の整備を進めたこと

などから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）２ 資源の効率的利用及び充実・高度化
第２-２

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

① 試験林については、研究課題の変更や完了に際し、継続して存置す
る必要性を検討し、計画的に設置箇所の見直しを行うとともに、デー ａ 100 1
タベースの整備を図る。

② 森林農地整備センターの現場組織については、特定中山間保全整

ａ 100 1
備事業の１区域の事業完了に併せて、廃止する。
また、近畿北陸整備局について事務・事業の効率化及び経費の削減

の観点から、京都市内へ移転・集約化する。

③ 保有資産については 「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方、

針 （平成22年12月7日閣議決定）に基づき、引き続き、その保有の必」

要性について不断に見直しを行い、法人が保有し続ける必要がないと

認められるものは、支障のない限り、国への返納等を行う。

連光寺実験林（東京都多摩市 、島津実験林（京都市伏見区）及び宇）

治見実験林（京都市伏見区）については、平成23年度に設置した保有

資産検討プロジェクトチームにおいて、研究終了又は継続する場合の
代替となるフィールドの確保、境界確定等の所要の措置を取りまとめ ａ 100 1
るとともに、不要財産調査票の作成（連光寺実験林）を進める。
共同研究等による連携・協力を進め、研究施設・設備の効率的な活

用を図る。
施設及び設備・機械のメンテナンスについては、アウトソーシング

を行う。

書類倉庫として活用しているいずみ倉庫（福島市）については、地

価及び賃貸料の動向等の費用対効果を踏まえ、国への返納措置又は売

却を検討する。

④ 研究職員については、学位の取得に配慮しながら、国内外の大学等
への国内留学や流動研究による研究交流を促すとともに、各種研修へ
の参加等による意欲向上、能力啓発及び資質向上を図る。 ａ 100 1
法令等で資格や特別教育等を必要とする業務については、業務に応

じて必要な資格やそのための研修等特別教育の情報を周知するなどの
取組を通じ、必要な資格取得等に努める。

⑤ 職員の法令遵守に資するため外部有識者を含めたコンプライアンス

ａ 100 1委員会を開催するほか、役職員への周知・徹底を図る。
男女共同参画の推進および女性研究者の活躍促進に向けた両立支援

の充実のため、男女共同参画事業の推進に努める。

（ 指標数：５、ウェイトの合計③：５ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 500 100 %

5ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

独立行政法人森林総合研究所
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ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）３ 契約の点検・見直し

（小項目）

他の独立行政法人の事例等も参考に、随意契約の見直しを更に行うと共に、一者応札

・応募となっている入札についても引き続き原因の分析を行い、更に「独立行政法人の

契約状況の点検・見直しについて」における改善状況のフォローアップについて」(平

成24年9月7日総務省行政管理局長事務連絡）に基づく取り組みを着実に実施することに

より「随意契約見直し計画 「一者応札・応募改善に向けての取組」の一層の推進を図」

る。

「随意契約の見直し計画」の実施状況及び契約の実施状況について引き続き公表する

指 標 とともに 「独立行政法人が行う契約に係る情報の公表について （平成23年6月3日内閣、 」

官房行政改革推進室長事務連絡）に基づく契約に係る情報の公表及び「公益法人に対す

る支出の公表・点検の方針について （平成24年6月1日行政改革実行本部決定）に基づ」

く情報の公開を着実に実施することにより契約の透明性の向上に積極的に対応する。

入札・契約事務の適正な実施について、外部有識者を含めた契約監視委員会及び入札

監視委員会並びに監事及び会計監査人によるチェックを受ける。

監事及び会計監査人との連携強化、監査従事職員の資質の向上のための研修を行うな

ど、内部監査体制を整備し、その機能の強化を図る。

年度計画：

他の独立行政法人の事例等も参考に、随意契約の見直しを更に行うと共に、一者応札・応募と

なっている入札についても引き続き原因の分析を行い、更に「独立行政法人の契約状況の点検・

見直しについて」における改善状況のフォローアップについて」(平成 年 月 日総務省行政24 9 7
管理局長事務連絡）に基づく取り組みを着実に実施することにより「随意契約見直し計画 「一者」

応札・応募改善に向けての取組」の一層の推進を図る。

「 」 、随意契約の見直し計画 の実施状況及び契約の実施状況について引き続き公表するとともに

「独立行政法人が行う契約に係る情報の公表について （平成 年 月 日内閣官房行政改革推」 23 6 3
進室長事務連絡）に基づく契約に係る情報の公表及び「公益法人に対する支出の公表・点検の方

針について （平成 年 月 日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開を着実に実施する」 24 6 1
ことにより契約の透明性の向上に積極的に対応する。

入札・契約事務の適正な実施について、外部有識者を含めた契約監視委員会及び入札監視委員

会並びに監事及び会計監査人によるチェックを受ける。

監事及び会計監査人との連携強化、監査従事職員の資質の向上のための研修を行うなど、内部

監査体制を整備し、その機能の強化を図る。

実施結果：

（ 随意契約の見直し計画」の実施状況）「

、 （ ）契約状況の点検・見直しについては 総務省行政管理局からの事務連絡 平成 年 月 日21 11 17
に基づき、競争性のない随意契約の徹底した見直しと一般競争入札等の競争性確保を図るため、

外部有識者で構成された契約監視委員会及び主務大臣による点検、見直しの結果に基づいて見直

し計画をたて、これを公表しつつ実施しているところである。平成 年度における随意契約は件25
数、金額ともに随意契約見直し計画を下回った。なお、平成 年度以降においても引き続き計画26
の達成に努めることとしている。

競争入札については、平成 年度 件 億円であったが、平成 年度 件 億20 482 162.66 21 371 119.18
円、平成 年度 件 億円、平成 年度 件 億円、平成 年度 件 億22 332 82.05 23 317 51.78 24 214 44.29
円、平成 年度 件 億円と年々大きく減少している。減少の主な要因は、森林農地整備25 237 34.38
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センターで実施している特定地域整備等勘定における特定中山間保全整備事業、農用地総合整備

事業及び既設道移管円滑化事業の工事・コンサル等契約が事業完了に向けて減少したことなどで

ある。

○ 随意契約見直し計画と平成２５年度に締結した契約の状況 （単位：件、千円）

平成20年度 平成25年度 比較増△減 見直し計画区 分
件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額 件 数 金 額

競争性のある契約 (67.4%) (91.9%) (78.1%) (94.3%) ( %) (70.5%) (93.1%)(△51.0%) △78.5

496 16,389,882 243 3,517,741 519 16,601,882△253 △12,872,141

競争入札 (65.5%) (91.25%) (76.2%) (92.1%) ( %) (68.9%) (92.8%)(△50.8%) △78.9

482 16,265,725 237 3,438,184 507 16,539,181△245 △12,827,541

企画競争・公募等 (1.9%) (0.7%) (1.9%) (2.1%) (△35.9%) (1.6%) (0.4%)(△57.1%)

14 124，157 6 79,557 △44,600 12 62,701△8

競争性のない随意契約 (32.6%) (8.1%) (21.9%) (5.7%) ( %) %) (29.5%) (6.9%)△71.7 (△85.1

240 1,437,425 68 213,473 217 1,225,425△172 △1,223,952

(100%) (100%) (100%) (100%) ( %) ( %) (100%) (100%)△57.7 △79.1

合 計 736 17,827,307 311 3,731,214 736 17,827,307△425 △14,096,093

（注1）随意契約見直し計画の作成時において、国の公募型委託試験研究プロジェクト等の取扱については、政府全体の

研究開発法人の在り方を踏まえて検討することとされ、随意計画等見直し計画からは除外していた国等の委託研究

の公募に係る再委託分140件、436,031千円を「競争性のない随意契約」に追加したため、平成20年度実績及び見直

し計画の数字が平成23年度以前年度の評価シートと異なっている。

（注2）見直し後の随意契約は、真にやむを得ないもの。

（注3）金額は、それぞれ四捨五入しているため合計が一致しない場合がある。

（契約の適正化）

一者応札・応募の対応については、内部委員による入札審査委員会において、入札方法・入札

公告期間・入札掲示箇所・入札参加資格・入札公告内容・仕様書の記載内容等の適正審査を行い

縮減に努めた結果、一者応札・応募となった契約の件数は減少傾向にある。

一者応札・応募となった契約の件数と金額の状況 （単位：件、千円）○

平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

138 1,742,336 121 1,228,236 142 951,034 84 2,102,392 86 914,215

（契約情報の公開）

「随意契約の見直し計画」の実施状況及び契約の実施状況について、本所のホームページにお

23 6 3いて公表するとともに 「独立行政法人が行う契約に係る情報の公表について （平成 年 月、 」

日内閣官房行政改革推進室長事務連絡）に基づく契約に係る情報については、ホームページで周

知を行うとともに、平成 年 月 日以降の入札公告に契約情報の公表について記載し、落札者23 7 1
「 」 、から 独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に関する報告書 を受領することとしているが

平成 年度以降平成 年度までにおいて公表に該当する事例はなかった。23 25

（民間競争入札の実施）

「公共サービス改革基本方針 （平成 年 月閣議決定）別表に記載された （独）森林総合研」 、23 7
究所の施設の管理・運営業務については、民間競争入札を実施し、平成 年度から 年間業務を24 2
実施した。平成 年度においては、平成 年度の実施状況について官民競争入札等監理委員会25 24
及び入札監理小委員会で審議され、包括的な質、確保すべき水準は達成しているが、実施経費が

増加しているとの評価を受けた。その結果を踏まえ、統括責任者は業務責任者が兼務すること、

林木育種センターの保安警備業務を包括の範囲から除外すること、業務実施期間を 年間として3
実施することを盛り込んだ実施要項に基づいて実施することについて、官民競争入札等監理委員
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会及び入札監理小委員会で了承され平成 年度から 年間の業務について民間競争入札を実施し26 3
た。

（入札監視委員会による審査）

本所においては、研究開発に係る施設等工事業務における契約手続きの透明性の確保を図るた

め 「森林総合研究所本所入札監視委員会」を開催し、入札及び契約手続きの運用状況についての、

調査審議を行った。入札にあたっては、参加条件の拡大、履行期間を見越した早期発注、複数箇

所への公告を図り、更に業者が入札情報をどういう方法で入手したか、また、辞退した時の理由

を聞き取りするなど改善に努めてきたところであるが、平成 年度補正予算の執行等における入24
札不調・不落を改善するため、引き続き、競争参加資格の格付けの拡大、品質確保に留意した施

工実績や技術者の参加資格要件の緩和及び実勢価格を反映した適正な積算に努めるなど、実質的

な競争性が確保できるよう努力した。

また、森林農地整備センターにおいては、水源林造成事業等に係る工事及び測量・建設コンサ

ルタント等業務における契約手続き等の透明性の確保を図るため 「森林総合研究所森林農地整備、

センター入札監視委員会」を開催し、入札及び契約手続きの運用状況についての調査審議を行っ

ており、さらに農林水産省に設置されている「森林農地整備センター（旧緑資源機構）の入札監

視のための委員会」において森林農地整備センターでの入札監視が適正に行われているかの検証

がなされた。

、 、 、 、なお 建設工事 測量・建設コンサルタント等業務について 一者応札の改善を図る観点から

従来より取り組んでいる入札参加資格要件の緩和や発注時期の集中を回避するための早期発注、

システムの活用などを図った。RSS
（参考）RSSシステムとは、主にWebサイトの更新情報を配信するための一手法であり、ホームページで公表している入

札情報を効率よく閲覧できるシステムである。

（契約監視委員会による審査）

平成 年 月 日に委員会を開催し、平成 年度及び平成 年度第 四半期に締結した随25 9 27 24 25 1
意契約、一般競争入札等のうち一者応札・応募となった契約及び落札率の高い契約について審査

を行うとともに、前年度に引き続き か年連続して一者応札・応募となった更新案件について、2
一件ごとに改善に向けた取組内容等を整理し、報告及び事後点検を受けた。点検結果は本所ホー

ムページ上で公表した。委員からは、①今後も入札における十分な競争性を確保するため、入札

説明書受領者で応札しなかった業者に対するアンケート調査を継続し、その結果を踏まえた入札

、 、方法の改善になお一層努めること ②一者応札・応募等を減らすための改善方策は進んでいるが

引き続き一者応札等の削減に向けて努力を継続すること。なお、一者応札にならざるを得ないと

判断される案件については、随意契約とする検討も必要ではないかとの指摘を受けた。

（監事及び会計監査人による入札・契約事務のチェック）

、 、監事は 本所及び森林農地整備センター本部並びに監査対象事務所における監事監査において

入札・契約事務が適正に実施されているかどうかの監査を実施した。また、監事は契約監視委員

会の委員として入札・契約事務のチェックを行った。

会計監査人においては、本所及び森林農地整備センター本部並びに監査対象事務所における監

査の際、入札・契約事務に係る内部統制の運用状況について監査を実施した。

（監事及び会計監査人との連携強化）

監事及び会計監査人においては監事の業務監査の有効性を高めるため、監査計画の策定、期中

監査の実施状況、結果報告及び決算監査における取りまとめ報告など、各段階において意見交換

、 、を行うとともに 会計監査人主催の独立行政法人の監事を中心とした意見交換会に監事が出席し

会計監査のポイントや システム監査に関する情報等を収集するなど密接な連携強化を図った。IT

（監査従事職員の外部研修への参加）

以下のセミナ－等に監査従事職員を参加させ、資質の向上を図った。
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・会計検査院主催の「公会計監査機関意見交換会議」( 名)4
（ 名）・総務省主催の「平成 年度評価・監査中央セミナー25 」 4

・有限責任監査法人トーマツ主催の「独立行政法人平成 年度決算セミナー （ 名）24 2」

経済調査会主催の「官庁契約と会計検査・公共工事と会計検査講習会 （ 名）・(財) 」 1
・ 経済調査会主催の「平成 年度会計検査の指摘事例から学ぶ施工不良の改善策」講習会(財) 25

（ ）1名

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

随意契約見直し計画に基づき取り組んだ結果、随意契約は件数・金額ともに見直し計画を下回

った。また、契約の適正な事務の執行について外部有識者を含む委員会のチェックを受けた。さ

らに、監事及び会計監査人との連携強化等により監査機能の強化に努めている。

以上のことを評価して 「ａ」と評定した。、
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平成２５年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）３ 契約の点検・見直し

第２-３

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

他の独立行政法人の事例等も参考に、随意契約の見直しを更に行うと

共に、一者応札・応募となっている入札についても引き続き原因の分析

を行い、更に「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」にお

ける改善状況のフォローアップについて」(平成24年9月7日総務省行政管

理局長事務連絡）に基づく取り組みを着実に実施することにより「随意

契約見直し計画 「一者応札・応募改善に向けての取組」の一層の推進を」

図る。

「随意契約の見直し計画」の実施状況及び契約の実施状況について引

き続き公表するとともに 「独立行政法人が行う契約に係る情報の公表に ａ 100 1、

ついて （平成23年6月3日内閣官房行政改革推進室長事務連絡）に基づく」

契約に係る情報の公表及び「公益法人に対する支出の公表・点検の方針

について （平成24年6月1日行政改革実行本部決定）に基づく情報の公開」

を着実に実施することにより契約の透明性の向上に積極的に対応する。

入札・契約事務の適正な実施について、外部有識者を含めた契約監視

委員会及び入札監視委員会並びに監事及び会計監査人によるチェックを

受ける。

監事及び会計監査人との連携強化、監査従事職員の資質の向上のため

の研修を行うなど、内部監査体制を整備し、その機能の強化を図る。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）

独立行政法人森林総合研究所

211



平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）４ 内部統制の充実・強化

（小項目）

リスク管理活動などの取組において、PDCAサイクルを有効に機能させるなど、全所的
指 標

な内部統制の充実・強化を図る。

年度計画：

リスク管理活動などの取組において、 サイクルを有効に機能させるなど、全所的な内部PDCA
統制の充実・強化を図る。

実施結果：
当研究所では、年 回開催している研究所会議、毎月開催する理事会、隔週で開催する研究運3

営会議に理事長及び理事が出席し、業務運営等に関する意思決定を行っている。また、研究に関

1 1しては年 回開催する研究推進評価会議及び隔週で行う研究戦略会議、育種事業に関しては年

回の育種調整会議及び隔月の育種運営会議、水源林造成事業等に関しては年 回の整備局長会議2
及び隔月の事業運営会議に理事長及び理事が出席し、同様に意思決定を行っている。また、理事

長からのメッセージを職員全体に随時発信でき、これに対する職員の意見を書き込める電子メー

ルシステムを構築して双方向のコミュニケーションに努めるとともに、組織間、職員間の双方向

コミュニケーションを確保する取組も行っている。

内部統制の充実・強化を通じて業務全般にわたる適正化及び運営の改善と活性化を図るため、

平成 年度に引き続き、 サイクルによる研究所の業務に係るリスクの識別、評価、対応計24 PDCA
画の策定を行い、内部統制強化のためのリスク対応の取組を進めた。平成 年度は、研究所とし25
て優先して対応すべきリスクとして 「組織間及び職員間のコミュニケーション 「情報セキュリ、 」、

4ティの確保とセキュリティシステムの整備 「育種苗供給への貢献」及び「技術の高度化」の」、

点を選定し、これらのリスクに対して取り組むべき具体的な対応計画を策定したうえで、年度内

の実施状況を点検した。

主な対応計画と実施状況の具体的な例としては、以下の 点を挙げる。4
①「組織間及び職員間のコミュニケーション」では、職員が共有すべき重要事項の周知を確実に

行うため、各組織の長は組織内の全職員に対しミーティングなどにより周知することとした。

また、イントラネット掲示板に新たに「重要事項」のカテゴリーを設け、企画・総務部門の各

担当は必ず記載することとし、周知の確実な実行に取り組んだ。さらに、研究業務を円滑かつ

効果的に推進するため 「業務報告会」や「研究成果発表会」を通じて研究職員間及び組織間で、

情報の共有や意見交換を図る態勢作りに取り組んだ。

②「情報セキュリティの確保とセキュリティシステムの整備」では、高度化するウイルス攻撃や

サイバー攻撃に対して情報セキュリティを強化するため、内閣官房情報セキュリティセンター

が策定する「情報セキュリティ対策のための統一基準群」を踏まえ、情報セキュリティポリシ

ーの改訂を行った。役職員を対象に年 回の情報セキュリティ教育研修を実施するとともに緊2
急の同研修を実施し、休職者・長期病休者を除く全役職員（ 名）が受講した。また 「標1,503 、

的型メール攻撃」に対する教育訓練を 回に分けて実施した。さらに、情報セキュリティ教育2
研修における全役職員の理解度と知識習得の徹底を図るため ラーニングシステムを導入するe

、 、 。とともに 自己点検や情報セキュリティ監査を実施し 情報セキュリティ対策の充実を図った

③「育種苗供給への貢献」では、都道府県の要望する品種とその育種苗の安定的供給のため、新

たな開発品種等とその性能に係る情報提供を行うパンフレットを作成し、林木育種開発品種説

明会において活用した。また、講習会等に対する都道府県のニーズを把握するため、アンケー

トを実施し、講習会の実施計画に反映させた。

④「技術の高度化」では、水源林整備に必要な技術や知見を備えた技術者の育成に向けた、計画

的な研修として、森林技術総合研修所が実施する「森林施業技術研修」ほか つの研修コ－ス8
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に 名の職員を受講させた。また、職員の技術力の高度化を図るため、森林農地整備センター14
本部や各整備局が主催する現地検討会に、都道府県の技術者、森林管理局の担当者や本所の研

究者を講師として招き、指導や助言を受けることによって技術の高度化に努めた。

監事においては、内部統制の取組状況の監査を行い、監事監査報告書において一定の取組の成

果を認めるとともに、リスク管理活動などの取組において サイクルを有効に機能させ内部PDCA
統制の充実・強化を図るように指摘した。なお、点検結果については平成 年 月の研究運営会26 4
議で報告するとともにイントラネットを通じて職員に周知し、さらに平成 年度も引き続きリス26
ク対応計画の取組を実施することとした。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

平成 年度に引き続き、 サイクルを有効に機能させるため、全所的な内部統制の充実・24 PDCA
強化を図った。具体的な実施内容としては、研究所として優先して対応すべきリスクとして 「組、

織間及び職員間のコミュニケーション 「情報セキュリティの確保とセキュリティシステムの整」、

備 「育種苗供給への貢献」及び「技術の高度化」の 点を選定し、これらのリスクに対して取」、 4
り組むべき具体的な対応計画を策定し、年度内の実施状況を点検した。また、監事においては、

、 、内部統制の取組状況の監査を行い 監事監査報告書において一定の取組の成果を認めるとともに

内部統制の充実・強化に向けた一層の取組の促進を指摘した。

以上のように、全所的に内部統制の強化を具体的に進めたことを評価して 「ａ」と評定した。、
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平成２５年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）４ 内部統制の充実・強化

第２-４

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

ａ 100 1
リスク管理活動などの取組において、PDCAサイクルを有効に機能させ

るなど、全所的な内部統制の充実・強化を図る。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）５ 効率的・効果的な評価の実施及び活用

（小項目）

① 外部専門家・有識者による研究評議会を開催して、外部からの意見を聴取し、それ

らを研究所の運営に適切に反映させる。指 標
研究開発業務に関する課題ごとの自己評価に当たっては、外部専門家を含む公正な

評価を行う。

年度計画：

外部専門家・有識者による研究評議会を開催して、外部からの意見を聴取し、それらを研究所

の運営に適切に反映させる。

研究開発業務に関する課題ごとの自己評価に当たっては、外部専門家を含む公正な評価を行う。

実施結果：

本所の研究評議会は、研究評議会委員として 名の外部有識者を招き、平成 年 月 日に7 25 11 14
開催した。会議では、平成 年度研究評議会指摘事項への対応状況及び平成 年度の活動報告24 24
に続き、平成 年度業務の実績についての独立行政法人評価委員会林野分科会の指摘事項に対す24
る対応方針を説明した後、各委員から幅広い助言を得た。

研究評議会委員から指摘された事項のいくつかの例を以下に挙げる 機関の運営に関しては 個。 、「

々の研究は優れていることから、それらのつながりを示し、木材利用の出口を一層広げるように

して欲しい」とのご指摘を頂いた。これに対し、個別の研究を俯瞰的な視点から把握しつつ、総

合的な研究を進めることが実際に現場で役立つ成果につながると考えており、国産材の利用拡大

という出口に向け、川上から川下に至る一体的な研究を進めて参りたいと回答するとともに、森

林、林業の中核研究機関としての役割を十分に認識し、今後の研究を推進することを説明した。

また、人材の育成に関しては 「研究所にとって最も重要なのは人材であることから、若手研究者、

の確保や人材育成が必要である。特に、現在はグローバル化の時代なので、在外研究や留学等の

機会も必要ではないか」とのご指摘を頂いた。これに対し、研究所の将来を担う若手研究者の採

用は最重要の課題であり、様々な制度の活用を図って参りたいと答えるとともに、研究の国際的

な水準の確保のため、海外の研究機関と連携を図り、研究者の派遣や受入に積極的に取り組むこ

とを説明した。さらに、研究課題の設定に関しては 「森林総合研究所は種々の研究を行っている、

が、中でも国土保全などの森林の公益的機能に関するテーマは特に重要であることから、課題化

やプロジェクト化を考えて欲しい。その際、公的試験研究機関との連携も考えながら進めて欲し

い」とのご指摘を頂いた。これに対し、公益的機能は森林の重要な役割で、川下の住民にも感心

が高い。また、国土強靱化施策に関連するプロジェクト等には公的研究機関による現場の調査も

重要と認識しており、連携しつつ推進して参りたいと回答した。

各支所においては 平成 日に研究評議会を開催し 北海道： 月 日 出、 （ （26 2 18 28 2 18年 月 日～

3 2 21 3 2 18 3 2 21席委員 名 東北： 月 日 出席委員 名 関西： 月 日 出席委員 名 四国： 月）、 （ ）、 （ ）、

日（出席委員 名 、九州： 月 日（出席委員 名 、外部有識者である評議会委員に各支所2 2 28 3） ））

の業務運営、研究概要、主要成果及び広報活動を報告した。このうち、北海道、東北及び九州の

各支所では育種場と合同の開催とし、林木育種事業の概要等についても報告した。委員からは、

地域連携を深め一層の地域林業への貢献、コンテナ苗の低コスト化と安定供給、現場ニーズにあ

った成果の発信、研究成果の地元への還元、木質バイオマスの安定供給や資源管理などの技術開

発に関して、今後の支所・育種場運営への助言を得た。研究評議会で出された意見については対

応策について検討し、次年度計画の見直しに反映させた。
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研究重点課題の自己評価に当たっては、 の研究重点課題に対して 名の外部評価委員を招い9 18
て、平成 年 月 日から 月 日の間に重点課題評価会議を開催し、重点課題、研究課題群26 2 5 2 27
及び研究項目についてピアレビューを行った。評価結果については、研究推進評価会議において

研究課題責任者等による研究所全体での議論を行い、今後の研究推進についての基本方針を検討

した。

研究資源の重点化と効率的運用のため、研究推進本部会議を年 回開催し、重点研究分野を横2
断する つの分野横断的課題（低コスト林業、バイオマス利用、放射線影響、シカ害対策）につ4

、 、 、 。いて 研究の現状分析 研究者の有機的な連携 今後の効果的な研究推進について検討を行った

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

本所及び支所において外部専門家及び有識者による研究評議会を開催し外部の意見を広く聴取

して、研究所の運営に反映させた。また、研究課題ごとの自己評価に当たっては、外部専門家を

招いて公正な評価を行ったことなどを評価して 「ａ」と評定した。、
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）５ 効率的・効果的な評価の実施及び活用

（小項目）

② 研究職員の意欲向上及び自己啓発を目的として、研究職員の業績評価を多面的な方

向から行うとともに、評価結果を資源の配分、処遇等へ適切に反映させる。指 標
一般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観点から、国が実施

する評価制度に準じた評価を実施する。

年度計画：

研究職員の意欲向上及び自己啓発を目的として、研究職員の業績評価を多面的な方向から行う

とともに、評価結果を資源の配分、処遇等へ適切に反映させる。

一般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観点から、国が実施する評価制

度に準じた評価を実施する。

実施結果：

研究部門においては、研究職員の平成 年度業績の評価を 月から 月にかけて実施し、研究24 4 6
業績の部、内部貢献の部、外部貢献の部及び業務推進の部に分けて、多面的な活動を総合的に評

価した。評価結果については平成 年度の 月期の勤勉手当等に反映させた。25 12
また、平成 年度に引き続き、優れた技術開発、研究業績、社会貢献、業務遂行などを対象と24

して、 名に理事長賞を授与し、研究職員については内部貢献等で評価をランクアップする制度5
を適用した。

一般職員等については国の評価制度に準じた評価を適切に実施するため、研究開発部門と併せ

て、外部講師による評価者訓練を平成 年 月 日に 会議システムを用いて行う（本支所25 8 27 TV
等対象者数 名中 名参加）とともに、公共事業部門（森林農地整備センター）においては、84 80
人事評価実行チームによる評価者訓練を各整備局ごと（対象者数 人全員参加）に実施したとこ51
ろである。これらの訓練内容は、目標の設定方法や目標達成状況の評価に活かされ、また、評価

結果は国に準じて勤勉手当等処遇に反映させた。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

研究職員の意欲向上及び自己啓発を目的として、研究職員の業績評価を行い、評価結果を処遇

に反映させたこと、一般職等を対象に人事評価を実施したことなどから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第２ 業務運営の効率化に関する目標を達成するためとるべき措置

（中項目）５ 効率的・効果的な評価の実施及び活用

第２-５

評価結果

具 体 的 指 標
達成 達成度 ｳｪｲﾄ

① ②区分

① 外部専門家・有識者による研究評議会を開催して、外部からの意見

ａ 100 1
を聴取し、それらを研究所の運営に適切に反映させる。

研究開発業務に関する課題ごとの自己評価に当たっては、外部専門

家を含む公正な評価を行う。

② 研究職員の意欲向上及び自己啓発を目的として、研究職員の業績評

価を多面的な方向から行うとともに、評価結果を資源の配分、処遇等

へ適切に反映させる。 ａ 100 1

一般職員等については、組織の活性化と実績の向上を図る等の観点

から、国が実施する評価制度に準じた評価を実施する。

（ 指標数：２、ウェイトの合計③：２）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 200

100 %
2ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回り業務が進捗（120％以上）
評価区分ａ ：中期計画に対して業務が順調に進捗（90％以上120％未満）

ｂ ： 〃 業務の進捗にやや遅れ（60％以上90％未満）
ｃ ： 〃 業務の進捗に遅れ（30％以上60％未満）

ａｄ ： 〃 業務の進捗に大幅な遅れ（30％未満）
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平成２５年度評価シート(財務関係指標)

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

１ 研究開発

（１）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

中期計画に基づき、業務の効率化を進め、確実な経費の削減を図るなど、適切な運営
指 標

に努める。

実施結果：

平成 年度予算比で、一般管理費の ％及び業務経費の ％の合計に相当する額に 千24 3 1 50,757
円を加えた額の削減目標を達成するため、業務の効率化を念頭に、以下の項目を通じた経費の削

減に努めた。

①研究業務については、効率化・優先度の見直しを行い、研究領域および支所等の業務推進経費

である「領域・支所共通費」を約 千円削減した。31,812
②老朽化した給水配管の更新等による給水使用量の節減により、上下水道料を約 千円節減22,977
した。

③車両の更新において、 年のリース期間が満了した 台を 年の再リース契約とした。更に、5 4 2
使用頻度が少ない所有車 台（トラック）を売り払い 台の削減を行った結果、約 千円の1 1 344
経費節減となった。

④予算の大きな割合を占める土地借料等の経費を削減するため、利用率の低い土地及び使用頻度

の少ない建物等がないか検証し、土地約 、建物 棟を森林管理署へ返還し、また、土地の0.8ha 1
算定地目の見直しにより約 千円節減した。3,794

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

業務の効率化を行い、研究領域および支所等の業務推進経費である「領域・支所共通費」を削

減し、老朽化した給水配管の更新、事業車の効率化等による経費の節減、土地借料等の経費を節

減したことを評価して「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シート(財務関係指標)の集計表

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項
１ 研究開発
（１）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

第３-１-(１)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

ａ 100 1中期計画に基づき、業務の効率化を進め、確実な経費の削減を図るな
ど、適切な運営に努める。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③： ）１

達成度の計算： ＝ ＝ ( )
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100 100 %1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予 定 以 上（ ％以上） 【達成度： 】120 140
ａ ：十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】90 120 100

評価結果ｂ ：や や 不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】60 90 80
ｃ ：不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】30 60 40
ｄ ：要 改 善（ ％未満） 【達成度： 】30 0

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して取り組みは十分であった

ｂ ： 〃 取り組みはやや不十分であった
ｃ ： 〃 取り組みは不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２５年度評価シート(財務関係指標)

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

１ 研究開発

（２） 自己収入の拡大に向けた取組

研究活動の活性化及び研究成果の質の向上を図るため、積極的に競争的資金、委託プ

ロジェクト等の獲得に努める。業務の目的を踏まえつつ、受益者負担の適正化、寄附金

等による自己収入の確保に努める。種苗の配布について引き続き、優良種苗の普及及び

指 標 都道府県のニーズに配慮しつつ、配布価格を引き上げる。

特許の権利維持に当たっては、権利を保有する目的を明確にした上で、当該目的を踏

まえつつ、権利維持見直しを行い保有コストの低減を図るとともに、技術移転活動の活

性化に努める。

実施結果：

農林水産省や環境省等の研究プロジェクト外部資金獲得及び自己収入の確保を積極的に進め、

競争的資金 の獲得を図っをはじめ林野庁の事業等に積極的に応募し、 、委託事業等による研究費

た。

その結果、農林水産省の委託課題 件、林野庁事業 件を新規受託した。競争的資金では、農2 2
林水産業・食品産業科学技術研究推進事業で 課題の新規委託を受け、文部科学省の科学研究費4

なお、各府省の競争的資金の助成事業では 課題の新規採択があった（研究分担課題を除く 。46 ）

縮小に伴い、外部資金の獲得金額は前年度に比して減少している。

○ 外部資金の獲得状況 （（ ）内は平成２４年度実績）

項 目 件 数 金額（百万円）

政府受託＊ （３６） （６９６）２８ ４０８

その他の受託研究 （４５） （３１２）４８ ２９８

助成研究 （１１） （１１）１０ ２５

科学研究費助成事業による研究 （１３６） ** （３３４）１３９ ３５３

３ （３） ２０２）研究開発補助金 １６９ (

合 計 （２３１） （１,５５５）２２８ １,２５４

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。

* 科学研究費による研究１３９件のうち４６件が平成25年度新規課題である。*：

（（ ）内は平成２４年度実績）＊政府受託の内訳

項 目 件 数 金額（百万円）

林野庁 （８） （１８１）４ ７３

農林水産技術会議 （１８） （３９５）１８ ２４４

環境省 （９） （１２１）６ ９２

食料産業局 （１） － （０）－

合 計 （３６） （６９６）２８ ４０８

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。
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○ 競争的資金等獲得への応募件数と新規採択件数（*１）（（ ）内は平成２４年度実績）

応募先 応募件数 採択（契約）件数

文部科学省 科学研究費助成事業 (*２) （２２４） （５３）２０８ ４６

〃 研究活動スタート支援(*３) （１） （１）４ ０

〃 科学技術振興機構(JST) （３） （２）２ ２

環境省 環境研究総合推進費 （５） （０）６ ０

〃 地球環境保全等試験研究費（*４） （１） （１）１ ０

農林水産省 農林水産業・食品産業科学技術研究推進事業 （１５） （２）１４ ４

合 計 （２４９） （５９）２３５ ５２

(*１)：応募数は平成２５年度中に応募した主提案課題。採択（契約）は、大半が応募した翌年度に決定される。

(*２)：科学研究費助成事業ではこのほかに６４件（平成２４年度：５８件）の分担課題での応募があった。

(*３)：科学研究費助成事業のうち同一年度内の応募・採択分。

(*４)：国立公害と地球一括計上の枠があったが、平成２３年度以降は地球一括計上のみの公募となった。

○ 主な自己収入 （（ ）内は平成２４年度実績）

項 目 金 額 （百万円）

依頼出張経費収入 ２９ （２５）

入場料収入 １２ （１４）

鑑定・試験業務収入 ９ （７）

林木育種収入 ３ （１）

財産賃貸収入 ２ （２）

特許料収入 １ （１）

合 計 ５６ （５０）

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。

独立行政法人森林総合研究所の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性について 平「 （

成 年 月 日、政策評価・独立行政法人評価委員会 」及び「独立行政法人の事務・事業の22 11 26 ）

見直しの基本方針（平成 年 月 日閣議決定 」の指摘を踏まえ、都道府県に配布している種22 12 7 ）

、 。苗の配布価格について生産コストを検証し 平成 年 月 日より種苗価格の引き上げを行った25 8 1

平成 年 月に改定した権利取得後の知的所有権について、効率的な維持管理を図るため、 24 3
権利維持の「森林総合研究所が権利を有する特許権等の維持見直しについて」の方針に基づき、

の見直しを行い、平成 年度においては、実施許諾の可能性の少ない国内特許 件、国必要性等 25 8
。 。外特許 件について放棄することとした 過去 年間における見直し状況は以下のとおりである3 5

○ 特許の見直し状況

区分 平成２１年度 平成２２年度 平成２３年度 平成２４年度 平成２５年度

見直し件数 ３件 ５件 ６件 ６件 １２件

放 棄 １件 ３件 ６件 ６件 １１件

維 持 ２件 ２件 ０件 ０件 １件

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

都道府県に配布している種苗の配布価格について生産コストを外部資金の取得に努めたこと、

検証し、種苗価格の引き上げを行ったこと、 見直しを行い、実権利取得後の知的所有権について

施許諾の可能性の少ない特許 件の放棄したことなどから「ａ」と評定した。11
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１参考資料

○ 外部資金の獲得状況の推移

年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

件 金額 件 金額 件 金額 件 金額 件 金額

項目 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円）

28 408政府受託＊ 57 2,062 51 1,338 44 901 36 696

48 298その他受託研究 52 450 55 389 48 348 45 312

10 25助成研究 11 51 16 15 7 10 11 11

139 353
科学研究費助成事

96 250 124114 308 288 136 334
業による研究

3 169研究開発補助金 2 362 3 321 3 202

228 1,25４合 計 216 2,813 238 2,412 226 1,869 23１ 1,555

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。

＊ 政府受託の内訳の推移

年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

件 金額 件 金額 件 金額 件 金額 件 金額

項目 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円） 数 （百万円）

林野庁 17 1,124 13 434 11 263 8 181 4 73

農林水産技術会議 17 512 21 576 19 424 18 395 18 244

環境省 23 426 17 329 14 214 9 12１ 6 92

食料産業局 - - - - - - 1 0 - -

合 計 57 2,062 51 1,338 44 901 36 696 28 408

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。

○ 主な自己収入内訳の推移

年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度

金額 金額 金額 金額 金額

項目 （百万円） （百万円） （百万円） （百万円） （百万円）

依頼出張経費収入 ２０ ２４ ２５ ２５ ２９

入場料収入 １７ １５ １２ １４ １２

鑑定・試験業務収入 ６ １１ １１ ７ ９

林木育種収入 １ １ ２ １ ３

財産賃貸収入 ２ １ ３ ２ ２

特許料収入 ***２ ***１ １ １ １

合 計 ４７ ５４ ５３ ５０ ５６

注：百万円未満を四捨五入した関係で、計が一致しないところがある。

***特許料収入に著作権使用料を含む。
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参考資料２
（*注：応募の翌年を契約年度として算出。）○ 競争的資金等獲得への応募状況の推移

２１年度 年度 年度 年度 年度応募年度 ２２ ２３ ２４ ２５

１８９ １８７ ２０３ ２５１ ２５７応募件数

契約年度(*) ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

４９ ４６ ６５ ４９ ６４採択（契約）数
３２.０ １９.５ （２５.０）（採択率 ％） （２５.９） （２４.６） （ ） （ ）

（*注：応募の翌年を契約年度として算出。）○ 若手研究者の科学研究費補助金への応募状況推移

２１年度 年度 年度 年度 年度応募年度 ２２ ２３ ２４ ２５

４５ ４９ ４１ ４０ ３３応募件数

契約年度(*) ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度

１２ １３ １２ ５ ８採択（契約）数
（採択率 ％） （２６.９） （２６.５） （２９.３） （１２.５） （２４.２）

※研究種目「若手研究S、A、B、スタートアップ（22年度からスタート支援）」の応募・採択合計数

単位：千円○ 競争的資金獲得状況の推移 （継続＋新規）

※１ 科学研究費補助金は当所職員が研究代表者として獲得したもののみ。

※２ 平成24年度までは「新たな農林水産政策を推進する実用技術開発事業」

※３ 獲得した予算額であり、決算額ではない

省
庁
名

担当機関 制度名 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額

本省 科学技術振興調整費 2 37,618 0 0 0 0 0 0 0 0

科学研究費補助金
※1 96 256,258 111 318,256 124 303,635 136 353,122 141 409,328

　　〃　　（うち育種セ
ンター分） 10 23,720 11 24,050 15 35,870 13 26,510 10 21,890

重点地域研究開発推
進プログラム（シーズ
発掘試験）

1 2,000 0 0 0 0 0 0 0 0

地球規模課題対応国
際科学技術協力事業 1 18,590 1 20,449 1 20,176 2 30,538 2 31,977

農林水産業・食品産
業科学技術研究推進
事業　※２

17 512,521 17 479,329 12 297,369 9 196,019 7 117,321

　　〃　　（育種セン
ター配賦分） 2 4,742 1 2,000 2 2,076 2 2,176 0 0

（独）農業・食品
産業技術総合研
究機構

イノベーション創出基
礎的研究推進事業 3 87,834 3 78,298 2 62,912 3 68,962 2 59,634

地球環境研究総合推
進費 12 282,364 7 197,545 3 84,872 1 27,080 1 27,080

　　〃　　（育種セン
ター配賦分） 1 3,300 0 0 0 0 0 0 0 0

132 1,197,185 139 1,093,877 142 768,964 151 675,721 153 645,340計　※３

環
境
省

本省

文
部
科
学
省

農
林
水
産
省

本省

本省
日本学術振興会

（独）科学技術振
興機構

平成２３年度平成２１年度 平成２５年度平成２４年度平成２２年度
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平成２５年度評価シート(財務関係指標)の集計表

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項
１ 研究開発
（２） 自己収入の拡大に向けた取組

第３-1-(２)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

研究活動の活性化及び研究成果の質の向上を図るため、積極的に競争

、 。 、的資金 委託プロジェクト等の獲得に努める 業務の目的を踏まえつつ

受益者負担の適正化、寄附金等による自己収入の確保に努める。種苗の

配布について引き続き、優良種苗の普及及び都道府県のニーズに配慮し ａ 100 1

つつ、配布価格を引き上げる。

、 、特許の権利維持に当たっては 権利を保有する目的を明確にした上で

当該目的を踏まえつつ、権利維持見直しを行い保有コストの低減を図る

とともに、技術移転活動の活性化に努める。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ( )
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

＝ 100 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予 定 以 上（ ％以上） 【達成度： 】120 140
ａ ：十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】90 120 100

評価結果ｂ ：や や 不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】60 90 80
ｃ ：不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】30 60 40
ｄ ：要 改 善（ ％未満） 【達成度： 】30 0

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して取り組みは十分であった

ｂ ： 〃 取り組みはやや不十分であった
ｃ ： 〃 取り組みは不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２５年度評価シ－ト(財務関係指標)

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

２ 水源林造成事業等

（１）長期借入金等の着実な償還

コスト縮減、資金の有効活用等適切な業務運営を行いつつ、長期借入金等を確実に償

還する。指 標
なお、木材価格等に関する統計資料等を参考に、分収造林契約に基づく将来の造林木

、 。販売収入を見積もるなど 長期借入金等に係る事業の収支バランスに係る試算を見直す

実施結果：

一般管理費、人件費等業務運営に係る経費の抑制を図りつつ、長期借入金等の償還原資である

負担金等を確実に徴収するため、関係道府県及び受益者と連絡を密にした結果、関係道府県及び

受益者から、負担金等を全額徴収することができた。

これらの取組の結果、次のように長期借入金及び第 回緑資源債券を確実に償還した。2
なお、長期借入金等に係る事業の収支バランスに係る試算については、林野庁から公表されて

いる木材価格や内閣府が公表している長期経済見通しを参考に、将来の造林木販売収入を見積も

、 、 。るなど 改めて試算を行い 中期計画の償還額や出資金の額に影響を及ぼさないことを確認した

【平成25年度長期借入金償還実績】 （単位：百万円） 【平成25年度債券償還実績】 （単位：百万円）

勘 定 元 金 支払利息 計 元 金 支払利息 計

水源林勘定 12,788 3,021 15,809 2,000 343 2,343

特定地域整備等勘定 12,180 1,632 13,812 3,000 301 3,301

特定地域等整備経理 8,393 850 9,242 2,000 212 2,212

林道経理 3,787 783 4,570 1,000 89 1,089

計 24,967 4,654 29,621 5,000 644 5,644

注：債券の元金償還は10年満期一括償還。

参考《平成25年度負担金等徴収実績》 （単位：百万円）

勘 定 負担金 賦課金 計貸付回収金

特定地域整備等勘定 13,989 1,221 3 15,213

特定地域等整備経理 10,229 10 3 10,242

林道経理 3,760 1,211 － 4,971

注：貸付回収金はNTT・A資金に係るもの。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

業務運営に係る経費の抑制を図りつつ、関係道府県及び受益者と連絡を密にし、負担金等の全

額徴収により長期借入金及び第 回緑資源債券を確実に償還できたこと、また、木材価格等に関2
する資料を参考に将来の造林木販売収入を見積もるなど、長期借入金等に係る事業の収支バラン

スに係る試算を改めて行い、影響がないことを確認していることから「 」と評定した。a
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平成２５年度評価シ－ト(財務関係指標)の集計表

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

２ 水源林造成事業等

（１）長期借入金等の着実な償還

第３-２-(１)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

コスト縮減、資金の有効活用等適切な業務運営を行いつつ、長期借入

100 1金等を確実に償還する。
ａ

なお、木材価格等に関する統計資料等を参考に、分収造林契約に基づ

く将来の造林木販売収入を見積もるなど、長期借入金等に係る事業の収

支バランスに係る試算を見直す。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ ( )
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100 100 %1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予 定 以 上（ ％以上） 【達成度： 】120 140
ａ ：十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】90 120 100

評価結果ｂ ：や や 不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】60 90 80
ｃ ：不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】30 60 40
ｄ ：要 改 善（ ％未満） 【達成度： 】30 0

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して取り組みは十分であった

ｂ ： 〃 取り組みはやや不十分であった
ｃ ： 〃 取り組みは不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２５年度評価シート(財務関係指標)

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

２ 水源林造成事業等

（２）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

中期計画に基づき、業務の効率化を進め確実な経費の削減を図るなど、適切な運営を指 標
行う。

実施結果：

23事務・事業の効率化及び経費の削減の観点から 引き続きコスト縮減に努めるとともに 平成、 、

年度に実施した森林農地整備センター本部（川崎市）及び関東整備局の事務所移転・共用化など

により、事務所借り上げ経費を平成 年度と比較して 百万円削減したことや、特定中山間保22 168
全整備事業等の事業区域等完了に伴う効果、消耗品のリユースや共有化の推進、カラーコピーの

22 50使用の抑制、定期刊行物の購読の見直しなどにより、事務費について平成 年度と比較して

百万円の削減を図るなど、業務の効率化を進め確実な経費の削減を図るなど、適切な運営を行っ

た。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

中期計画に基づき、森林農地整備センター本部（川崎市）及び関東整備局の事務所の移転・共

用化や、特定中山間保全整備事業等の事業区域等完了に伴う効果、消耗品のリユースや共有化の

推進、カラーコピーの使用の抑制、定期刊行物の購読の見直しなど、業務の効率化を進め確実な

経費の削減を図るなど、適切な運営を行ったこと、から「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シート(財務関係指標)の集計表

（大項目）第３ 財務内容の改善に関する事項

２ 水源林造成事業等

（２）業務の効率化を反映した予算の作成及び運営

第３-２-(２)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

ａ 100 1
中期計画に基づき 業務の効率化を進め確実な経費の削減を図るなど、 、

適切な運営を行う。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ( )
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

＝ 100 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予 定 以 上（ ％以上） 【達成度： 】120 140
ａ ：十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】90 120 100

評価結果ｂ ：や や 不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】60 90 80
ｃ ：不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】30 60 40
ｄ ：要 改 善（ ％未満） 【達成度： 】30 0

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して取り組みは十分であった

ｂ ： 〃 取り組みはやや不十分であった
ｃ ： 〃 取り組みは不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２５年度評価シート(財務関係指標)

（大項目）第４ 短期借入金の限度額

（２）水源林造成事業等

法人の短期借入金について、借入に至った場合の理由、使途、金額、金利、手続き、指 標
返済の状況と見込み

実施結果：

水源林造成事業等（特定地域等整備経理）において、長期借入金は半年賦償還、債券は元金一

括償還であり、その償還日は年度途中に発生する。一方、その財源となる負担金等の徴収は年賦

（納期限は 月末日）である。この制度差により、期中において一時的に資金不足が生じる見込2
みとなったことから、資金繰り資金として短期借入を行った。

なお、この短期借入金は、年度計画限度額（ 億円）の範囲内であり、また、資金の調達に当21
たっては、競争（引き合い）により、より低利な資金調達に努め、全て年度内に確実に償還を行

った（平成 年 月 日全額一括償還済 。26 3 3 ）

【平成25年度短期借入金借入実績】

（平成25年 9月27日借入分） 13億円 金利 0.33%

（平成25年11月22日借入分） 5億円 金利 0.32%

計 18億円

１評価結果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

長期借入金等の償還とその財源となる負担金等の徴収の制度差による一時的な資金不足に対応

するため短期借入を行ったものであり、短期借入に至った理由は適切であるとともに、競争によ

り低利な資金調達に努め、また当該短期借入金については年度内に確実に償還したことから「 」a
と評定した。
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平成２５年度評価シート(財務関係指標)の集計表

（大項目）第４ 短期借入金の限度額

（２）水源林造成事業等
第４-(２)

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

ａ 100 1法人の短期借入金について、借入に至った場合の理由、使途、金額、
金利、手続き、返済の状況と見込み

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ ( )
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100.0 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予 定 以 上（ ％以上） 【達成度： 】120 140
ａ ：十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】90 120 100

評価結果ｂ ：や や 不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】60 90 80
ｃ ：不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】30 60 40
ｄ ：要 改 善（ ％未満） 【達成度： 】30 0

ａ
【分科会評価区分】

分科会ａ ：借入に至った理由等は適切であった
評価区分ｂ ： 〃 やや不適切であった

ｃ ： 〃 不適切であった

ａ
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平成２５年度評価シート(財務関係指標)

（大項目）第５ 不要財産の処分及び不要財産以外の重要な財産の譲渡に関する計画

指 標 不要財産の処分に関する計画（計画以外の処分）

実施結果：

高知県が実施する高知広域都市計画道路事業の計画路線予定地に四国支所の敷地の一部（水道

給水用地）が該当し、高知県から当該敷地について譲渡申請があった。当所で検討した結果、当

該敷地の譲渡はやむを得ないと判断し、平成 年 月に「重要な財産の譲渡」として土地の譲25 7
渡を行った。

26 4また、当該譲渡収入については、今後の使用予定がないことから不要財産として平成 年

月に国庫納付を行った。

（参考）

四国支所の土地譲渡に伴う譲渡収入

・土地の簿価 67,240円

・土地の簿価超過額 2,323,142円

計 2,390,382円

１評価結果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

上記実施結果のとおり、中期計画外であるが不要財産以外の重要な財産の譲渡について 「独立、

行政法人通則法」に基づき適正に手続きを行った。

以上の結果から「 」と評定した。a
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平成２５年度評価シート(財務関係指標)の集計表

（大項目） 第５ 不要財産の処分及び不要財産以外の重要な財産の譲渡に関する計画

第５

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

不要財産の処分に関する計画（計画以外の処分） ａ 100 1

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算： ＝ ＝ ( )
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100.0 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予 定 以 上（ ％以上） 【達成度： 】120 140
ａ ：十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】90 120 100

評価結果ｂ ：や や 不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】60 90 80
ｃ ：不 十 分（ ％以上～ ％未満） 【達成度： 】30 60 40
ｄ ：要 改 善（ ％未満） 【達成度： 】30 0

ａ
【分科会評価区分】

分科会ａ ：譲渡に至った理由は適切であった
評価区分ｂ ： 〃 やや不適切であった

ｃ ： 〃 不適切であった

ａ
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）１ 施設及び設備に関する計画

（小項目）

① 中期計画に定められている施設及び設備について、当該事業年度における改修・整
指 標

備前後の業務運営の改善の成果

実施結果：

、 。老朽化が進んだ次の施設及び設備について 平成 年度に改修工事等の必要な整備を実施した25

【平成 年度施設整備費】25
○本所研究本館南棟空調設備改修【 千円】※予算ベースでは 千円72,811 79,887
老朽化が進み、各部の腐食や冷温水管の破裂等発生しているため、研究業務等に支障が生じな

いよう空調設備の改修工事を行った。

【森林・林業関係試験研究機関防災対策事業費】※予算ベースでは 千円1,006,943
○本所研究本館南棟耐震改修【平成 年度補正： 千円】24 308,942
大規模地震により倒壊又は崩壊の危険性があると耐震診断されていた研究本館南棟について、

改修工事を行った。

○本所自動火災報知設備改修【平成 年度補正： 千円】24 109,948
火災信号の作動不良等数多くの問題点が生じていた研究本館及び別棟の自動火災報知設備につ

いて、改修工事を行った。

○本所給水配管等改修【平成 年度補正： 千円】24 243,341
老朽化が進み、漏水により室内の実験機器が浸水するなど、試験研究にも支障をきたしていた

給水配管の更新工事、建物防水の改修工事を行った。

○本所ＲＩ実験棟実験室設備の改修【平成 年度補正： 千円】24 24,343
排水管等の老朽化による放射性同位元素の外部への漏洩を未然に防止し、法令の遵守並びに放

射線業務に携わる職員の安全確保のため、排水設備等の改修工事を行った。

○北海道支所研究本館耐震改修【平成 年度補正： 千円】24 111,350
大規模地震により倒壊又は崩壊の危険性があると耐震診断されていた研究本館について、改修

工事を行った。

○北海道支所非常用発電装置更新【平成 年度補正： 千円】24 41,072
老朽化が進み、停電時に作動不良のおそれがあるため、試験研究機関としての最低限の機能の

維持及び試験研究用素材の保存・飼育に支障をきたすことがないよう、非常用発電装置の更新工

事を行った。

○関西支所研究本館他１棟耐震改修【平成 年度補正： 千円】24 21,061
大規模地震により倒壊又は崩壊の危険性があると耐震診断されていた研究本館及び育林棟につ

いて、改修工事を行った。

○九州支所特殊実験棟耐震改修【平成 年度補正： 千円 】24 31,090
大規模地震により倒壊又は崩壊の危険性があると耐震診断されていた特殊実験棟について、改

修工事を行った。
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○ 林木育種センター本庁舎屋上防水工事及び受水槽修繕【平成 年度補正予： 千円】24 24,972
平成 年 月 日東日本大震災（震度 強）により、林木育種センターの本庁舎屋上及び受23 3 11 6

水槽において、ひび割れ等が発生し建物等に雨水等が浸透するおそれがあったため、本庁舎屋上

等の防水工事並びに受水施設の整備を行った。

○ 北海道育種場非常用発電装置整備【 千円】16,065
平成 年 月 日東日本大震災（震度 強）により、林木育種センターでは最長 時間にも23 3 11 6 76

及ぶ停電が発生し、生き物である育種素材を扱う研究施設に甚大な被害が発生したため、今後の

不測の停電等に備え、北海道育種場においても非常用発電設備を整備した。

○ 関西育種場非常用発電装置整備【 千円】21,469
平成 年 月 日東日本大震災（震度 強）により、林木育種センターでは最長 時間にも23 3 11 6 76

及ぶ停電が発生し、生き物である育種素材を扱う研究施設に甚大な被害が発生したため、今後の

不測の停電等に備え、関西育種場においても非常用発電設備を整備した。

○ 九州育種場非常用発電装置整備【 千円】16,779
平成 年 月 日東日本大震災（震度 強）により、林木育種センターでは最長 時間にも23 3 11 6 76

及ぶ停電が発生し、生き物である育種素材を扱う研究施設に甚大な被害が発生したため、今後の

不測の停電等に備え、九州育種場においても非常用発電設備を整備した。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

老朽化が進んだ施設及び設備、東日本大震災で被害のあった施設及び設備について、改修工事

等必要な整備を実施したことなどを評価して 「ａ」と評定した。、

独立行政法人森林総合研究所

235



平成２５年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）１ 施設及び設備に関する計画
第７-１

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

ａ 100 1
① 中期計画に定められている施設及び設備について、当該事業年度に

おける改修・整備前後の業務運営の改善の成果

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

＝ 100 ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100 %

1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して改善の成果は十分であった

ｂ ： 〃 改善の成果はやや不十分であった
ｃ ： 〃 改善の成果は不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている

独立行政法人森林総合研究所

236



平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）２ 人事に関する計画

（小項目 （１）人員計画）

ア 研究開発

研究開発業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の重点配置等を行う。指 標
管理部門の効率化に伴う適切な要員配置に努める。

年度計画：

研究開発業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の重点配置等を行う。

管理部門の効率化に伴う適切な要員配置に努める。

実施結果：

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、国に準じて早期退

職制度を導入した。初年度として 歳以上の 名程度の募集を行い、全 名（研究職員）の応募45 3 3
者を早期退職希望者として認定した。

管理部門の要員配置については、平成 年 月に改正された「森林の間伐等の実施の促進に関25 5
する特別措置法」において、当所は「認定特定増殖事業者に対し、特定母樹を育成するための種

穂の提供その他必要な支援を行うよう努めなければならない 」と規定され、新たに民間事業体に。

対して特定母樹の原種生産や配布調整、関連技術の支援が必要となった。

このため、平成 年 月からこれら業務を効率的に行うため、林木育種センター及び各育種場26 4
に普及調整役及び普及調整専門職を設置する改正を行った。

なお、人員配置状況の経年比較を参考資料 に示した。3

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

組織の年齢別人員構成を適正化し、組織の活性化を図ることを目的として、国に準じて早期退

職制度を導入したこと、管理部門の要員配置については、新たに、民間事業体に対して特定母樹

の原種生産や配布調整、関連技術の支援のため、林木育種センター及び各育種場に普及調整役及

び普及調整専門職を設置する改正を行ったことなどから「ａ」と評定した。
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参考資料３

○ 試験・研究及び林木育種事業における人員の配置状況の経年比較（期首／期末）

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度
年 度

区 分

１３１ １２７ １２３ １２２ １２7総務
（８） １２０ （８） １１６ （６） １１９ （８） １１９ （８） １１８

部門
（８） （５） （６） （７） （６）

一般 ５６ ５７ ５２ ５５ ５１企画
職員 （５） ５５ （５） ５５ （５） ５３ （５） ５２ （５） ５１部門

（４） （５） （５） （５） （５）

６２ ６５ ５９ ５９ ６１育種
（６２） ５８ （６５） ５６ （５９） ５７ （５９） ５５ （６１） ５１部門

（５８） （５６） （５７） (５５) （５１）

２５ １８ １５ １４ １３

技術職員 （４） ２５ （０） １７ （０） １５ （０） １４ （０） １３

（４） （０） （０） （０） （０）

４７０ ４６９ ４６２ ４５１ ４３４

研究職員 （４６） ４６４ （４５） ４６７ （４６） ４５４ （４５） ４３５ （４２） ４３７

（４５） （４６） （４４） （４２） （４３）

〔１〕 〔１７〕 〈１９〉 〈１６〉 〈７〉
任期付

〔１〕 〔１〕 〈１６〉 〈６〉 〈１３〉
研究員

〈５〉 〈１９〉

７４４ ７３６ ７１１ ７０１ ６８６

合 計 （１２５） （１２３） （１１６） （１１７） （１１６）

７２２ ７１１ ６９８ ６７４ ６７０

（１１６） （１１３） （１１２） （１０９） （１０５）

（注） １．期首は各年度の４月１日現在の職員数
２．期末は各年度の３月３１日現在の職員数
３．再雇用（再任用）職員については、週２４時間勤務であるため、１人当たり０.５人と換算
４．（ ）は林木育種センター職員で内書
５．〔 〕は任期付研究員を内書、〈 〉は研究開発力強化法による任期付研究員を内書

○ 平成２５年度森林総合研究所常勤職員総数の状況

期 首 １,０５１人（内 森林農地整備センター ３６５人）

期 末 １,０３４人（内 森林農地整備センター ３６４人）
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）２ 人事に関する計画

（小項目 （１）人員計画）

イ 水源林造成事業等

事業の見直し、組織の再編・統廃合及び業務運営の簡素化・効率化による職員の適切
指 標

な人事等を推進する。

年度計画：

事業の見直し、組織の再編・統廃合及び業務運営の簡素化・効率化による職員の適切な人事等

を推進する。

実施結果：

森林農地整備センターの職員配置については、業務の内容・規模を踏まえ効率的な業務実施体

制となるように、適切な人事配置を行った （これまでの人員配置状況の経年変化は参考資料 の。 4
とおり）

組織については、事務・事業の効率化の観点から、事業の進展、事業の内容・規模に応じ以下

のとおり廃止等を行った。

（ア）本部

農用地総合整備事業等の事業が廃止・縮小することを踏まえ、平成 年 月 日より農25 4 1
用地業務部を農用地業務室に縮小・再編し、 課及び 係を廃止した。2 2
管理部財務課において業務体制の見直しを行い 係を廃止した。1

（イ）建設事業所

事業の完了に伴い、平成 年 月 日に邑智西部建設事業所を廃止した。26 3 31

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

職員配置に当たっては、事業の進展、事業の内容・規模に応じ、組織を簡素で効率的な業務実

施体制に見直すとともに、適切な人事配置を行い業務の効率化を図ったことから「ａ」と評定し

た。
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参考資料４

○ 水源林造成事業等における人員の配置状況の経年比較（期首／期末）

２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 ２５年度
年 度

区 分

５１９ ４７２ ４１８ ３９４ ３６５
水源林造成事業等

５１７ ４６１ ４１５ ３８９ ３６４

（注） １．期首は各年度の４月１日現在の職員数
２．期末は各年度の３月３１日現在の職員数
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）２ 人事に関する計画

（小項目 （２）人材の確保）

研究職員の採用については、広く公募等により研究開発の推進に必要な優れた人材を指 標
確保するよう努める。

年度計画：

研究職員の採用については、広く公募等により研究開発の推進に必要な優れた人材を確保する

よう努める。

実施結果：

研究職員の採用については、優れた人材を確保するため広く公募をかけることとし、森林総合

研究所のホームページへの掲載と関連する大学及び都道府県研究機関並びに科学技術振興機構研

究者人材データーベースへ募集案内の公告掲示を依頼し、女性研究者 名（うち任期付 名 、男5 2 ）

性研究者 名（うち任期付 名）を採用した。12 6
また、任期付研究員の採用制度（平成 年 月から導入）に、一定の審査を経て常勤職員とし20 4

て採用することができる「テニュア型任期付研究員」制度を平成 年度から導入し、上記のほか24
に平成 年 月 日付けで女性研究者 名を採用した。25 4 1 1

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

研究職員の採用において、優れた人材を確保するため広く公募をかけたこと、また、任期付研

究員の採用制度に、一定の審査を経て常勤職員として採用することができる「テニュア型任期付

研究員制度」に基づき、研究者を採用したことなどから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）２ 人事に関する計画
第７-２

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

研究開発業務の効率的かつ効果的な推進を行うため、職員の重点配置

等を行う。 ａ 100 1

管理部門の効率化に伴う適切な要員配置に努める。

ａ 100 1事業の見直し、組織の再編・統廃合及び業務運営の簡素化・効率化に

よる職員の適切な人事等を推進する。

ａ 100 1
研究職員の採用については、広く公募等により研究開発の推進に必要

な優れた人材を確保するよう努める。

（ 指標数：３ 、ウェイトの合計③：３ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 300

100 %
3ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して改善の成果は十分であった

ｂ ： 〃 改善の成果はやや不十分であった
ｃ ： 〃 改善の成果は不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）３ 環境対策・安全管理の推進

（小項目）

「放射線障害予防規程 「森林総合研究所環境配慮基本方針」及び「エネルギーの使」、

」 、 、 。用の合理化に関する法律 等に基づき 環境対策 省エネ対策及び安全管理を推進する

省エネルギー・省資源・廃棄物削減に係る年度目標（数値目標）を設定し、PDCAサイ

クルを活かした、評価、改善策の検討等を行うことにより、更なる環境負荷の低減に努

める。

環境配慮等に関する国民の理解を深めるために、研究及び事業活動に係る環境報告書
指 標

を作成・公表する。

老朽設備を省エネ型の機器に改修し、効果的な運転を行うとともに省エネを図る。

、 、薬品等の適正使用・適正管理を推進するため 薬品等の化学物質の取り扱いについて

職場点検や所内掲示版等の注意喚起を通じて、事故・災害・環境汚染の未然防止に努め

る。また、不用薬品、不用物品等を計画的に適正処分する。

森林農地整備センターにおける安全衛生に係る取組を実施する。

年度計画：

「放射線障害予防規程 「森林総合研究所環境配慮基本方針」及び「エネルギーの使用の合理」、

化に関する法律」等に基づき、環境対策、省エネ対策及び安全管理を推進する。

省エネルギー・省資源・廃棄物削減に係る年度目標（数値目標）を設定し、 サイクルをPDCA
活かした、評価、改善策の検討等を行うことにより、更なる環境負荷の低減に努める。

環境配慮等に関する国民の理解を深めるために、研究及び事業活動に係る環境報告書を作成・

公表する。

老朽設備を省エネ型の機器に改修し、効果的な運転を行うとともに省エネを図る。

薬品等の適正使用・適正管理を推進するため、薬品等の化学物質の取り扱いについて、職場点

検や所内掲示版等の注意喚起を通じて、事故・災害・環境汚染の未然防止に努める。また、不用

薬品、不用物品等を計画的に適正処分する。

森林農地整備センターにおける安全衛生に係る取組を実施する。

実施結果：

放射線障害予防については、放射線業務従事者に対し、放射線の人体に与える影響や放射線障

害の防止に関する法令等に係わる教育訓練を行った。

54 6 22 49環境対策については エネルギーの使用の合理化に関する法律 昭和 年 月 日法律第、「 （

号 」及び「森林総合研究所中期環境目標と実施計画」に基づき、省エネルギーの推進に努めた。）

また、省エネルギー・省資源・廃棄物対策により、 排出量、上水使用量等を削減するなどのCO2

環境配慮の年度目標（数値目標）を設定し、職員啓発のためにイントラネットや諸会議等で定期

的に省エネルギー・省資源に関する情報提供及び協力依頼を行うなどにより、目標を達成した。

平成 年度の森林総合研究所の環境対策について 「環境報告書 」を取りまとめて公表し24 2013、

た。

施設関係については、老朽化した給水配管の更新を行い、給水使用量を節減した。また、経年

劣化した空調機について、省エネ型空調機に更新した。

物品調達にあたっては、環境物品の積極的な調達を平成 年度から継続して行っている。13
薬品管理については、 法に基づいた化学物質の年間取扱量の把握や毒物及び劇物取締法PRTR

に基づく毒物劇物量の管理を行うとともに、危険物貯蔵所について危険物貯蔵所運営委員会開催

日に併せて点検を行うなど施設・設備の保全に努め、職員が安全・適正に利用できるよう管理運

営に努めた。また、安全週間に併せて安全衛生委員による職場巡視を行い、必要な指導・助言を

独立行政法人森林総合研究所

243



行った。

森林総合研究所における安全衛生に係る取組として、以下のとおり実施した。

① 安全の確保については、平成 年度安全衛生管理計画を策定し、産業医（非常勤）及び衛生25
管理者等による安全衛生委員会を毎月開催するとともに、職員等の安全及び衛生に関する事項

、 。 、 、について検討し対応策を講じるなど 計画に基づき実行した また 大規模な地震災害に備え

「独立行政法人森林総合研究所業務継続計画」等に定める防災備品の備え付け状況について点

検を行った。

特に、本所においては、過去の労働災害の事例の災害要因や予防策等を明確にして労働災害

、「 」 「 」 、の防止を図るため 森林総合研究所労働災害データベース 及び 危険要因事例集 を策定し

電子掲示板の安全衛生関連ホームページに常時掲載した。また、労働災害発生時には職員災害

発生速報とともに研究開発部門の全職員に周知を行った。

現場業務の安全に一層配慮する観点から、蜂災害対策として、自動注射器、毒吸引器等の応

急器具・防蜂網等の配布、蜂アレルギー検査の徹底を図るとともに、マダニ媒介性の新感染症

の予防対策を職員へ周知し、忌避剤等を現場事務所に配布した。また、現場事務所に備え付け

ている保護具等について、損傷等の不具合が無いか点検を行った。

森林農地整備センターにおいては、水源林造成事業について、打合せ会議等を通じ造林者に

対して安全管理に関する指導等を行うとともに、特定中山間保全整備事業について、労働災害

防止のための安全パトロールを行い、適切な工事施工、施工機械の事故防止等について確認・

点検を行った。

② 健康の確保については、メンタルヘルス対策として本所においてはカウンセリングルームを

毎月 回開設するとともに、職員の健康管理の徹底及び健康診断結果に対する適切な対処に資1
するため、産業医（非常勤）による健康相談を 回実施した。84
また、本所においては、安全衛生担当者等の各種研修及び講習の受講、業務に必要な免許並

びに資格取得の促進に努めるとともに、設備・機械等の点検、作業環境の快適化及び耐震対策

を図り、安全な職場環境の形成に努めた。さらに、労働災害防止のための安全講話（ 月 日7 4
実施、 名参加）及びメンタルヘルス講演会（ 月 日実施、 名参加）を開催した。森223 10 2 215
林農地整備センターにおいては「課長補佐・主幹・係長研修 （ 月 回実施）及び「水源林」 10 2
事務所長等研修 （ 月 回実施）において、計 名の職員に対しメンタルヘルスに関する」 11 1 119
講義を行うとともに、会議等を通じてメンタルヘルス対策を各職場で適切に取り組むよう周知

を図った。

③ 「全国安全週間 （ 月 ～ 日）及び「全国労働衛生週間 （ 月 ～ 日）の期間中、職」 」7 1 7 10 1 7
場内へのポスター掲示及びイントラネットへの記事掲載により労働安全衛生の徹底を図った。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

放射線障害予防については、放射線業務従事者に対し必要な教育訓練を行った。

環境対策については 「エネルギーの使用の合理化に関する法律」及び「森林総合研究所中期環、

境目標と実施計画」に基づき、省エネルギーの推進に努めた。さらに、省エネルギー・省資源・

廃棄物削減にかかる年度目標（数値目標）を設定し、職員啓発のためにイントラネットや諸会議

等で定期的に省エネルギー・省資源に関する情報提供及び協力依頼を行うなどにより、目標を達

成した。また、環境配慮等に関する国民の理解を深めるため、研究及び事業活動に係わる環境報

告書を作成し、ホームページに掲載・公表した。

安全衛生の推進では、設備・機械の点検、作業環境の快適化及び耐震対策を行った。また、薬

品管理については、 法に基づいた管理を行うとともに、安全衛生委員会による職場巡視にPRTR
、 、 。 、よる点検を実施して 必要な指導・助言を行い 化学薬品に対する安全意識を徹底した さらに

重大な蜂災害を未然に防止するための自動注射器の配付、職員の健康管理に資するための産業医

の活用やメンタルヘルス対策の周知など、安全衛生対策を推進した。
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以上のように、環境対策及び安全管理の推進に関しては、当初の目標を達成したことを評価し

て「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）３ 環境対策・安全管理の推進
第７-３

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

放射線障害予防規程 森林総合研究所環境配慮基本方針 及び エ「 」、「 」 「
ネルギーの使用の合理化に関する法律」等に基づき、環境対策、省エネ
対策及び安全管理を推進する。
省エネルギー・省資源・廃棄物削減に係る年度目標（数値目標）を設

定し、PDCAサイクルを活かした、評価、改善策の検討等を行うことによ
り、更なる環境負荷の低減に努める。
環境配慮等に関する国民の理解を深めるために、研究及び事業活動に ａ 100 1

係る環境報告書を作成・公表する。

老朽設備を省エネ型の機器に改修し、効果的な運転を行うとともに省

エネを図る。

薬品等の適正使用・適正管理を推進するため、薬品等の化学物質の取

り扱いについて、職場点検や所内掲示版等の注意喚起を通じて、事故・

災害・環境汚染の未然防止に努める。また、不用薬品、不用物品等を計

画的に適正処分する。

森林農地整備センターにおける安全衛生に係る取組を実施する。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

＝ ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 100

100 %
1ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して改善の成果は十分であった

ｂ ： 〃 改善の成果はやや不十分であった
ｃ ： 〃 改善の成果は不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項
（中項目）４ 情報の公開と保護
（小項目）

研究所の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすため、文書資料の電子管理の充実
を図り、情報公開業務の適正かつ迅速な対応に努める。
個人情報の保護に関して、職員へ更なる周知・啓発を図り、情報管理を行い、情報の

公表と保護について、適切な処理に努める。
また、情報セキュリティ政策会議（議長：内閣官房長官）において 「政府機関の情、

報セキュリティ対策のための統一基準群」が改定されたため、情報セキュリティポリシ
ーの改訂を行い、これに沿った対策を推進するため、自己点検の実施、作成した役職員

指 標 向けのハンドブック（解説資料）を適宜改訂するとともに定期的な教育、研修を実施す
る。
さらに、平成25年8月に森林総合研究所職員のメールアカウントが盗用される事案が

発生したことから、役職員全員を対象とした研修の緊急実施を行うとともに 「標的型、
メール攻撃」に対する教育訓練の実施、情報セキュリティ対策に係る監査の充実、情報
セキュリティ対策に係る内部統制の充実・強化、eラーニングシステムの導入による情
報セキュリティ教育の充実を図る。

年度計画：

研究所の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすため、文書資料の電子管理の充実を図り、

情報公開業務の適正かつ迅速な対応に努める。

個人情報の保護に関して、職員へ更なる周知・啓発を図り、情報管理を行い、情報の公表と保

護について、適切な処理に努める。

また、情報セキュリティ政策会議（議長：内閣官房長官）において 「政府機関の情報セキュリ、

ティ対策のための統一基準群」が改定されたため、情報セキュリティポリシーの改訂を行い、こ

れに沿った対策を推進するため、自己点検の実施、作成した役職員向けのハンドブック（解説資

料）を適宜改訂するとともに定期的な教育、研修を実施する。

さらに、本年 月に森林総合研究所職員のメールアカウントが盗用される事案が発生したこと8
から、役職員全員を対象とした研修の緊急実施を行うとともに 「標的型メール攻撃」に対する教、

育訓練の実施、情報セキュリティ対策に係る監査の充実、情報セキュリティ対策に係る内部統制

の充実・強化、 ラーニングシステムの導入による情報セキュリティ教育の充実を図る。e

実施結果：

研究所の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすため、法人文書の管理及び法人文書ファイ

ル管理簿の電子化を図り、この管理簿については当所ホームページへ掲載した。この情報公開制

度に伴う 件の公開請求があったが、開示者への適切な処理対応を図るとともに、迅速に開示を2
実施した。また、総務省関東行政評価局が主催する情報公開・個人情報保護制度の運用に関する

研修会（ 月 日）に１名及び独立行政法人国立公文書館が主催する公文書管理に関する研修会5 10
に計 名（ 月 日、 月 日、 月 日各１名）が参加した。これら研修会に参加したこと3 6 19 7 10 2 12
により、開示請求者への適切な対応と共に迅速な開示決定を行える体制を整えた。

森林農地整備センタ－では、国民への最新情報の提供及び迅速な対応を図るため、法人文書の

管理及び法人文書ファイル管理簿のデ－タ等の電子化に努めた。また、情報公開制度に伴う 件3
の開示請求については、開示請求者への適切な対応を図るとともに、迅速に開示を実施した。

個人情報の保護に関しては、個人情報の流出を防ぐため、平成 年度に引き続き電子計算機、24
複写機の廃棄時にデータを消去する等適切な処理を行った。具体的には、 台の電子計算機の104
廃棄の際に （米国国家安全保障局）方式によるデータ消去を行うとともに、複写機の廃棄にNSA
際してリサイクル処理業務契約にデータ消去の証明書の提出を義務づけるなど、個人情報に限ら

ず電子機器廃棄時のデータ流出防止に万全を期した。

内閣官房情報セキュリティセンターが策定する「政府統一基準群」を踏まえ、管理対策区域を
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設定するために必要な施錠や区分け壁工事を実施することなどを通して、必要な情報セキュリテ

ィポリシーの改訂を実施した。

月に職員のメールアカウントが盗用された事案を踏まえ、以下の取組を行った。8
職員の情報セキュリティの向上を図るため、業務文書の機密性格付けとそれに則した取り扱い

の遵守、メール攻撃を受けた場合の対処法を連絡調整会議・イントラネット等を通じて周知し、

職員への徹底を図った。

1 6 2 2例年 回実施している情報セキュリティー教育研修を 月と 月（森林農地整備センターは

月から 月）に回数を増やして実施し、特に事案発生後、速やかに緊急情報セキュリティ教育研3
修を実施（ 月）し、休職者・長期病気休職者を除く役職員全員（ 名）が受講した。10 1,503
情報セキュリティに関する意識向上を図るための自己点検の内容に、機密性格付けとメール攻

撃を受けた場合の対処法を加え、 月（森林農地整備センターは 月）に点検を実施した。こ11 12
れらの点検結果を情報セキュリティ責任者が確認し、対策が不十分な者に対しては改善を指導し

た。 月には監査室による情報セキュリティ監査を実施し、自己点検票の精査と指導事項の実施3
確認を行った。

「 」 。 、標的型メール攻撃 に対する訓練を 回実施した 外部の専門業者による 回目の評価では2 2
攻撃により誤って開封した割合は、これまでに同一業者が実施した平均値 ％を下回る であ10 6%
り、これまでの教育や点検指導の積み重ねによるリスク低減の効果が現れていた。

「業務運営システム運用規程」に基づき実施している職場内のリスク管理において 「情報セキ、

ュリティの確保とセキュリティシステムの整備」を優先的に取り組むべきリスクの つとして選1
定し、 月から 月の間に各職場において、リスクリストをチェックさせることにより情報セキ10 2
ュリティ対策の重要性を再度認識させた。

また、今後において、情報セキュリティ教育の受講漏れの防止、役職員における理解度の把握

と知識習得を徹底し、情報セキュリティのリスクをさらに低減するため、 月に新たに ラーニ2 e
ングシステムを導入し、整備した。

最近のサイバー攻撃の高度化に対処するため、農林水産技術会議事務局技術政策課が実施した

情報システムセキュリティ管理者向け研修会等に担当者を参加させるなどの取組に加え、新たな

脅威や情報技術・利用環境の変化等に適応した情報セキュリティポリシーを 月に改訂した。さ3
らに、情報セキュリティの専門家の雇用を次年度より行うよう方針を決定し、作業を進めた。

上記事案の発生に対応して以上の取組を行い、類似事案の再発防止に全所を挙げて努めた。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

情報公開業務を適正かつ迅速に行うため、法人文書ファイル管理簿情報を森林総合研究所ホー

ムページに掲載するとともに、担当者を公文書管理に関する研修会へ参加させるなどして、文書

管理の充実を図った。個人情報の保護に関しては、情報の流出を防ぐため、平成 年度に引き続24
き、電子計算機や複写機の廃棄時にデータを消去するなど、適切な処理を行った。

内閣官房情報セキュリティセンターが策定する「政府統一基準群」を踏まえて、情報セキュリ

ティポリシーの改訂を行った。

、 。 、年 回の情報セキュリティ教育研修に加え 緊急情報セキュリティ教育研修を実施した また2
「標的型メール攻撃」に対する教育訓練を 回実施した。さらに、情報セキュリティ監査を実施2
した。

情報セキュリティ教育の受講漏れの防止、役職員における理解度の把握と知識習得の徹底に向

けて、新たに ラーニングシステムを導入、整備した。e
情報システムセキュリティ管理者向け研修会等に担当者を参加させた。

以上のように、平成 年 月に発生した事案等の再発防止を徹底させることに加え、より高度25 8
な情報の保護のための対策を実施し、情報の適正な取り扱いの確保に努め、平成 年度の目標を25
達成したことから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）４ 情報の公開と保護
第７-４

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
区分 ① ②

研究所の諸活動の社会への説明責任を的確に果たすため、文書資料の

電子管理の充実を図り、情報公開業務の適正かつ迅速な対応に努める。

個人情報の保護に関して、職員へ更なる周知・啓発を図り、情報管理

を行い、情報の公表と保護について、適切な処理に努める。

また、情報セキュリティ政策会議（議長：内閣官房長官）において、

「政府機関の情報セキュリティ対策のための統一基準群」が改定された

ため、情報セキュリティポリシーの改訂を行い、これに沿った対策を推

進するため、自己点検の実施、作成した役職員向けのハンドブック（解 ａ 100 1

説資料）を適宜改訂するとともに定期的な教育、研修を実施する。

さらに、平成25年8月に森林総合研究所職員のメールアカウントが盗用

される事案が発生したことから、役職員全員を対象とした研修の緊急実

施を行うとともに、「標的型メール攻撃」に対する教育訓練の実施、情報

セキュリティ対策に係る監査の充実、情報セキュリティ対策に係る内部

統制の充実・強化、eラーニングシステムの導入による情報セキュリティ

教育の充実を図る。

（ 指標数：１ 、ウェイトの合計③：１ ）

達成度の計算：
｛（指標の達成度①）×（同ウェイト②）｝の合計

＝
100

＝ 100 (%)
ウェイトの合計③ 1

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】
ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】 評価結果
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた 分科会
ａ ：中期計画に対して改善の成果は十分であった 評価区分
ｂ ： 〃 改善の成果はやや不十分であった
ｃ ： 〃 改善の成果は不十分であった
ｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている ａ
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）５ 積立金の処分

（小項目 （１）研究・育種勘定）

前期中期目標期間繰越積立金は、前期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、当期
指 標

中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。

年度計画：

前期中期目標期間繰越積立金は、前期中期目標期間中に自己収入財源で取得し、当期中期目標

期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当する。

実施結果：

前期中期目標期間繰越積立金のうち、 千円を前期中期目標期間中に自己収入財源で取得51,074
し、当期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当し、収支の均

衡を図った。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

前期中期目標期間繰越積立金のうち、 千円を前期中期目標期間中に自己収入財源で取得51,074
し、当期中期目標期間へ繰り越した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当し、収支の均

衡を図ったことから「 」と評定した。a
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）５ 積立金の処分

（小項目 （２）水源林勘定）

指 標 前期中期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息に充当する。

年度計画：

前期中期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息に充当する。

実施結果：

前期中期目標期間繰越積立金のうち、 千円を借入金利息及び債券利息に充当し、借入金250,000
等の償還を行った。

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

前期中期目標期間繰越積立金のうち、 千円を借入金利息及び債券利息に充当し、借入金250,000
等の償還を行ったことから「ａ」評定とした。
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平成２５年度評価シート(指標)

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）５ 積立金の処分

（小項目 （３） 特定地域整備等勘定）

前期中期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収及び長期借入金若しくは債券の償還
指 標

に要する費用に充当する。

年度計画：

前期中期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収及び長期借入金若しくは債券の償還に要する

費用に充当する。

実施結果：

前期中期目標期間繰越積立金のうち、 千円を負担金の徴収事務、借入金等の償還事務及140,873
、 。び事後評価等の費用に充当し 負担金の徴収等及び借入金等の償還等に係る事務を円滑に行った

１評 価 結 果 ウェイトｓ ａ ｂ ｃ ｄ

評価結果の理由：

前期中期目標期間繰越積立金のうち、 千円を負担金の徴収等に要する費用に充当し、負140,873
担金の徴収及び借入金等の償還等に係る事務を円滑に行ったことなどから「ａ」と評定した。
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平成２５年度評価シート(指標)の集計表

（大項目）第７ その他農林水産省令で定める業務運営に関する事項

（中項目）５ 積立金の処分
第７-５

評価結果

具 体 的 指 標 達成 達成度 ｳｪｲﾄ
① ②区分

研究・育種勘定：前期中期目標期間繰越積立金は、前期中期目標期間中

100 1に自己収入財源で取得し、当期中期目標期間へ繰り越 ａ
した有形固定資産の減価償却に要する費用等に充当す

る。

100 1
水源林勘定：前期中期目標期間繰越積立金は、借入金利息及び債券利息

ａ
に充当する。

特定地域整備等勘定：前期中期目標期間繰越積立金は、負担金等の徴収
100 1及び長期借入金若しくは債券の償還に要する費用 ａ

に充当する。

（ 指標数：３ 、ウェイトの合計③：３ ）

＝ 100.0 ( )達成度の計算： ＝
｛ 指標の達成度①）×（同ウェイト② ｝の合計（ ） 300 %

3ウェイトの合計③

【評価の達成区分】

ｓ ：予定以上達成（120％以上） 【達成度：140】
ａ ：概 ね 達 成（90％以上～120％未満） 【達成度：100】

評価結果ｂ ：達成はやや不十分（60％以上～90％未満） 【達成度： 80】
ｃ ：達成は不十分（30％以上～60％未満） 【達成度： 40】
ｄ ：未 達 成（30％未満） 【達成度： 0】

ａ
【分科会評価区分】

分科会ｓ ：中期計画を大幅に上回る成果が得られた
評価区分ａ ：中期計画に対して改善の成果は十分であった

ｂ ： 〃 改善の成果はやや不十分であった
ｃ ： 〃 改善の成果は不十分であった

ａｄ ： 〃 達成が大幅に遅れている
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